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特別講演 「大震災の教訓の共有と継承」～災害対応能力を高める～

SPL 大震災等の教訓と継承－対応能力を高める

東北大学災害科学国際研究所

今村　文彦

21世紀に入り国内外で地震や津波、風水害などの自然
災害が発生し、大きな被害を受けている。特に津波災
害については、最近20年間（1998-2017）では過去にない
頻度、規模、様相であり、世界で25万人以上の尊い命
が失われた。2004年インド洋津波、2011年東日本大震
災など大規模な被害は記憶に新しい。加えて、今後、
首都直下地震、南海トラフ地震・津波の発生の可能性
も高いと指摘されている。過去の経験と教訓を繋いで、
予想される被害を軽減しなければならない。
本講演では、東日本大震災や最近の自然災害の特徴を
紹介したい。ハザードという自然外力に加えて、社会
の持つ脆弱性、また土地が持つ暴露性などと関連して、
被害実態を整理したい。また、事前対策に加えて、緊
急対応、復旧、復興の各段階での課題もあった。特に、
東日本大震災は広域での複合災害であり、巨大地震・津
波に加えて、液状化・地盤災害、火災、そして原発事故
が複雑にしかも様々な時間経過により発生した。その
結果、死亡者は12 都道県で1 万5897 人、行方不明者は
６県で2533 人（2019 年3 月警察庁調べ）、さらに関連死
は3701 人（2018 年9 月復興庁調べ）にも及んでいる。直
接死の多くは津波による犠牲者であり、関連死は現在
も増え続けている。同じ悲劇を繰り返さないためには、
震災の恐ろしさを訴えるだけでなく、被災の実態を踏
まえて、防災・減災への教訓、さらには命を守るための
知識を伝えていくことが不可欠である。
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教育講演１ 「国際化時代の救急業務」～外国人傷病者への対応について～

EL1 国際化時代の救急業務 - 外国人傷病者への対応について

帝京大学医学部救急医学講座

坂本　哲也

　わが国に滞在する外国人は、在留外国人と訪日外国
人に大別されるが、いずれも増加しつつある。法務省
の在留外国人統計によると、2018年の総在留外国人は
342万3千人であり、2008年の221万7千人と比較すると
1.5倍に増加している。国別にみると、中国（95万8千
人）、韓国（54万4千人）、ベトナム（33万7千人）、フィリ
ピン（30万8千人）の順であり、アジア（280万9千人）が全
体の82.1％を占めている。アジア以外ではブラジル（20
万4千人）、米国（10万9千人）が10万人を超え、欧州は総
計で12万9千人である。日本政府観光局（JNTO）による
と、2018 年の訪日外国人観光客数は過去最多の3,119万
2千人であり、2018年の835万1千人の3.7倍にあたり、前
年の2869万1千人との比較でも108.7％という高い増加率
を示している。増加の理由としては、航空路線の拡充、
寄港船舶数の増加、査証要件の緩和、観光プロモーショ
ンの推進などが考えられている。国別にみると、中国

（858万人）、韓国（753万9千人）、これに台湾（475万7千
人）、香港（220万8千人）を加えた東アジア地域からの観
光客数が最も多く、次いで米国（152万6千人）、タイ（113
万2千人）が100万人を超えている。大陸別に見ると、ア
ジア（2675万8千人）が全体の85.8％を占め、次いで北米

（193万9千人）、欧州（172万人）、オセアニア（63万1千人）、
南米（10万5千人）、アフリカ（3万8千人）の順となる。こ
れらの外国人が傷病者となった場合、救急業務には多く
の課題が存在する。多くの外国人傷病者が日本語を使
えないだけでなく、日常会話がある程度可能でも救急
業務や医療の現場で病状を的確に伝えることは困難な
場合もある。アジアからの外国人は英語に堪能でない
ことも多く、それぞれの母国語に対応する必要がある。
通訳だけでなく、スマートフォンのアプリや専用デバイ
スによる外国語対応ツールの活用も考慮する。搬送先医
療機関選定のためには、観光庁による訪日外国人旅行
者受入可能な医療機関リストのウエブサイト（https://
www.jnto.go.jp/emergency/jpn/mi_guide.html）が有用
である。2018年度で1,255の医療機関が登録されている。
病院到着後の外国人医療における課題として、１．医療
費と保険、２．インフォームド・コンセント、３．宗教・
生活習慣と医療対策、４．滞在継続（大使館や領事館対
応等）、５．帰国への後送対応、６．死亡時の対応など
があげられている（訪日外国人医療Ver1.1、日本臨床救

急医学会）。
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シンポジウム４ 「災害における対応Ⅰ」～災害時における情報収集について考察する～

SY4-1 東日本大震災での情報収集について

気仙沼・本吉地域広域行政事務組合消防本部

畠山　　光

【発表要旨】
　当消防本部は、気仙沼市と南三陸町を管轄しており、平成２３年
３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震の大津波により、死者・
行方不明者は２，２６３名、多くの住民が被災し、甚大な被害となった。
　災害時の情報収集について、被災地消防本部の視点から発表する。

【発生当時の概要】
　管内人口は、１市１町で９１，９１３人、地形は縦長でリアス式海岸の
ため丘陵地が多く平地が非常に少なく主要となる道路が限られてい
た。
　職員数は１７９名、救急隊数は縦長の地形から７隊で運用し、平成
２２年の救急出動件数は３，１１３件だった。気仙沼市の市街地の救急隊
２隊で全体の６０％弱に対応していた。
　医療機関は、管内に三次医療機関はなく、二次医療機関が３病院
である。三次医療機関へは４０分から１００分程度要していた。

【東日本大震災発生時の状況】
　地震発生後から、地震・津波災害活動計画に基づき対応してい
たが、津波襲来で状況が大きく変わった。１署２出張所が津波によ
り被災し、津波や相次ぐ火災・救急救助要請により、状況の把握・
対応は困難を極めた。また、ＮＴＴ回線の被災により１９時１０分には
１１９番通報が受信できなくなった。１７日の復旧までの覚知方法は、

住民の駆け付けや避難所からの伝達になったが、救急件数は平時の
約３倍となった。
　医療機関の多くが津波で被災し、二次医療機関３病院のうち２病
院が被災した。被害を免れた医療機関も断水等で検査ができなかっ
た。被災を免れ電気と水道が確保できた二次医療機関に搬送した
かったが、収容依頼の電話が繋がらないため直接搬送した。以降連
絡なしで搬送（アポなし搬送）することとなった。また、医療機関に
職員を派遣し被災状況を確認する必要があったが、他の災害対応に
職員を充てる必要から人手不足で派遣することができなかった。
　傷病者情報は、身元が判明しない傷病者が散見され、情報が取れ
ないままアポなし搬送した。また、医療支援チームが巡回診療を行っ
ていたが、行われていた処置やケア内容が分からなかったため、共
通の連絡シートに記入してもらい、救急時の情報共有に活用した。

【結語】
　情報収集は様々な手段があり日々開発・改良が行われている。平
時の災害、局所の大規模災害・広域災害により異なるが、通信機器
を活用し普及させると共に、フェイスtoフェイス・紙ベースなどの
アナログでの対応力も備えなくてはならないと考える。

SY4-2 「北海道胆振東部地震における連携活動」 
～救急要請に備えた取組み～

札幌市消防局

曽根　敏夫

平成30年9月6日未明に発生した北海道胆振東部地震では、北
海道ではかつて経験したことのない最大震度7を記録し、大
規模な土砂災害や家屋の倒壊などにより、多くの尊い命が失
われた。また、道内全域での停電（ブラックアウト）や断水な
どのライフラインの寸断により、産業被害が拡大するなど道
内の暮らしや経済社会活動に大きな影響を及ぼし現在も復
旧・復興に向け対応しているところである。
発災直後、道内の消防機関においては、北海道広域相互応援
協定に基づき、道内33の消防本部から道内広域応援隊として、
延べ415隊、1,537名が厚真町で活動を行った。
また、北海道庁は消防組織法に基づき消防庁長官に対し緊急
消防援助隊の派遣を要請し、12都道県から延べ642隊2,632人
の部隊が救助救出活動及び救急需要の増大に伴う救急活動を
行ったところである。
消防機関の活動拠点となる胆振東部消防組合に指揮支援本部
が設置され、仙台市消防局の指揮支援隊長が中心となり緊急
消防援助隊の指揮支援活動を行った。
この指揮支援隊長の役割は、被災地の市町村に設置される指
揮支援本部の長として指揮者を補佐し、その指揮の下で、被
災市町村における陸上に係る緊急消防援助隊の部隊運用や活

動調整の管理を行うことが主業務となっている。
今回の地震災害では、土砂崩れによる家屋の倒壊により安否
確認ができない地区が広範囲であり発災から72時間は救助救
出活動において極めて重要な時間帯であることを踏まえて24
時間体制による捜索活動であった。
そうした中での災害対応は、緊急消防援助隊の各県大隊との
活動ローテーションの調整を行ううえで、ブラックアウトに
よる影響もあり通信手段が限られ、活動当初においては、指
揮支援本部と各県大隊との連絡調整に時間を要する状況で
あった。特に、迅速な救急要請に対応するには、各県大隊の
救急小隊に対し効率的な運用を定める必要があることから、
指揮支援隊長からの活動任務指示として救急要請に備えた新
たな連絡体制を図ったものである。
この部隊運用により、救急要請に対して迅速な対応ができた
ことを受け、今後の大規模災害に備えた救急事案の対応方法
について実例を交えて発表する。
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シンポジウム４ 「災害における対応Ⅰ」～災害時における情報収集について考察する～

SY4-3 災害診療記録/J-SPEEDはなぜ機能するのか？

広島大学　大学院医系科学研究科　公衆衛生学

久保　達彦

災害とは「地域の対応能力を超え、外部からの支援を必要と
する事象」のことである。この時、被災地には派遣元の異な
る無数の支援チームが救援に駆け付け、災害対策本部にはそ
れらのチームを組織化して支援効率を最大化することが求め
られる。一方、共同の支障となり続けているのが支援チーム
毎に活動ルールや専門用語理解が異なること、すなわち標準
化、共通言語が確立されていないことである。
災害医療分野では、東日本大震災時、我が国には標準的なカ
ルテ様式がなかった。また診療日報様式も未整備であった。
そのため支援チーム間での診療情報の引継ぎは困難で、ま
た、どこにどのような患者が何人いたかを本部が把握するこ
ともできなかった。このことを教訓化するために日本救急医
学会、日本災害医学会、日本医師会等の関係団体は合同で「災
害時の診療録のあり方に関する合同委員会」を組織し、標準
となる診療記録様式（名称：災害診療記録）と診療日報様式（名
称：J-SPEED診療日報）を提唱した。これらの様式は熊本地
震（2016年）において大規模に実用され、統一様式による診療
情報の記録と引継ぎが実現するとともに、J-SPEED診療日報
により、災害対策本部が被災傷病者の地理分布並びに疾病構
造を把握できるようになった。この成果は国際的にも高い注

目を集めることとなり、WHOはJ-SPEED方式をWHO国際
標準Emergency Medical Team Minimum Data Set （MDS）
として採択した。
J-SPEED診療日報は、熊本地震において8,089件、西日本豪
雨災害で3620件、北海道胆振東部地震で591件のデータ収集
と即日可視化に成功している。J-SPEEDが災害現場におい
ても大量のデータを集めることに成功した要因としては、①
災害現場で医療支援活動を展開可能な機動力ならびに通信能
力を有する災害医療チームを報告者としたこと、②カルテ・
災害診療記録をデータ創出起点としたこと、そして③東日本
大震災の教訓化として団体の垣根を超えたオールジャパンで
の様式標準化に成功したこと、がある。実用性の高さから、
一般診療版に加えて精神保健医療版が開発され実用されてお
り、薬剤版の開発が進められている。また災害医療分野以外
でG7伊勢志摩サミット、G20大阪サミット等で大規模イベン
ト版が活用されており、福岡地域救急利用版の利用が運用開
始目前となっている。今後、各領域で蓄積された知見が分野
横断的に共有され更なる発展につなげられていくことが期待
されている。

SY4-4 東日本大震災・霞目SCUにおける多機関協働と情報共有

独立行政法人国立病院機構仙台医療センター

山田　康雄

【目的】2011年3月11日発災の東日本大震災において、宮城県
仙台市内にある陸上自衛隊・霞目駐屯地に航空搬送拠点臨時
医療施設（以下、霞目SCU）が開設された。霞目SCUでの医療
チーム（DMAT、日本赤十字社ほか）・消防機関・自衛隊の協
働活動における情報伝達・共有のあり方について考察し報告
する。【霞目SCUの活動概要】霞目SCUは、3月12日早朝に開
設された。当初、運営は DMATと陸上自衛隊東北方面衛生
隊で行われた。元来SCU設置の最大の目的は被災地内から被
災地外への広域搬送であるが、被災地内から霞目SCUを経て
県外へ搬送された患者は3月13日までに合計6名のみであり、
霞目SCUへのDMATの派遣規模は縮小された。しかし、3月
13日午後から気仙沼・南三陸・石巻など沿岸の津波激甚被害
地域から仙台への域内搬送が急増し、3月14日には水没した
石巻市立病院からの大規模避難搬送が行われた。同日、霞目
SCUに緊急消防援助隊が派遣され、医療チーム・消防機関・
自衛隊の協働体制が構築された。1日で172名が霞目SCUに搬
入され、仙台市内や山形県の医療機関に搬出された。若干、
避難搬出現場からSCUへの搬送情報は錯綜したが、SCU内で
の合同指揮体制は情報共有の上で有効に機能した。一方、霞
目SCUと仙台市内の医療機関や宮城県庁との通信に際して

はMCA無線が効力を発揮し、衛星携帯電話などでの通信を
補完し得た。【考察】１）霞目SCUにおける搬送フローは、開
設当初は少数の「車両でのSCU搬入、SCUからの航空機搬出」
であったが、その後は多数の「航空機等でのSCU搬入、SCU
からの車両搬出」に逆転した。多数の車両を必要とするこの
時期に消防機関がSCU参入したことにより、県庁災害対策本
部・SCU双方で「医療チーム—消防—自衛隊」の横軸・縦軸の
情報伝達が成立した。多機関協働のミッションではこうした
コマンド・アンド・コントロールの構築が情報伝達・共有に
重要である。２）収容医療機関の手配は県庁災害対策本部で
大枠の確保がなされていたが、実際の収容に際しては個別の
通信が必要であった。これに際し、衛星電話以外にも災害拠
点病院に配備されていたMCA無線が仙台市内では極めて有
用であった。災害時には、より多くの通信系統を保有するこ
とが必要と考える。【結語】大規模災害時の情報伝達において
は、コマンド・アンド・コントロールの確立とより多くの通
信系統の保有が重要である。
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シンポジウム４ 「災害における対応Ⅰ」～災害時における情報収集について考察する～

SY4-5 『熊本地震』多数傷病者の転院搬送時におけるDMATとの連
携活動

熊本市消防局

田中　敬士

熊本地震の前震（震度７：マグニチュード６.５）で、震源地で
ある益城町の病院（５階建）が被害を受け、地震により一部が
崩壊し傾いた病院内には、介護が必要な高齢者の入院患者が
３０人取り残された。
余震が続く中、その３０人の患者を転院搬送の依頼を受けた
DMAT。そのDMATからの要請で救助出場した消防隊。
活動方針が決定され、トリアージ順位３番目の重症患者を救
出した直後、本震（震度７:マグニチュード７.３）に見舞われる。
その時の様子は…？　 また、どのようにして３０人は救出さ
れたのか？
消防隊員が感じたことやDMATの対応、さらには、救出作
戦はどうであったのか・・・情報収集と連係プレー、指揮統
制の難しさなど、現場活動した隊員等からの話をもとに、当
時、統括責任者の目線から検証する。

第
1
会
場

第
1
会
場

1
日
目

2
日
目

第
2
会
場

第
2
会
場

第
3
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
7
会
場

第
8
会
場

第
8
会
場

第
9
会
場

第
9
会
場

第
10
会
場

第
10
会
場

1
日
目
第
1
会
場



56 The 28th National Ambulance-crew Symposium

シンポジウム６ 「災害における対応Ⅱ」～災害時における救急隊の効果的な活用について考察する～

SY6-1 東日本大震災における石巻地区救急隊と緊急消防援助隊の円
滑な活動について

石巻地区広域行政事務組合消防本部

鈴木　健治

【背景】
　あの震災から８年１０ヶ月が経過した。平成２３年（２０１１年）３月
１１日（金）１４時４６分、三陸沖を震源とするマグニチュード９．０、
宮城県石巻広域圏で震度６強を観測する東北地方太平洋沖地震

（東日本大震災）が発生した。石巻市では、５５６平方キロメート
ルの内、１３％の７３平方キロメートルが浸水し、被災自治体で
最大となった。また、最高水位２５．８メートルを記録した地域も
あった。平成３１年３月総務省消防庁調べでは、全国で死者数は
１９，６８９人、行方不明者２，５６３人、宮城県全体で死者数は１０，５６５
人、行方不明者１，２２１人、石巻広域圏で死者数は５，２２９人、行
方不明者数７０１人となっており、多くの尊い命が地震そして津
波により奪われた。この未曾有の震災を経験した救急隊として、
災害時における救急隊の効果的な活用について考察する。

【対象と方法】
　震災発生直後から１時間、そして１１９番途絶までの時間経過、
出場件数、救急内容を確認した。また、緊急消防援助隊救急隊、
県内応援隊帰任までのデータを精査した。

【結果】
　東日本大震災では、石巻広域圏の９告示医療機関のうち、３医
療機関が津波により壊滅した。その中で、ＭＣ指示病院である石

巻赤十字病院に、直ちに救急救命士を派遣し、情報連絡体制の
構築を図った。また、救急車が１４台中、６台が被災して運用不
能となったため、余剰人員を緊急消防援助隊救急隊に各１名、道
案内役として職員を配置した。

【考察】
　火災や救助事案は、被害が拡大する可能性はあるが、災害点
は確定している。しかし、大規模災害時は、不特定多数の災害
が同時に発生し、連絡手段も遮断される。よって、大規模災害
時は、①管内のＭＣ指示病院に情報連絡員を派遣する。②救急活
動プロトコルは、統一が望ましいが平時用と大規模災害時用が
あると混乱を招くことから、救急部隊が所属する消防本部のプ
ロトコルに基づき活動する。③余剰人員があれば、緊急消防援
助隊救急隊に道案内役として職員を配置する。以上３点が大規模
災害時における救急隊の効果的な活用と思われる。

【まとめ】
　本消防本部においても、６名の職員が犠牲となり、多くの庁
舎及び消防車両が被災した状況で、今回の災害に対応出来まし
たのは、延べ１万人を超える緊急消防援助隊及び県内応援隊と、
石巻赤十字病院や他関係医療機関等の多大なる御理解と御支援
の賜物と深く感謝致します。

SY6-2 東日本大震災の経験を踏まえての災害時への対応について

仙台市消防局

相澤　　勉

【はじめに】
甚大な被害をもたらした東日本大震災から間もなく９年を迎えよう
としている。
震災時、仙台市消防局は組織を超えた災害対応を強いられ、緊急消
防援助隊をはじめとして、多くの関係機関の支援・協力のもと苦境
を乗り越えることができた。
震災以降、組織としての災害対応については、様々な場面で議論や
検討が重ねられ、現在の活動に活かされている。

【当時の状況】
通常の現場対応をはるかに上回る災害の規模となり、当局の組織に
おいて完結できる現場対応の限界を感じた。発災直後は、通信途絶
の状態で各医療機関との連絡ツールがなく、傷病者の収容依頼は、
医療機関に収容の可否を問わない「アポなし収容」という前例のない
方法で傷病者の搬送を行った。その後、仙台市には、４県（神奈川・
三重・島根・熊本）計２２隊の緊急消防援助隊救急部隊（以下、「緊援隊」
という。）が入り、市内の増加した救急需要の対応及び津波被災地域
の検索活動の任務にあたった。
震災時の活動は、緊援隊の支援なくしては成り立たない状況であっ
た。震災特有の状況として、被災により機能の失われた医療機関か
ら入院治療可能な医療機関への転院搬送、さらにはSCUからの広域

搬送が行われた。発災から暫くは、通常を遥かに上回る救急件数と
なり、各署において予備救急隊を編成するとともに、緊援隊の支援
を受け増加する救急需要に対応した。

【考察】
救急隊の効果的な運用のあり方について考察すると、労務管理、安
全管理について十分考慮した上で、災害に応じた相互応援協定や受
援計画に基づき、指揮体制の確立や実働部隊（緊援隊含む）のトータ
ルバランスを図り、機能性を持たせ現場をコントロールすることが
重要であると考える。
震災レベルでは、通常の一次、二次、三次の医療機関選定という枠
組みを超越しており、各MC医療機関の事前協議等の申し合わせに
より、緊急事務管理的なアポなし収容が容認され、受け入れの協力
体制として未被災地（隣県等）の各医療機関への域外搬送の相互応援
協定等も定めておく必要があると思われる。

【まとめ】
職員は震災で極限の状態での現場活動を強いられた。私達は教訓と
の引き換えとは言え、あまりにも大きな代償を支払うこととなった。
今後の備えとして、計画性を持った災害対応は勿論、職員一人ひと
りが、その場で即応できる多角的で柔軟な対応力、また、これまで
の自分の経験を結実させることが大切である。
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シンポジウム６ 「災害における対応Ⅱ」～災害時における救急隊の効果的な活用について考察する～

SY6-3 大規模災害時における救急隊の効率的な運用について 
～豪雨災害の経験を未来に活かす～

広島市消防局

中村　　真

　平成３０年７月豪雨により、広島市のみならず、本市が消防
事務を受託する安芸郡海田町、熊野町、坂町においても土石
流やがけ崩れが多発し、山裾や谷間に広がる住宅地へ土石等
が流れ込んだため、多数の死傷者が発生するなど、広島市消
防局管内に大きな被害をもたらした。

　この豪雨による災害は広範囲で発生し、一時的に救急要請
が集中したことに加え、主要幹線道路の損壊に伴い、救急現
場への到着や医療機関への傷病者の搬送などの移動に時間を
要したため、一件ごとの救急事案の対応が長時間となった。
　これにより、一時的ではあるが、離島・遠隔地に配置する
救急自動車を除くすべての救急自動車が出動し、新たな救急
要請に即座に対応することが困難な状況が発生した。

　この状況などに対応するために行った救急隊の運用方法
や、平成３０年７月豪雨災害を踏まえて強化した大規模災害時
における救急体制について、また、今後、さらに検討してい
くべき取組について報告する。

SY6-4 平成30年７月豪雨における活動

大阪市消防局

中江　康治、林田　純人、吉田　成寿、重松　伸治、太田　真司、浜川なおき

現在の緊急消防援助隊は、地震や大規模な自然災害などに備え
た大幅増隊、統合機動部隊、通信支援小隊、特殊災害に対応で
きる部隊の新設など、質・量の両面で充実強化されてきており、
また、緊急消防援助隊として派遣された隊も現場経験を重ねる
ことにより、現場対応能力を向上させ数々の実績を残し活躍し
ている。
大阪市消防局も緊急消防援助隊として東日本大震災、熊本地震
などの災害に出動し、様々な活動を行い、経験を積み重ねてきた。
一昨年の「平成30 年７月豪雨」は、広島県や四国地方など１府10 
県で特別警報が発表され、西日本を中心に全国各地の観測地点
で時間降水量が観測史上第１位となるなど、広い範囲において長
時間の記録的な大雨となり、各地で河川の氾濫や土砂災害等が
発生し、全国で200 名を超える方々がお亡くなりになるなどの
甚大な被害となった。この災害に対して、大阪府内全２７消防本
部で構成された「緊急消防援助隊大阪府大隊」として広島県に出
動したが、大阪府では18日前に震度６弱の大阪北部地震に見舞わ
れ、府内の多くの消防本部が震災対応を行っている中、７月６日
から８月１日までの２７日間で延べ359隊1341名を派遣した。
大阪市消防局の本部救急隊は統合機動部隊として出動し、被災
地到着後、救急活動を緊急に行うために、被災状況、地理・道

路状況、医療機関などの情報を収集し、現地消防本部と調整を
図り、救急活動が実施できる体制を早急に整え、後続隊に情報
提供を行うなど、統合機動部隊としての役割を果たすことがで
きた。
災害時における救急隊へのニーズは一様ではなく、被災現場か
らの傷病者搬送、転院搬送、一般の救急搬送、避難所や被災地
域における住民へのケアなど、被害状況や災害形態により多岐
にわたる。
また、救急は大隊や中隊規模で活動するだけでなく、小隊とし
て活動することも多く、情報を各隊が常に把握し、得た情報を
他隊と共有し、より精度の高い情報へと高め整理していかなけ
ればならない。
このような状況の中で、救急指揮者は大きな役割を担っており、
医療機関との連携を密にし、緊急消防援助隊の大隊長や受援消
防本部と調整を図り、被災地のニーズに沿った救急活動を効果
的に実施できるように各救急隊を指揮していかなければならな
い。
緊急消防援助隊大阪府大隊として出動した「平成30 年７月豪雨」
での課題を検討し、過去の災害対応を踏まえ、災害時の救急活
動の在り方について考察する。
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シンポジウム６ 「災害における対応Ⅱ」～災害時における救急隊の効果的な活用について考察する～

SY6-5 熊本地震での活動を振り返って

福岡市消防局

玉木　雅之

　平成28年４月14日21時26分、熊本県熊本地方でマグニチュード6.5、
最大震度７の地震が発生し、同４月16日１時25分には、同じく熊本県熊
本地方でマグニチュード7.3、最大震度７の本震と呼ばれる地震が発生
した。
　震度７を２回観測する前例のないこの地震災害によって、200名を超
える尊い命が奪われ、また住宅やライフラインなどに甚大な被害がも
たらされた。
　この地震災害に対し各消防機関は、４月14日の地震発生後に緊急消
防援助隊を編成し、消防庁から指定された進出拠点に向けて出発した。
　今回のシンポジウムでは、緊急消防援助隊として派遣された救急隊
が、当時の活動を振り返り、見えてきた課題等について報告する。

１ 　医療機関からの大規模な転院搬送
　4月16日の本震後、建物の損壊等で機能不全に陥った医療機関から
の転院搬送に出動した。出動当初は10名程度の転院搬送という情報で
あったが、現場に到着すると、院内の1 階部分が搬送待ちをしている
入院患者や医療関係者、更には駆けつけたDMAT で混乱状態であっ
た。その後、各機関が協力し搬送順位の決定や搬送経路の確認を行い、
当日の昼過ぎには200名を超える転院搬送が完了した。
　震度７の地震を2回も受ければ災害拠点病院といえども被災は免れ

ない。被災した医療機関と各機関が協力し、万が一被災した時の役割
分担などを明確化しておく必要がある。

２　 現地の地理情勢
　被災地の多くの医療機関が機能しがたい状況となったため、多くの
入院患者を被害の少ない地域や県外に転院搬送する必要があった。現
地の地理情勢不案内の中、受援側（地元）の消防職員等が同乗して道案
内を行ってくれたが、長距離搬送で片道150ｋｍの距離にある医療機関
まで陸路搬送を行った救急隊もいた。

３ 　労務管理
　現地に派遣された緊急消防援助隊の活動時間は72時間である。今回、
第５次派遣隊まで派遣され活動を行ったが、最初に派遣された第1次
派遣隊は震災直後から出動し、情報不足の中で初期活動を行い、ほと
んど仮眠が取れない状況であった。救急隊に関しては、勤務中に招集
がかかったこともあり、労務管理上の問題も考慮しなければならない。

　最後に、今後発生が予想される大災害のためにも、災害の教訓をしっ
かりと取り入れ、課題解決を図る必要がある。
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シンポジウム１ 「救急需要対策における取り組みⅠ」～救急要請に関わる多機関との連携を考える～

SY1-1 「転ばぬ先の知恵」の活用について

北九州市消防局

小林　伸一

　救急出動件数は、高齢化の進展等により全国的に増加傾向
にある。北九州市においても、人口は減少しているものの高
齢化率の上昇とともに救急出動件数は今後も増加すると予測
している。本市では、政令市の中でも高齢化率が高く、救急
搬送される高齢者の内訳は、概ね次のようになっている。

（内訳）
・高齢者の搬送内訳は　急病が約６９％
・転倒や転落などの一般負傷の発生場所は、居間などの家庭
内が約５８％と一番多くなっている。

（全国における家庭内の死亡事故件数）
・平成２９年中１２，４２１人（交通事故死３６９４人の約３．３倍）
・このうち高齢者は、１１，１１０人（交通事故２，０２０人の約５．５倍）
（高齢者の主な事故内訳）
（１） 転倒、（２）転落、（３）のどのつまり
（高齢者の主な死亡原因）
（１）のどのつまり、（２）風呂場での溺水
　現在、救急出動件数の増加に歯止めがかかるよう国や県、
市関係部局と連携し救急需要対策を推進しているところであ
るが、本市としては、高齢者の家庭内における事故が多く発
生していることから、「転ばぬ先の知恵」という冊子を作成し、

あらゆる機会を捉えて普及啓発を行っており、当該冊子や広
報の状況について紹介するもの。

SY1-2 高齢者福祉施設との連携　～スムーズな救急活動を目指して～

岐阜市消防本部

山田　剛美

　近年高齢化社会が進展していくなか、高齢者の救急搬送が
増加しています。また、高齢者福祉施設も年々増加し施設入
居者の搬送が増加していることから、高齢者福祉施設との連
携について現状と課題について考察しました。
　当消防本部管内の高齢者福祉施設への救急出場件数は平成
３０年１，５０６件、搬送人員１，４９１人であり、全救急出場件数の
５．８％です。
　今後も増加すると予想される老人福祉施設からの搬送に対
応するには、施設職員の協力、救急隊との連携が不可欠であ
ります。
　このため、当消防本部では病院搬送後の予後改善、救命率
の向上及び迅速かつ適切な搬送を行うことが重要と考え、平
成２７年に高齢者向け施設用に「情報提供カード」と「１１９番通
報時の救急要請手引き」を作成、各施設に対し活用していた
だくよう依頼するとともに、ホームページに掲載しました。
　情報提供カードについては徐々に活用され、現場活動時間
の短縮、迅速な救急活動が図られています。
　一方、通報内容が曖昧でＣＰＡと判断がつかない場合に、
口頭指導を実施しても実施されていないなど、施設の対応に
ついての課題があります。

　そのため施設に対して救急講習を促進するとともに、職員
自らが施設で救急講習を行えるよう応急手当普及員の養成が
必要であります。
　また、重症度、緊急度の低い傷病者や看取り希望（いわゆ
るＤＮＡＲ）の傷病者に対して、患者搬送事業者の利用促進や
施設提携医師との連携についても課題であります。
　そこで当消防本部では、各地域で開催されている地域包括
支援会議へ救急担当者が参加し、各関係機関との連携、情報
共有、救急車の適正利用広報を図っています。また、救急活
動や救急業務医療体制などに関することついて審議する岐阜
市救急業務対策協議会に高齢福祉関係機関の者を委員として
招き意見交換を行うことが今後必要であります。
　何れについても、消防や関係機関が連携を強化し、高齢化
社会に対しての様々な課題について議論し解決していく必要
があると考えます。
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シンポジウム１ 「救急需要対策における取り組みⅠ」～救急要請に関わる多機関との連携を考える～

SY1-3 倉敷市消防局管内における緊急度判定の実施と検証

倉敷市消防局

柳井　宏幸

　消防庁救急企画室と共同で、1ヶ月間、１１９番通報時と救
急現場、搬送先医療機関でそれぞれ緊急度判定を行った。目
的は、緊急性の高い傷病者に対して、消防・救急・医療資源
の適切な活用に資するかを検証するものである。
　１１９番通報時と救急現場での緊急度判定の精度と傾向を医
療機関での判定と比較することで、問題点を洗い出し、今後
の課題を検討する。

SY1-4 浜松市消防局における「緊急度判定の実施・検証」の取り組
みについて

浜松市消防局

小杉　行男

【目的】総務省消防庁「救急業務のあり方に関する検討会」の
緊急度判定の実施・検証におけるモデル地域の消防局として、
期間を定め119番通報時及び救急現場における緊急度判定を
実施することで、緊急性の高い傷病者に対して、消防・救急・
医療資源が適切に活用されているかを検証する。

【方法】「緊急度判定の導入及び運用の手引き（案）」を活用す
る。
・Ａ群（119番通報時）：消防指令センターに緊急度判定が可能
なアプリを搭載したタブレット端末を配置し、これを用いて
119番通報時に緊急度判定を行う。また、緊急度判定の際に
聴取した項目や判定結果等をエクセルシートに記録するとと
もに判定結果を出動隊へ無線等を用いて伝達する。
・Ｂ群（救急現場）：各救急隊に緊急度判定が可能なアプリを
搭載したスマートフォンを配置し、これを用いて救急現場で
緊急度判定を実施し、適応する医療機関の選定を行う。ま
た、緊急度判定の際に観察した項目や判定結果等を救急搬送
表に記録するとともに搬送先の医療機関へ病院到着時に伝達
する。

【結果】本運用対象期間（2019年9月1日～9月30日）における緊
急度のＡ群判定結果は、緊急群65％、準緊急群29％、低緊急

群5％、非緊急群等1％であった。また、Ｂ群判定結果は、緊
急群26％、準緊急群39％、低緊急群26％、非緊急群9％であっ
た。このＡＢ両群の割合に相関は見られなかった。【考察】こ
のアプリを活用することにより、通信指令員や救急隊員の
個々の経験年数や経験則に左右されていたアナログ的な緊急
度判定が、誰でもデジタル的に判定できる「標準化ツール」と
なる可能性をアンケート調査結果から感じた。今後は、この
緊急度判定の精度を高めるため、スピーディな入力方法や聴
取項目の精査に加えて、通報者へのシンプルな口頭指導につ
ながる工夫が必要である。【結語】緊急度判定は、通信指令員
→救急隊員→医療機関へと連携する「情報共有のリレー」であ
る。このリレーの精度を向上させていくためには、通信指令
員と救急隊員の定期的な合同訓練及び教育体制をさらに強化
していく必要がある。
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シンポジウム１ 「救急需要対策における取り組みⅠ」～救急要請に関わる多機関との連携を考える～

SY1-5 浜松市における緊急度判定の実施結果から

聖隷三方原病院高度救命救急センター

早川　達也

浜松市では、令和元年度救急業務のあり方に関する検討会の
検討事項の一つである、119番通報時と救急現場における緊
急度判定を、モデル地域として実施した。期間は、令和元年
9月1日から9月30日までの一ヶ月間である。この間、浜松市
消防局の救急出動件数は2,972件、搬送人数は2,734人であっ
た。内訳は、軽症1,209人、中等症1,349人、重症150人、死亡
26人である。また、救急隊の行った緊急度判定結果は、非緊
急群236人、低緊急群701人、準緊急群1,074人、緊急群723人
であった。一方、受け入れ医療機関の印象は、若干異なり、
低緊急群が最も多い。消防法に規定されている通り、消防機
関による救急業務は、119番通報を受けた段階で救急車は出
動、出動した救急隊は当該傷病者を医療機関へ搬送すること
が自明となっている。当然、当該傷病者の緊急度が高いこと
が前提となっている。しかし、緊急度の高くない傷病者への
対応を余儀なくされているのが現実である。高齢化社会の進
行の中で、救急業務、そして救急医療のあり方そのものが問
われているのは間違いないであろう。消防機関による、特に
119番通報段階での緊急度判定は必要であり、この段階で他
機関へ搬送依頼を行うことは検討されてよいと思われる。
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ランチタイムセミナー 「アメリカにおけるＥＭＴの継続教育の現状と課題」

LS 米国におけるEMTの継続教育の現状と課題

McCormick Ambulance

藤原ウェイン　翔

　米国では病院前において緊急医療を迅速に提供する
ために救急医療サービス（emergency medical services; 
EMS）が整備されている。EMSに従事できる資格者
は、EMR（Emergency Medical Responders）および
EMT （emergency medical technicians）であり、日本
の救急隊員に相当するEMT はBasic、Advanced、さ
らにParamedicと3段階のレベルに資格が区分されてい
る。Advanced EMTが日本の救急救命士に相当する。
Paramedicは日本の救急救命士と比較するとより広範
な知識と技術が必要とされる。EMRおよびEMTは国家
資格であり国家試験に合格することで資格が得られる。
資格を取得するために必要な教育内容、研修時間数は
それぞれ異なる。また、すべての資格には維持するた
めの継続教育が義務づけられており、2年ごとに資格を
更新しなければならない。資格維持に必要な教育内容、
研修時間数も資格ごとにそれぞれ異なるが、全国共通
の項目、州や地域ごとに定められた項目、個々に定め
られた項目の3種類によって構成されている。
　米国におけるEMSの仕組み、EMSに従事するEMTの
資格要件および各資格に必要な知識や技術、そして資
格を維持するための継続教育システムについて、具体
的な教材を提示しながら紹介する。
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シンポジウム３ 「救急需要対策における取り組みⅡ」～救急安心センター事業（♯７１１９）の充実に向けて～

SY3-1 新潟県における＃７１１９の実施状況

新潟県福祉保健部医務薬事課

山崎　雅幸

   新潟県においては、救急医療における医師等の負担の軽減
を図るための１つの方策として、救急要請や受診等の前段階
で、その必要性や対処方法に関する相談を受け付けるため、
平成29年12月１日から「救急医療電話相談事業（#7119）」を実
施している。
  その背景として、平成29年度に入り、県内の２病院が、労
働基準監督署より、医師の長時間労働や36協定違反の改善等
を求める是正勧告を受けたことから、救急医療に係る対策が
求められた中で、早急な事業実施に至ったもの。
   本シンポジウムにおいては、事業実施から２年経過する中
で、新潟県における＃７１１９の実施状況や課題、今後の事業
実施の方向性等について、出席者に紹介する。

SY3-2 #7119（救急安心センター事業）の充実に向けて

大阪市消防局

藤本　隆志、小林　豊紀、林田　純人

　突然の病気やけがで困ったときの相談窓口として、平成21
年10月に大阪市域を対象として開始した救急安心センター事
業は、令和元年10月に10年を迎えた。平成22年12月からは「救
急安心センターおおさか」という名称でその対象地域を大阪
府全域としている。
　「救急安心センターおおさか」への医療機関案内、医療相談
の着信件数は平成30年には27万件に上り、開設当初から10年
間の総件数では245万件に上る。このように、確実に住民に
定着したといえるこのサービスは、消防組織法第39条を適用
した大阪府内全消防本部の共同運営という形で実施してい
る。
　消防にとっての救急安心センター事業を最も単純に表現す
ると、『切迫する救急需要のために、利用者に適した医療機
関と受診のタイミングをアドバイスする事業』と言える。つ
まり、病院に自ら行く利用者には医療機関案内を行い、突然
の病気やけがで困っている人には、プロトコルに従い利用者
の訴えをスクリーニングし、緊急度の高いものには救急車を
出場させ、緊急度の低いものには、自らあるいは翌日の受診
をアドバイスすることで、重症者の救護、不急の救急出場の
抑制などにつなげる事業である。

　救急安心センター開設当初から数年は、これらの効果につ
いて明確にすることは困難であったが、10年が経過し改めて
分析すると、年間27万件のニーズに対応してカバーしている
地域の住民の安全・安心に貢献しているだけでなく「救急件
数の増加率の抑制」、「軽症者の減少」、「119番回線による病院
問い合わせの減少」など救急需要対策に大きく貢献している
ことが分かった。
　また、このように消防にとって救急需要対策に大きく貢献
している救急安心センター事業であるが、全国で15の地域で
運用されている救急安心センターのうち東京、大阪、田辺市
以外では医療部局で運営されているように、医療部局にとっ
ても救急安心センター事業は、時間外診療の減少や適切な医
療機関の受診などによる医療資源の有効活用や医療費の削減
効果のメリットも担っていると思われる。
　今後、他の救急安心センター実施団体と連携を図りながら、
全国的なサービスとなるようこれらの消防的メリット、医療
部局的メリットを生かし、救急安心センター事業の更なる充
実に向けて取り組んでいきたい。
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シンポジウム３ 「救急需要対策における取り組みⅡ」～救急安心センター事業（♯７１１９）の充実に向けて～

SY3-3 救急安心センターこうべにおける多機関連携と検証体制　 
～電話応対の質向上に向けて～

神戸市保健福祉局

中畔　英智

　「救急安心センターこうべ」は平成29年10月２日に開設され
２年が経過した。２年目は103,902件の電話対応を行い、その
内訳は医療機関案内が約56％、救急医療相談が約28％、その
他（無言電話、介護相談等対象外の内容）が約16％となってい
るが、１年目と比べて大きな差はなかった。

　神戸市における事業の特徴としては、安心センターの運営
を保健福祉局と消防局の共管事業として行っていることであ
る。安心センター設立前の準備段階から消防職員が保健福祉
局に出向し業務を行ったことで、消防局の関係課とは当初よ
り業務連携が構築できていた。また、保健福祉局の職員とし
て、市医師会・各医療機関をはじめとした各種関係機関との
調整を行ってきたため、消防局を含めた市と関係機関の円滑
な調整や情報共有ができたと考えている。これらに加えて保
健福祉局では神戸市の地域医療体制の構築や介護に関するこ
とについて理解が得られるなど、人材育成にもつながってい
ると感じている。
　また、安心センター開設時から市民サービスである本事業
の質向上に向けた取り組みが重要と考えており、電話応対し
た事例の検証を積極的に行っている。検証は接遇面や対応時

間を対象としているだけではなく、消防局との密接な連携
ができていることを活かし、安心センターから119転送を行
い、救急車が出動した事案情報の提供を受ける体制を整えて
いる。この救急隊の出動情報と安心センター入電時の記録を
突合させることで、使用したプロトコルや聴取内容が適切で
あったかなどについても確認・検証を行っている。このほか
にもオンコールを依頼している医療機関からもオンコール内
容のチェックなどを頂いており、様々な視点からの検証がで
きる体制としている。

　安心センター事業が救急車の適正利用や受療行動の適正化
にどの程度影響を及ぼしているのか、その評価を客観的な数
値やデータで示すことは難しいものの、市民の安全・安心の
提供に役立っており、また、消防・関係機関と連携して検証
を行い、フィードバックすることにより市民サービスを行う
安心センタースタッフのスキル向上、標準化が進んでいると
感じている。

SY3-4 全国初のチャットポッドシステムによる「埼玉県AI救急相談」
の紹介と今後の可能性

自治医科大学附属さいたま医療センター救命救急センター

守谷　　俊

　埼玉県は現在も人口増加が認められ、救急要請件数も増加
の一途を辿っている。急な病気やケガの際に一般市民が使用
する「#7119」は、電話による緊急度判定を行うシステムとし
て2007年から小児救急電話相談、2014年から大人の救急電話
相談を開始した。2017年には相談時間を24時間化しているが、
その利用件数は年々伸びていたことから、いずれは県民に対
する救急医療サービスを維持するには困難な状況が予想され
た。埼玉県では知事が提言した「スマート社会へのシフト」と
いう新たなビジョンの医療へAI（人工知能）を応用する計画
が持ち上がり、チャットボット（自動応答ソフトウェア）によ
る救急相談（埼玉県AI救急相談）を、2019年4月19日（金）15時
から全国で初めて試験導入、2019年7月19日（金）15時より本
格導入を開始した。

AI相談を実現化するために対策を考慮した点を以下に示す
● フリーで入力した言語を108パターンのどの症状別テーブ
ルに紐付けするのか
● 電話での相談と緊急度判定の違いは発生しないのか
● 緊急度の分類は適切か
● ふたつの症状を相談した場合はどうするのか

● 対処しにくい症状別テーブルは何か
● 手軽に使ってもらうためにはどうすれば良いか
● 「言葉の揺らぎ」における同義語集約は完全に可能か
● 119番が必要な場合にどう画面構成を校正したら良いのか
● AI救急相談は将来どうあるべきなのか（どう変化していく
のか）

【今後の展開】 「AI救急相談」におけるデータの動的な情報処
理は、常に万端でありブロードな対応であることから、救急
相談の利便性向上と、適正受診の推進による救急医療機関の
負荷軽減に向けて、救急医療における病院前医療の限りなく
果てしない需要拡大に対応できる手段なのかもしれない。現
在までの集積データを併せて紹介したい。
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シンポジウム３ 「救急需要対策における取り組みⅡ」～救急安心センター事業（♯７１１９）の充実に向けて～

SY3-5 安定かつ持続的な救急業務の提供に繋げる「＃７１１９」

田辺市消防本部

横矢　　悟、林　　和宏、前山久美子

　当本部の管轄人口は、平成30年３月末現在、90,387人、管
轄面積は1084.26k㎡となっている。救急体制は、１署６分署
に計９隊を配置し、広範な管轄をカバーしている。救急出動
の状況は、平成30年中では、過去最高の5,633件となっている。
また、高齢者の搬送割合は、63.5％で全国平均を大きく上回っ
ている。このような状況を支える管内の救急医療体制は、沿
岸部に２次及び３次医療機関が集中しており、山間部を管轄
する分署からの救急搬送は長時間となり、高齢化を背景とし
た救急需要の増加と併せ、救急車の適正利用は急務の課題で
ある。
　平成24年度、総務省消防庁の緊急度判定体系実証検証事業
に参加し、民間委託方式による田辺市救急安心センター事業

（以下「＃7119」という。）を開始し７年目を迎え、継続的な広
報活動の成果もあり、運用を開始した平成25年度は1,366件
であった着信件数は、微増ではあるが、平成30年度では1,549
件となっており、＃7119の認知度は上がりつつあると推察し
ている。
　救急相談の実績は、平成30年度では3,403件となっており、
緊急医療相談（緊急度判定）は、1,000件、その内、救急車が
必要と判定されたものは109件となっている。

　消防本部としての＃7119の効果は、救急車の要請をためら
う潜在的な重症者の発見及び病院案内等を含め、市民の安心
に繋がっていると考えている。また、サービス提供エリアが
管轄内に限定されていることで、その地域の医療情報の提供
や医療機関案内等において、きめ細かな対応が可能となって
いる。そうした面はあるものの、管轄外からの着信は、平成
30年度では363件で増加の傾向にあり、県内でも＃7119の需
要があるものと推察しており、併せてスケールメリットの観
点からも、総務省消防庁が薦める都道府県単位での運用がベ
ストではないかと考えている。
　救急出動は、高齢化も背景として需要が増大する一方、救
急隊の増隊には限界があり、いかにして、救急業務を安定か
つ持続的に提供し救命率の向上を図るかが、近年の救急業務
における主要な課題となっている。こうした課題に対応する
ため、田辺市消防本部では、救急業務の円滑な実施と質の向
上、＃7119を活用した救急車の適正利用の推進等を目標に掲
げ、安定かつ持続的な救急業務の提供を目指します。
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パネルディスカッション２「救急需要対策における取り組みⅢ」～ ICTの更なる活用を目指して～

PD2-1 「迅速な救急搬送を目指した救急隊運用最適化の研究」への
参加について

名古屋市消防局

大井　良介

　名古屋市における平成３０年中の救急出動件数は約
１３万３千件で、９年連続で過去最高を更新しており、今後も
高齢者人口のさらなる増加に伴い、救急需要も増加が予想さ
れている。
　需要増に伴う現場到着時間の延伸が懸念されている中、当
市においても救急隊の増隊や救急予防広報、また現場所要時
間の短縮など、救急需要対策に取り組んでいるところである。

　その中でICTを活用した先進的な取り組みとして、平成
３０年１１月に消防庁消防大学校消防研究センターと連携協定
を結び、「迅速な救急搬送を目指した救急隊運用最適化の研
究」の実用化に向けた協力を行っている。
　本研究は、過去の救急活動情報等をもとに、AI等の先進
技術を用いて作成された今後の救急需要予測に基づき、今後
需要が高くなると予想される地域にあらかじめ救急隊を配置

（最適配置）することにより、現場到着時間の短縮を目指すも
のであり、当局は救急活動に関するデータ提供や具体的な実
施手法に関する検討・調整を行っている。今回は研究の概要
及び当局の協力内容を中心に報告する。

　研究期間中での経過報告となるが、消防としての研究機関
へのかかわりや、AI等の先進技術の導入に向けての現状に
おける消防側の課題についてなど、参考になれば幸いである。

PD2-2 ICT機能を有したヘルメットを用いた救護活動の取り組み

1）国士舘大学、2）First Respond, inc

喜熨斗智也1）、田中　秀治1）、陸　　　楽2）、武田　　唯1）、井上　拓訓1）、津波古　憲1）

近年、ICT（Information and Communication Technology（情
報通信技術））の向上により、映像や音声の伝送システムは非
常に身近なものになってきた。
　国士舘大学では独自のメディカルコントロール（以下MC）
体制を構築し、年間約70大会のマラソン等のスポーツイベン
トにて、救急救命士を活用した救護活動を実施している。こ
れまで救護本部と救護スタッフとの通信手段は携帯電話を用
いた音声のみでの情報共有を行ってきたが、スマートフォン
の普及により、ビデオチャット（互いの映像を映しながら行
う会話）が可能となり、視覚による情報共有も可能となった
が、救護スタッフが救護活動を実施しながら、スマートフォ
ンを持って傷病者の様子を映すことは容易ではない。
　今回、2019年に国士舘大学はFirst Respond .inc（中国・上
海）、一般財団法人東京マラソン財団とともにICT機能を有
するヘルメットを開発し、事前に使用する了承が得られた救
護活動にて試験的に使用した。本機材は、①骨伝導を用いた
ハンズフリーでの通話機能、②GPSによる隊員の位置情報の
把握、③内蔵したカメラでのリアルタイムでの現場の映像の
共有が可能なヘルメットである。
　ICTヘルメットを使用した結果、救護スタッフは救護本部

との通信がハンズフリーで可能なため、本部と通信をしなが
ら、両手で救護活動ができる。救護本部スタッフは映像で傷
病者の様子が確認でき、視覚的に得られる情報が多く、少な
い会話でやり取りをすることができるため、現場のスタッフ
の負担が少なくて良い。また、映像を振り返ることにより、
より正確に記録を残すことができるなどの利点があった。
　本ヘルメットを用いることにより、救護本部の医師は的確
に指示を出すことができ、現場の救護スタッフも安心して活
動することができた。東京2020オリンピック・パラリンピッ
クを控える日本において、スポーツや集客イベント等での安
全・安心体制の構築の一端として、救護本部に配置された医
師をはじめとした医療従事者が救護活動を実施している現場
の救護スタッフのみならず、救護活動に慣れていないファー
ストレスポンダー、第一発見者等がICTヘルメットを装着し、
リアルタイムで映像を含めた通信を行い、情報共有を行う体
制を構築することがより確実かつ適正な救護を提供すること
ができると考える。
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パネルディスカッション２「救急需要対策における取り組みⅢ」～ ICTの更なる活用を目指して～

PD2-3 局地災害時におけるＩＣＴを活用した多職種の連携について
（通称：局地災害モード）

1）高崎市等広域消防局、2）前橋赤十字病院、3）群馬県庁

甘田　明広1）、中村　光伸2）、小久保慶祐3）、石井　虹太3）

　群馬県では、平成２７年４月から複数の医療系情報システム
を統合・更新し「群馬県統合型医療情報システム」を稼働させ
た。このシステムは、（１）災害・救急医療情報システム　（２）
救急搬送支援システム　（３）医療・薬局機能情報システム　

（４）周産期医療情報システムを統合させたものである。
　その中の（１）災害・救急医療情報システムは、通称：局地
災害モード（通報システム）と呼ばれ、それまであった災害通
報システムから、平成２４年４月２９日に発生した関越自動車
道バス事故を契機に大幅にリニューアルが行われている。

主内容は以下の５点である。
　①  「災害発生通報」通報先は、消防・医療機関・県・警察・

薬局等多職種。通報方法を多様化
　②  「局地災害用応需情報」通報を受けた医療機関の、局地災

害専用の応需情報
　③「ＤＭＡＴ出動情報」ＤＭＡＴ隊の出動・準備状況
　④「災害概要と現状況」ＭＥＴＨＡＮＥとリアルタイムな情報
　⑤「傷病者一覧情報」と「クロノロ」

　群馬県内で局地災害が発生した際には、「群馬県統合型医

療情報システム」内に「局地災害モード」が立ち上がり、災害
に関わる多職種のスイッチが入る。そして、スイッチが入っ
た各機関は、災害終結に向けて速やかに動き出すシステムが
構築されている。
　実際の災害でも、群馬・長野県境で発生した軽井沢町スキー
バス事故や本白根山噴火等多くの経験を重ねている。また、

「局地災害モード」内には訓練モードもあり、各地域での災害
医療訓練や年に１回開催される群馬県災害医療研修では、各
機関が「局地災害モード」を使用した訓練ができるようになっ
ている。
　実際の災害や訓練を通して、「局地災害モード」の課題点も
浮かび上がってきており、利点とともに報告する。

PD2-4 香川県広域災害・救急・周産期医療情報システムの現状について

高松市消防局

十河　貴博、石原　行延、柏原　陽平

【背景・目的】
香川県広域災害・救急・周産期医療情報システムは、救急隊
が患者情報を登録し、医療機関と共有することによって、救
急搬送の迅速化と救急医療の円滑化を図ることを目的に、平
成２４年４月から運用開始となった。

【対象と方法】
１．香川県広域災害・救急・周産期医療情報システム運用開
始から７年が経過し、搭載されている機能が有効に活用され
ているか、目的にある迅速化、円滑化に効果が現れているか
を過去の病院交渉件数を基に数値化し考察した。
２．平成３０年４月から追加された１２誘導心電図伝送システ
ムを使用し、かつ確定診断にてACSとなった事案について、
搬送医療機関へ以下の内容でアンケートを実施した。
①心電図画像の伝送は医療機関における傷病者の受入れ可否
の判断に役立ちましたか。
②１２誘導心電図の画像が救急隊から送信されたことにより、
院内での処置時間短縮に役立ちましたか。
③どの程度の時間短縮ができたと見込まれますか。
④今後、救急隊から送られる情報の内容や、提供方法につい
て御意見を記載願います。

【考察】
１については、平成２５年から平成３０年で病院交渉件数１件の
割合が４％増加。件数にして約８００件強であり、目的どおり
に運用出来ていると考えられる。
２については、７割程度の事案において心電図伝送が役立っ
たとの回答、院内処置時間が平均１０分程度短縮されたとの
回答であった。
今後の情報提供方法についての意見では、「ACSが疑われる
症例での１２誘導心電図伝送を続けてほしい。」「ACSにおける
所見、兆候も詳しく記載してほしい。」との意見があった。

【結語】
香川県広域災害・救急・周産期医療情報システム運用の目的
に対し一定の成果が見られるが、さらに医療機関との情報共
有を密にし、傷病者に対しより早く根治的な治療が行われる
よう検討していく余地がある。
広域災害医療情報システムにおける電子トリアージについて
も、令和２年２月に予定されている訓練結果から検討事項を
精査し、より円滑な活動が出来るように取り組まなければな
らない。
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パネルディスカッション２「救急需要対策における取り組みⅢ」～ ICTの更なる活用を目指して～

PD2-5 医療・介護連携システム「フェニックスネット」の活用について

長岡市消防本部

遠藤　正一

　高齢化社会を背景に、長岡市では医療と介護関係者が連携
して高齢者を支えるため、市医師会と協力し、平成27年10月
に医療介護連携システム「フェニックスネット」を立ち上げ
た。
　当消防本部も平成28年11月から本システムに加入し、近年
の救急出動件数の増加による救急隊の現場滞在時間の短縮等
に効果を上げている。
　フェニックスネットとは、登録者の情報を病院、診療所、
歯科診療所、薬局、看護・介護事業所等の関係機関が共有す
ることで、安心・適切かつ効果的な医療・介護環境を構築す
るシステムである。平成30年７月からは登録対象者を全市民
に拡大して募集を行っており、令和元年９月１日現在、登録
者数5,267人、参加機関・事業所185か所となっている。
　当消防本部がフェニックスネット加入による効果は、傷病
者が一人暮らしで会話ができない、本人又は家族からの情報
があいまい等、必要な情報が得られない場合、全救急隊に配
備してあるタブレットで検索し、登録者のかかりつけ病院、
病歴、薬歴、緊急時連絡先、普段のバイタルサインを閲覧す
ることができ、適切な医療機関の選定と情報提供及び現場滞
在時間の短縮に繋げることができる。また、痛み等を訴える

傷病者から無理に聴取する必要がなく傷病者の負担が減ると
ともに、医療機関との連絡がスムーズになった。
　この効果を生み出せた背景としては、市内基幹３病院によ
る休日夜間救急当番制を土台とし、平成18年から隔月で開催
している救急懇談会で、医療機関、高齢者施設、医師会、市
関係、保健所、弁護士、警察、消防及び報道機関等が集まっ
て期間中の問題症例ケーススタディを行っており、顔の見え
る関係を築いてきたことが大きく、救急隊による病院への収
容依頼は、１回目の問い合わせで９５％の高い割合で搬送先
が決まっている。更に、救急隊がフェニックスネットを活用
することで現場滞在時間が短縮し、結果的に病院収容時間短
縮にも繋がっていることから、医療・介護システムに加入し
たことは、傷病者及び救急隊にとって大変効果的であり、今
後も積極的に活用していきたい。
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教育講演２ 「地域医療を考える」～新時代の地域医療へ向けて～

EL2 ～新時代の地域医療へ向けて～　　　地域の救急医療

福島県立医科大学附属病院高度救命救急センター

田勢長一郎

　昭和23年「消防組織法」により、消防の組織と運営は市
町村に移行した。高度成長に伴う交通事故の増大を受
け救急体制の整備が始まり、その後、初期・第二次・第
三次救急医療体制（救命救急センター、ドクターカー）、
救急救命士法の制定、病院前救護におけるMC体制、ド
クターヘリ配備と進化を遂げてきた。現在は病院前救
急・救急医療機関の充実のみならず、救急医療後の転床
や転院、在宅医療の充実も求められてきている。一方、
我が国では世界に類を見ない高齢化率が進み、救急車
の出動件数は10年連続で増加している。特に高齢者は
10年前と比較し軽症・中等症が50％以上増加し、H29年
では全体の58.8％を占めている。東北地方では高齢者の
占める率がさらに高く、搬送傷病の程度では死亡、重症、
中等症の割合が多い。病院前の質に関しては救急救命
士および高規格車の導入が進んでいるが、東北地方に
おいては十分でない地域もあり、行政等に対して積極
的な関与が必要である。
　救急搬送における医療機関の受け入れ状況では、首
都圏、近畿圏以外福島、宮城、新潟が悪い。福島県で
は極端に悪い地域に対し、県MC協議会が中心となり、
医師会、国を含む行政などと問題点を抽出して改善策
を出しているが、地域の病院協議会ならびに行政の協
力が得られていない。また、この地域に隣接する双葉
郡は東京電力福島第一原発事故後、規模は小さいが救
急に特化し多目的医療用ヘリも運用する新たな病院が
新設された。この結果、救急車の受け入れ状況は劇的
に改善している。
　東北地方の救命救急センターの専従医、専門医はとも
全国平均以下であった。医師の絶対数も少ない。医師
偏在の解消として医学部定員や地域枠数の増加による
効果は徐々に現れつつあるが、地域枠の場合は地域勤
務義務期間が9年で、増加は頭打ちになる可能性もある。
救急専門医を増やすためには、ドクターヘリやDMAT
等の活動も含め、救急医療の魅力を学生、初期研修医
に伝えていくのが我々の責務と考える。
　これからの地方および地域における救急医療は急性
期疾患のみならず、高齢化社会における地域包括ケア
システムも対象となろう。受け入れ困難や拒否問題が
各地で起こっており、地域の救急医や救急隊員は種々
の疾患への対応に加え地域救急医療に精通しているた

め、治療法、搬送手段、搬送先など適切な診療や助言
が可能と考えられ、積極的な関与が望まれる。
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シンポジウム２ 「学校へのＢＬＳ教育導入」～学校教育カリュキュラムへの広がり～

SY2-1 小中学校における救命講習の実施について

福岡市消防局

高向　　誠

　福岡市では、消防局と教育委員会が連携し、平成２５年か
ら市立小中学校の小学５年生と中学２年生を対象にモデル校
を選定し、救命講習を実施してきた。
　平成２９年度からは、教職員を救命講習の指導者（応急手当
普及員）として養成し、消防職員による指導から教職員によ
る指導に移行、平成３０年度からは市立の全小中学校（２１３校）
での実施を目標に取り組み、約９割の学校で実施されるなど、
学校におけるＢＬＳ教育が浸透しはじめている。
　また、開始当初に小学校で救命講習を受講した児童が成長
し、中学校で再度受講した生徒が多数見受けられ、アンケー
トに「以前受けたことがあるのでよく理解できた。」などの声
があり、発達段階に応じて繰り返し学習することが心肺蘇生
を含む応急手当に関する知識を根付かせることにつながると
感じている。
　学校におけるＢＬＳ教育を継続可能な取り組みにするために
は、関係機関の相互理解と協力が不可欠であり、また、各機
関に過度な負担を与えずに救命講習の質を担保することが求
められる。特に教職員の負担を軽減することが重要である。
　本発表では、これまでの福岡市における取り組みについて
紹介するとともに今後の展望を考察することで、学校へのＢ

ＬＳ教育導入の一助につながることを期待する。

SY2-2 『ASUKAモデル』と小学校からの“救命教育（BLS教育）”の推進

一般財団法人日本 AED 財団

桐淵　　博

　学校管理下における児童生徒の死亡事故は減少傾向にある
が、死因は一貫して突然死が圧倒的に多い。学校は児童生徒、
教職員等が密集している場所であり、学校内で人が倒れたと
き目撃者がいる確率は極めて高く、したがって、児童生徒に
適切な教育を施し、かつ教職員が適切な訓練を受けていれば
救命の可能性が高くなる。　さいたま市は、2011年に起きた
小学校6年生女児死亡事故への教訓を生かし事故対応テキス
ト『ASUKAモデル』を作成した。これは、JRC蘇生ガイドラ
イン2015のBLSアルゴリズムを先取りする内容の「判断・行
動チャート」を含んだEAP（Emergency Action Plan）となっ
ている。さらに、市消防局との協力体制のもと教職員研修を
強化するとともに、小学校からの体系的な救命教育（BLS教
育）を教員が担うことで学校の安全度を高め、その後学校内
における児童生徒の突然死ゼロ、教職員等の複数の救命を達
成してきた。
　一方、全国的に見て、学校管理下の死亡事故に対して教職
員の対応が適切であったかが問われる事例は引き続き発生し
ている。反対に、救命事例においては児童生徒が重要な役割
を果たすことも明らかになってきている。
　国においても、学校安全やBLSに関する教育の重要性に

ついては理解しており、平成28年に「学校事故対応に関する
指針」を作成し救命処置の重要性を強調するとともに、平成
29・30年の学習指導要領改訂で、中・高等学校保健体育科に
おけるBLSの内容を大きく強化した。しかし、小学校につい
ては未だ導入されていない。
　演者（桐淵）は、児童死亡事故時のさいたま市教育長であり、
退任後ご遺族と共に『ASUKAモデル』と救命教育（BLS教育）
の普及活動に取り組んできた。こうした中、学習指導要領に
ない独自の取組として、小学校における救命教育（BLS教育）
を推進する自治体も増えてきている。
　また、講演時のアンケート調査からは、教職員の多くは救
命講習を受けていても緊急時に自分が適切に行動できるかど
うかについて不安を持っており、それが救命教育（BLS教育）
推進の桎梏にもなっている現状が見えてくる。こうしたこと
を踏まえ、学校での体系的な救命教育（BLS教育）を推進する
上での課題について報告する。
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シンポジウム２ 「学校へのＢＬＳ教育導入」～学校教育カリュキュラムへの広がり～

SY2-3 学校でのBLS教育　～諸外国での取り組みについて～

京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻　臨床看護学講座　クリティカルケア看護学分野

西山　知佳

　児童・生徒・学生に心肺蘇生法を身につけるように指導す
ることは、将来その地域や国全体の救命率向上が期待できる
ため、「将来への重要な投資」と言われている。全ての人が確
実に心肺蘇生やAEDの使い方を学べる場として、「学校現場」
が注目されており、日本のみならず各国の学校で児童・生徒・
学生を対象に心肺蘇生に関する教育が行われてきている。そ
のため、心肺蘇生に関する内容を学校カリキュラムの必須科
目とする法律を制定する動きが、アメリカ、カナダ、ヨーロッ
パ各国で始まっている。
　ヨーロッパでは、学校のカリキュラムに心肺蘇生に関する
教育を含め、児童・生徒にこれらの教育の機会を与える“KIDS 
SAVE LIFES” （KSL）プロジェクトが、ヨーロッパ蘇生協議
会（ERC）を中心に2015年から始まっている。現在、6ケ国（ベ
ルギー、デンマーク、フランス、イタリア、ポルトガル、イ
ギリスは2019年9月制定、2020年9月施行））において、学校で
心肺蘇生を指導することが必須として法律で制定されてい
る。また、16ケ国では法律の制定には至っていないが、推奨
項目として心肺蘇生教育が位置づけられている。アメリカで
は、高校の卒業要件に「心肺蘇生法のトレーニングを受講す
ること」とする州法が39の州で成立し合計200万人の生徒が心

肺蘇生トレーニングを受けている。
　法律や州法で心肺蘇生教育の実施が必須化されたことは普
及の大きな前進であるが、法律や州法で認められた内容（対
象学校、対象学年、教育内容など）を調べてみると各国様々
であった。各国で行われている心肺蘇生教育、問題点などを
共有し、日本の教育現場でさらにBLS教育を普及させる際の
ポイントを検討したい。

SY2-4 「教諭による救命教育」推進への課題 
～茨城県つくば市での導入事例より～

筑波記念病院 救急科

立川　法正

　茨城県つくば市は、2019年4月より「つくばスタイル科」（つ
くば市の小中一貫教育における９年間を貫く次世代カリキュ
ラム）において5年生と8年生（中学2年生）を対象に教諭によ
る心肺蘇生・AED教育を導入した。学習教材は、特定非営
利活動法人大阪ライフサポート協会の提唱する「PUSHコー
ス」を採用している。これは「PUSHコース」が、①胸骨圧迫
とAEDの使用法に限定した心肺蘇生・AED講習であり、②
45分と短時間で小・中学校の授業にも取り入れ易く、③参加
者全員が「あっぱくん」（心肺蘇生トレーニングツール）を利用
して実践的な学習ができるとともに、④一度に大勢の人が受
講可能であるという特徴を持っているためである。小生は微
力ながらつくば市の「教諭による救命教育」導入に関わらせ
て頂いたが、プログラムとしては5年次で「こどもPUSHコー
ス」、8年次で「PUSHコース」を採用した。これは、つくばス
タイル科が発達に合わせた確かな学力の育成を目指している
ことを鑑み、安全確認、応援要請に主眼を置いている「こど
もPUSHコース」は小学生（5年生）向けの心肺蘇生・AED講習
として最適であると考えたためである。
　教諭による救命教育推進のためには指導者育成も重要であ
るが、PUSHコースの簡易指導者養成講習会である「開き方

講座」は2.5時間と短時間で多様な業務を担う教諭への負担を
考慮すると魅力的であった。指導者養成にあたっては、2016
年よりつくば市教育局と「PUSHプロジェクト」の茨城県地域
コア団体「茨城PUSH」が連携して、教諭に対しPUSHコース

「開き方講座」の開催を重ねてきた経緯がある。これにより、
つくば市内では次第に教諭による心肺蘇生・AED教育は広
がりを見せ、2019年4月のカリキュラム化に至った。
　教諭による救命教育実施にあたっては様々な課題がある
が、そのうちの一つに「専門外のことを教える」という教諭自
身の不安感がある。つくばスタイル科導入にあたっては、教
諭のみでの授業実施に不安がある場合は茨城PUSHのスタッ
フが授業の現場に出向き、見守りサポート（フォロー）を実施
している。学校BLS、すなわち学校での心肺蘇生・AED教育
では、学校関係者と消防を含む医療関係者が協働することが
重要である。今回はこれまでの活動を振り返りつつ「教諭に
よる救命教育」の推進に必要な今後の課題について述べる。
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シンポジウム２ 「学校へのＢＬＳ教育導入」～学校教育カリュキュラムへの広がり～

SY2-5 仙台市消防局における学校へのＢＬＳ導入の取り組み

仙台市消防局

佐藤　友昭

【はじめに】近年、高齢化の進展に伴い、救急出場件数は増
加の一途を辿り、それに伴い救急車の現場到着所要時間も延
伸傾向にある。救急車が現場に到着する迄の間にバイスタン
ダーが適切な応急手当を実施することの重要性は益々高まる
ものと考える。バイスタンダーの育成には、企業や町内会等
から依頼される単発的な救命講習と、学童期から成人に渡っ
て学ぶ長期的な講習が必要と考える。当局では消防庁の通知
に基づき応急手当の普及啓発に取り組んでいるが、その中で
も学生への教育に関しては「バイスタンダーの裾野を広げる」
ことと併せて「未来の地域防災の担い手を育てる」を目的とし
て積極的に取り組んでいる。【取り組み】１　救命入門コース　
⑴　90分コースを平成24年度から中学生を対象に心肺蘇生法

（胸骨圧迫、ＡＥＤの使用法）と併せて防災教育を実施してい
る。⑵　45分コースは、平成29年度から小学校上学年を対象
に心肺蘇生法（胸骨圧迫、ＡＥＤの使用法）と併せ防災教育を
実施している。２　応急手当普及員（以下、「普及員」という。）
による指導。平成29年度に仙台市の応急手当の普及啓発活動
に関する要綱を一部改正し、普及員が行った講習を修了した
者にも修了証等を交付できることとした。一部の高等学校の
カリキュラムで、普及員である教員が生徒に指導を行ってい

る。３　養護教諭に対する普及員講習・再講習の実施。平成
15年度から、仙台市立の小中学校養護教諭に対して、時間を
短縮したカリキュラムで普及員講習及び再講習を実施してい
る。養護教諭は、学校で普通救命講習等の開催時、必要に応
じて指導者として参加している。【まとめ】バイスタンダーＣＰ
Ｒ実施率の向上には、企業及び町内会等からの救命講習と併
せて、学校教育で児童生徒に応急手当教育の充実を図る必要
がある。児童生徒への教育が将来のバイスタンダーの育成・
実施率の向上に繋がるとともに、子供が家庭で伝えることで
大人への波及も見込まれる。同時に東日本大震災で得た教訓
等を伝えることで、災害時に他者を思いやることのできる地
域防災の担い手の育成にも繋がると考える。今後も学校への
防災教育を含めた応急手当普及啓発を推進し、バイスタン
ダーの裾野を広げていきたい。
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パネルディスカッション１「各地域における救急隊員教育」～効果的な教育体制を目指して～

PD1-1 救急現場活動に活かせる病院実習を目指して 
～救急外来中心の多職種が関わる病院実習～

1）石巻赤十字病院　救命救急センター、2）石巻赤十字病院　救急課、3）石巻地区広域行政事務組合消防本部　
警防課

小林　道生1）、星　　達也2）、和野　康宏3）、小菅　弘勇3）、太田　直希2）、岩間　一樹2）、
亀山　　勝2）、石橋　　悟1）

【背景・目的】
救急救命士の再教育は2年間で128時間以上、うち病院実習を48時間程
度充てるとされているが、石巻地域では宮城県メディカルコントロー
ル協議会が策定した救急救命士の再教育実施要領に基づき「病院実習を
2年間で80時間以上とし再教育の全て（128時間）を病院実習に充てても
良い」と規定している。石巻赤十字病院では、石巻地区広域行政事務組
合消防本部の実働する全救急救命士の病院実習を受け入れており、病
院採用救急救命士や看護師も交えて救急現場活動に活かせる実習の提
供を目指している。当院で提供している病院実習について紹介しアン
ケートや実習評価表から得られた利点や課題について報告する。

【病院実習の概要と工夫】
・年間64時間／人
・救急外来中心の病院実習
・看護師も交えた救急救命士手技のフィードバッグ
・手術室での気管挿管実習
・救急車来院患者カンファレンスへの参加（希望者）
・ドクターカー同乗実習
・救急専門事務部門（病院救急救命士所属）によるマネージメント、アン
ケート集計・分析

【平成30年度病院実習実績】

　受入救急救命士数：48人。1人あたりの実習項目別平均施行回数；バ
イタルサイン観察43.6回、モニター装着43.5回、身体所見観察41.8回、
点滴準備32.3回、静脈路確保24.5回、ナーシングケア20.9回、酸素投与8.7
回、エピネフリン投与2.1回、胸骨圧迫1.5回、ドクターカー同乗1.5回、
小児科処置1.1回。1人あたりの実習回数が1回未満項目は、バックバル
ブマスク換気、器具を用いた気道確保、喉頭鏡の使用、血糖測定、除細動、
精神科処置、産婦人科処置であった。

【アンケート（回収率94%）・実習評価表から得られた利点および課題】
　病院実習に対する満足度；80-100%：40名（89%）、60-79%：4名（9%）、
未記入：1名
　実習前目標に対する達成度；75-100%：38名（84%）、50-74%：7名（16%）
追加を希望する研修として循環器科研修、各専門講義、実習機会の増
加を希望する研修として手術室での気道管理実習、ドクターカー同乗
実習などが挙げられた。救急外来実習において、医師・看護師とのコミュ
ニケーションの増加、診療内容の観察による病態把握への理解、他隊
の活動状況の客観的な観察が利点として挙げられた。

【考察・結語】
　救急外来中心の病院実習に医師だけでなく看護師や病院採用救急救
命士も関わることで、高い満足度・目標達成度が得られた実習になっ
ていると考えられた。

PD1-2 救急救命活動時のインシデント・アクシデントへの対応

甲府地区広域行政事務組合消防本部

田中　将士

【はじめに】
甲府地区広域行政事務組合消防本部では、救急隊員生涯教育
として、平成２６年４月から様々な観点から自立性、専門性、
倫理性の高い救急隊員の育成をするための取り組みを救急研
究会とし行っている。その一環として、平成３０年度は次の
取り組みを行った。
【取り組み概要】
救急現場には、多くの落とし穴が潜んでいる。それを適時的
確に察知し、その対応を進めていく中、安全で安心して活動
できる環境を確立することは、各隊員を始め組織を守るため
にも重要なものである。
重大な事案とは至らないヒヤリ・ハットは、重大な事故や障
害を起こすかもしれないインシデント、実際に傷病者に損害
を与えてしまったトラブルであるアクシデントについて、各
救急隊員が経験し、ヒヤリ・ハットになり得るような事象を
様々な視点から分析し、結果から見出された対処方法を活用
するため、平成２５年から平成３０年までの事例を各救急救命
士から収集し指導救命士を中心に研修会を通じ対策を講じる
こととした。
【取り組みの内容】

１救急現場活動における事故シーケンス（通常とるべき手順
を逸脱した事象）と事象シーケンス（連鎖的に続く過程や行
程）について、事故が起きる仕組みを学習した。
２ヒューマンエラーの１２パターンから不安定要因・局所要因
にあてはめ、その背景にある背後要因の存在を考えながら原
因検索を実施した。
３各救命士から無記名で収集したインシデント・アクシデン
ト５７件の中から気道管理、静脈路確保について、その中で
多かった現場での傷病者移動中の事故防止対策をディスカッ
ションし注意の徹底を行った。
【今後の取組み】
今回、５年間のインシデント・アクシデント集をファイルに
し各救急救命士に配布、事故防止対策の参考とした。平成
３１年以降の取り組みについては、テロ災害等の対応力向上、
救急業務の関係法規、ＰＡ連携時の活動、山梨県ＭＣプロト
コルを５年ごとに研究会を実施していく。
また、令和５年には蓄積したインシデント・アクシデントデー
タを収集・分析し、類似する事故防止のため研修を今後も開
催する予定である。
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パネルディスカッション１「各地域における救急隊員教育」～効果的な教育体制を目指して～

PD1-3 ６消防本部の指導救命士が連携した合同救急訓練について　 
～救急隊員教育も新時代へ～

1）北九州市消防局、2）遠賀郡消防本部、3）中間市消防本部、4）苅田町消防本部、5）行橋市消防本部、6）京築広
域圏消防本部

景山　拓二1）、藤澤　浩輝1）、三渕　拓司1）、梅本　　友2）、石﨑健太郎3）、山下　誠一4）、
花岡　洋平5）、牧野　秀一6）、江藤　　茂1）、木村　信幸1）

　救急活動に伴う各種プロトコールは、北九州地域救急業務ＭＣ協議会
（以下「北九州地域ＭＣ」という。）において策定され、地域統一の内容で運
用されており、救急隊員の教育や指導において重要な項目となっている。
　そこで、北九州地域ＭＣ圏域の６消防本部に所属する指導救命士が連
携して、北九州市消防局救急ワークステーション（以下「救急ＷＳ」とい
う。）を活用した段階的な合同救急訓練を行い、北九州地域ＭＣ圏域一体
となった救急隊員の教育体制の構築を図っているので発表する。
１ 合同救急訓練の特徴（参加救急隊：１００隊、指導救命士：１７人、ＭＣ
医師６人）

（１） 救急ＷＳを活用し、地域が連携できる場所を確保する。
（２） 北九州地域ＭＣ圏域の６消防本部に所属する指導救命士１７人が連携
する。

（３） 一年を通じて段階的な合同救急訓練を実施し、継続的な教育を行う。
【ステップ１】…指導救命士が集合し、指導技法等について合同で研究・
学習する。（３回）

【ステップ２】…指導救命士が学んだ指導技法等を活かして、所属訓練を
行う。（約６か月間）

【ステップ３】…指導救命士の指導を受けた救急隊（１００隊）のうち、代表
する救急隊（７１隊）が、北九州地域合同シミュレーション訓練に参加す
る。（３日間）

※ステップ３では、指導救命士やＭＣ医師も訓練に参加し、救急隊員の
指導や指導救命士の教育を行う。
２ 合同救急訓練の効果
（１） プロトコールは地域単位で統一のため、どの消防本部でも混乱なく
取り組める。

（２） 地域単位で訓練を行うことで、地域ＭＣ協議会と連携強化が図られ
る。

（３） 地域一体となって、最新プロトコールの認識度合の確認や修正が可
能となる。

（４） 北九州地域ＭＣ圏域全体の救急隊員の知識や技術の高度化並びに平
準化が図られる。

（５） 連携中枢都市圏構想を踏まえて、核となる消防本部を中心に既存の
訓練用施設や人形等を共有し活用することで、有意義な救急訓練が可能
となる。
３ 救急活動事後検証及び医師同乗指導結果の反映
事後検証会で検証委員である医師から指摘された救急活動の問題点や改
善事項に加え、常設型救急ＷＳにおける地域ＭＣ医師からの指導・助言に
ついて、ステップ３の現場実践型シミュレーション訓練に盛り込み、メ
ディカルコントロール体制下におけるＰＤＣＡサイクルをより有機的なも
のとし、救急隊活動の継続的な管理と改善につなげる。

PD1-4 地域格差のない効果的な教育体制を目指して

1）大阪市消防局、2）大阪大学医学部附属病院高度救命救急センター

林田　純人1）、酒井　智彦2）、礒淵　久德1）

　大阪市消防局では大阪大学医学部附属病院高度救命救急セ
ンターと共同で、３年前から救急業務に携わる救急隊員の教
育体制について研究を実施している。
消防本部（局）や各MC協議会は救急救命士などの教育の現状
を知ることは非常に重要であり、自地域に必要な教育項目を
理解し救急救命士の教育に活かす必要がある。大阪府では指
導救命士制度を運用しており、救急救命士の生涯教育に必要
とされる単位を医師だけではなく、指導救命士が一部の項
目に対し付与できることとしている。生涯教育を受ける救急
救命士と非常に近い立場にある指導救命士は、単位を付与す
る対象の救急救命士を含む救急隊員がどのような教育項目を
受講しており、何が不足しているかなど生涯教育の内容を理
解し、救急活動に活かすにはどのような教育項目が必要かを
考えなければならない。従来の手法では指導救命士が救急隊
員の単位管理を行っていないため、その救急隊が必要とされ
ている教育項目について把握することは容易ではなかったた
め、その教育の提供も難しいものであった。また消防組織や
MC医師、個人で単位の取得状況や不足している教育項目の
確認・提供など見える化を図る必要があることから、ICTを
利用した生涯教育の取得単位や不足項目の見える化できるシ

ステムの構築を行い、指導救命士が単位を付与することの有
用性を検証するとともに、システムを試行運用しその結果を
発表する。
　本システムを活用することで、消防本部（局）内だけではな
く、都道府県内や全国の救急救命士などの教育状況も確認で
きるようになっている。
　また、指導救命士が単位付与できる利点は、身内であるこ
とから「最小のパワーで最大の効果が生まれる」、救急救命士
を含めた救急隊員に対してその地域の特性に応じた指導が実
施できる。 地域格差のない教育とはMC医師や消防本部（局）、
さらにOJT（実地教育）を担当する指導救命士が「他（外）を知
る」ことは重要であり、指導救命士制度を生かしICTを活用
した救急教育が必要である。
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パネルディスカッション１「各地域における救急隊員教育」～効果的な教育体制を目指して～

PD1-5 千葉市における救急隊員再教育  
～指導救命士の関わりとワークステーション研修～

千葉市消防局

長嶋　弘明

　平成３年４月、プレホスピタルケアの担い手として救急救
命士制度が発足した。
　それから28年が経ち各地域のメディカルコントロール体制
のもと、救急救命士（以下「救命士」）が行う救急救命処置（特
定行為）の対象も「心肺停止状態にあるの傷病者」から「心肺機
能停止前の重度傷病者に対する処置」へと拡大されたことを
考えると、救命士の業務はプレホスピタルにおいてさらに重
要な位置付けになったといえる。
　一方、救命士以外の救急隊員（以下「救急隊員」）は、平成４
年に拡大9項目が追加された「救急隊員の行う応急処置の基
準」の一部改正が行われ現在に至っているが、近年救命士の
処置が高度化されると共に救急隊員もサポート役としてその
範囲も拡大してきているといえるだろう。
　ここで当市における救命士及び救急隊員の教育の変遷につ
いて紹介する。
　平成13年、国から救命士の教育についての通知が示され
た当初は市内２医療機関において、救命士だけの病院実習で
あったが「救急救命士の資格を有する救急隊員の再教育につ
いて（平成20年12月26日付消防救急企画室長通知）」を受け本
市における再教育を検討、平成22年に救命士を指導する立場

の救急救命士として「指導救命士」２人を指名し、救急業務を
行いながら救命士や救急隊員のほか初任科、救急課程等にお
ける教育等、救急に係る教育に幅広く携わることとなった。

（現在は８人が指導救命士として運用）また、平成27年末には、
市立青葉病院に「救急ワークステーション」が設置され「救急
業務に携わる全ての者」を対象とした再教育の場として試行
的に実習を開始、翌年４月に正式に運用となった。
　実習期間は３当直で、昼間は指導救命士を中心に座学・実
技・OSCEを行い、夜間は医師及び看護師の指導の下、院内
処置室にて病院実習を行う。平成30年度はほぼ全ての救急隊
員（救命士１２７人、救急隊員１９８人）が実習を終了した。
　救急ワークステーションにおける再教育が開始されてか
ら４年が経過し、現在は自らも指導救命士として本教育に携
わっているが、特に救急隊員は以前より“技術的な部分と共
に、救急業務に対する姿勢や意識が向上している。”と強く
感じている。
　本発表ではこれらを紹介するとともに、実習を終了した救
命士及び救急隊員を対象としたアンケートを実施し、実習生
の考えを捉えてこれからの救急業務に携わる職員の再（再生
涯）教育の在り方について考える。
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パネルディスカッション３ 「ドクターヘリ・ドクターカーとの効果的連携」～効果的な連携により救命率の向上につなげる～

PD3-1 ドクターヘリ・ドクターカーを有効活用する！

公立豊岡病院　但馬救命救急センター

小林　誠人

当センターは当2次医療圏のメディカルコントロール（MC）
を担い、ドクターヘリ（DH）、ドクターカー（DC）の基地病
院でもある。尚、DCは公的補助金事業である。【目的】当医
療圏の取り組みを検証しDH/DCを効果的に活用する方策を
提唱する。【方法】DH/DC運用が開始された2010年から9年間
の当地域圏で発生した救急事案を対象とした。当地域MC協
議会検証状況、DH/DC運用状況、DH/DC要請アンダート
リアージ率、予後などを検討した。【結果】DH/DC事案を含
めた検証会議は12回/年行われていた。DH/DCの総出動件
数はDH 14333件/DC 13430件で、9年間平均で全救急事案の
32%を占め、覚知同時要請率は87%、基地病院搬入率は86%
であった。DH/DC要請に係るアンダートリアージ率は直近5
年間は0％であった。良好な予後に寄与する因子として、重
症外傷ではDH Odds比6.3（95%CI1.20-30.0）、DC Odds比2

（95%CI0.36-10.36）、院外心肺停止ではDH Odds比3.6（95%CI 
1.16-12.3）、DC Odds比2.6（95%CI 0.74-8.87）であった。【結語】
基地病院を中心とした地域MC体制下にDH/DC運用を行う
ことで、重症患者の集約化だけではなく、未要請事案の消滅
を含めた救急医療体制の質の向上、予後改善効果などがもた
らされることが示唆された。

PD3-2 熊本市消防局におけるドクターヘリ及びドクターカーの現状
と課題について

熊本市消防局

上長　　禎

　救急救命士の特定行為は、心肺停止前の静脈路確保及び輸
液、血糖測定並びにブドウ糖溶液投与が開始され、処置範囲
が拡大されたものの、緊急度及び重症度が高い傷病者におい
ては早期の医療介入、治療開始が必要不可欠である。
　近年、全国でドクターヘリ及びドクターカーの導入が進み、
出場件数は年々増加傾向にある。出場件数の増加に伴い、傷
病者に対し早期医療介入が可能となり、救命率の向上及び予
後の改善が期待される。
　今回、熊本市消防局におけるドクターヘリ、平成３０年８
月から熊本赤十字病院で運行が開始されたドクターカー（ラ
ピットレスポンスカー）の現状と課題について報告する。
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パネルディスカッション３ 「ドクターヘリ・ドクターカーとの効果的連携」～効果的な連携により救命率の向上につなげる～

PD3-3 ドクターヘリ・ドクターカー成功の連鎖の鍵は、消防・救急
隊との連携である。

八戸市立市民病院救命救急センター

近藤　英史、今　　明秀、野田頭達也、今野　慎吾

【背景】ドクターヘリ（以下DH）やドクターカー（以下DC）を使
用した病院前救急診療（Prehospital Medicine以下PHM）は、
重症傷病者により早く医療資源を投入することにより、救命
率を向上させ予後を改善させることを目的としている。

【当地域の取り組み】八戸市立市民病院救命救急センター（以
下当センター）は、５つの消防本部から構成される八戸・上
十三地域メディカルコントロール協議会（以下当MC）唯一の3
次医療機関である。当センターは2009年3月からDH、2010年
3月からDC、2016年より移動緊急手術室（通称ドクターカー
V3）の運行を開始している。PHMを成功させるためには、以
下の４つの連鎖が必要である。
①「迅速な患者接触」
当MCではアンダートリアージを許容した「キーワード方式」
を導入し、DC・DH患者接触時間を短縮している。また、DH
とDCどちらが先に現場救急隊と接触できるか不明な状況に
は、片方が無駄になることを承知でDHとDCを同時出動させ
る「サンダーバード作戦」を決行している。消防指令による覚
知からの積極的DC・DH要請が迅速な接触を可能にしている。
②「適切で短い現場活動」
2018年、現場出動したDCの平均現場滞在時間は約4.9分、DH

の平均現場活動時間は約13分であった。救急隊の診療介助、
簡潔で過不足ない現場報告等の連携が適切な現場活動と現場
活動時間短縮を可能にする。
③「根本治療への連携」
当センターは急性期脳梗塞に対し、PHMを活用したプロト
コルを実践している。PHM導入により、脳梗塞根本治療に
つながるt-PA投与、虚血再灌流までの時間短縮を可能にして
いる。重症外傷に対するPHMの活用は、早期に初期治療を
開始でき、迅速な根本治療につながる。当センターにおいて、
病着からO型緊急輸血までの時間は、PMHの活用で有意に短
縮しており、来院時心肺停止を除く、症例では予測救命率よ
り実際の救命率が高い傾向にあった。救急隊の現場判断によ
る、DC・DH要請が早期根本治療につながる患者を増やす。
④「事後検証と改善」
当MCでは年間3回DH・DC事例検討会を開催している。事例
検討会は、救急医と指導救命士が連携し運営しており、両目
線での事例検討会にしている。事例検討会を通して、管轄消
防の垣根を超えたPHM活動の検証と改善が生まれる。

【結語】PHMを成功させ絶体絶命の傷病者を救命する「劇的救
命」を生みだすには、消防・救急隊との連携が必須である。

PD3-4 医師派遣システムを最大限に生かすために． 
D-Call Netによるドクターヘリ実出動

1）日本医科大学　千葉北総病院　救命救急センター、2）D-Call Net 研究会、3）南多摩病院、4）HEM-Net、5）日本
大学工学部

本村　友一1,2）、松本　　尚1）、益子　邦洋2,3）、石川　博敏2,4）、西本　哲也2,5）

【緒言】外傷診療は時間との闘いである。交通事故による受
傷から医師派遣システム起動の時間短縮のため救急自動通報
システム（D-Call Net；以下DCN）が開発され、2015年11月か
ら試験運用、2018年4月より全国運用が開始された。これは、
乗用車による交通事故の発生時、事故の工学的情報（短時間
当たりの速度変化、衝突方向など）から乗員の死亡・重症外
傷受傷率を自動算出し、これが閾値を超える場合にドクター
ヘリによる医師派遣システムを起動するというものである。

【実出動事例】2017年4月千葉県北部ドクターヘリ（以後、
DH）が初めてDCNによる実出動を行った。2018年1月千葉県
内の乗用車事故でDCNによるDH実出動（2件目）が行われた

（事故は病院から陸送で約40分を要する場所）。事故発生17分
後にDHは現場上空に到達した。患者は胸骨骨折などで入院
加療を要した。これは工学的情報を根拠に医師派遣システム
が起動し患者診療を行った世界初の事例であった。2018年12
月には函館にて3例目、2019年3月岐阜にて4例目の実事例が
発生した。

【考察と今後の展望】現在のDCN搭載車は全車両の2％未満。
交通弱者（歩行者など）の救命にも寄与するシステムにすべき
である。DHのより早期の安全な着陸ができるための改善（早

期の地上安全確保や常設ヘリポートの整備など）が必要。DH
実出動は2019年6月末現在、全国で4例にとどまりDCNの情
報はまだ有効活用されていない可能性が高い。DH以外の医
師派遣システムを持つ病院への通知も有用であろう。
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パネルディスカッション３ 「ドクターヘリ・ドクターカーとの効果的連携」～効果的な連携により救命率の向上につなげる～

PD3-5 積極的なドクターヘリ・ドクターカー連携に向けた取り組み
について

八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部

辻井　信二

　青森県のドクターヘリは平成２１年３月に運航が開始され、
平成２４年には２機体制となった。基地病院は八戸市立市民病
院と青森県立中央病院で、平成３０年度の出動件数は７８２件、
八戸圏域の出動件数は２０３件であった。
　ドクターカーは、平成２２年３月から八戸市立市民病院を基
地病院として運行開始され、形式はラピットカーを採用し、
平成３０年度の出動件数は１，５５８件であった。
　八戸消防本部では、平成２１年にドクターヘリを運航開始
する八戸市立市民病院救命救急センターが目指す「外傷の防
ぎえる死の減少・撲滅」に対応するため、受傷から１時間以内
を目標に根本治療ができるようにドクターヘリの積極的な活
用を決定し、キーワード方式の採用、短距離エリアのドクター
ヘリ要請を行い、受傷から３０分の病院到着を目指した。
　市内概ね１０ｋｍ圏内をドクターカー要請区域とし、それ以
外の地域をドクターへリ要請区域とした。現在ではドクター
ヘリを活用することで、全ての地域で概ね３０分の病院到着
ができるようになった。
　しかしながら運航開始した当初は消防側とドクターヘリ・
ドクターカー側との連携がうまくいかないこともあったが、
私たちはあきらめずに検証して改善をはかった。今回その内

容について報告する。
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シンポジウム７ 「指導救命士シンポジウム」ショックの代償期～悪化の過程を可視化する～

SY7-1 「生命の危機を予測すること」それが国民への良質かつ適切
な医療提供に繋がる

大崎地域広域行政事務組合消防本部

三嶋　秀一

　平成３年の救急救命士法の施行により救急救命士制度が創
設され、病院前救護の場に医療職である救急救命士が誕生し
てから２８年目を迎えました。
　救急救命士の黎明期を医師と共に、手探りで土台を作って
きた時代から、気管挿管や薬剤投与（エピネフリン）等の処置
範囲拡大となった成長発展期、そして、心肺停止前重度傷病
者に対する静脈路確保の処置範囲拡大に至った変動変革期と
救急救命士による病院前救護は医師と共に歩んで来たところ
であり、これからも医学的教育指導を賜っていかなければな
りません。
　平成２６年「救急業務に携わる職員の生涯教育のあり方につ
いて」の通知を受け、指導救命士を中心とした教育指導体制
が整備されております。
　その中で「指導救命士養成研修」が救急救命九州研修所で開
講され、令和元年１０月現在において１３８８名の修了生が全国
へと羽ばたき、指導救急救命士へと成長し、医師に育てられ
た時代から救命士が救命士を育てる成長躍進期に発展してい
るところです。
　救急救命九州研修所「指導救命士養成研修」では、コーチン
グや統計学など、これまでの救急救命士教育にはなかった講

義内容の他に、救急救命士にとって原点となる基礎的な観察
要領などを徹底的にたたき込まれ、更には、物事を様々な角
度から考える多様性のある救急救命士として現場対応できる
ための研修内容でありました。
　医療法には「国民に良質かつ適切な医療を提供すること」と
いう目的が条文としてあり、その目的を達成するために、救
急隊が提供する医療は、適切な医療機関を選定し、生命の危
機回避をしながら搬送することであるということを学んで参
りました。
　その中でも、「その気がないと見えない」という言葉を、救
急救命九州研修所の郡山教授から頂いております。
　この言葉の意味するところを「ショックの代償期」に当て込
み、当消防本部の平成２７年から令和元年６月までの救急搬送
傷病者のデータから「ショック」が疑われるものを抽出し、「生
命の危機回避」について検証したので報告する。

SY7-2 心不全におけるショック代償期についての考察

1）相模原市消防局、2）救急救命九州研修所

石井　隆光1）、渡部　康裕1）、藤川　　翔1）、郡山　一明2）

【背景・目的】
　「平成３０年版救急・救助の現況」から、平成２９年中に急病で搬
送された傷病者は３６，６８６，４３８人となっており、その内、心疾患
で搬送された傷病者は３１７，２６８人で、消化器系、呼吸器系に次
いで多くなっていた。
　また、心疾患で搬送された傷病者の内、２１．６％が重症と診断
されており、重症度・緊急度が高い疾患であることがわかる。
　このことから、重症度・緊急度が高い心疾患は、救急活動中
における適切な観察に基づいた判断が重要であり、心疾患の中
でもより重症度が高い、心原性ショック及び心原性ショックに
至る可能性がある心不全に的を絞り、適切な医療機関へ早期に
搬送するための重要な所見や、徴候がみられないか、救急活動
記録のデータから研究することとした。

【方法】
①平成３０年中、本市消防局が搬送した３３，１５７名の傷病者の内、
管轄区域にある３次医療機関に搬送し、初診時傷病名が疾病分類
の心疾患に分類された症例のデータを抽出する後ろ向き調査と
した。
②心不全につながる病態を抽出するため、心タンポナーデや大
動脈解離等、病態が違うショックを来たす症例を除外した。

③抽出した症例から欠損値がある症例を除いた９８件を対象とし
た。
④多くの症例が動脈血酸素飽和度の低下を認め、酸素投与が必
要であったことから、血中酸素飽和度の数値に基づいて、意識
レベル、平均血圧、脈拍数、呼吸数、異常呼吸音について比較
検討した。

【結果】
①意識レベルの変化は血中酸素飽和度の低下とは一致しなかっ
た。
②平均血圧は血中酸素飽和度が７０～７９％の範囲では上昇し、さ
らに血中酸素飽和度が低下すると平均血圧は低下へと転じた。
③血圧が９０ｍｍ以下となった場合には、心停止に至る可能性が
高い。
④異常呼吸音は、血中酸素飽和度が９０％以下となった場合に観
察された。

【考察】
　心不全での血圧の上昇はショック代償期の症状であり、重症
度・緊急度が高いと判断すべきである。異常呼吸音は既にショッ
ク代償期に入っている徴候と考えられる。これらの症状を観察
したら、重篤な症状と判断し、迅速に搬送を開始すべきである。
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シンポジウム７ 「指導救命士シンポジウム」ショックの代償期～悪化の過程を可視化する～

SY7-3 ショックの代償期　～悪化の過程を可視化する～

1）奈良県広域消防組合消防本部、2）救急救命九州研修所

深田　隆志1）、鮫島　　剛1）、郡山　一明2）

【目的】
　救急救命士の処置拡大に伴う重度傷病者に対する静脈路確
保及び輸液について、当本部の現状を明らかにしショック代
償期における各バイタルサインとショックの相関関係を調査
したうえで循環血液量減少性ショック並びにアナフィラキ
シーショックにおける悪化の過程を可視化する。

【対象と方法】
１．当組合管内における平成29年及び平成30年の搬送データ
から、救急救命士が静脈路確保及び輸液が必要と判断された
症例のうち全てのデータが揃っているもの。
２．循環血液量減少性ショック並びにアナフィラキシーショッ
クにおける血圧と各バイタル値との相関関係を調査。

【結果】
１．搬送傷病者は98,685人で重度傷病者に対する輸液が必要と
判断された症例は236件。そのうちショックの分類では、循環
血液量減少性139人（59%）、血液分布異常性38人（16%）、心原
性4人（2%）、心外閉塞・拘束性1人（0.4%）、分類の判断が困難
54人（23％）。
２．循環血液量減少性ショックにおける血圧との関係
　①意識レベルと相関はない。②体温と相関はない。③脈拍

は100以上が危険である。④Shock Index と弱い相関があり、
1.0 は血圧90mmHg、脈拍100以上と同等の意味があると考え
られた。⑤脈圧と中程度の相関がある。⑥SPO2の中央値は
97％である。
３． アナフィラキシーショックにおける血圧との関係
　①意識レベルと相関はない。②体温と相関は認めなかった
が、循環血液量減少性ショックよりは高い傾向がある。③脈
拍は100以上が危険である。④Shock Index は弱い相関があり、
1.0 は血圧90mmHg、脈拍100以上と同等の意味があると考え
られた。⑤脈圧と相関はない。⑥SPO2の中央値は93％である。

【考察】
　循環血液量減少性ショック、アナフィラキシーショックと
もに、意識レベルが良いからといって全く安心できない。バ
イタルサインは連動して変化していくため、ひとつの値だ
けで判断してはならない。脈拍100 とShock Index 1.0は血圧
90mmHgと同等の価値がある。
　ショックの代償期を見いだすことは難しく、血圧の低下、
脈拍の増加を注意深く観察する必要がある。アナフィラキシー
ショックは初期から気道閉塞の可能性があるかもしれない。

SY7-4 ショックの代償期を考察する

秋田市消防本部

保坂　　寛

【はじめに】
秋田市消防本部では、平成２４年「救急救命士の処置範囲に係わる
実証研究」に参加し、平成２６年４月から「心肺機能停止前の静脈路
確保と輸液」を含む処置拡大２行為に関する運用を開始している。
運用開始から５年間収集したデータベースをもとに、救急出動し
た救急救命士が「ショック事例」と判断し活動した事案と、「ショッ
ク事例」と判断せず救急搬送された事例を比較し、救急救命士の
現場での判断理由と見落とされている点を考察する

【データ収集と傷病名照会】
当市では、救急出動した救急救命士が「ショック事例」と判断し活
動した事案について、データベースへの登録を行っている。
また秋田県ＭＣの方針により、搬送者の傷病名については「初診
医の診断名」ではなく、後日照会することとしているが、照会後
に「～ショック」と回答を得たが、救急隊が「ショック事例」という
判断をせずに搬送していた事例が一定数あった。
ショックと判断し活動した事例では、吐血・下血・脱水といった

「循環血液量減少性ショック」が多く、一方ショックと判断せずに
特定行為の指示要請ではなく、通常の収容依頼をして搬送されて
いる事例で、最も多かったのは「敗血症性ショック」であった。

【考察と課題】

一例として上記２種のショック症例の比較では、ショックの５徴
やショックインデックスに、あてはまりやすいのは「循環血液量
減少性ショック」であると考えられる。

「循環血液量減少性ショック」は、現場での出血痕や高温下での運
動・労働または水分摂取不良など状況評価からも判断材料が容易
な事案が多く、状況評価・初期評価で接触直後から「ショック事例」
と判断される

「敗血症性ショック」の傷病者は、皮膚の状態が、暖かい・乾燥し
ているといった皮膚症状を呈している場合や、高齢者が多く脈
拍数が著しく頻脈ではなかったなどショックの５徴に合致せず、
ショックを分類するために、原因検索を要する症例であった。
平成３０年統計では、全国平均との比較で、現場到着～医療機関
到着までが約１１分短く、搬送開始から医療機関到着まで約９分と
いう搬送時間が、特定行為の実施より早期に医療機関へ引き継ぐ
という判断にいたったと思われる。
状況評価・初期評価で見逃されている症状や測定値の取扱いなど
を再考察し、観察方法や判断材料となる情報の聴取方法などを見
直すことは、救急救命士のスキルアップとより質の高い救急搬送
が可能となる。
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一般発表１ 感染防止症例

O1-1 飛騨地域メディカルコントロール協議会感染防止部会の取り組み

1）飛騨市消防本部、2）高山市消防本部、3）下呂市消防本部、4）高山赤十字病院、5）ＪＡ岐阜厚生連飛騨医療センター久
美愛厚生病院、6）岐阜県立下呂温泉病院、7）下呂市立金山病院、8）国民健康保険飛騨市民病院、9）岐阜県飛騨保健所

山口　僚太1）、大前　良雄3）、井上　裕一2）、後藤　泰代4）、垣根　美幸5）、山下由起子6）、
加留　奈美9）、中林　玄一8）、本田　幹徳7）、横山　敏之5）

【目的】飛騨地域では、地域メディカルコントロール協議会（以下、
ＭＣ）の前身である飛騨地域救急医療検討会の指針に基づき、そ
れぞれの消防本部が感染対策マニュアル（以下、マニュアル）を策
定し、感染対策を推進していた。平成２５年に飛騨ＭＣが設置され、
消防、医療、行政の連携が強化されるなか、病院前救護から病院
引継ぎまでを一連とした感染対策が求められるようになり、平成
２８年１１月に、飛騨ＭＣの下部組織として、感染分野の専門家が
参画する感染防止部会（以下、部会）が設置された。部会の目的は、
病院前救護における感染対策の充実及び標準化を具体的に進めて
いくことにある。そこで、これまでの部会活動を報告する。

【対象と方法】対象は、飛騨地域の３消防本部（以下、３消防本部）
の消防士３名、感染制御医師（以下、ＩＣＤ）２名、感染管理認定看
護師（以下、ＩＣＮ）３名、保健所保健師１名、看護師（管理職）１名
の１０名。
　方法は、１）年２回の定例会議、２）統一したマニュアルの作成
と普及、３）年１回の研修会開催。

【結果】
１）定例会議を年２回開催し、各回、部会員それぞれの職種の視点
で意見を述べ、感染対策の方法等について検討した。
２）マニュアルは、３つのワーキンググループを作り、各グループ

に感染分野の専門家（ＩＣＤ、ＩＣＮ）を１～２名配置し、専門知識や
根拠を踏まえながら、現場に即したマニュアルを作成した。
３）研修会では、３消防本部の救急隊員２３名にマニュアルの要点
を説明し、共通認識を図ることができた。さらに、参加した救急
隊員が各消防本部で伝達講習を行い、職員に周知することができ
た。

【考察】
１）定例会議は、病院前救護から病院引継ぎに至るまでの一連の
活動について、感染対策の共通認識を得る良い機会となり、消防、
医療、行政の連携がしやすくなったと考える。
２）統一したマニュアルの作成は、３消防本部の感染対策の標準化
につながったと考える。
３）研修会でのマニュアル説明は、マニュアルの作成のみに止ま
らず、現場での運用に向けたマニュアルの普及につながったと考
える。
　部会活動は、飛騨ＭＣのもとで、消防、医療、行政の他職種で
構成される部会員が行うことで、関係機関のさらなる連携、強化
につながった。根拠に基づく現場に即したマニュアルの作成と普
及は、広大な飛騨地域における感染対策の充実及び標準化につな
がった。

O1-2 日本海裂頭条虫感染症の傷病者を搬送した事案について

京都市消防局

川勝洸太朗、福山　圭実、西尾　孝太

【目的】日本海裂頭条虫感染症の傷病者を搬送したため報告
する。

【症例】日本海裂頭条虫感染症とは、一般的に「サナダムシ」
と呼ばれる寄生虫による感染症である。「肛門から虫らしき
物体が出ている。」との指令センターからの情報を受け、現場
へ向かった。傷病者は３６歳の男性で、自宅トイレの便座に
座っており、不安そうな表情を浮かべ、「午後９時頃に下痢を
起こし、白い虫のようなものが肛門から出てきた。」と申述し
た。
　肛門からは約５０ｃｍの白く細長い物体が垂れ下がってい
た。傷病者にサナダムシに寄生されるような心当たりはなく、
ここ数日に腹痛や体重の減少などの症状はなかった。まず、
引っ張れば出てくるのか試みてみたが、抵抗があり、傷病者
も不快に感じると述べたため、中止した。最終的に、虫体を
破壊するべきではないと判断し、生理用ナプキンで虫体を保
護して搬送することとなった。

【結果・考察】日本海裂頭条虫感染症は、日本海裂頭条虫（以
下「条虫」という。）の成虫が人の消化管に寄生する感染症で、
条虫が寄生している食べ物を調理不十分のまま摂取すること
で感染が成立する。感染の原因となる食べ物はサクラマスが

一番多く、その感染経路は、①ミジンコが条虫の卵を食べ、
卵が孵化する。②ミジンコをサクラマスが食べ、幼虫が筋肉
に寄生する。③人がサクラマスを食べ、消化管に寄生する。
というものである。条虫が体内に寄生することで、下痢や吐
き気などの消化器症状を引き起こすこともあるが、多くは無
症状のまま経過し、特に大きな症状はみられないことが多い。
　しかし、成虫が肛門から排泄されることで肛門周囲の不快
感を自覚することがある。搬送時の注意点は、虫体を破壊し
ないことである。条虫には虫体内に卵を抱えている場合があ
り、虫体を破壊することで消化管内に卵がばらまかれ、孵化
した幼虫が嚢（のう）虫（ちゅう）化して人体の様々な組織に寄
生し、嚢（のう）虫（ちゅう）症を引き起こす場合があるため非
常に危険である。
　近年、寄生虫疾患は減少しているが、新興・再興感染症の
ひとつとして再び注目されつつある。症例が少なく遭遇する
機会は少ないが、知識を持っておく必要があると考える。
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一般発表１ 感染防止症例

O1-3 マダニ媒介性感染症による敗血症性ショックで心肺停止事案
に至った事案について

京都市消防局

上原　　亮、山下　孝文、増田　太一

【目的】マダニに刺されたことによるマダニ媒介性感染症か
ら敗血症性ショックをひきおこし、心肺停止に至った事案を
経験した。改めて感染症対策に注意しなければならないと考
えさせられた事案であるため報告する。

【症例】高齢男性が体調不良で動けないとの妻からの救急要
請があり、救急出動した。傷病者は腹臥位の状態で自宅室内
に倒れており、背臥位に体位変換し容態を確認したところ、
心肺停止状態であった。ＣＰＲ及びＬＴＳによる気道確保を実
施。静脈路確保は病院から近距離であり早期に病院が決定し
たため実施しなかった。現場から直近のＣＰＡ対応可能病院
に搬送したが、同日に死亡が確認された。
　なお同居人である高齢の妻に状況を聴取するも明確な情報
を得ることができない状態であった。（氏名及び生年月日の
み聴取でき、既往症等を聴取するも何かあったと思うが何の
病名かはわからない。心肺停止になっていることも理解でき
てない状況であった。）
　搬送から約６時間後、搬送先病院から、当該傷病者はマダ
ニ媒介性感染症から敗血症性ショックをひきおこし、心肺停
止に至った疑いがあると報告を受けた。

【結果・考察】マダニ媒介性感染症は、病原体を保有するダニ

に直接咬まれることによって感染することがほとんどである
が、感染した傷病者からの人－人感染も報告されている。今
回の活動では、関係者から感染症に関する情報は得られず、
出血、嘔吐等、感染の危険性を強く感じる所見もなかった。
標準感染防護策を講じ、感染症対策に一定の注意を払ったう
えでの活動であったが、明らかな所見に乏しい場合にも、感
染症への注意レベルを落としてはいけないということ、ま
た、使用後消毒等の器材管理の重要性も再認識できる現場で
もあった。
　今回、稀有な事案でもあるマダニ媒介性感染症による心肺
停止事案を経験した。今後、高齢化のさらなる進展により、
今回のように傷病者の情報が明確に得られない救急活動が増
えてくる可能性が高い。情報が得られない傷病者の場合にも、
様々な感染症が潜んでいる危険性があり、我々救急隊員は感
染症に対する高い意識を保持しつつ対応することが必要であ
ると痛感させられる現場であった。今後の現場活動において
も、あらゆる事態を想定し、感染防止対策を徹底していきた
い。

O1-4 空気感染が疑われる傷病者搬送時の効果的な救急車内換気に
ついて

1）横浜市消防局、2）日本体育大学

濱田　陽平1）、秋元　義経1）、藤田　優衣1）、豊川　　慧1）、藤本　賢司2）

【目的】救急搬送中、救急車内の換気が必要となる場面は多くあ
るが、効果的な換気方法は明確に示されていない。今回、どの
ような換気方法が効果的か明らかにすることを目的に検証した。

【対象】
１ トヨタ自動車製高規格救急車
２ 日産自動車製高規格救急車
【方法】
１ 救急車設置のエアコン、換気扇及び車窓での換気状況を検証
２ デジタル微差圧計を使用し、下記に示す条件下で車内の気密
性を計測した。各条件において、エアコンは３段階（弱、中、強）、
換気扇は車種ごと全ての設定で計測
条件１ エアコンＯＦＦ、換気扇ＯＮ、車窓閉鎖
条件２ エアコンＯＮ（外気導入）、換気扇ＯＮ、車窓閉鎖
条件３ エアコンＯＮ（内気循環）、換気扇ＯＮ、車窓閉鎖
条件４ エアコンＯＮ（外気導入）、換気扇ＯＮ、車窓開放（３ｃｍ、６
ｃｍ、９ｃｍ、全開放）
条件５ 走行中の車窓開放を想定し換気扇と対角の車窓にファン
で時速３０ｋｍ相当の風をあて、条件４で計測
３ 煙発生器で車内に煙を充満させ、条件１～５で、車内の煙の流
動をビデオカメラと目視によって計測。ビデオカメラはストレッ

チャー右側に等間隔で３台設置、目視による計測は、目印を後部
ハッチ内側に示し、運転席、助手席及び患者室に乗車した３名が
それぞれ目印を視認するまでの時間の平均値を視認時間とした。

【結果】
１ 条件３（エアコン・換気扇“強”）でいずれの車種においても最も
外気に比べ陰圧となった。
２ 条件２（エアコン・換気扇“強”）でいずれの車種においても最も
早く後部ハッチの目印を視認でき、換気扇排気口以外からの排
気も多く認めた。

【考察】効果的な車内換気には、吸気と排気のバランスが重要で
ある。条件２では排気能力より吸気能力が大きく上回ることで車
内が陽圧となり換気扇以外から車外へ排気したことが今回の結
果となった要因として推測され、車内の気密性が車内換気に大
きく関与していることが示唆された。今回は長時間、同条件で
救急車を走行し検証できる設備がないため、簡易的にファンを
使用して走行時の車体に流れる空気を再現した。そのため、検
証条件も限定的となった。効果的な車内換気方法の明確化には、
今回の検証結果を基にして、検証方法の確立と様々な条件で検
証していく必要がある。
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一般発表１ 感染防止症例

O1-5 ショック患者の重症度判定のためのqSOFA スコアの有用性

1）羽咋郡市広域圏事務組合消防本部、2）奥能登広域圏事務組合消防本部、3）金沢大学医薬保健研究域医学系
血液情報発信学（救急医学）

半山　武志1）、國井　　寛1）、源　　剛一2）、大西　誠司2）、稲葉　英夫3）

【目的】Quick sequential organ failure assessment （qSOFA）
は、集中治療室以外の一般病棟での敗血症のスクリーニング
のために用いられている。病院前救急におけるqSOFAの検
討では、敗血症の病院内診断との関連性は低いが、SOFAは
感染症傷病者のみならず非感染症傷病者においても院内死
亡との強い関連をすることが報告されている。本研究は心
停止前輸液の対象となったショック傷病者の重症度（入院、
1か月死亡）判定に関するqSOFA スコアの有用性を検証し、
qSOFA判定のための意識障害判断法の影響を検討すること
を目的とする。

【対象と方法】2015年4月～2016年12月の期間にショックと救
急隊が判断または指導救命士または指導医師によりショッ
クと判断された1084例のデータベースから、qSOFA算出に
必要な情報が記録された976例を抽出し、意識障害の判定
のためにGCSを用いた場合とJCS桁数を用いた場合とでの
予測能をROC曲線で得られるAUCを用い比較した。非敗血
症性ショックのサブグループでも検討を行った。さらに、
ショック指数の算出も可能であった378例の循環血液量減少
性ショックについて、ショック指数との比較も行った。

【結果】全ショック例についてJCSⅡ以上を意識障害とした

場合、GCS15未満を意識障害とした原法と比べ、AUCは小
さくなり（入院0.590対0.625、1か月死亡0.618対0.627）、予測
能が低下することが判明した。JCS 0 以上（意識清明以外）
を意識障害と判断した場合、予測能は改善しなかった（入院 
0.589、1か月死亡 0.610）。原法のqSOFAは敗血症性以外の
ショックでも高いAUCを有した（入院：敗血症性 0.747,非敗
血症性 0.599、1か月死亡：0.671,0.563）。循環血液量減少性
ショックでショック指数と比較すると、入院予測ではショッ
ク指数が、１か月死亡予測ではqSOFAがより優れた予測能
を示した。

【考察】石川県 MC 協議会のプロトコルでは、GCS 評価を重
要視して観察するようにしている。今回の検討から、GCS評
価に基づくqSOFA スコアの算出は重症度と搬送先医療機関
選定に有用と判断した。循環血液量減少性ショックの入院予
測ではショック指数がより有用であった。

O1-6 q-SOFAは、病院前救護における敗血症のスクリーニング・
ツールとして有効か

1）十日町地域消防本部、2）新潟県立十日町病院

藤ノ木雅也1）、羽鳥　龍也1）、齋藤　　悠2）、保坂　繁之1）、笛木　純一1）

【目的】敗血症は高度な全身管理を必要とされる重篤な疾患
である。「日本版敗血症診療ガイドライン2016」において、敗
血症の重症度は①敗血症、②敗血症性ショックの２分類とさ
れ、その診断基準として「ICUでは感染症もしくは感染症の
疑いがあり、SOFAスコアで2点以上上昇した場合」を、「ICU
以外では、感染症もしくは感染症の疑いがあり、q-SOFAで
2項目以上認めた場合に敗血症を疑い、臓器障害をSOFAで
確認する」ことが示された。
主に病院内で用いられるq-SOFAが救急現場で有効に機能す
るか検討する。

【対象と方法】対象は2011年2月から2019年5月までの8年3ヵ
月間に当消防が救急搬送した、診断名「敗血症」131人と「イ
ンフルエンザ」104人の計235人（0歳～14歳を除く）。対象の
バイタルサインデータを用い、以下の方法で検討した。①敗
血症にq-SOFAと、SIRSの診断基準から救急隊が現場で観察
可能な（体温、心拍数、呼吸数）の3項目を用いた簡易スコア

（以下、簡易SIRS基準と呼ぶ）を照合。両者共に2項目以上該
当を陽性とし、陽性率を比較。②インフルエンザにq-SOFA
と簡易SIRS基準を照合し陽性率を比較。③敗血症を「重症」
と「中等症・軽症」に分け、各データにq-SOFAと簡易SIRS基

準を照合し、陽性率を比較。
統計学的分析は、Fisherの直接確率検定を用いた。

【結果】①敗血症において、簡易SIRS基準の陽性率が高い
（83.2％ vs 67.2％、両側p値:＜0.01）。②インフルエンザにお
いて、簡易SIRS基準の陽性率が高い（80.8％ vs 36.5％、両側
p値:＜0.01）。③敗血症の「重症」と「中等症・軽症」において、
簡易SIRS基準は陽性率に差がない（重78.8％ vs 中軽86.1％：
両側p値:0.34123）ことに対し、q-SOFAは「重症」の陽性率が
高い傾向にある（重75.0％ vs 中軽59.5％：両側p値:0.09043）。

【考察】比較対象とした簡易SIRS基準は、インフルエンザ及
び敗血症の軽症から重症まで幅広く陽性を示す。q-SOFAは、
インフルエンザ等の敗血症に至らない感染症の陽性率は低
く、重症敗血症で高い陽性率を示す傾向がある。このことか
ら、日本版敗血症診療ガイドライン2016で「敗血症」及び「敗
血症性ショック」の定義にある「臓器機能不全を呈す状態」や

「死亡率が高くなった状態」を鑑み、救急現場で感染性疾患を
考えた時にq-SOFAを用いることは、重篤な敗血症傷病者の
選別及び搬送と、医療機関での臓器不全に対する早期治療介
入に有効に機能する可能性がある。（参考文献：日本版敗血
症診療ガイドライン2016）
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一般発表１ 感染防止症例

O1-7 晩期死体現象に類似した薬物中毒によるCPA事案

白山野々市広域消防本部

石田　和正、荒地洋一郎、山下　良太、石野　洋平

【目的】死亡者の取扱いについては、救急業務実施基準及び各
消防本部（局）が定める救急業務規定等により明文化されてい
る。石川県では、県MC協議会が作成した不搬送プロトコル
に従い不搬送の決定を行っているが、今回、晩期死体現象に
類似した薬物中毒によるCPA事案を経験したので症例につい
て報告する。

【症例】34歳女性が自家用車内で自損行為を図り、心肺停止状
態となっているのを発見され救急要請となる。覚知内容から
妊婦CPAが予想されたため、出場途上にラピッドカーの出
動を要請している。救急隊到着時、自家用車のドアは開放さ
れており警察官が周囲を取り囲んでいた。傷病者は後部座席
に坐位でおり心肺停止状態、開口障害が認められたが四肢の
硬直及び死斑は認められなかった。CPRを開始すると同時に
AEDパッドを装着したところ心電図は心静止であり、顔面
部は煤けており、腹部はやや薄緑色で膨隆、四肢は紅潮し約
3cm大の水疱が多数確認できた。BVM換気は良好であったが、
胸骨圧迫に合わせて激しい異臭が吐出されたため、車内換気
扇を使用、窓全開で搬送を開始している。搬送途上でラピッ
ドカーとドッキングし、医師の指示により水疱の原因物質が
不明であったため水疱を破らないよう静脈路確保は未実施と

し、CPRのみを継続して救命センターへ収容するに至ってい
る。
　なお、現場である傷病者自家用車内、その周辺には中毒に
起因するような異常物質は確認できなかった。

【結果・考察】病院到着後、院内洗浄室で全身を洗浄し、蘇生
処置を継続する。BLSのみを継続するが、病院到着から24分
後に死亡確認となる。
　血液検査、レントゲン検査及びCT検査を施行するが、心肺
停止に至った原因物質は不明であり、発泡性のある農薬によ
る自損行為の可能性があると医師の診断結果であった。
　本症例は、傷病者の外観所見や異常臭気から全身腐乱状態
であることも十分考えられたが、若年女性の腹部膨隆から妊
娠が想起できたこと、薄緑色や紅潮、水疱の存在など特異的
な皮膚所見が認められたことから薬物中毒に起因する心肺停
止である可能性も否定することは困難であったため、ドクター
カーの要請を行い、医師判断のもと搬送に至っている。救急
隊が判断する「明らかな死亡」の中には、判断基準を満たして
いるにも関わらず死亡に該当しない症例も含まれており、全
国的に見ても判断に苦慮する症例が存在していることから医
師が現場に介入したうえでの搬送判断は必要であると考える。
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一般発表６ 通信指令・緊急度判定

O6-1 心肺機能停止を早期に把握する緊急度・重症度を主体とした
通信指令員教育について

秩父消防本部

杤原　佳史、鷹啄　英一、中山　洋次、加納　　明、松尾　一樹、岩崎　節治、島田　　保、
黒澤　晃彦、河村　竜希、堀口　拓馬

【目的】心肺機能停止（以下、ＣＰＡ）を把握後ＣＰＡにおける口
頭指導を行っている。指導救命士と通信指令員が合同で「通
信指令員の教育テキスト」に示された緊急度・重症度の把握
を主体とした研修と病態や症候をリスト化したブラインド形
式の想定訓練を実施することで、ＣＰＡの把握だけではなく、
ＣＰＡに至る可能性を的確に把握する。

【対象と方法】
１　平成２４年１月１日から平成３０年１２月３１日までの心肺停止
症例７６４件（目撃者が救急隊または通話切断は除外）を調査。
対象の中から、救急隊が現場到着までにＣＰＡを把握できな
かった１０４症例を分析。
２　１のうち通報内容から「呼吸ありで意識なし」（以下、Ａ群）
と「意識あり」（Ｂ群）に分類。
３　２の結果と通信指令員の教育状況の関連性を分析。
【結果】
１　救急隊が現場到着までにＣＰＡが把握できなかった症例（以
下、ＣＰＡ把握なし）は、平成２４年は２４症例でＣＰＡ症例件数
の１７．２７％であったが、平成２５年は１９症例で１３．５７％、平成
２７年には１１．９０％であった。平成３０年は９症例で５．４２％まで
減少した。

２　口頭指導を実施していない分類を分析すると、平成２４年
は「呼吸あり」と判断して口頭指導を実施していない症例は２４
症例で、１５症例は「Ａ群」、９症例は「Ｂ群」であった。平成２５
年以降は、各分類とも徐々に減少した。平成２８年は、「Ａ群」
５症例、「Ｂ群」８症例であり、平成２４年から平成２７年までは
「Ａ群」が、「Ｂ群」よりも多かったのに対して、平成２８年と平
成２９年は、「Ｂ群」が、「Ａ群」よりも多かった。平成２９年の「Ａ
群」でＣＰＡを把握できなかった症例は、心肺停止症例１２０症
例のうち１症例のみであったが、「Ｂ群」は１０症例あった。
３　研修等を開始した以降は「Ａ群」としてＣＰＡを把握できな
かった症例は減少している。平成２７年における当消防本部の

「一般市民が目撃したＣＰＡ傷病者の１ヵ月後社会復帰率（以下、
社会復帰率）」は、４．８％（全国平均７．０％）であったのに対し、
平成２８年の社会復帰率は１２．５％（全国平均７．４％）に上昇して
いる。

【考察】意識があり「胸痛の訴え」や「ショック症状がある」など
のＣＰＡに移行する可能性がある症例は、「Ｂ群」と判断するこ
とで、口頭指導を実施していない症例があった。心肺停止に
なる可能性を的確に把握できる教育に重点を置くことで、さ
らなる社会復帰率を向上を目指す。

O6-2 指令管制員との連携の重要性及び現着前ｃａｌｌの有用性の検証
について

川越地区消防局

榎本　郷史、島田　信之

【目的】救急出場件数及び搬送人員は増加の一途をたどっている。この現状を打開す
るためには、もはや救急医療体制の抜本的な改革や投入するリソースを増強しなけれ
ばならないと考える。では、現場で活動する私たち消防職員が、これらの問題と対峙
し一人でも多くの傷病者の命を守るために何ができるのだろうか。それは、現場滞在
時間を一分一秒削り病院収容時間を短縮すること以外ないのではないかと考える。そ
こで、指令管制員と緊密に連携し救急隊による現着前callを行うことにより、現場到
着前の時間を効果的に使えるのかを検証し、今後の救急活動に資することを目的とす
る。

【対象と方法】
対象：出場した症例
方法：傷病者接触から病院選定後のファーストコール（以下、FCという。）までの時間
と病院収容時間に相関関係があるのか。また、現着前callを実施できた事案と実施で
きなかった事案において、それぞれのFCまでの平均時間及び標準偏差を導き検証す
る。

【結果】
1 FCまでの時間と病院収容時間の相関関係について

（1） FCまでの平均時間 8.96分 中央値 8分
（2） 入電～医師引継収容までの平均時間 40.65分 中央値 39分
（3） 相関係数 0.48
2 現着前callを実施できた場合と実施できなかった場合のFCまでの時間について

（1） 実施できた場合
　① 平均時間 5.5分 中央値 5.5分
　② 標準偏差 √5.17≒2.27
　③ 平均時間±標準偏差 5.5±2.27分

（2） 実施できなかった場合
　① 平均時間 11.8分 中央値 10分
　② 標準偏差 √34.91≒5.91
　③ 平均時間±標準偏差 11.8±5.91分

【考察】結果1のとおり相関関係は0.48であり、正の相関関係があることがわかった。
この結果から、比較したデータ間にはかなりの関係性があることが裏付けられたと言
える。すなわち、FCまで短ければ短いほど病院収容時間が短くなり、反対に時間を
要してしまうと病院収容時間も延長していくことがわかった。　次に、結果2（1）と（2）
を比較すると、（1）の方がFCまでの時間を約1/2に短縮することができた。この結果
は、傷病者の緊急度・重症度が高ければ高いほど生命予後や機能予後に大きく影響し
てくると考える。今回の検証結果から、指令管制員との緊密な連携のもと現着前call
を実施し、入電から現場到着まで継続的に情報収集に努め、FCまでの時間を短縮す
ることで、病院収容時間も短縮でき傷病者にとって有益な活動になると考察する。

※現着前call・・・出場途上の救急隊から現場到着前に傷病者又は関係者に情報収集
を行うこと。
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O6-3 プレアライバルコールの現場滞在時間短縮効果について

大津市消防局

三原　崇裕、堂坂　義昭、馬場　春男、中西　　齊、澤井　佑典、三ツ井裕介、森田　芳樹、
大森宗一郎

【目的】救急現場における処置の高度化やニーズの多様化に伴い
救急隊の現場滞在時間が延長している。傷病者予後に影響を与
える「治療開始までの時間」を短縮するべく活動の効率化が求め
られ、その手段として現場急行中の救急隊が通報者へ連絡して
情報聴取や応急手当の口頭指導を行う「プレアライバルコール

（以下、「ＰＡＣ」という。）」が実施されている。ＰＡＣによる応急
手当の質向上効果に関する報告は散見される（1）（2）が、現場滞
在時間を調査した研究はない。よって本研究ではＰＡＣの現場滞
在時間短縮効果を明らかにすることを目的とした。

【対象と方法】調査地域は滋賀県大津市、調査期間は2019年4月
1日から2019年6月21日までとした。対象事案は期間中に大津市
消防局のＡ救急係が出動した救急事案のうち、傷病者を搬送し
た事案とした。交絡を避けるため活動障害を認めた事案は対象
外とした。対象事案をＰＡＣ実施の有無により２群に分け、ｔ検
定で比較した。ＰＡＣ実施は隊長の判断とした。両群の傷病者
背景の差は軽症率、男性率、平均年齢をフィッシャーの正確検
定及びｔ検定で比較した。いずれもp<0.05を有意差とした。

【結果】対象事案は２９０件。未実施群は１６１件、軽症率６８．９％、
男性率５４．０％、平均年齢６０．０歳。実施群は１２９件、軽症率
６８．２％、男性率４８．８％、平均年齢６２．９歳。両群の傷病者背景

に有意差はなかった（p>0.05）。
現場滞在時間は、未実施群が中央値１１分５５秒、実施群が中央
値９分２秒。実施群で２分５３秒有意に短縮していた（p<0.05）。

【考察】ＰＡＣ実施で現場滞在時間が有意に短縮したことは、現
場活動で情報聴取に約３分間の時間を要することを示してい
る。従来は通信指令員が聴取した二次情報を元に現場活動を開
始していたが、救急隊自身が必要な情報を一次情報として得る
ことで、現場到着後にとるべき行動が少なくなった結果、時間
短縮されたと考えられる。また、現場到着後には病態把握に重
要である他覚所見（3）の観察に集中することで必要な処置を早
期に開始できることから、傷病者予後に良い影響を与える可能
性がある。今後はＰＡＣが傷病者予後にどのような影響を与えた
かの検証が必要である。

（文献）
（1）渡邉康行　プレアライバルコール導入のきっかけとなった
救命連鎖の奏功症例 2018

（2）岸川政信　福岡地域のメディカルコントロールの現状 2009
（3）郡山一明　救急救命士によるファーストコンタクト第２版 
2012

O6-4 プレアライバルコールの更なる活用に向けて

1）鳥栖・三養基地区消防事務組合消防本部、2）佐賀大学医学部附属病院

有馬　隼人1）、本田　州弘1）、石丸　栄治1）、吉家　　巧1）、船津　直樹1）、永嶋　　太2）

【目的】佐賀県では、佐賀県メディカルコントロール救急活
動プロトコールにて、「通報者への再連絡実施基準」が策定さ
れ、キーワードに該当する場合は心肺停止に陥る可能性があ
ると判断し、通報者に対し再連絡（以下、「プレアライバルコー
ル」）を行い傷病者の状況を聴取することや、必要に応じて口
頭指導を実施するよう努めることと定められている。
今回は、全国的にも実施されているプレアライバルコールに
ついて、実施状況及び必要性を検証する目的として以下の調
査を行った。

【対象と方法】
①当消防本部救急救命士及び通信指令員（対象者２８名）に対
し、プレアライバルコールの必要性や実施を決める判断、苦
慮した経験や判断できなかった経験についてアンケート調査
を実施。
②当消防本部が調査を開始した平成３０年４月から令和元年７
月までのうち、不搬送及び転院搬送を除く５，９８７症例につい
て、緊急度判定「緊急」群８２３例、ＣＰＡ群１３１例で、それぞ
れプレアライバルコールの実施状況を調査した。

【結果】
①回答があった２７名（回答率９６．４％）全てがプレアライバル

コールを「必要」と回答した。また、実施状況では「全例実施
している」が３名（１１％）、「必要と判断した時に実施してい
る」が２２名（８１％）であり、キーワードに該当しなくても２５
名（９２％）がプレアライバルコールを実施していると回答
したが、「全例実施している」と回答した以外の２４名中１９名

（７９％）に、現場到着した後で「実施すれば良かった」と感じ
た経験があると回答があった。
②緊急度判定「緊急」群８２３例中５５２例（７８．３％）がプレアラ
イバルコール未実施であった。また、口頭指導及びプレア
ライバルコールの実施がなく、接触時にＣＰＡかつバイスタ
ンダーＣＰＲが行われていない事案がＣＰＡ群１３１例中２５例

（１９．１％）存在した。
【考察】プレアライバルコールは、実施することで隠れた重
症傷病者やＣＰＡに気付き、早期対応や活動方針の変更が可
能となる。しかし、必要と判断した時に実施している現状に
おいても重傷者やＣＰＡに気付かない事案が存在することは
改善すべき課題である。このような事案を減らすことで、救
命率や社会復帰率の上昇が期待できるのではないだろうか。
そのためには、プレアライバルコールの必要性と、見逃され
る可能性を認識させるための教育が重要である。
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O6-5 重症度・緊急度が高い事例を「軽症」と見誤らないための指
導について

1）湖南広域消防局、2）救急救命九州研修所

片山　直広1）、郡山　一明2）

【目的】救急救命士が現場で重症度・緊急度が高いにも関わらず軽症と見
誤る（以後、「見誤り」と記す）ことを防ぐには、「誰を」対象に、「何を」「どの
ように」指導するとよいかを見いだすため、影響因子等について調査した。

【対象と方法】救急救命九州研修所において、令和元年指導救命士第2期養
成研修生105名に、

（1）「見誤り」経験の有無
（2）経験時救命士運用年数
（3）軽症と判断した理由
（4）確定診断名
についてアンケート調査した。

【結果】（1）有：70.5%（n=74）、無：29.5%（n=31）
（2）1-3年：35.1%（n=26）、3-5年：23.0%（n=17）、5-7年が13.5%（n=10）、
7-9年が1.4%（n=1）、9年以上：27.0%（n=20）。

（3）会話可70.2%（n=52）、歩行可52.7%（n=39）、訴えなし27.0%（n=20）、
飲酒13.5%（n=10）

（4）大血管の解離・破裂（n=13）【会話可69.2%、歩行可46.1%】、SAH（n=13）
【歩行可61.5%、会話可能53.8%、飲酒46.1%】頭部外傷（n=6）【歩行可、会話
可50.0%】、骨盤骨折（n=5）【歩行可、会話可100%】、ACS（n=5）【会話可
80.0%、訴えなし60%】

【考察】7割の救急救命士が「見誤り」を経験しており、その防止研修は生涯

研修の対象になる。特に救急救命士運用開始5年目までの者を対象とした
研修が有効である。
　「見誤り」判断の79.7%は「会話可」「歩行可」によってなされていた。我々
は過去に出血を対象として、意識レベルが重症度を見いだす検査として
有効か検討したことがあるが、ショックインデックス1.0以上であっても
意識障害は感度0.36、特異度0.69、陽性尤度比は1.2で検査としては全く意
味を持たなかった。大血管の解離・破裂の症状は解離・破裂部位によって
決まるため典型的な症状がなく、初期には心拍出量が保たれている場合
も少なくないことが理由の一つとして考えられる。そもそも、脳卒中の
ように心拍出量が低下しない疾患もある。また、ACSにおいて、高齢者
では若年者に比べ症状が典型的でないことが多く、「訴えなし」は無痛性心
筋梗塞の一例を現したものと考える。
　これらより指導救命士が生涯研修にあたる場合、「会話可、歩行可は軽
症である」という概念を「会話可は心拍出量に依存しない、すなわち重症
度・緊急度判定には使えない」と根本的な指導をした上で、
①どのような疾患も初期には心拍出量が保たれており、継続観察が重要
であること
②SAHに見られるように飲酒が自覚症状をマスクしてしまうこと
③どのような場合も他覚所見を重要視した予断のない観察をすること
これらの指導が今後求められる。

O6-6 緊急度判定の非緊急・不搬送傷病者の数値化からみえた今後
の課題

川越地区消防局

高柳　和之、岩澤　　純、原田　大亮、白井　洋夢、後藤夏津樹

【目的】総務省消防庁による救急事故等報告要領に基づく救
急年報報告入力要領の一部変更に伴い、当消防局でも救急搬
送の必要性が低かった事案（以下「非緊急」とする）の入力を平
成３１年１月１日から開始した。埼玉県における救急医療の現
状は医師、看護師、病床数において全国ワーストという状況
であり、医療過疎地域といえる。埼玉県においても救急車の
適正利用については＃７１１９やホームページ・ポスター・広
報誌の掲載、全国版救急受診アプリＱ助等を導入し広く県民
に呼びかけを図っている。
昨今、救急車の適正利用については多くの発表がなされてい
るが、今回高齢者の非緊急傷病者及び不搬送傷病者の件数を
抽出し、今後の普及啓発に活かすため調査を実施した。

【対象と方法】当管内における非緊急傷病者及び不搬送傷病
者のうち高齢者（６５歳以上）の割合を調査した。（実施期間　
平成３１年１月１日から令和元年６月３０日）
なお、不搬送傷病者とは不搬送事案のうち観察・処置を行い
搬送しなかったもの（以下「現場処置」とする）と定義した。

【結果】川越地区管内
全出場件数：８９６４件　高齢者：４８８６件（５４．５％）
　　軽症数：３８８８件　　〃　：１７３９件（４４．７％）

　　非緊急：　６５６件　　〃　：　２８７件（４３．８％）
　現場処置：　７９５件　　〃　：　３２１件（４０．４％）
　非緊急と現場処置数で高齢者が占める割合：４１．９％
原因として通院する手段がないことや、症状を相談出来ず心
配になり救急要請に至った等が挙げられる。

【考察】今回、高齢者の非緊急傷病者及び不搬送傷病者を数
値化する事によって高齢者に対する普及啓発方法を考えた。
高齢者自身が、より適正利用や緊急度判定の理解が得られる
にはこれまでの呼びかけに併用して、病院や集会所など高齢
者がよく利用する場所において緊急度判定方法の説明、救命
講習や自主防災訓練でも指導・教育を継続する必要がある。
ただし、実際の現場活動で傷病者や家族に状況を説明して安
心、安堵感を提供するケースもある。救急件数を減らす事だ
けに重点を置き過ぎては住民に対して、安心安全を提供する
住民サービスは実施できない。
今回の調査結果を踏まえ不要不急の救急事案を減少させるた
め、高齢者に対する適正利用の普及啓発を推進し、住民理解
を向上させる必要がある。今後も調査を継続しこれまで以上
に質の高い市民サービスが展開できるよう啓発活動を実施し
ていきたい。
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O6-7 緊急度を用いて、高齢化社会に伴う救急需要に応える

秋田市消防本部

酒井　大輔

【目的】秋田県の高齢化率は平成３０年７月１日現在で３６．３％と
全国でもっとも高い状況にあり、高齢化社会の進展に伴い今
後ますます救急要請件数の増加が見込まれている。さらに各
病院の救急外来では、救急車の受入の他に自己受診する方も
いるため、一度に多くの患者を診察しなければならない。そ
のような中、病院ではＪＴＡＳなどを使用して緊急度を判定し、
診察の優先度を決めている。救急隊と病院側で緊急度判定に
ついて共通の認識を持つことができれば、救急搬送、自己受
診に関わらず患者の状態にあわせて優先的に診察・治療が行
われ、限りある医療資源を有効適切に活用できると考える。
そこで、今回の調査では、救急隊が緊急度を判定しやすいよ
うに判定項目を絞り、なおかつその緊急度が病院で判定され
る緊急度と一致するかを調査し、情報共有ツールの一つとし
て有効かを検証する。

【対象と方法】対象は、平成３０年１０月から平成３１年３月まで
の秋田救急隊が市立秋田総合病院に搬送した傷病者である。
方法は、救急現場緊急度（緊急度判定プロトコルＶｅｒ．１．１）
を判定するほか、院内緊急度（ＪＴＡＳ）について病院に依頼し
回答を得た。そして、残差分析を用いてそれぞれの緊急度に
相関が見られるかを調査した。なお、救急隊の緊急度判定項

目は、重症感、バイタルサインのほか疼痛スコア、意識障害、
めまい、嘔気・嘔吐の項目に絞り判定した。

【結果】救急隊と病院のそれぞれで判定された緊急度は、優
位に相関することがわかった。

【考察】救急隊と病院で判定されるそれぞれの緊急度は優位
に相関しており、情報共有ツールとして有効であると考える。
救急搬送であっても、自己受診であっても、緊急度から傷病
者（患者）の状態を把握することで、緊急度の高い人は優先的
に診察・治療が行われ、重症化を防ぐことができるであろう。
高齢化社会の進展に伴い救急需要は増大するが、緊急度を用
いることで、医療資源を有効適切に活用できるものと考える。
今後の課題としては、判定項目の精査をするとともに、病院
との研修会を増やし相互理解を深めることだと考える。
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シンポジウム５ 「救命率向上へ向けた取り組み」～心停止からの救命率を高めるための戦略的フィードバック～

SY5-1 最新の蘇生科学・エビデンスの共有を通じた救命率向上の試み　 
蘇生アカデミーの勧め

京都大学健康科学センター

石見　　拓

　病院前救急医療の現場における心肺蘇生をはじめとした医
療の質、および体制を改善するためには、客観的な評価と
検証、いわゆるPDCA（Plan, Do, Check, Act）サイクルを有
効に機能させることが求められる。蘇生ガイドラインでも、

「測定なくして改善無し」と客観指標の測定による改善である
quality improvement（QI）プロセスを強く促している。
　大阪では、1998年から府下全ての消防機関の協力のもと、
心停止例に対する蘇生記録の国際ガイドラインであるウツタ
イン様式に沿った記録が継続的に行われ、客観的なデータに
基づく病院前救急医療体制の改善が行われてきた。2005年か
らは総務省消防庁により、救急隊が関わった全ての院外心停
止症例を網羅したレジストリである救急蘇生統計が国家規模
で展開されているが、これは病院前救急医療体制の客観的な
評価を可能とするQIの成功例の一つと言える。
　救急蘇生統計によると、院外心停止からの社会復帰率は
2005年から9年の5年間で約2倍改善したが、最近は頭打ちの
傾向にある。心停止からの社会復帰率を更に向上させるため
には、胸骨圧迫のみの心肺蘇生を活用した救命処置の普及促
進、ソーシャルメディアの活用、心肺蘇生の質の評価やフィー
ドバック・デブリーフィング、適切な搬送体制の構築、心拍

再開後の予後予測に基づく集中治療の発展、などの新たな試
みを継続し、エビデンスを蓄積・共有していく必要がある。
　大阪では、2013年から心停止現場の最前線で活躍する救急
救命士を始めとした救急隊員、救急医療関係者の方々と、蘇
生科学の最新の知見や各地の先進的な取り組みを共有し、更
なる心停止患者の救命率向上へと結び付けていくことを目指
し大阪蘇生アカデミーを開催している。大阪蘇生アカデミー
という企画名称は、病院前救急医療をリードしている米国キ
ングカウンティ郡およびシアトル市で心停止からの救命率向
上をミッションに開催されているResuscitation academyか
らいただいた。大阪蘇生アカデミーの取り組みを紹介し、最
新の蘇生科学・エビデンスの共有を通じた院外心停止症例の
救命率向上の取り組みを全国に広げる機会としたい。

SY5-2 救急活動統計を活用して施策に生かす

大阪市消防局

山尾　伸平、藤山　圭典

　平成３年に救急救命士制度が発足し、消防救急は搬送が主
体の救急活動から、傷病者に医療行為が行える病院前救護活
動へと変貌を遂げ、さらに、平成15年の包括的指示下での除
細動を皮切りに気管挿管、アドレナリン投与と徐々に救急救
命士の処置範囲が拡大されてきました。処置範囲が拡大され
たことは、救急救命士のみならず、住民からの大きな期待の
表れであり、救急救命士は自身の技術の向上に努め、目の前
の傷病者を迅速かつ適切に搬送するために、日々、奮闘して
います。
　同時に、市民に対する応急手当普及啓発を推進し、除細動
を含めた早期の応急手当の重要性を訴え、それぞれの消防本
部の創意工夫のもと、救命率の向上に向けて取り組んできま
した。
また、地域メディカルコントロール体制の熟成も進み、生涯
教育や事後検証など、救急救命士を取り巻く環境は、制度発
足時と比較して劇的に変化し、１つ１つの救急事案を振り返
り、新たな活動に生かしていく環境は整ってきています。
　ところが、多くの救急救命士は、目の前の救急事案に対す
る特定行為の技術向上や救急現場における活動内容の検討な
ど、１つの救急事案を素晴らしい活動に作り上げていくこと

には強い関心を持っていますが、救急活動の現状における課
題の抽出や分析など、俯瞰的に記録を振り返り、時間別や年
代別、地域別などの統計を救急業務や救命率向上に向けた施
策に反映させることへの関心はあまり強くないと考えます。
　さらに現状では、救急需要は著しく増大し、住民の安心・
安全を確保するためには、消防救急業務に携わる限られた人
的、物的資源を効果的・効率的に運用することが必須となっ
ており、また、住民に質の高い適切な対応をするためには、
伝統や習慣、経験や勘をたよりに活動するのではなく、エビ
デンス（根拠）に基づいた救急業務を実施することが欠かせま
せん。
　過去、大阪市消防局において、大阪大学や京都大学、近畿
大学とともに消防防災科学技術研究推進制度を活用し、大阪
市の救急統計の検証・分析を行いました。その検証・分析し
た結果を、住民に対して分かりやすく情報提供し、住民の安
心・安全を推進する施策として「予防救急」が誕生した経緯を
紹介するとともに、救急活動記録やウツタインデータを活用
して身近な項目から自分たちの地域の特性や課題を見出し、
統計を救急施策に生かす方法を考察します。
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シンポジウム５ 「救命率向上へ向けた取り組み」～心停止からの救命率を高めるための戦略的フィードバック～

SY5-3 GRAが提唱するシアトル発祥のハイパフォーマンスCPRの理
論と実践

国士舘大学大学院救急システム研究科

原　　貴大

　アメリカ・ワシントン州シアトルの年次報告によると病院
外心肺停止の社会復帰率は目撃のある心停止だった場合には
56％と世界最高峰である。一方、総務省消防庁によると本邦
における市民が目撃をした病院外心肺停止の社会復帰率は
8.7％と著しい違いがあり、このような状況は世界中の様々
な地域で見られる。その為にシアトルのメディカルディレク
ター達が中心となり、地域の蘇生率を50％に引き上げること
を目標に、グローバルレサシテーションアライアンス（Global 
Resuscitation:以下GRA）を立ち上げ、「救命のための10のプ
ログラム」という概念を提唱した。
　このプログラムには以下の内容が含まれる。1.蘇生統計の
構築2.口頭指導CPRが行える体制構築3.ハイパフォーマンス
CPRの実施4.救急指令に対して迅速に出動する体制構築5.音
声記録を用いた効果的な事後検証6.警察官によるPAD体制構
築7.市民によるPAD体制構築8.救命士の教育や再教育を支え
る資金の獲得9.救急受入全病院での低体温療法の導入10.最善
のパフォーマンスを実施する文化の構築。
　これらのプログラムのほとんどは本邦においても既に実施
されているものが多いが、それでもなおGRAが目標とする
蘇生率50％に届かないことから本邦の取り組みについて再検

討することが必要であることは明白である。
　ハイパフォーマンスCPRは、シアトルの救急隊が実践して
いる心肺蘇生法プロトコルであり、心肺蘇生法ガイドライン
に従った質の高い胸骨圧迫を基盤としつつ、心肺停止傷病者
への接触から胸骨圧迫の中断時間を可能な限り短縮すること
を主眼に置いている。その実践のために「胸骨圧迫中断中の
手の位置」、「胸骨圧迫下の特定行為」、「ピットクルーCPR」な
どの詳細な項目に渡って工夫が行われている。本発表におい
てはこのハイパフォーマンスCPRについて、動画を用いてそ
の理論と実践を紹介する。

SY5-4 難治性心停止救命のための蘇生戦略：自動胸骨圧迫器と
E-CPRで脳を守る

東北医科薬科大学病院救急科

遠藤　智之

　バイスタンダーCPRの実施率が向上し、AEDが普及し、
これらが実際に施される患者が増えた現在においても、心停
止に陥った原因の治療が行われることなく、心拍再開が得ら
れずに失われている命が存在する。2000年にNagaoらが体外
循環装置を用いた蘇生（E-CPR）と低体温療法を組み合わせて
高い救命率を達成し、その後本邦では着実にE-CPRが普及し、
2012年に発表されたSakamotoらによるSAVE-J研究はE-CPR
の多施設前向き研究としては国際的にも最も登録患者数の
多く2015年のガイドラインにも大きな影響を与えた。現在、
E-CPRは難治性心室細動に対する標準的治療になりつつある
が、パリ、オーストラリア、米国などからの報告を見ると、
国際的には機械圧迫・E-CPR・低体温療法はセットで実施さ
れていることが多い。すなわち、E-CPRを実施するにあたっ
ては、それ以前のCPRの質が保証されていなければならず、
かつ中断の機械圧迫が必須になっていると考えられる。
　仙台・黒川地域メディカルコントロール協議会では、「自
動胸骨圧迫器を積極的に活用し、胸骨圧迫の中断時間を可
能な限り短くするよう努める」としており、仙台市消防局で
は救命率の向上を目的に2018年２月より自動心臓マッサージ
システム（以下「LUCAS」）を全26救急隊に導入し運用を開始

した。2018年5月1日から1年間の使用実績調査では、CPA事
案932件のうち、LUCASの使用事案は64.5％（601件）で、う
ち心原性心停止は172件、うち1か月生存が25件、CPC1,2が
15件であった。LUCAS使用時の胸骨圧迫実施率は81.5％で、
未使用時の77.1％に対して高値であった。搬送医療機関が現
場から近い場合にはLUCASを装着しない傾向があり、搬送
時間はLUCAS使用群で平均20分、未使用群で平均17分であっ
た。未使用群でも17分は用手圧迫を要しており、救助者の疲
労、ストレッチャー上でのバウンディングによる圧迫効果減
弱の可能性、リコイルの確実性等を考慮すると、搬送医療機
関が現場から近い場合でもLUCASを使用し、E-CPRの適応
となり得る患者にとって事前のCPRの質を担保することが必
要であると考えられる。
　仙台では、救急病院スタッフ向けにE-CPRを含む体外循環
装置のシミュレーションを定期開催しているが、いまだに救
急隊との連携を重視した合同でのトレーニングを実施してい
ない。今後は、救急隊と病院スタッフの連携を意識したトレー
ニングを企画していく必要がある。
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パネルディスカッション４「女性救急隊員の未来を考える」～生涯活躍社会へ向けた取り組み～

PD4-1 女性消防吏員の更なる活躍推進について

総務省消防庁消防・救急課

田村　俊雅

序文：
　昭和44年２月、神奈川県川崎市消防局が日本で初めて女性
消防吏員を採用したことに始まり、同年４月に横浜市消防局、
越谷市消防本部などが女性消防吏員の採用を開始しました。
　消防庁では平成27年に「消防本部における女性職員の更な
る活躍に向けた検討会」を４回開催し、その報告書の提言を
踏まえ「消防本部における女性消防吏員の更なる活躍に向け
た取組の推進について（平成27年７月29日付け消防消第149号
消防庁次長通知）」を各都道府県知事あてに発出し、消防本部
における女性消防吏員の活躍推進のための積極的な取組を要
請しました。

内容：
　昭和44年の採用時は、女性が持つ特性を活かし、きめ細や
かでソフトな消防行政を行うことが当初の採用目的であり、
主な業務は主婦や高齢者、子ども等への防火・防災教育でし
た。
　平成６年には「女性労働基準規則」の一部が改正され、消防
分野の深夜業務の規制が解除されました。これにより、女性
消防吏員も24時間体制で消防業務に従事するようになり、現

在は救急隊員のほか消防職員などの警防業務を含む交替制勤
務を行う女性消防吏員が全女性消防吏員の約５割となってい
ます。
　このように、女性消防吏員の職域の拡大や吏員数の増加が
図られてきたところですが、消防本部においては全吏員に占
める女性の割合が2.9％であり、これは、我が国の警察、自
衛隊、海上保安庁といった、消防と同様に24時間365日現場
活動を行う部隊を持つ組織と比べても最も低い状況となって
います。
　平成27年度の検討会が開催されてから、今日に至るまでの
各消防本部の取組状況や都道府県別の女性消防吏員の状況に
ついてお伝えします。

PD4-2 ライフイベント後の復職プランについて

青森県消防学校

須藤　友彦

【はじめに】平成２７年に女性活躍推進法第１条が交付・施行さ
れ安倍首相の唱える「すべての女性が輝く社会づくり」のス
ローガンのもと、女性の活躍は目覚ましい状況にある。具体
的な数値目標、２０１６年までに５％の女性消防吏員増加目標
値を掲げたこともあり消防機関においても例外ではなく、微
増ではあるが女性職員の採用が増加している。一方でライフ
イベントに伴い退職するケースもあるため、退職しない方
法にフォーカスする。【現状】男性のイメージが強い職域での
女性職員率は、消防吏員２．６％、警察官８．５％、自衛官５．９％、
海上保安官６．２％であった。反対に女性のイメージが強い職
域での男性職員率は、看護師６．８％（H２６現）保育士（H２８現）
こうした結果からも女性消防吏員が少ない現状が理解でき
る。採用者及び受験者を増やす対策として、職業選択の中に
普通に入ることが必要であり、競争率が上がることで多様な
人材を採用でき、特別視されることなく居るのが当たり前の
状況になると考える。【あるべき姿】本来あるべき姿として、
ライフイベントを機会に退職しない、離職期間がキャリアの
障害にならない、性別を問わず仕事で評価されることが大切
だと考える。【取組むべき課題と優先順位】ライフイベント後
の職場復帰へのフォローとして、ライフイベント中の人員確

保、性別によらず能力別の評価基準に従い各分野で従事させ
る。【具体策】復職へ対するフォローとして復帰プランの作成
が最優先だと考える。復職先が隔日勤務なのか、日勤なのか、
救急隊なのか警防隊なのか、プランは多ければ多いほど選択
肢が生まれるため可能な限り復帰しやすい環境を整える。「あ
なたの復職を歓迎して待っています」というメッセージが伝
わるプランが必要です。ライフイベント中に注意したいのは
疎外感を感じさせない取り組みです。そのために育児に負担
にならない程度の研修参加、自宅で出来る℮ーラーニング、
定期的な消防情報の発信などを提案します。ライフイベント
中の人員確保への対応策として、再任用職員等の柔軟な採用
を提案します。定年退職した職員及び再任用期間を終了した
職員を２年くらい予備隊員として登録しておき、臨時的な雇
用を行い人員を確保します。そのうえで定期及び臨時異動制
度を設け配置場所を調整する。女性職員がライフイベント中
に安心して休め、疎外感を感じさせない取組みを検討する。
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パネルディスカッション４「女性救急隊員の未来を考える」～生涯活躍社会へ向けた取り組み～

PD4-3 女性救急隊員の未来にむけて、種をまこう

川崎市消防局

喜熨斗千織

　１９６９年２月、日本で初めての女性消防吏員が川崎市消防
局で誕生してから、５０年という年月が経過しました。この間、
女性消防吏員の職域は予防業務から始まり、今では消防・救
急・救助隊へと拡大し、消防という仕事は性差なく活躍でき
る職業となりました。
　加えて、育児や介護をしながら働き続けられる制度が充実
してきたことから、家庭と仕事を両立しながら長く働ける職
業とも言えます。
　しかしながら、女性救急隊員の未来を、生涯活躍社会とい
う視点から見た時、これまで通りの消防で、女性が救急隊員
として生涯活躍できるかは、不安を感じざるを得ません。

　女性消防吏員のこれまでの５０年は、開拓の時期であり、
この後の５０年、１００年を考えた時、この開拓した土地に、
拡大した職域や女性消防吏員という存在、家庭との両立、キャ
リアプランの実現などを根付かせ、女性が救急隊員として生
涯活躍していくための種を蒔く時が、今なのではないでしょ
うか。

　当局女性救急隊員へのアンケートなどをもとにした発表を

行い、女性救急隊員が生涯活躍できる未来を皆様と考察した
いと思います。

PD4-4 草加八潮消防局の現状と課題 
～転換期の中規模消防が女性救急隊員の未来を考えてみた～

草加八潮消防局

松山千恵美、小礒　陽子、石川　弓恵、上田　　巧、長﨑　啓子、浅井　厚紀

埼玉県東部に位置する草加八潮消防局は、平成２８年４月１日に
草加市と八潮市により一部事務組合方式で広域化され、職員数
３３１人のうち女性職員は２２名で女性比率は６．６％と全国でも高
い割合となっている。女性消防吏員の１８人が救急救命士の資
格を保有し、毎日勤務で９名が、隔日勤務で１３名が従事してい
る。採用から１８年を経過した現在、草加八潮消防局では女性
救急隊員の在り方と生涯活躍の展望について、更なる検討を要
する転換期を迎えており、中規模消防が抱える現状と課題を報
告していく。
現状と課題
１「女性救急隊員のワークライフバランスと長期のキャリアイ
メージを構築する」
出動件数の増加や保有資格の向上など時間外に負担を生じるこ
とが多くなる背景から、ワークライフバランスの実現に向けて
の見直しが必須である。救急隊員として活躍する場を確立して
きた反面、結婚については晩婚傾向で、救急係長や隊長として
従事するものの、長期のキャリアイメージを描きづらい現状は、
男性職員を含め職場全体で改善に取組む必要がある。
２「ロールモデルの提示ができていない現状」
救急救命士資格を保有し救急隊員として従事していたが、妊娠・

出産・子育てを経験した後の救急隊復帰は未だなく、また、具
体的なキャリアイメージを示すロールモデルがないことで将来
を描きづらい現状がある。個々の意識改革と共に、男性職員の
理解と協力のもと複数のロールモデルの形成は急務である。
３「女性救急隊員だからこそ活かせる分野を発展させていく」
救急隊員として女性が従事することに現在では男性職員からの
偏った価値観はなく、女性救急隊員ならではの傷病者への接遇
や、きめ細やかな観察手技等は一定の評価が得られている。ま
た、草加八潮消防局では地域の周産期医療が機能しなくなった
背景から、本年４月に周産期特命救急隊を創設しているため、
周産期や新生児等の専門領域での女性救急隊員への期待は大き
く、今後、女性救急隊員だからこそ活かせる分野を発展させる
ことは、現場復帰するきっかけや活躍の場を広げる要因になる。

女性救急隊員の活躍する未来を考えた時、過度に女性として気
を遣うのではなく、組織のカラーを活かした環境造りを進めな
ければ発展は望めないと推測する。草加八潮消防局では、女性
救急隊員が生涯活躍できるように、その在り方と未来への展望
を組織として考える転換期を迎えており積極的な取組みが必要
である。
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PD4-5 池袋デイタイム救急隊の運用開始 
～女性活躍の推進と増加する救急需要への対応～

東京消防庁

植木　佐織、西山　　崇、田中　奈巳、會田　和幸、柏山　英恵、瀨下　寿子、石井　諒子、
川村　直子
　東京消防庁では、女性職員の「救急隊として乗務したいが、
育児のため交替制として勤務ができない」「毎日勤務が長く救
急活動へのブランクはあるが、日中の間だけなら乗務したい」
という多くの声を受け、平日で日中の時間帯のみを限定とし
た救急隊（以下、「池袋デイタイム救急隊」という。）を創設し、
日中の救急需要が多い池袋消防署で運用を開始した。

　当庁における救急資格者は平成３１年４月１日現在、概ね
６９００名。そのうち２４００名余りが専従の救急隊員として従
事している。しかし、救急資格や救急救命士の資格を有して
いるものの、育児や介護、その他家庭の事情等により交替制
勤務が困難である職員も多い。中でも女性職員は救急資格者
４８６名（救急救命士２５３名）のうち、現在救急業務に従事して
いる職員は１２８名（救急救命士１１１名）であり、女性救急資格
者全体の２６％にとどまっている。
　また、救急出場件数は年々増加しており、平成３０年中の
救急出場件数は過去最多の８１万件を突破している。さらに
高齢化率の上昇や東京２０２０オリンピック・パラリンピック
競技大会の開催を控え、今後はより一層の出場件数増加が見
込まれる。

　こうした現状へ対応すべく、女性職員の署広域拡大と増大
する救急需要への対策を目的として、希望する職員の中から
構成されたメンバーにより、「池袋デイタイム救急隊」が令和
元年５月１７日より試行的に運用開始となった。その結果、現
在までに、毎日勤務員で救急資格を有する職員の救急技術・
知識の維持向上と職域の拡大だけでなく、池袋デイタイム救
急隊が出場することによる交替制救急隊員の労務負担の軽
減、池袋消防署管内及び近隣署救急隊の出場件数抑制、現場
到着までの効率的な時間短縮等、一定の効果がみられている。

　池袋デイタイム救急隊の創設から現在までの活動状況につ
いて述べ、女性職員の更なる活躍について考察する。
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一般発表２ 高齢社会

O2-1 「多死社会と救急現場」－往診医による自宅死亡診断で不搬
送としたDNAR-CPA事案－

ひたちなか・東海広域事務組合消防本部

江幡　直人

【目的】近年、日本における高齢者救急の割合は半数以上を
占めている。このような中、終末期のあり方について度々問
題となり、その都度、救急隊は現場対応に苦慮しているのが
現状である。「超高齢化社会」の先の「多死社会」到来はすぐそ
こにまで迫っており、終末期医療体制構築が行政の重点課題
となっている。
　今回、救急現場に管内往診サービス事業所往診医（以下「往
診医」という。）がおり、活動中にCPAとなったDNAR傷病者
に対して、往診医による自宅での死亡診断が成されたため、
不搬送とし、自宅での看取りとした症例を挙げ、DNAR症例
の現状と問題点について考察する。

【症例】８０歳代女性、意識レベルの低下と循環不全による救
急要請。救急隊接触時、ベッド上に仰臥位、JCSⅢ-300、呼
吸及び総頸動脈充実であった。往診医が現場におり、管内基
幹病院への収容依頼が済んでいることと、DNAR傷病者で
あるため、容体変化した際は蘇生処置をしないで欲しいとの
ことを申し送られた。当消防本部所属のMCプロトコールに
よれば、「家族等が蘇生術の施行を望まない場合でも、家族
等へ説明しプロトコール通りのCPRを実施する。」と明記され
ている。その旨を家族及び往診医に説明し、CPA移行時の

CPR実施について同意を得た。その後、車内収容時にCPA
状態となり、CPRを開始、初期波形は心静止であった。収容
先の管内基幹病院医師に連絡したところ、基幹病院医師と往
診医、家族との間で調整が図られ、往診医が現場で死亡診断
し、自宅での看取り及び救急隊は傷病者死亡のため不搬送と
なった。

【結果・考察】終末期のあり方については議論の途中であり、
実行可能で具体的な枠組みがない状況である。その中で、
様々な提言がされていることが、かえって現場を混乱させて
いるような印象である。しかし、「多死社会」は迫っており、
DNAR ‐ CPA事案が増加していくことは想像に易い。今回
の事案は、かかりつけ医である管内基幹病院、往診医並びに
家族、救急隊が円滑に連携できたことで、本人の生前の意思
に則した活動ができた。この経験から、かかりつけ医及び往
診事業普及の重要性を再確認した。また、具体的な終末期医
療体制構築の必要性を痛感し、DNARについての法制化の整
備を強く望むものである。

O2-2 救急活動におけるDNARへの対応の現状

堺市消防局

加藤　　昇

【目的】全国的に救急需要が増加する中、消防救急が対応す
る事案においてもDNAR指示が示される事案が増加してい
る。そこで当局の救急出場事例において、何らかの形で心肺
蘇生法を行わないよう指示された事例を分析し、今後の救急
活動や市民啓発をどのように進めていくことができるかを検
討する。

【対象と方法】当局の平成３０年１月１日～平成３１年６月３０日
までの救急出場事例８６，１３６件のうち、関係者等からDNAR
指示が示されたが医療機関搬送を実施した事例４６件及び
DNAR指示が示され不搬送とした事例１６件を対象とし、
DNARが示された書面の有無、活動時間、出場した隊長総括
を救急活動記録から抽出し、分析する。

【結果】当局の救急出場事例において、DNAR書面の提示は、
６２症例中８症例（１２．９％）であり、ほとんどの事例で書面は
提示されていない現状がわかった。
　次にDNAR指示された事例における入電～医師引継（不搬
送とした事例については引揚時間）までの時間をみてみると、
医療機関搬送を実施した症例では平均２６分５５秒、不搬送と
した症例では平均５６分５９秒となっており、不搬送とする際
の手続きや医師への引継等に時間を要しており、隊長総括か

らも現場活動に難渋したことが読み取れる。
【考察】消防救急の施策を進めていく上で、救命率の向上が
重要であることは言うまでもない。しかし、救急需要が多様
化する中、心肺蘇生等を希望していない傷病者に対する救急
要請が実施される症例が発生しており、現場対応する救急隊
員がストレスを感じていることは、対応した救急隊の文面か
らも明らかである。
　DNARの傷病者を看取る医療体制の整備は非常に重要な
課題であるが、体制整備には時間を要する。人生の最終段階
にある傷病者が心肺蘇生等を希望していない場合は救急車を
要請しないこと、望まない搬送が実施されないために医師の
指示書等を作成・準備しておくことの重要性を市民啓発して
いきたいと考える。なお、実際の取り組みとして、私の勤務
する消防署では地域住民を対象とした勉強会「三宝寺子屋」を
実施しており、その中で寸劇を交え、DNARについて市民と
ともに考える機会を設けたのでその取り組みについても紹介
する。
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一般発表２ 高齢社会

O2-3 高齢者福祉施設に対する救急情報連絡シートの使用の効果に
ついて

高崎市等広域消防局

佐藤　秀信、甘田　明広

【目的】高崎市等広域消防局（以下消防局）管内では高齢化に
伴い高齢者福祉施設等（以下施設）の施設数が増加している。
消防局では、平成28年6月に『救急情報連絡シート（以下シー
ト）』を作成した。施設の救急要請（以下要請）は、重症度の高
い症例が多いため、一刻も早く病院搬送を行わなければなら
ない。シートは、施設の利用者の情報を共有し、救急隊員と
施設職員の連携を円滑に行うことが目的である。作成の経緯
は、施設側からの「救急隊にどんな事を伝えたら良いのかわ
からない。」との意見が聞かれたため、高崎市福祉部や医療介
護連携センター等の多職種と連携し作成した。シートの内容
は、要請時に記入する部分を極力少なくするために、利用者
の個人情報等は事前に記入し、要請時はバイタルサイン等、
最低限の事項を記入するのみとした。また要請時に関係者が、
慌てている時もあるため、裏面には救急車を呼ぶ際の注意事
項等をリスト化しチェック方式で確認する書式で作成した。
本調査は、消防局管内の救急出動件数と施設への出動件数の
推移と、シート導入後の高齢者施設からのシート提示症例数
と未提示症例数及び現場滞在時間の比較を目的としている。

【対象と方法】調査期間 平成28年6月1日から3年間の出動事案
調査方法 救急データシステムから施設への出動データを抽

出し以下の調査をする
1 消防局管内の救急出動件数と施設への出動件数を調査
2 シートの提示数及び未提示数を調査
3 提示時の平均現場滞在時間と、未提示時の平均現場滞在時
間の調査

【結果】
1 救急出動件数は、593,00件であり、高齢者施設への出動件
数は5,003件であった。3年間のうちに救急出動件数は1,372件、
施設への出動は264件増加している。
2 提示症例数は596件であった。
3 提示症例の平均現滞在時間は12分33秒であり、未提示症例
の平均現場滞在時間は13分15秒であった。

【考察】消防局管内の救急出動件数は増加しており、比例し
て施設への救急出動も増加していた。シートの提示状況は、
提示症例が596件であった。シートの提示症例と未提示症例
の平均現場滞在時間の比較だが、提示症例に42秒の短縮が見
られた。聴取をしている時間が42秒短縮されたと考えるとす
ると、シートの使用効果はあった。しかしまだ未提示数も多
数あったので、救急隊等で施設に出向き、丁寧な説明を実施
することが必要と強く感じた。

O2-4 現場滞在時間短縮に主眼をおいた高齢者福祉施設との継続し
た連携強化

岡山市消防局

大熊　重夫、入野谷　崇、藤岡　康弘、樋口　正和、横地　伸介、徳永　裕也、渡邊　　実、
濵　　公二

【目的】高齢化の進展等を背景とした救急需要増大に限られ
た人員資源で対応する。これは救急業務に携わる機関にとっ
て共通の課題である。岡山市内で東消防署管内は、特に高齢
者の救急搬送割合が高く、高齢者福祉施設（以下、施設）から
の救急要請も多い特性がある。同署では平成２５年から管内
の施設と連携し、救急需要対策を図ってきた。平成２９年度
には施設からの救急要請事案の現場滞在時間短縮に主眼をお
いた連携を開始し、「救急車利用チェックシート」を使用した
傷病者情報の早期収集の重要性を示した。平成３０年度の現
場滞在時間短縮に主眼をおいた施設との継続した連携強化に
ついて報告する。

【対象と方法】管内の施設を対象に「救急車利用チェックシー
ト」を配布し、平成３０年４月から平成３１年２月までの施設か
らの救急要請事案において、シート「使用あり」と「使用なし」
に分けて現場滞在時間を比較する。シート使用率は月単位で
集計し、継続的改善手法を用いて使用率の向上を目指す。

【結果】期間中の当署管内での施設からの救急要請は４３７件
であった。「使用あり」は１４７件、「使用なし」は２９０件であっ
た。「使用あり」の現場滞在時間（平均）は約９．０分で「使用なし」
は約１０．７分であり、シートを使用した場合、約１．７分の現場

滞在時間短縮となった。シート使用率は集計期間中、増加傾
向が認められ、集計当初の１０．３％から、期間平均で３３．６％
に上昇し、集計最終月には５１．６％へ達した。

【考察】結果から、管外の施設からの救急要請事案でも早期
情報収集のためのツールが使用されることで現場滞在時間は
短縮できると考察できる。そのため、医療機関、医師会及び
行政機関等へ協力・連携依頼をすることで急速に普及し、高
い使用率も期待できると考える。しかし、今回の東消防署の
取組みで重要なことは、時間をかけて構築された当署と施設
職員との「顔が見え、声が届く、横の関係」が深まり、その成
果物として、シート使用率が向上したこと、「現場の声」が反
映された連携がなされたことである。数字にとらわれ、時間
短縮のみに着目した取組みを推し進めてしまった場合には、
本来の救急活動の目的が見失われてしまう可能性があること
に留意されるべきである。平成３０年度途中から、当署の取
組みが消防局全体に広がりを見せている。現在、全署所が地
道に施設と連携を深めていっている。今後の効果に期待した
い。
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一般発表２ 高齢社会

O2-5 救急搬送時における高齢者福祉施設との連携について

筑紫野太宰府消防本部

宇野　翔太

【目的】全国的に進展する高齢化に伴い、高齢者福祉施設（以
下、施設）からの救急要請が増加している。当管内において
も同様であり、消防と施設の連携は必須である。今回、施設
が救急要請する際の背景や過去の出動事案から問題点を明ら
かにし、改善策について考察する。

【対象と方法】当管内における施設からの救急要請事案（平成
26年から平成30年）と救急要請時における施設側の対応につ
いて調査を行った。

【結果】対象期間中の施設からの救急要請件数は2,436件で日
勤帯が約63％、夜勤帯が約37％となっている。日勤帯の件数
の内、重症事案の割合は約10％（内ＣＰＡ事案は約4％）である
が、夜勤帯の場合、重症事案の割合は約15％（内ＣＰＡ事案は
約5％）になっている。
　当管内で救急要請件数の多い22施設に対し、アンケート調
査を実施したところ、救急搬送依頼書を事前に作成している
施設は約59％、救急要請のフローチャートを利用している施
設は約41％であり、救急要請時の体制づくりをしていると回
答した施設は100％であった。

【考察】過去5年間の施設からの救急要請事案を検証したとこ
ろ、出動件数が約1.3倍になっており、増加の一途を辿って

いる。また、夜勤帯の重症・ＣＰＡ事案の割合が日勤帯に比
べて多くなっており、高齢化に伴う入所者の増加と職員数が
減少する夜勤帯という状況が相俟って重症化した状態で発見
されていると考察する。
　当消防本部の取り組みとして、救急搬送依頼書と救急要請
のフローチャートを作成し施設に配布しているが、うまく活
用できていない施設が多く存在することが判明した。また、
各施設で独自に救急要請時の体制づくりをしていることが分
かった。この調査結果から、各施設で行っている取り組みを
施設間で共有できていないため、体制を確立できている施設
とそうでない施設が混在していると考察した。
　今回、この改善策として、想定訓練と訪問相談を兼ねた救
命講習が有効であると考えた。救急隊と合同で想定訓練をす
ることで、救急搬送依頼書を事前に作成することや玄関ドア
の開錠の有無等の重要性を知ってもらうことができる。それ
だけでなく、訪問相談の機会を設けることで、各施設の取り
組みを救急隊が広めることができ、同時に各施設の救急要請
時の背景も知ることができる。このような救命講習を定期的
に実施し、よりよい体制づくりについて救急隊と施設が協議
しながら考えていくことが重要である。

O2-6 高齢者施設での心停止の現状と課題 
～超高齢社会に対するEmergency Support Movie ～

白山野々市広域消防本部

中村　雄太、岩本　浩明、中村　陽一、吉田　竜也、石田　和正、清水　光治、髙田　康平

【目的】当消防本部管内の高齢者福祉施設（以下、福祉施設）
で発生した心停止は過去5年間で103例あり、全心停止676例
のうち15%を占めいている。今後超高齢社会がさらに進行し、
福祉施設数も増加することが考えられることから福祉施設で
発生した心停止例の現状と課題を検討した上で、福祉施設職
員と協議し「Emergency Support Movie（通称ESM）」を作成
することを目的とした。

【対象と方法】当消防本部管内で平成26年1月から平成30年12
月までに発生した心停止676例のうち、自宅以外の場所で目
撃された高齢者心停止74例を抽出し、福祉施設内で発生した
群（以下、施設群）38例と、その他自宅以外の場所で発生し
た群（以下、その他群）36例に分け、バイスタンダーCPR実
施率、手当有効性、目撃から通報までの時間、目撃から救急
隊接触までの時間及び目撃からCPR開始までの時間につい
て、カイ二乗検定及びt検定を行い比較検討した。また通報
遅延理由についても救急隊記録から確認した。

【結果】施設群はその他群と比較しバイスタンダーCPR実施
率が高く（84.2%対58.3%,P=0.01）、手当有効性についても
良好（81.6%対58.3%,P=0.03）だった。しかし目撃から通報
までの時間は遅延しており（4.4分対2.5分、P=0.03）、目撃

から救急隊接触までの時間も遅延していた（12.6分対9.5分、
P<0.01）。また、目撃からCPR開始までの時間に有意差はな
かった（3.5分対3.0分、P=0.63）。施設の通報遅延理由として、
施設関係者や嘱託医、家族への連絡又は到着後に通報したも
のが9例でみられた。

【考察】福祉施設の職員は施設内規則に基づき、嘱託医及び
関係者に連絡後119通報するため遅延している例が多い。し
かし、心停止の目撃から救急隊が傷病者に接触する時間の遅
延は予後に影響を及ぼすと考えられるため短縮することが望
まれる。福祉施設職員にはその葛藤があるため、非常に強い
ストレスを感じている。この問題を解決すべく、施設職員と
協議した上でESMを制作し配布することとした。ESMには
目撃後すぐ119通報すること、DNARの事前確認をしておく
こと、職員数が少ない時間帯は常に携帯電話を持ち歩くこと
を強調し、すぐに通報できる環境を構築したいと考える。ま
た、業務多忙により救命講習を受講できない職員にとっても
効果的な視聴覚教育資料として活用して頂きたい。
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一般発表２ 高齢社会

O2-7 認知症高齢者の徘徊とprearrival information

総社市消防本部

佐々木寛文、細川　遼司、根本　陽一、吉富宗一郎、有吉　彩華、中村　雅博、石井　博喜

【目的】認知症高齢者の増加に伴い、BPSDの一種である徘徊
が社会問題となっている。警察庁の2017年データによると、
認知症か、その疑いが原因で行方不明になったとして警察に
届けられた人は1万5,863人で統計を取り始めた2012年と比較
すると1.65倍に増えている。消防においても、認知症高齢者
の徘徊に関係する救急要請が増加傾向である。
　認知症高齢者の徘徊事案では人物特定、家族への連絡等に
時間を要するが、重要な疾患が隠れているにも関わらず、安
易に徘徊と判断し、家族へ引き渡したり、適切な治療を受け
られない医療機関を選定してしまうことが少なからず存在す
る。
　超高齢化社会の救急隊に求められるものは、認知症の増悪
による徘徊か、もしくは別の病態によってせん妄状態となり
徘徊しているのかを素早く判断できなければならない。その
ツールの一つとして当市はICTを活用し、現着前に傷病者情
報を得て（prearrival information）救急活動をしており、その
事例報告を行う。

【症例】87歳男性、独居世帯。早朝、近隣住民宅前に立ってお
り、事情を聞いても支離滅裂で意思疎通困難。連絡を受けた
警察官が現場に到着し、「認知症の高齢者が徘徊をして、転倒

したらしく両手から出血がある」と119番通報。救急隊出動途
上、ICTによる傷病者情報の調査を指令へ依頼、別居の家族
へ連絡し、認知症の有無の確認を指示した。現着時、JCSI-2、
RR20回、PR105回、BP155/91、SPO2:95、KT38.8°C、両手に
擦過傷、便失禁あり。別居の家族から傷病者は認知症では無
いとの情報を得た。認知症が否定できたことから、感染症に
よるせん妄状態と判断し、市外2次医療機関へ搬送した。傷病
名は気管支炎。

【結果・考察】現着前にICTを活用することによって、傷病者が
独居世帯かつ自宅外での救急事案に関わらず、家族へ連絡が
素早く取れ認知症の増悪による徘徊を否定することができた。
　また、例え認知症による徘徊だとしても、転倒などによる
隠れた疾病を見落とす危険性があるため、家族に普段の認知
機能を聞き、現在の状況から意識障害の有無を判断する必要
があることから、家族への素早い連絡は重要である。
　独居世帯、そして自宅介護認知症高齢者の徘徊の増加と
いう問題を考察すると、救急隊が活用してきた現場到着前

（prearrival）の電話連絡（call）では通用しない事案が増え
ることが推測される。新たな時代はICTによって傷病者情報

（information）を活用する救急活動が求められている。
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一般発表７ テロ災害・大規模災害・多数傷病者１

O7-1 多数傷病者発生時対応訓練における「見える化」の有効性に
ついて

東京消防庁

小島　貴文、中村　幸広、松浦　　勇、杉本翔太郎、髙森　　斉、小林　大介、半谷　保幸、
山田　忠明、福田　英雄、安藤　晴実

【目的】多数傷病者発生時の消防の任務は、的確かつ迅速なトリアー
ジのもと、傷病者を早期に医療機関へ搬送し、「防ぎえた死」をなくす
ことである。本研究は、赤タッグ及び黄タッグの傷病者に重点を置き、
訓練時の搬送までの経過時間及びトリアージ精度等を点数化し「見え
る化」することにより、従来の訓練評価方法を補完し、重症者の効率
的な医療機関への早期搬送体制の推進を目的とする。

【実施要領と検証方法】令和元年７月４日～２８日まで、計７回の簡易的
な多数傷病者発生時対応訓練を実施した。
⑴ 実施要領
ア 自力歩行不能傷病者（以下、歩行不能者）３０名と５０名の２想定を作
成し、スタート法によるトリアージ訓練を行う。なお、傷病者はパイ
プ椅子とし、病院搬送は仮想とする。
イ 赤タッグ･黄タッグのトリアージ開始から仮想の病院搬送までの経
過時間を計測し、タッグの記載内容等を点数化する。
※点数化計算式＝タッグ係数×（「時間点数」＋「トリアージ要領点数」）
タッグ係数（黒・緑＝１、黄＝３、赤＝１０）
⑵ 検証方法
ア 歩行不能者３０名に対し、救急隊１隊（２名）が４回の訓練を同様の想
定、人員、要領で実施し、救急隊の活動時間の変化を検証する。
イ 歩行不能者５０人に対し、救急隊1～３隊でトリアージ訓練を３回実

施し、トリアージ実施班数の違いが、赤タッグの病院搬送までの時間
にどのように影響するかを検証する。

【結果】
⑴ 前２⑵ア結果
訓練１回目と４回目の最終搬送時間を比較すると、赤タッグは３分５４
秒、黄タッグは２分２９秒それぞれ時間短縮でき、合計点数で１１．８点（１１
パーセント）増加した。
⑵ 前２⑵イ結果
赤タッグ傷病者の訓練評価をトリアージ担当班数で比べると、１個班
の場合は２５分５０秒（１０９．５点）、２個班の場合は１９分３０秒（１１７．４点）、
３個班の場合は１７分（１１６．８５点）であった。
【考察】
⑴ 訓練を重ねるごとに点数が増加したのは、訓練の習熟度が向上し
たことに加え、「見える化」したことにより客観的な訓練評価が可能と
なり、赤タッグ傷病者の早期搬送を強く意識付けたことが要因である
と考えられる。
⑵ 傷病者数とトリアージ班数に、相関関係が確認できた。

【結語】訓練検証の結果、「見える化」訓練は、訓練の効果を比較できる
ことから、多数傷病者発生時の活動能力向上及び活動要領の改善に有
効なツールであると考える。

O7-2 地域MCを単位としたテロ・大量殺傷事案への対応力向上へ
の取り組み

1）富里市消防本部、2）佐倉市八街市酒々井町消防組合消防本部、3）印西地区消防組合消防本部、4）四街道市消
防本部、5）栄町消防本部、6）成田市消防本部、7）成田赤十字病院、8）日本医科大学千葉北総病院

佐藤　洋克1）、北原　龍之2）、鈴木　誠一3）、高宮　智之4）、松本　　勉5）、瀧本　尊仁6）、
中西加寿也7）、益子　一樹8）、松本　　尚8）

【目的】オリ、パラの開催に向けて、ターニケットの配備が進められ
ているが、そもそも消防組織にターニケットを配備するだけでテロや
大量殺傷事案（以下、テロ事案）への対応力が向上する訳ではない。当
地域では2018年に救急振興財団の支援を受け、「地域に必要な研修を
企画立案する」ことを目的に1年間の研究期間を設け、2019年度はその
成果をふまえ更なる展開を進めていることから、その経過を報告する。

【対象と方法】
①MC局地災害対応委員会を設置し、以下の研修、訓練の企画運営な
どを行う部門として独立させた。委員はMC構成消防本部の救急救命
士と救命救急センター医師とした。
②地域災害対応計画“Plan Red”の展開：都市部から離れた立地条件か
ら、災害時に現場から全患者を分散搬送する困難性を過去の訓練で
実証しており、2ヶ所の救命救急センターに一時収容する計画（Plan 
Red）を構築すべく各方面に働きかけてきた。テロ事案は緊急性、迅
速性が要求されるため、さらにそのコンセプトが重要視された。
③消防に対する研修展開
特に大量殺傷事案の初動対応力強化を見据えて二つのコースを展開す
ることとした。
・初動対応研修：ターニケット指導者、実災害時の指揮統制に関わる
人員を想定した上級研修

ターニケット使用に留まらず、実動シミュレーションを行い、スキル
指導のポイントや実災害時の指揮のポイントを共有する。年1回実施。
・ターニケット研修：「ターニケットの使用法」に特化した普及目的の
研修
ターニケットの使用については、AEDと同程度の認定制度とし、定
期的にスキル指導者がチェックしていくようにした。各消防にて適宜
実施。
④医療機関に対する研修展開
病院対応研修：テロ事案において予測される活動を過去の事例から共
有し、“Plan Red”発動時に30分の時間目標で病院対応力を一気に引き
上げることを最大の目標とし、ターニケット装着患者の取り扱いを医
療者にも教育する。2救命救急センターで年1回ずつ実施。
⑤実践型机上訓練“大量殺傷エマルゴトレイン”の企画
テロ事案を想定した地域計画に対しても、訓練によって検証し、計画
の再調整を行うPDCAサイクルを重視している。年1回実施。

【結果】各研修においてアンケートと到達度チェックを行っているが、
いずれも非常に満足度が高い結果となっている。

【考察】災害対応は初期から消防と医療が迅速かつ緊密に連動しない
限り有意義な活動にはならない。地域MC協議会単位での、職種の枠
を超えた計画、教育活動が重要である。
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O7-3 当消防本部における集団救急対応事案への取り組みについて 
～課題とその対策～

1）飯塚地区消防本部、2）飯塚病院

石田　　健1）、渡辺　　康1）、田熊　清治1）、鮎川　勝彦2）

【目的】当消防本部で傷病者６名の集団救急事案が発生し、その事
後検討会で挙げられた課題３点を改善するため、資器材の導入等
による対策を講じた。この対策の有効性について検討する。

【対象と方法】
１　現場での傷病者管理が困難であるとの課題に対し、ブルーシー
トを赤・黄・緑の色付きテープで区画した簡易トリアージシート
を使用する。
２　傷病者管理の責任者が不明確であるとの課題に対し、最先着
救急隊長が、事前命令により応急救護所の責任者となり、黄色の
蛍光ベストを着用する。
３　交通事故事例において、傷病者の乗車位置を把握することが
困難であるとの課題に対し、トリアージタグの「トリアージ実施
場所」欄を活用して、「搭乗車種・車両の色・乗車位置」を具体的に
記載する。
上記１～３の対策を、検討会後に当消防本部管内で実際に発生した
傷病者５名の集団救急事案２件で運用した。その後、当該事案に出
動した救急隊員２４名（重複者あり）を対象に、上記３点の対策が現
場活動上有効であったかどうかについてアンケートを行った。

【結果】上記の対策３点について、「たいへん有効であった」・「有効
であった」と回答した隊員は、

１　簡易トリアージシート １８名（７５％）
２　蛍光ベスト ２２名（９２％）
３　トリアージタグの具体的記載 １７名（７１％）
という結果となり、いずれの対策も隊員の７割以上が有効である
と回答し、有効ではないとの回答は、１割未満にとどまった。

【考察】アンケートにおいて、上記の対策３点が有効であった理由
として、「見るだけで状況が分かる」「口頭での確認が必要ない」と
の意見があり、対策３点が現場での情報共有をいずれも視覚情報
で補完し、口頭の情報共有が簡略化されたことで、現場活動が効
率的になったと考察する。
また、当本部では平成３１年４月から、現場活動隊全隊へスマート
フォンが配置され、スマートフォン内の画像共有アプリに撮影し
た現場状況等をアップロードすることで、他隊との画像共有が可
能となった。同システムの導入により、集団救急現場において、
先着隊から後着救急隊への引継ぎがスムーズとなり、また、搬送
先病院でも医師への画像提示により客観的な申送りが可能とな
る。この視覚的な情報共有が、効率的な現場活動の一助になると
期待する。
今後も集団救急事案の課題に対してさらなる対策を講じ、効率的
な現場活動を求めていきたい。

O7-4 集団災害への対応力強化の取り組みについて

大阪市消防局

太田　真司、迫　　辰也、中江　康治、武本　洋典、吉田　成寿、重松　伸治、橋口　順一、
渡辺　悠介、浜川なおき、堀田　明裕

【目的】救急隊員を中心とした所属職員の集団災害に関する
知識・技術の向上を図る。

【対象と方法】カリキュラムの作成について、これまで発生
した集団災害に対する活動を分析することで教授項目を抽出
した。一年の研修期間をⅠ期とⅡ期に分け、①庁内ポータル

（職員共有サイト）を活用した座学を中心とした所属研修、②
集合研修、③所属指導者を中心とした実技訓練を行った。Ⅰ
期研修では基本的なトリアージ実施方法やタッグの作成につ
いて習熟を図り、Ⅱ期研修では情報収集を中心とした初動対
応の共通認識を持つことに重点を置き実施した。また、研修
資料について、庁内ポータルを活用することで、救急隊員だ
けではなく、全職員が教育資料に触れられることができるよ
うに配慮した。

【結果】研修項目ごとにチェックリストによる、知識・技術の
確認を行ったところ、研修対象者全員が到達目標を達成した。
また、全研修終了後、チェックリストを活用した知識・技術
の確認を再度実施したところ、継続した知識・技術の定着が
見られ本研修は一定の効果を確認することができた。また、
研修資料は救急隊員だけではなく、他の隊でも活用できるよ
うに提供していたため、各消防署で指揮隊、消火隊、救助隊

等が、合同で訓練を行う機会が増加し、個人だけではなく、
組織全体としての集団災害に対する対応力は向上したと考え
る。

【考察】研修・訓練を習慣的に行い、反復することが知識・技
術の定着につながるため、研修・訓練を継続して行うことが、
重要であると考える。しかし、増加する救急出場や多忙な業
務の中での研修は、困難な面もあり、限られた時間内で、よ
り効果的・効率的かつ実行性の高い、研修体制を整えていく
ことが今後の課題である。今後、国内では様々なビックイベ
ントが控えており、今回実施した研修を基本として、特殊災
害対応等についての研修についても計画していく必要がある
と考える。
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O7-5 多数傷病者発生事案に対する早期状況把握 
～新たな取り組み「ナンバリングポスト」～

守口市門真市消防組合消防本部

中川　陽介、五條　孝彦

【目的】２０１８年７月、当消防組合管内の軌道敷内において、
走行列車のパンタグラフ破損が原因となり、一部の列車走行
区間に停電が発生し、複数の列車が軌道敷上に緊急停車した
ことで数千人が列車内に取り残され、そのうち計２１名の熱
中症症状を訴える傷病者が発生した。本事案において、傷病
者数及びその傷病者の傷病程度を早期把握できないことが課
題となったため、活動マニュアルを見直し、迅速かつ統一し
た情報管理体制を構築したことを報告する。

【症例】午前１０時頃、Ａ駅係員から列車トラブルにより「ホー
ム上に３名の気分不良者が発生した」との内容で救急要請が
あり、当該事案対応のため消防隊２隊、救急隊３隊が出場する。
現場到着すると、通報内容の傷病者以外に、停電により空調

（エアコン）が停止した車内にも複数の気分不良者がいること
が判明したため、多数傷病者事案と認知し指揮隊１隊を増隊
する。
Ａ駅での活動中に、停電が解消されたため、停車していた２
列車がＢ駅まで走行し、乗客を降車させる情報が入ったこと
から、Ｂ駅でも傷病者の発生を想定し、指揮隊１隊、救助隊
１隊、消防隊１隊、救急隊２隊、人員搬送車２台をＢ駅に向け
出場させる。

結果的にＡ駅では、赤２名、黄７名、緑２名、計１１名、Ｂ駅で
は黄３名、緑７名、計１０名、Ａ・Ｂ駅併せて２１名の傷病者が
発生し、当消防組合の救急保有台数では対応不能であったた
め、近隣消防本部（局）へ救急車の応援出場要請を実施した。

【結果・考察】本事案から多数傷病者発生時に、傷病者に対す
る適切な処置や医療機関への搬送を迅速に実施するためにも
早期に傷病者数及びその傷病者の傷病程度を把握し、適正な
救急隊数を含む消防力の判断及び早期にＤＭＡＴ等関係機関
への応援要請を実施することの重要性を考えさせられる結果
となった。
　そこで、当消防組合の活動マニュアルを実態に応じた型に
改正した。大きな改正点は「４枚綴りのトリアージタッグ」の
採用と当消防組合独自で考案した「ナンバリングポスト」の設
定である。
　４枚綴りのトリアージタッグと１次トリアージポストの前
に設定するナンバリングポストを併用することで、タッグの
１枚目を傷病者情報共有ツールとし、傷病者数及びその傷病
者の重症度・緊急度を組織的に早期把握できるようになった
ことにより、迅速かつ統一した情報管理体制を構築した。

O7-6 茨城国体におけるスタジアムでの集団災害訓練からの検証と方策

土浦市消防本部

庄司　　海

【目的】2019年9月に開催される茨城国体において、当市の軟
式野球会場となるスタジアムで医療機関、警察、市役所係員
及び専門学校学生の協力を得て、国体開催の約1年前となる
2018年10月に集団災害対応訓練を実施した。検討会から大規
模災害時における関係機関との連携の必要性を再認識した。
競技会場では多くの市関係者が係員として現地に派遣され、
初期対応への備えの必要性について認識し具体的な行動計画
の策定に至った。

【症例】【訓練概要】開催日時：2018年10月10日（水）。場所：
JCOMスタジアム土浦（国体軟式野球会場）。訓練目的：万が
一事件・事故が発生した場合の関係機関（市・警察・医療機関）
との具体的な初動対応及び相互の連携要領を確認することに
より、緊急対処事態発生時の対応能力向上を図ることを目的
とする。訓練主要項目 ：（１）初動対応（２）医療対応（３）観客・
避難訓練（４）避難所・救護所運営。訓練想定：軟式野球開催
中のスタジアム観客席で、爆発事故が発生し観客が巻き込ま
れ多数の死傷者が発生。訓練参加機関：消防本部、土浦警察
署、総合病院土浦協同病院、筑波メディカルセンター、水戸
済生会総合病院（ドクターヘリ）、土浦市関係部局職員、専門
学校学生　計187名。

【結果・考察】検証会から、爆発などのテロ災害対応力向上を
目的とした救急資器材（ターニケット）の使用方法を含めた教
育を全ての職員を対象に実施し、全ての救急車及び一部の消
防車にこれを積載した。また、普段から災害に従事しない市
係員等の早期の認識及び対応についてマニュアルの作成が必
要であると判断し方策を検討した。マニュアルは「大規模災
害・突発重大事案対策」のフロー式とし、災害発生時の特別
対応への移行条件として「大きな音がした」、「大きな揺れ」、

「悲鳴」、「不安を感じる」、「逃げ惑う人々」等を具体的に記し、
ためらわずに特別対応へ移行することと同時に、通報及び会
場内のアナウンス及びパネル等に表示し、来場者全てがわか
る形での避難誘導するよう記した。避難誘導では、災害弱者
の優先、歩行可及び不可、怪我等の有無のトリアージを実施
し集積させることを記した。これらのフロー及び止血処置に
ついては、係員説明会に出向き全ての関係者に説明を実施し
た。大規模なイベント等では、消防・警察以外の関係者も多
数おり、今後もそれらの方への具体的な対応について教養を
実施し、万が一の有事の際の対応力向上に努めていかなけれ
ばならない。
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O7-7 東日本大震災以降における救急要請の一現状について

石巻地区広域行政事務組合消防本部

佐々木慎司、安齋　秀律、木村　好成

【目的】平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災による大津
波により、当消防本部管内においても甚大な被害が発生した。
これにより、住み慣れた住居を失い、やむを得ず仮設住宅に転
居せざるを得ない被災者が数多く生まれ、被災者を取り巻く環
境は大きく変貌している。さらに、時間の経過とともに復興住
宅への転居や住宅再建など生活基盤が変化しながら、復興への
歩みを進めている現状がある。
一方で、被災直後の被害状況や対応に関しては、各種機関によ
る検証や研究により様々な報告がされているが、被災地におけ
るその後の救急現場の現況をまとめた先行研究は乏しく、救急
業務における問題点やその特異性も不透明であった。
本調査はこのような問題意識の下に行われた。

【対象と方法】平成２３年３月１１日から平成３１年３月３１日までの
間において、全被災世帯のうち当消防本部管内に存する仮設・
復興住宅へ救急出動した４，１４０件を対象として調査した。
なお、調査、分析には消防統計システム等を用いた。

【結果】仮設・復興住宅における救急要請の概要及び特異性は以
下のとおりである。

（1） 救急概況、搬送割合、事故種別状況、傷病程度別搬送状況
が整理された。

（2） 救急車の複数回（３回以上）利用者の状況が整理され、その
約半数が東日本大震災以降を契機に利用を始めたことが確認さ
れた。

（3） 心肺停止事案における活動・搬送障害の特異性が確認され
た。

（4） 不搬送事案の概要、病院手配回数の状況、通報者の関係性、
救急車へ同乗した者の割合が示された。

【考察】本調査によって仮設・復興住宅からの救急要請の現状を
把握できたことにより、今後、同様の事象が生じた際に比較検
討を行なう上でも価値ある調査であったといえる。確認された
特異性については、救急車の複数回利用者への対応は消防機関
単独での介入は難しいが、本調査で得られた利用の契機を新た
な知見とし、関係機関と協力して対策を検討する必要があると
考える。さらに活動・搬送障害については、仮設住宅が狭あい
であることから、特に心肺停止事案において各種資器材の展開
に苦慮する傾向が確認され、対応要領の詳細を発表にて紹介し
たい。今後、多くの大規模災害による人的被害が危惧されてお
り、明日、誰もが被災者となる可能性がある以上、復興に関す
る研究、調査の蓄積は必要不可欠であり、本調査が広く伝わる
ことで新たな被災地の復興の一助となることを期待する。
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一般発表１１ 教育２

O11-1 学習効果の高い想定訓練の取り組みについて

豊中市消防局

田中　勝也

【目的】当局では年1回、プレホスピタルセミナー発表会とし
て医師及び市民を招き、救急隊ごとに症例を変え完全ブライ
ンド想定訓練を行ってきた。発表会の目的は、充実した事前
訓練及び個人学習を行い、発表会当日はその成果を披露する
ものであるが、救急出場件数増加とブラインド訓練の取り組
みにくさにより効率よく訓練を実施できない隊が増加してい
た。また、大量退職により経験年数の浅い救急隊員が増加し、
訓練及び個人学習の重要性は増している。本取り組みは、救
急隊が自ら訓練に取り組み、各隊員が個人学習を行うように
促す、学習効果の高い想定訓練を実施することを目的とした。

【対象と方法】発表会参加救急隊１１隊（3部制、合計33隊）に
１１症例を事前に訓練を行えるよう3か月前に提示し、１１症
例中どの症例にあたるかわからない半ブラインド状態とし
た。症例は学習効果を高めるため、教材（POT）を使用した。
実施隊以外の隊は訓練見学としフィードバックシートを作成
し、実施隊にフィードバックを行った。すべての隊の活動を
ビデオ撮影し、発表会終了後、自隊、他隊の活動を確認でき
るようにした。発表会終了後、参加救急隊９９名にアンケー
トを実施し、発表会の効果を検討した。

【結果】アンケート調査の結果、隊で訓練を実施した89.3％、

個人学習を実施した91.7％、フィードバックが気づきにつな
がった84.5％、発表会への取り組みが救急活動に役立った
90.5％であった。事前に症例の提示があったため、訓練に取
り組みやすかった。自隊と他隊の活動の違いを把握でき、今
後の活動に活かせる。訓練を通じてプロトコルの再確認がで
きた。隊で話し合う機会が増えた等前向きな意見が非常に多
かった。

【考察】症例を教材とし、事前提示することにより、隊での
訓練及び個人学習が取り組みやすくなったため、発表会当日
は各隊が自信をもって訓練を実施でき、満足度の高い発表会
となった。また、完全ブラインド訓練に比べ、半ブラインド
訓練は救急隊がすべての症例を訓練しているため、見学時に
実施隊と自隊との活動の違いを把握でき、実施隊へのフィー
ドバックと自隊へのフィードバックが行え、学習効果が高め
られた。訓練見学者に市民を招くことにより、接遇の向上と
救急活動の理解につながった。また、市民の信頼感向上のた
め、出動件数の増加する中、訓練時間の捻出に効果があった
可能性がある。

O11-2 救急隊員の観察能力向上を目指して 
～救急医が指摘する観察スキルをプラス１～

1）大分市消防局、2）大分三愛メディカルセンター

廣瀬　暢俊1）、三代　正和1）、奥野真一郎1）、姫野　英久1）、片岡　翔太1）、半澤　美里1）、
玉井　文洋2）

【背景】限りある医療資源を適切に利用するために、傷病者
を適切な医療機関へ搬送することが求められる。短時間のう
ちに傷病者の状況を把握し、適切な医療機関の選定を行うた
めに救急隊員の観察能力、情報収集能力向上が求められる。

【目的】大分市南消防署救急隊が搬送した傷病者に対して現
場での観察、情報収集、医療機関選定等が適切であったかを
検証し、検証結果を活かしたシミュレーション訓練を行うこ
とにより隊員個人の活動スキル向上を目指すことを目的とす
る。

【方法】２０１７年４月から２０１９年７月に大分市南消防署救急
隊（４隊）が管内にある二次救急指定のΑ医療機関に搬送した
２１０８症例のうち、Α医療機関所属の救急医が作成したＦｅｅｄ　
ｂａｃｋ　ｒｅｐｏｏｒｔで南署救急隊が保存していた６０９症例より、
救急医から指導、助言があった項目を抽出し、活動隊員とし
て不足していた観察および情報収集内容等を明らかにする。

【結果】６０９症例のうち、２８％の１７３症例に対して指導と助
言があった。指導、助言項目は意識障害、胸痛、呼吸苦、発
熱、腹痛など大きく１５項目に分類することができ、各々症
例の３０％程度に対して救急医から指導、助言があったこと
が判明した。

【考察】救急隊員が行っている観察項目と情報収集内容は、
救急医が救急隊員に求めるそれらに対して不足していること
が明らかとなった。救急医より一例一例の活動検証を行って
もらい、それを積み重ねることで、救急隊員の不足しがちと
なる観察項目や情報収集内容が明確となり、その傾向も判明
した。これらの結果を活用し、救急医の協力のもと病態別シ
ミュレーション訓練を実施しながら、これまで不足していた
観察項目、情報収集内容の振り返りと検証会を行った。活動
スキル向上を目指した指導をしてもらうことで効果的な訓練
となり、不足していた観察項目、情報収集内容を取り入れる
ことで、傷病者にとって適切な医療機関選定へ繋がるものと
考える。

【結語】救急医と連携し、適切な指導、助言を頂きながら、
救急隊員の活動スキル向上を図り、引き続き市民の安心・安
全へ寄与することに努めたい。
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一般発表１１ 教育２

O11-3 「場」を意識したシミュレーション訓練とそこから得られた
能動的な学習効果について

大曲仙北広域市町村圏組合消防本部

佐藤玲緒奈、高橋　　洋、鈴木　一伊、山本道太郎、浅利　貴司、武石　駿帆、小友　　亘、
石田　彩茄、長岐　政伸、佐々木宏伸

【目的】当本部では１０救急隊が派遣型ワークステーション（以下
ＷＳと表記する）へローテーションで出向している。
最近、ＷＳから直近現場のＣＰＡ事案に出場した際、現場滞在及
び搬送時間が通常よりも長くなった症例が２件続いた。そこで
病院直近の現場というＣＰＡ想定で個別にシミュレーション訓練
を実施、動画撮影しその原因と対策を考察した。

【対象と方法】ＷＳ派遣隊員を対象として、ＷＳ出向前の２０分間
でシミュレーション訓練を２９隊に実施。目撃無しの心静止症例
を想定として、現場から病院までの搬送時間を３分に設定。一
連の活動中に静脈路確保の指示要請は必ずするよう実施救命士
に伝え、「可能であれば実施してください。」という指示を出す事
を統一、静脈路確保の実施状況と活動の時間経過を計測した。
訓練終了後には活動についてアンケートを行うとともに、撮影
した動画をDVDに保存し全隊へ結果をフィードバックした。

【結果】静脈路確保の実施状況は、３分間で指示要請し静脈路
確保できた７人（24.1％）、静脈路確保完了できなかった２２人

（75.8％）となった。アンケートからは手技を急ぐあまり焦りが
あると答えたのが２４人（82.7％）であった。また医師からの指示
についてもその解釈について年代別で様々な捉え方があり、年
代が上がるにつれて特定行為より搬送を優先する傾向にあっ

た。
【考察】通常の訓練では静脈路確保成功率はほぼ100％となるの
に対し、病院直近という付加をかけただけでもその成功率は低
下することが分かった。またアンケート調査のとおり病院直近
での活動は急ぐ、慌てるため普段どおりの活動ができないとの
回答があった。
救急救命九州研修所 郡山一明教授の訓練シナリオ設計論では
病院前救護における「場」の存在をシナリオ作成の骨格としてい
る。今後の訓練では現場とリンクする形で活動に影響を与える

「場」の設定が必要であると強く感じた。
また、郡山教授は、訓練とは「知識を身体行動に変換する能動
的学習」と言っている。動画をフィードバック材料としたこと
により、ベテラン救命士の活動と判断は若手救命士の振り返り
の材料となり、言葉で伝える指導とは違った一人ひとりの訓練
に対する自発的向上が感じられた。
昨今、多種多様な業務の中、集合訓練に当てられる時間は限ら
れている。今後は、隊員個々の心理的負担へも配慮しながら「自
らが気づける訓練」を目標として継続していきたい。
参考文献
プレホスピタルケア第32巻第3号（通巻151号）

O11-4 愛知県救急救命士再教育講習 
「救急隊目撃のＣＰＡにさせない活動」と「循環の評価」

1）豊橋市消防本部、2）蒲郡市消防本部、3）西尾市消防本部、4）岡崎市消防本部、5）尾三消防本部、6）津島市消
防本部、7）愛知県防災安全局防災部、8）総合大雄会病院、9）トヨタ記念病院、10）新城市民病院

奥村雄一郎1）、竹内　一之2）、籾山　実紀3）、鈴木　啓太4）、平井　　仁5）、川合　浩司6）、
駒月　克俊7）、井上　保介8）、武市　康志9）、中村　一平10）

【背景】愛知県では平成２１年度から県下統一内容の救急救命
士再教育講習を継続している。講義講習１日、実技講習１日
の２日間。毎年度テーマを絞って愛知県救急業務高度化推進
協議会プロトコール教育委員（各地区ＭＣから推薦された委
員）がカリキュラムを作成しているが、平成３０年度に扱った
テーマのうち「救急隊目撃のＣＰＡにさせない活動」と「循環の
評価」について紹介する。

【目的】平成２９年中の愛知県ウツタインデータ（心原性）によ
ると救急隊目撃のＣＰＡは4164件中293件（7.0％）であった。ま
た、愛知県救急搬送対策協議会の調査結果から平成２９年に

「心筋梗塞疑い」でアンダートリアージとなった症例のうち重
症感ありは21.7％、胸部痛ありは39.1％であった。循環器疾
患のアンダートリアージを減らし、ひいては、救急隊目撃の
ＣＰＡ件数を減らすことをテーマの目的とした。

【方法】講義講習はＤＶＤを用いたeラーニング形式である。実
際の現場を模したＶＴＲを作成し「救急隊目撃のＣＰＡに陥る症
例」を提示、活動の問題点を課題シートに記載。また循環の
基礎についての講義動画を提示、課題シートは「循環器疾患
を疑わなかったが、結果として循環器疾患だった症例」を作
成してもらった。

実技講習は各地区ＭＣでの集合教育となる。ここでは持ち
寄った課題シートをもとにグループワークを行いＶＴＲの活
動の問題点について、共通認識を持ってもらう。次いで受講
生の持ち寄り症例を発表し、見抜くことが困難だった症例を
共有することで、お互いの引き出しを増やすことを目的とし
た。その他、実際の救急隊目撃のＶｆ症例をもとにしたシナ
リオトレーニングや補助換気を含む呼吸管理を実習し対応能
力の向上を図った。

【結果】受講生のアンケート結果によると「救急隊目撃のＣＰＡ
にさせない活動」については有意義77％との回答で「自分も
気をつけよう」「危機感を再認識する機会となった」等の意見
が寄せられた。「循環の評価」については有意義76％との回答
で「アンダートリアージになってしまう要因を再認識できた」

「稀な症例を聞けて勉強になった」等の意見が寄せられた。
【考察】本講習の成果については今後も統計と照らしながら
検証を行っていく事が必要である。県が行う再教育の教育
テーマについては病態・疾患ごとにローテーションで行って
いるが、今後は受講生の教育要望を踏まえながらもＰＤＣＡの
理論に則った教育を実施していきたい。
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一般発表１１ 教育２

O11-5 救急業務ＫＹＴ（危険予知トレーニング）シートの作成と活用
について

西宮市消防局

堺　　大輔、末岡　拓郎、大久保直和、服部　真也、小倉　啓嗣、日野　良基、清家　勝也、
白井　祐介、門地　年行、岩本　直也

【目的】当市は職員増員等による大量採用で職員の若返りが
図られる一方で、現場経験の浅い職員が増加している。とり
わけ出動件数の多い救急活動では出動件数と比例するように
多くのヒヤリハットが報告されており、重大事故を未然に防
ぐための対策が急務であった。
　そこで工業界等で広く実施されているＫＹＴ（危険予知ト
レーニング）からヒントを得て、ベテラン職員が中心となっ
て「救急業務ＫＹＴシート」を作成し、隊員教育に取り入れた。

【対象と方法】
１．作成について
　救急業務版ＫＹＴシートは救急現場活動の様々な場面を提
示した「想定付与シート」と、その場面の危険事例を示した「危
険ストーリー提示シート」で構成し、状況把握しやすいよう
に写真を多用する工夫を施した。
２．活用について
　研修参加者に対して「想定付与シート」を提示し、予想され
る危険ストーリーを可能な限り予知し合い、対策について全
員で考える。その際は、ＫＹＴ基礎４ラウンド法（①現状把握
②本質追究③対策樹立④目標設定）、ＫＹＴルールの６項目（①
批判禁止②自由奔放③大量生産④便乗加工⑤否定文禁止⑥具

体的表現）に従って実施する。最後に「危険ストーリー提示
シート」でベテラン職員が想像・経験した危険ストーリーを
紹介し訓練者の知見を広める。

【結果】
１．これまでは個人の経験や勘に頼っていた知識を全員で共
有できるようになった。
２．想像力を働かせて研修に取り組むことで感受性が高めら
れるとともに、問題解決能力や危機管理能力が向上した。
３．ベテラン職員が経験したヒヤリハットや暗黙知を写真や
文章に残すことで、危険事例やその対応について確実に継承
できるようになった。

【考察】
１．これまでは個人の経験や勘に頼っていた知識を全員で共
有できるようになった。
２．想像力を働かせて研修に取り組むことで感受性が高めら
れるとともに、問題解決能力や危機理能力が向上した。
３．ベテラン職員が経験したヒヤリハットや暗黙知を写真や
文章に残すことで、危険事例やその対応について確実に継承
できるようになった。

O11-6 印西地区消防組合における臨床推論を活用した救急活動訓練
の試みについて

印西地区消防組合消防本部

土屋　健一、中澤　一人

【目的】当消防本部は千葉県北西部に位置し、千葉ニュータ
ウン開発及び高齢化により救急出動、PA連携が増加してい
る。消防隊が先着する事案も多くなり、各隊の連携が必要不
可欠な状態である。また若手救命士、救急隊員「以下、若手
救急隊」が増え教育、救急活動の向上が急務である事から、
ベテラン若手問わず効果的かつ効率の良い訓練を実施した。

【対象と方法】２署６９名を対象に行った。訓練は、著書、救
急活動シミュレーション学習―受講者と指導者、通信指令員
のためのワークブック（真興交易社）内のツール、『臨床推論
シート』を参考に、当組合が警防隊、救急隊それぞれの活動
を訓練できるように独自に改良し実施。救急隊は指令から病
院連絡まで、消防隊は指令から救急隊へ引継ぎ搬送補助まで
実施。内容はPA連携（同着事案、消防隊先着事案）の内因性
２症例とし、ホワイトボードを活用した。各隊で活動プラン
を作成し発言、書く事により考え方、方向性の認識、連携、
観察、処置、診断、接遇、病院連絡、の向上を目指す。また
救急隊長、消防隊長役は普段職務に就く事がない職員とし、
傷病者役も事前に訓練しリアリティーある訓練とした。指導
者にあっては、経験豊富な救命士とし、指導者の評価、訓練
の助言者として千葉県認定の指導救命士を配置した。

【結果】臨床推論を活用する事により、各隊の活動方針、役割、
方向性の共通認識ができた。若手救急隊は、傷病者に一番適
した観察、処置とは何か、医師へ伝達できたか、良い活動と
は何かを考える良い訓練となった。訓練終了後は指導者、指
導救命士から一連の過程を振り返り、「良くできた事」「改善
すべき事」を指導した。
また、直前アンケートは、非常に良かったと多数の回答が得
られ、更には３ヶ月、１年後アンケートを行い訓練が活用さ
れ質が担保されているか確認している。

【考察】指導者及び指導救命士から助言して頂き、また経験
した症例を臨床推論にあてはめ活用する事により、経験値と
同様の効果が持て、即時現場活動に生かすことができ、何年
後も質の高い救急活動ができると考える。最後に、消防職員
は市民の皆様へ安心感を与える活動が一番重要と考える。そ
の為には何が必要か、どうすれば良いか考える良い機会であ
り、今後若手救急隊に期待が持て、隊全体の底上げが期待で
きると考察する。
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一般発表１１ 教育２

O11-7 思考トレーニングGuessPrepareによる救急活動教育

松江市消防本部

松本　亮介、山陸　孝之、三浦　雄大、石橋　達明、安達　啓太、服部　　高

【目的】救急活動におけるチーム医療では、個々が思考する
ことや活動方針を共有化することが必要不可欠である。しか
し、日々異なる編成隊（警防隊員や救助隊員の混成隊）では現
場活動のプランニングだけでなく、準備する資器材まで指示
しなければならないのが現状である。そこで隊員個々の思考
力を向上させ、活動プランを共有するための思考トレーニン
グＧｕｅｓｓPｒｅｐａｒｅを考案したので、その効果を検証する。

【対象と方法】対象　松江消防本部　警防隊、救助隊、救急
隊等　２０名
方法
①訓練前後にアンケートを実施し、隊長の思考と比較検証し
た
②３人１組（もしくは２人１組）でＧｕｅｓｓＰｒｅｐａｒｅによる思考ト
レーニングを実施した
③訓練後に隊長役と思考を共有化した

【結果】脳卒中疑いの現場において家族が混乱状態であり、
一刻も早い病院手配と家族への対応が必要な事案で、トレー
ニングを実施した隊員たちは、率先して、麻痺所見や必要な
バイタルを報告してきた。さらに、「酸素投与は呼吸状態が
安定しているから様子をみよう」、「搬送体位は頭部高位でい

いですか？」等、個々が傷病者の状態を思考して隊員間で共
有できるようなやりとりが現場でできた。その結果、混乱し
ている家族への丁寧な対応、迅速な病院手配等、現場活動時
間の短縮に繋がった。

【考察】担当職種が異なる編成隊では思考の共有化が図れず、
傷病者の把握、家族への対応、安全管理等様々なことに注意
を払う必要があった。ＧｕｅｓｓＰｒｅｐａｒｅを用いて思考トレーニ
ングを実施したことにより、隊員個々の現場活動における思
考の共有化が図れ、円滑な活動が実施できるようなった。ま
た、隊長が自ら考え予測した行動がとれるようになり、隊長
や救急救命士がより傷病者や家族に対し、きめ細やかな配慮
や所見等「現場と傷病者を見る」ことに専念できた。思考ト
レーニングは１事案１０分程度で実施できるため、限られた訓
練時間でも手軽に実施することが可能である。ＧｕｅｓｓＰｒｅｐａｒ
ｅを思考共有のツールとして実施することは、他の災害現場
でも他隊との思考の共有化が図れ、円滑な現場活動が行える
と考察する。
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一般発表１５ 取組・研究

O15-1 救急隊が外国人対応するための取り組み 
～訓練から生まれた翻訳カード～

千歳市消防本部

越智　雅人、山本　雅史、木村　亮介

【目的】北海道の空の玄関口である新千歳空港を管轄する当消防
本部は、過去３年間で１８か国の外国人に対し、１４８件の救急出動
を行った。
　また、新千歳空港はアジアと北米を結ぶルート上にあるため、
航空機搭乗者の急病等による緊急着陸についても、３年間で１５件
対応した。
　当消防本部では３年前より外国人対応訓練や各種教養を繰り返
し、過去の経験からＣＰＡ事案専用の翻訳カード（以下、翻訳カー
ドという。）を作成したことにより、外国人関係者に対するコミュ
ニケーション能力が向上し成果を得たので報告する。

【対象と方法】
・英語教師を招き、英会話に関する教養や救急対応訓練を年２回
継続的に実施した。当初は英語に親しむことやヒアリング能力の
向上を目的とし、段階的に電話対応や救急現場での対応訓練へと
レベルアップさせた。
・独自の取り組みとして、異国での不安感を和らげるために「Ｗｅ　
ａｒｅ　ｈｅｒｅ　ｗｉｔｈ　ｙｏｕ．」という表現方法を用いることや、丁寧
かつ隊活動が円滑になる「Ｃｏｕｌｄ　ｗｅ　～　？」という表現でコ
ミュニケーションを図るよう職員へ教育を行った。
・訓練終了後、アンケートを取り各隊員の意見及び現状を確認し

た。
【結果】
・現場にて使用したコミュニケーションツールについて、「ボイス
トラ」３２％、「他のアプリ」２３％、「言語・ジェスチャー」１５％、「多
言語表示板」１４％との回答を得た。
・他の自治体と比べ緊急着陸等によりＣＰＡに対応する可能性が高
く、過去に対応を苦慮した経験から、インフォームドコンセント
を目的とした翻訳カードを作成した。作成後の一例として、ＣＰ
Ａ傷病者の関係者が日本語での会話ができず、翻訳カードを用い
ながら活動した。この際には、ジェスチャーと簡単な英語を織り
交ぜるという手法で相手方の理解を早めるという利点があった。

【考察】段階的なレベルアップを目指した外国人対応訓練を繰り
返し、翻訳カードを作成したことは、外国人とのコミュニケーショ
ン能力の向上に大変有効である。外国人傷病者が発生した救急事
案では、伝える内容が明確になるというメリットだけでなく、Ｐ
Ａ連携時において各隊の連携が円滑になった。
　傷病者の立場に立った英語表現を用いる救急活動を可能とする
ための継続的な教育と、翻訳カードなどツールの効果的な活用と
いう双方向の取り組みによって、今後も増加する外国人傷病者に
対応したい。

O15-2 大阪ミナミで米国人救急隊員の同乗について

1）大阪市消防局、2）McCormicK Ambulance、3）国立病院機構大阪医療センター

三木　大輔1）、西田　和人1）、藤原　　翔2）、若井　聡智3）

【目的】近年大阪への訪日観光客（以下：インバウンド）は右肩
上がりで増加し、特に大阪ミナミ（道頓堀、難波、心斎橋等）
では著しく、今後も2025年大阪万博に向けて増加が更に進む
と考えられ、インバウンド対策（多言語対応等）の強化は消防
業務においても大きな課題と言える。そこで我々が中央消防
署で行っている外国人への災害や事故に関する警告、避難誘
導などを円滑に行うためのインバウンド対策の一環として、
管内にある地下街で多数の外国人負傷者を含む爆発テロを想
定にした災害訓練を行った際に、米国ロサンゼンル（以下：
LA）の現役救急隊員（以下：EMT）が参加し助言を得る機会
に恵まれた。それから救急現場活動におけるインバウンド対
応についての検証を目的に、その米国人EMTが救急隊に同
乗することとなった。

【対象と方法】大阪市内でもインバウンド対応が特に多い地
域にある中央消防署の道頓堀救急隊に、LAで10年以上の現
場経験を有する日本語と英語が堪能な米国人EMT1名が午前
9時からの24時間の同乗を行った。

【結果】全9件の出動でインバウンド対応を必要とする事案は
なかった。しかし出動毎に現場状況や症状に応じた英会話で
の対応や外国人の特性について助言が得られた。また出動以

外では指令情報センターを視察し、消防署で救助隊や消火隊、
救急隊の消防職員約20名に対して、米国人EMTがLAの病院
前救護体制を紹介する講義を行い、LAと大阪の違いについ
て意見交換が行えた。

【考察】今回の同乗では救急現場活動で用いる英会話を含め
て、外国人の習慣や宗教等に関する特性についての助言が得
られたことによって、職員間のインバウンド対策に関する共
通認識がより明確となったと考えられる。また同乗した米国
人EMTからの意見としては日本（大阪市）の現場活動を実際
に見て、傷病者への親切丁寧な対応や確認呼称、復唱等の安
全確実な現場活動と、医療スタッフとはお互いが尊重し友好
的であることが日本人らしくて見習う点であった様である。
今回は同乗した米国人EMTの日本語が特に堪能であったた
め、職員全体とのコミュニケーションが円滑に図れて、イン
バウンド対策については具体的な助言が得られたことによっ
て検証が進められた。またLAと大阪の違いのみならずに同
じ都市部で出動件数が多い事や、出動内容の多様化などの共
通する問題も含めて幅広い意見交換が行えて、交流も深まり
充実した同乗であったと思われる。
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一般発表１５ 取組・研究

O15-3 ＰＡ連携の効果と今後の課題について

衣浦東部広域連合消防局

加藤　嘉之、荻野　修士、清水　政彦、土井　高広、加藤　　慎、沓名聖之助、中山　陽介、
金谷　博司、鈴木　　敦

【目的】救急支援出動（以下「ＰＡ連携」という。）は、救急活動の質
向上及び迅速な搬送が期待されている。当消防局でＰＡ連携を開
始して１５年が経過し、平成３０年中のＰＡ連携は救急搬送件数の約
４分の１にのぼった。今後、救急需要の増大が予測される中で更
なる効果的なＰＡ連携を実現するべく、過去のＰＡ連携データから
重症傷病者に対する活動について調査した。

【対象と方法】
調査①
　緊急度・重症度が高いと予測される傷病者に、適切に支援隊が
投入されているか、種別「急病」のＰＡ連携「あり」・「なし」におけ
る重症以上の割合を調査した。
調査②
　ＰＡ連携「あり」・「なし」における重症以上の傷病者の現場活動
時間を比較し、支援隊投入における効果を調査した。データ抽出
条件として、種別「急病」のうち、発生場所が「住宅」の事案とした。

【結果】
調査①
　ＰＡ連携「あり」で搬送された傷病者のうち２３％が重症以上で、
ＰＡ連携「なし」のうち重症以上は５％であった。重症に対する支
援隊投入の判断について優位差が明らかとなった。

調査②
　 現場活動時間については、ＰＡ連携「あり」が「なし」と比較し現
場活動時間が中央値で２分短い結果となった。なお、過去５年分
のデータについても同様の結果となった。

【考察】結果の背景には愛知県が策定した１１９番救急トリアージプ
ロトコールによる緊急度・重症度が判定できるフローがあること、
地区ＭＣにおいて通信指令員教育が開催され１１９番受信時の聴取
内容ポイントの理解が向上したこと、当消防局では救急車出動直
後から通報者へ電話連絡し情報収集を積極的に実施することでト
リアージプロトコールに該当しない症状や兆候を把握するととも
に、早期に支援隊を投入することで、急速に容態が悪化する傷病
者へ質の高い救急活動を提供できていることが考えられる。
　今回の調査では、支援隊投入の判断並びに支援隊と連携した際
の現場活動時間において、一定の効果を示すことができた。
　しかし、過去１０年の全体的な現場活動時間は延伸傾向にあり、
ここ５年は横ばいの状態である。ＰＡ連携事案での軽症割合やＰＡ
連携「なし」の重症割合から、今後更に精度の高いＰＡ連携を目指
し、医療機関での早期治療開始に繋がる施策・検証を継続してい
きたいと考える。

O15-4 兼務隊員がＰＡ連携で効率的に活動するためのゾーニング及
び役割カードの考案

岡山市消防局

松岡　秀俊、土江　浩徳、森　　俊介

【目的】当局は、平成３１年４月１日から、特定行為及び早期病
院搬送を目的として、これまでの早期除細動実施を目的とし
たファーストレスポンダー体制を、全てのＣＰＡ事案（疑い含
む）でＰＡ連携する、マンパワーを活かしたＰＡ連携活動に拡
大した。昨年度２回（全６か月間）の実証検証や、年間を通じ
た連携訓練を行い、少しずつではあるが各隊員が、活動の趣
旨や動きを理解してきている。そこで、より早く効果的な活
動を検討したところ、各隊員にゾーニングを用いた明確な役
割を与えることで、各隊員の活動レベルの均等化を図ること
ができると考えた。なお、「ゾーニング」とは、医療界では「区
画」や「分ける」という意味で主に感染防止対策に用いられる
用語であるが、ここでは「役割の明確化」という意味で用いる
こととした。

【対象】岡山市西消防署でＰＡ連携活動に従事する全ての職員
【方法】ゾーニング及び役割カードを活用する場合と、活用
しない場合とでＣＰＡ想定訓練を実施し、訓練後のファシリ
テーション技法を用いた振り返りで、アンケート結果を含め
意見等を集約した。ゾーニングは、救急隊とポンプ隊を、①
情報収集及び時間管理、②特定行為、③処置グループ、④搬
送グループの４つに分け、③及び④はリーダーを指定し、全

体の指揮は救急隊の救急救命士が執ることとした。さらに、
役割ごとに色分けしたビブスを着用し、役割を可視化した。
役割カードは、４種類あり、短時間で役割を確認できるよう
に、簡潔にまとめたカードを作成した。

【結果】役割が明確になったことで各隊員が自信を持った活
動ができたり、救急救命士は特定行為の遂行に集中できたり
と、活動しやすいという意見が多数挙げられ円滑な活動に繋
がった。また、「救急活動に興味がわいた」という若年職員の
副次的意見もあり、持続的な個人技能の向上に繋がる期待が
持てた。さらに、「予習や復習を兼ねて全体訓練以外にも活
動を確認したい」という意見から作成した動画（役割ごとに１
分３０秒程度）が、分かりやすいと好評であった。

【考察】従来、主観的な経験則で行っていた活動を、ゾーニ
ングや役割カード、動画を用いて役割ごとに明確化・可視化
することは、活動に対する不安を解消し、緊迫した場面でも
落ち着いた活動を可能にし、各隊員が均等化された活動レベ
ルで、よりマンパワーを活用できるＰＡ隊になると考える。
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一般発表１５ 取組・研究

O15-5 機関員の運転技術向上の一方策

東京消防庁

荒川記和寿、水野　　亮、天摩　将太、栗和田江梨、玉那覇新司

【目的】職員の大量退職に伴い、職員構成が変化し、経験の
浅い機関員が多くなってきている。しかしながら、大動脈解
離や頭蓋内出血等の命に係わる重症な傷病者を安静に医療機
関へ搬送することが求められている救急業務において機関員
の運転技術の向上は必須である。
ついては、その運転技術の向上についての一方策について検
討した。

【対象と方法】対象は深川消防署豊洲出張所の救急機関員２名
とした。
方法は、車両に進行方向、左右方向、回転方向への加速度を
計測できる加速度計を設置し、車両出向時に０．１秒間隔で加
速度を常に計測。０．２Ｇ以上の加速度が計測された場合、警
告音が鳴動するように設定し走行を重ねた。検証期間は令和
元年５月１５日より、１ヶ月間実施し終了時点での計測結果を
初回時と比較し検討した。

【結果】１ヶ月間経過した時点で比較をしたところ、両名とも
０．２Ｇ以上の加速度を超える場合の警告音が激減し、開始時
には１回出向時に警告音の回数が平均１回／ｋｍ程度であった
が、１ヶ月後には平均０．１回／ｋｍと実施前と比較し約１／１０
程度の発生率となった。また、走行時の平均速度も個人差は

あるものの若干低下している。
【考察】両名とも、警告アラームの鳴動が激減し、丁寧で安
全な操作を心がけるようになった。乗車していても車両の挙
動が安定しているのを感じることができる。加速度計の計測
結果からも明らかに加速度が緩やかで変化が一定となったこ
とにより、スムーズな加速、緩やかな減速が実現している。
結果的に安全な速度で走行することになり、衝撃を加えるこ
とが傷病者の状態を悪化させると考えられる疾患についても
安静に搬送が行うことができる。
また、乗務する隊長、隊員についても安心感が生まれ、活動
時の安全管理が確保され、結果的に隊のチームワークの醸成
につながっていることも感じている。
最後に、いままで運転技術を向上させるため様々な取り組み
を行い、技術向上を図ってきたところである。しかしなが
ら、操縦技術を視覚的に評価でき伸長すべき技術力を一目で
表すことが困難であったが、加速度計の様な簡易なアイテム
であっても活用しだいで大きな効果が得られ安全走行・安静
搬送に繋がっていくと考察する。

O15-6 走行中の救急車の加速度が傷病者へ与える影響について考える

1）横浜市消防局、2）日本体育大学

木村　正樹1）、押久保　玲1）、上松宏治郎1）、市川　竜也1）、松尾　泰輔1）、関口　琴音1）、
中嶋　紀幸1）、白根　一成1）、藤本　賢司2）

【目的】救急車で傷病者搬送中に発生する加速度を測定し、
その結果を基に、救急車の加速度が傷病者に与える影響を検
証することにより、救急搬送中に傷病者に与える影響を軽減
すること及び機関員の運転技術の向上を図ることを目的とす
る。

【対象と方法】実際の救急出場時に、加速度計（ｉＰｈｏｎｅと加
速度計測アプリ「加速度・ジャイロスコープ・磁力センサー（Ｒ
ＥＧＲＥＸ Ｃｏ．Ｌｔｄ）」）を救急車の防振架台上に設置し、搬送
開始から病院到着までの加速度の状況を調査（救急隊４隊各５
件計２０件）した。
調査結果を、０．３Ｇ以上（日常生活においてかなりの衝撃を感
じる加速度、運転免許技能試験実施基準の加速度減点基準）
を閾値として検証を行い、結果を取りまとめた。

【結果】事案により計測時間の合計に３８分から６８分とばらつ
きはあるが、どの救急隊も閾値０．３Ｇ以上を記録した軸毎の
総数（０．１秒間隔毎に記録）は、Ｘ軸（横方向の軸で左右振動を
表しており主にカーブ等の操舵で値が変動）とＹ軸（進行方向
の軸で前後振動を表しており主に加減速を行うと値が変動）
は１００回未満であり、それと比較してＺ軸（重力方向の軸で上
下振動を表しており主に路面の凹凸等の状況で値が変動）は

１００回以上で最大１４１５回と多い傾向であった。
【考察】総数の多い走行時の上下振動（Ｚ軸）については、速度
やサスペンションの性能、路面の凹凸等の状況の影響を受け
やすく改善が難しいが、前後振動（Ｙ軸）、左右振動（Ｘ軸）に
ついては、機関員の運転技能及び速度への依存度が強く、走
行時に頻繁に生じる進行方向の加減速、急勾配、カーブでの
急操舵をなるべく少なくすることにより、傷病者に与える影
響の改善が可能と考える。
今回の検証結果を、機関員教育に取り入れることにより、機
関員の運転技術向上だけでなく、交通事故防止を含めた救急
活動の質の向上が図られ、救急搬送中の傷病者への影響の軽
減が可能と思われる。
今後は、今回得られた加速度データを基に、救急搬送中に発
生する加速度を再現しストレッチャーに被験者を乗せた走行
実験を行い、被験者の体感的影響度の主観的評価を用いて、
救急搬送中における加速度が傷病者に与える影響を検証する
予定である。
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一般発表１５ 取組・研究

O15-7 各留置針と滴下位置に関わる滴下量の損失について

岡山市消防局

小野田啓介

【目的】心肺停止前の輸液が認められ数年が経過した。これ
までショックの傷病者に対して全開投与で輸液したが、留
置針に記載されている規定量を投与する事はできなかった。
ショックの傷病者に対する輸液は、各ＭＣにより定められた
プロトコールにより多少の差異はあるが、救急車内の最も高
い位置から滴下する事とされている。しかし、その状況であっ
ても輸液ラインは屈曲する事が多いため損失が発生すると考
えられる。傷病者の状況により、輸液を実施する場面が違っ
てくる事から、常に救急車内において滴下できるとは限らな
い。その事から、各場面において各種留置針を使用した際に、
どの程度輸液損失が発生するか検証する事とした。

【対象と方法】当局で現在使用している、イントロカンセー
フティ３（ニプロ社）及び過去に使用していた、スーパーキャ
ス５（メディキット社）の２種類の留置針について、１８Ｇ、２０
Ｇ、２２Ｇの３種類を各種用意した。これらの留置針を使用し、
搬送中を想定した「救急車内の最も高い位置」（以下、救急車
内）、ストレッチャー曳航中を想定した「点滴ポールの最も高
い位置」（以下、点滴ポール）、現場からストレッチャーへ搬
出するまでを想定した「感染防護衣に取付けたフックの位置」

（以下、フック）の３想定について、傷病者が仰臥位になった

際の前腕の位置にメスシリンダーを傾けて置き、その中に外
筒を向け投与量を検証した。また、何れの留置針についても、
走行中の揺れに対しどの程度損失が出るか、実際に悪路を走
行し検証した。

【結果】以下、各留置針を使用し規定量に対して得られた輸
液量をそれぞれ測定し平均で示す。
救急車内の場合、１８Ｇが４７．３％、２０Ｇが６４．４％、２２Ｇが
８２．３％となった。
点滴ポールの場合、１８Ｇが３０．７％、２０Ｇが４３．６％、２２Ｇが
５３．３％となった。
フックの場合、１８Ｇが１９．５％、２０Ｇが２８．５．％、２２Ｇが
３６．４％となった。
また、走行中の揺れに対する損失は、停車時に比べ１８Ｇが－
２．９％、２０Ｇが－３．９％、２２Ｇが－７．５％であった。
【考察】以上の結果から留置針が細くなる程、規定量に近い
数値を投与する事が可能であるが、一方、走行中の揺れに対
する損失は、太い留置針の方が少ないことがわかった。これ
らの結果を輸液する際の目安とし、傷病者の血管の状態に合
わせて留置針を選択する１つの材料としていきたい。
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一般発表３ 労務管理・安全管理

O3-1 日勤救急隊の創設 ～増加する救急需要対策と働き方改革

相模原市消防局

永瀬　　豊、山崎愛里加、江成　　務、日髙　択麻、露木　恵美、中川　　優

【目的】相模原市消防局では、平成３１年４月２日から平日の日
中時間帯に出場する「日勤救急隊」を創設し、運用を開始した。
増加する救急需要への対応や育児などで２４時間勤務が困難
な隊員でも働きやすい職場環境づくりを目的としている。全
国的にも専任の救急隊として配置されている市町村も少な
く、運用を開始した日勤救急隊について紹介を行う。

【対象と方法】日勤救急隊は、６人編成で勤務時間は平日（祝
日などを除く）の午前８時３０分から午後５時１５分である。市
内で最も出場件数の多い所属において、既存の２４時間対応
の救急隊と共に待機し、救急要請に従って交互に出動する。
　これまで育児中などの職員は、２４時間対応の救急隊に従
事することは難しく、救急救命士の資格を有していながらも
救急隊ではない別の部署（日勤）に配置されていた。この日勤
救急隊の創設によって、育児中の職員が救急隊員として活躍
の場を広げることとなると考えている。さらに、本市におい
ては、２０２０年の東京オリンピックの自転車ロードレース競
技が市内を通過することなどにより、訪問外国人がさらに増
えることが見込まれることから、英会話が堪能な女性職員を
配置している。また、教育面でも県認定の指導救命士が配置
されており、知識・技術の伝承という面でも強力なバックアッ

プ体制を構築している。
【結果】救急需要対策や働き方改革の一環として始まった日
勤救急隊は、運用期間が短いものの所属職員の充実度は高い。
さらに、現状では他の救急隊の出場件数が減少傾向にあり、
救急隊全体への負担が軽減され、現場到着時間の短縮など、
より適切で迅速な救急活動に繋がり、救命率の向上になると
考えている。

O3-2 救急隊員における睡眠に関する調査と検証について

1）佐倉市八街市酒々井町消防組合消防本部、2）成田赤十字病院救命救急センター

鴇田　正博1）、髙木　　務1）、立石　順久2）

【目的】救急隊員の勤務中における睡眠時間を確保するシス
テム作りが必要であると、昨年度行われた第２７回全国救急
隊員シンポジウムにおいて当消防本部から発表しました。睡
眠分野における国民の健康づくりのための取り組みとして、
平成２６年３月に「健康づくりのための睡眠指針２０１４」が厚生
労働省から示されているが、現状では交代勤務者に対して、
十分な睡眠時間を確保するための方法について、一致した見
解は得られていません。睡眠不足は、疲労や心身の健康リス
クを高めるだけでなく、作業効率を低下させ、事故やヒュー
マンエラーの危険性を高める可能性があるとされています。
今後、増大し続ける救急需要に対する労務管理への反映を目
的に睡眠時間を中心とした生活状況の調査と検証を実施し
た。

【対象と方法】当消防本部において救急救命士として運用し
ている隔日勤務者に対して、睡眠時間を中心とした８日間連
続のアンケート調査及びウェアラブル心拍センサ（ＷＨＳ－１）
を使用し、交感神経や副交感神経の優位性等の計測を勤務中

（２４時間）に実施した。
【結果】対象者は４９名で平均年齢は４１．１歳、男女比率は男性
４４名、女性５名であった。対象者の業務内容として救急隊（隊

長、隊員、機関員）１１６回、消防隊（隊長、隊員）１５回、救助
隊（隊員）１回の計１３２当務日・非番日及び１２８週休日で、夜
間平均睡眠時間は、当務日３．７時間、非番日６．１時間、週休日
６．７時間であった。当務日に寝つきが「あまり良くなかった、
良くなかった」と３６．３％、中途覚醒「あった」と５６．０％、寝起
きが「あまり良くなった、良くなかった」と５３．０％が回答し
ており、非番日の昼間に睡眠を平均で０．９時間確保していた。

【考察】厚生労働省の調査による日本人の平均睡眠時間は６～
７時間が最も多く、当務日の夜間平均睡眠時間は短時間で、
当務日に睡眠が制限された分を、非番日の昼間に補っている
ことが推測できる。睡眠中の中途覚醒や寝起きの悪さを考え
ると非番日に職場から帰宅するまでの間に、事故の危険性が
非常に高いと言える。抄録作成時には結果を示すことができ
なかったが、ウェアラブル心拍センサを用いた計測を２３名

（男性１８名、女性５名）の対象者に対して実施した。主観的な
睡眠と客観的な睡眠の優位性について今後、検証する。増え
続ける救急需要に対して、組織的な勤務中における睡眠時間
を確保するシステム作りが急務である。
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O3-3 病院前救護におけるリスク管理　事故、ヒヤリ・ハット報告
から見た現状

1）岐阜県危機管理部消防課、2）岐阜大学医学部附属病院、3）岐阜県ＭＣ救命士

岩田　仁志1）、小倉　真治2）、熊田　恵介2）、岐阜県ＭＣ救命士3）

【目的】岐阜県では「岐阜県メディカルコントロール協議会リ
スク管理要領」を運用し、病院前の質の向上に努めている。
集計をしていると同様の事案が多く認められ、また、医療機
関との認識の違いがあるように思われた。県内各消防本部と
現場との比較を含め、その認識について検討した。

【症例】岐阜県内の各消防本部の担当者（２０消防本部）ならび
に、ＭＣ救命士養成講習受講者（３８名）（以下ＭＣ救命士）を対
象に、
事例１：出動経路間違いによる遅延
事例２：ストレッチャー操作による傷病者への影響事例
事例３：収容医療機関間違い
事例４：資器材置忘れ事例
について、「事故報告」「ヒヤリハット報告」「報告しない」「そ
の他」のいずれに該当するかを、アンケート調査した。

【結果】事例１では、消防本部回答は全て報告対象（事故報告
もしくはヒヤリハット報告）としていたのに対し、ＭＣ救命
士では、報告対象と考えたのは７０．３％であった。
事例２では、消防本部の９０％が報告対象と考えたのに対し、
ＭＣ救命士では７２．２％。
事例３では、全ての消防本部が報告対象と考えたのに対し、

ＭＣ救命士では７７．１％。
事例４では、全ての消防本部が報告対象と考えたのに対し、
ＭＣ救命士では６７．５％であった。

【考察】事例発生時に、消防本部は全て報告としているが、
現場では活動に影響がない場合には、報告対象としていない
可能性が示唆された。病院前救護におけるリスク管理につい
て報告する。

O3-4 救急救命士の労務管理について

岡山市消防局

小糸　将史、平川　勝浩、大熊　重夫

【目的】平成３０年４月６日付け、消防救第５６号で、年々増加す
る救急件数に対して、救急隊員の労務管理を行うよう消防庁
から全国の消防本部に通知されているところである。岡山市
消防局においても、各署所の実情に応じ労務管理上の工夫を
行っているが、月間の出動件数では各救命士にばらつきがあ
り、出動件数の偏りが見られるのが現状である。このことを
受け、新たな労務管理法を試行し、救命士の月間出動件数を
均等化させることにより労務管理を行うことを本研究の目的
とする。

【対象と方法】自署の救命士１８名の平成２９年４月１日～平成
３１年３月３１日の全救急出動を対象に、月別の出動件数を個
人毎に集計した。新たな労務管理法は、半月毎に出動件数を
集計し、そのデータを元に後半の半月で調整を行い、各救命
士の出動件数の均等化を図るものとする。調整については、
勤務場所の変更及び乗車区分の変更で実施する。この労務管
理法は、平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日の間、毎月実
施した。所属の救命士９名（１日の平均出動件数が２件未満で
ある出張所所属の救命士及び１ヶ月以上研修等で所属を離れ
た救命士を除いた）の各月間出動件数を、労務管理実施前（平
成２９年度）と実施後（平成３０年度）で比較し、月毎の分散を算

出し標本とした。両年度の各月の分散を比較し、平成３０年
度の方で分散が小さければ、平均からのばらつきが少なく、
均等化がなされたと考えることができる。

【結果】両年度の各月の分散を比較した結果、４、７、１０月
を除き新たな労務管理法実施後の方で分散が小さかった。両
年度の分散の平均値は、平成２９年度が８１．７１、平成３０年度
が５１．５１であり、平成３０年度の方が小さかった。さらに両年
度の４月～３月の分散を比較し、両側Ｔ検定を行ったところＰ
＝０．０１８が得られ、統計学的に有意に差があった。

【考察】平成３０年度の方で分散が小さくなっていることから、
労務管理実施後で出動件数は均等化されており、目的を達成
することができたと考えられる。今回の研究の対象とした自
署は、他署に比べ出動件数が少ない署であることに加え、対
象とした救命士は９名であり少ない人数であった。今後、対
象とする救命士数を増やし全署で実施することにより同様の
結果が得られるかどうか引き続き研究していきたい。
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O3-5 救急出場体制の変更による効果について

高崎市等広域消防局

追川　知巳、宮本　　守、神保　勝矢

【目的】救急出動件数は年々増加の一途たどり、平成30年は全国で660万5千
件を超える。
当消防局でも同様に平成30年には2万件を超え。総務省消防庁が平成17年に
救急隊員の適正な労務管理について方策を示し、平成30年3月に改正が行わ
れた。
　当消防局では、高崎市内の3署において、平成26年から救急係1名増員の4
名配置とし、特に出動の多い「高崎北消防署、以下、北署」では、平成30年
からさらに1名増員とした。
増加する救急出場とそれに伴う業務の拡大のため、平成31年度から新たに
救急課を新設、北署救急係も1名増員の6名体制とし、救急車の常時2隊運用
を開始した。
　平成31年度以前では、救急2号車隊は、水槽隊との兼務であり、消防業務
の合間に救急出動していた。救急車の常時2隊運用の効果を検証する。

【対象】
①北署の出動件数、管内・管外出動件数、１号車と２号車の出動割合。
　また、消防局管内と北署の現場滞在時間と病院収容時間の比較
　調査期間　平成28年4月1日～令和元年6月30日
　調査方法　  高崎市等広域消防局 消防情報支援システム PD-Webに入力さ

れたデータから抽出
②救急隊員自覚症状調べ、脈拍変動調査

　調査期間　令和元年7月13日～令和元年8月31日
　調査対象　当消防局4署救急隊員51名（無作為抽出により1当務1人を実施）
　調査内容　  始業前後に【Ｈ22改訂】日本産業衛生学会疲労研究会　自覚症

状チェック表を記載。
　　　　　　就業前後、出場途上、病院到着後に脈拍を測定する。

【結果】北署の救急出動件数は増加傾向にあるが、管轄内外の出動件数には
大きな変化は認められない。
出動件数の内訳を見ると各署の救急車1号車の出動割合は多かったが、平成
31年度から北署は救急出動が交互運用となり、出動割合は８対２から５対５と
平準化している。
　また、出場件数が増加しているが、現場滞在時間及び病院収容時間は減
少した。
　自覚症状調べでは、現在も調査継続中であるが、従前の聞き取り調査で
は肉体的、精神的にも疲労は軽減しているとの回答を得る。【調査終了後、
修正・追記】

【考察】救急出動件数の多い北署において救急隊、常時2隊運用としたことで
救急車1台あたりの救急出動件数の平準化と救急隊員の身体的疲労軽減に一
定の効果を認める。
　さらに救急出場件数の増加が予想される中、当消防局でも救急隊労務管
理の必要性を継続的に検証していかなければと考える。

O3-6 救急車の安全性向上への取り組み 
～隊員が「見る」ために、救急車を「見える」ように～

川口市消防局

金澤　知子、南　　　誠、大山　孝謹、西川　　司、小田巻隆士、長谷川祐亀、乾　　浩造

【目的】川口市は埼玉県の南部に位置し、人口60万人を擁す
中核市として都市化が進む一方、郊外には、昔ながらの狭隘
で街路灯の少ない道路など、救急車の走行が困難な場面に遭
遇する地域も多く残っている。このような状況から、救急車
をより安全に運用できるようになることを目的に、当局で取
り組んだ「救急隊員の経験則を基に行われた車両改良」と「過
去に発生した救急車の関係する交通事故の分析調査」につい
て報告する。

【対象と方法】救急隊員は、街路灯が少なく周辺環境が暗い
道路を夜間走行する際、車両下部が暗く視認しづらいとい
う共通認識を持っていたことから、「見えにくさ」を解消する
ため、車両側面下部からタイヤハウスにかけてＬＥＤテープ
を装着した。その効果として、サイドミラーでの後方視認性
が格段に向上し、車体と障害物との距離間や後輪の位置が把
握しやすくなった。また、機関員だけでなく誘導員も車両周
囲の障害物を確認しやすくなった。改良費用は約３万円と大
きな負担はなく、工期も短いなどメリットが大きかった。試
行運用の結果、効果的な対策として当局の救急車全車に導入
され、どのような道路条件でもより安全に走行できるように
なった。

【方法】交通事故報告書から調査対象を抽出し、有意差のあっ
た項目について検証した。

【対象】平成２５年度から平成２９年度に当局で発生した救急車
の交通事故４３件

【結果】車両の損傷箇所は左側面５３％、車両側面下部に集中
し、機関員がサイドミラーで確認を行う際、見えづらく感じ
ていた範囲と合致した。交通事故が発生するタイミングにつ
いては、夜間の出場時と、車両が動き出してから５分以内に
多いことがわかった。

【考察】この取り組みにより、救急隊員の安全確認に対する
意識が高くなり、ＬＥＤテープ装着後も明るさだけに頼らず、
しっかりと「見る」意識を持って安全確認を行うようになっ
た。また、過去の交通事故の経験から注意を払わなければな
らないポイントを明確にし、組織内で広く共有できるように
もなる等、極めて効果的な取り組みとなった。車両改良につ
いては、救急車の装備の選択肢の一つとして普及し、救急活
動の安全性の向上に役立つことを期待している。
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O3-7 車椅子を活用した傷病者搬送

松江市消防本部

満田　一樹、津森　一宏、宮田　紘希

【目的】救急現場での搬送手段として車椅子を活用できない
か検討を行っている。
　救急現場によっては、ストレッチャーが傷病者の直近まで
持ち込こめない場所や、傾斜、段差などの理由でストレッ
チャー搬送では危険を伴う場合がある。また、ターポリン素
材などの簡易担架を使用しての搬送では、隊員の疲労負担や、
窮屈な姿勢での搬送による傷病者の身体的な負担の軽減に向
け車椅子を活用するものである。
　現在、使用開始から5年が経過したことから、車椅子を救
急現場で使用する利点や、使用開始当初から現在に至るまで
の改善点や今後の課題などを紹介する。

【対象と方法】車椅子の使用は、必要性が高い高層階建物や
大規模な施設への出場とした。また、救急車に車椅子を常時
積載できるスペースがないことから、指令内容により救急車
内へ積載する、あるいは、支援活動のため出場する消防隊に
よる現場携行を行った。
　対象とする傷病者は、症状が安定し、自身で座位の状態を
維持でき、座位での搬送が状態を悪化させないと救急隊が判
断できたものとした。

【考察】救急隊員の肉体的疲労の軽減については、2名から3

名で行っていた搬送が、移動が容易な車椅子を使用すること
で1名でも行えるなど、安全性の向上や隊員の負担は軽減で
きる。また、エレベーターを使用する事案では、狭隘なスペー
スでの搬送が容易に行うことができ、現場活動時間の短縮に
も繋がっている。
　傷病者については、楽な姿勢での搬送となるため、身体的
負担が軽減されるほかに、進行方向を直視できるなど安心感
を与えることができる。
　車椅子の携行と使用後の回収方法について課題があった
が、現在では小型の車椅子に変更することで、救急車に常時
積載が可能となっている。

【結語】救急隊の活動に特化した車椅子を使用することがで
きれば、さらに使用の幅は広がると考える。
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O8-1 ドクターカーとドクターヘリの効果的な運用のための一考察

1）奈良県広域消防組合消防本部、2）奈良県立医科大学附属病院高度救命救急センター

吉井　克昌1）、田中　　勉1）、大山　有紗2）、淺井　英樹2）、福島　英賢2）

【目的】当消防組合と奈良県立医科大学附属病院高度救命救
急センターでは1998年から協定書に基づき早期医療介入を目
的にドクターカー（DC）の運用を実施している。2017年3月
からは、同センターが中心となりドクターヘリ（DH）の運用
も開始され、昼間時間帯において医師が現場へ赴くシステム
の選択肢が増えた。緊急度の高い事案への出動により早期医
療介入を目的としているため、これらの出動基準キーワード
が類似しており、出動運用は通信指令員の裁量に委ねられて
いる部分が大きく、DC・DHのペア出動を含め、出動体制は
あいまいであるというのが現状である。今回、早期医療介入
に焦点をあて、医療機関までの距離の影響を分析し、限りあ
る医療資源の効率的かつ効果的な運用を考察することを目的
とした。

【対象と方法】2018年4月～2019年3月の1年間において、昼間
帯（9：00～17：00）に奈良県立医科大学高度救命救急センター
へDCもしくはDHで搬送された傷病者を対象とし、搬送形態
別に「同救命救急センターからの距離」と「消防覚知から医療
介入までの時間」について単回帰分析を実施するとともに散
布図を作成し最小二乗法により回帰直線を算出し、それぞれ
の搬送方法について比較し考察する。

【結果】搬送対象件数はDC、DHでそれぞれ158件、193件。
陸路であるDCは病院からの距離と早期医療介入までの時間
との相関関係は顕著である（R2=0.61）。DHは運航スピード
が速いこともあり相関関係は弱く（R2=0.17）、一番早期に医
療介入できたのは消防覚知から16分後であった。また、DC、
DHの回帰直線の交点は13.6kmであった。

【考察】DC、DHの回帰直線の交点である13.6㎞よりも遠方の
場合DHが直ちに出動できる場合はDCの出動はなくても良い
と考えられる。ただし、ランデブーポイント（RP）が少ない
地域等はDCを先行して出動させることも考慮しなければな
らない。
DHでの医療介入までの期間中の最小時間は16分であり、DC
の回帰直線に当てはめると3.5kmとなる。現状の可能性とし
てはペア出動で効果的であるのは3.5ｋｍから13.6ｋｍであり、
3.5ｋｍまでの病院近隣地域についてはDHの運用はせずにDC
のみの運用でよいと考えられる。
現状ではDHの場合RP確保に時間を要しており、消防覚知か
らDH要請までは平均14.6分であり、DCの消防覚知から出動
までの平均7.4分と比較してかなり時間を要しており、DHの
早期医療介入には早期のRPの確保が今後の課題といえる。

O8-2 ドクターヘリとドクターカーの協働運用 
～「病院前救急医療の最適化」を目指して～

諏訪広域消防本部

窪田　　諒

【目的】当地域では、県が運用する２機のドクターヘリと、加
えて地域内の３次医療機関で運用するドクターカーがある。
ドクターヘリは所属地域外から飛来するが、飛来時間は最短
で１０分程度であり、ドクターカーの到着より早い地域もあ
る。また遠隔地ではドクターカーよりドクターヘリの方が傷
病者への接触が早い反面、ドクターカーを運用している３次
医療機関周辺はドクターカーでの接触が早い。この両者の境
を規定することは困難であり、要請する消防本部の判断は重
要である。現状を検証し、今後、ドクターヘリとドクターカー
を活用した「病院前救急医療の最適化」を目的とする。

【症例】地域内の３次医療機関から陸路で１０分圏内はドク
ターカーを要請、それ以外はドクターヘリを要請することを
原則としているが、判断に迷う場合は両者を同時要請し、先
着した機関と救急隊が連携することを消防本部、ドクターヘ
リ運用医療機関、ドクターカー運用医療機関の３者会議で調
整を行った。また、主に多数傷病者症例については両者の同
時要請を可能とし、先着した機関が医療面での指揮を取るこ
とも事前の申し合わせ事項とした。過去には多数傷病者発
生事案に両者同時要請・出動や単独傷病者に対してドクター
カーからドクターヘリへの引き渡し事案など両者が協働運用

する症例がある。
【結果・考察】両者を効果的に運用するには、要請側の消防が
何を期待しどのように活動してもらうかという戦略を、現場
だけでなく指令課も含めた消防本部全体の共通認識のもと、
ドクターヘリやドクターカーへ具体的な指示が不可欠であ
る。また、傷病者の予後改善のため最短で根本治療に繋げる
活動を目指す過程で、ドクターヘリやドクターカーを効果的・
効率的に活用していかなくてはならない。そのために、覚知
段階では受報内容から発症時間や疑われる病態、医療機関ま
での距離を勘案した要請、現場では傷病者の的確な病態把握
や根本治療可能な医療機関の選択、早期医療介入の効果の判
断などの活動方針を、指令員と救急隊員がそれぞれの立場で
判断し、組織として総合的な判断が問われる。そのためには、
各個人の知識や技術を向上するとともに、組織力の向上を目
指し、各役割に応じた効果的な訓練の策定・実施が必要だと
考察する。
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O8-3 バイスタンダ―の早期除細動、絶え間ないCPRと救急隊・ド
クヘリ連携による完全社会復帰

姫路市消防局

加茂　　仁

【目的】姫路市では消防団員に「応急手当指導員講習会」を定
期的に実施、住民対象に「普通救命講習会」を月１回、それ以
外にニーズに応じて年間約４３０回の救急講習等を実施し、応
急手当の普及を推進している。また、救急隊員教育において
は、年間計画を作成し、それに基づく訓練、病院実習と合わ
せて救急ワークステーション（病院派遣型）事業を展開、スキ
ルアップを図っている。
　当市北部を管轄する「姫路市中播消防署」は、管轄面積が広
く、山間部に位置する特殊な地域であり、兵庫県南部ドクター
ヘリを年間５０件以上（当市要請件数の過半数）要請、連携し
救命活動にあたっている。
　今回、ゴルフ場で発生したCPA（難治性Vｆ傷病者）事案に
おいて、全ての関係者が有機的に連携した結果、完全社会復
帰を果たした症例を経験したので報告する。

【症例】平成３１年１月８日１３時頃、管内ゴルフ場で、プレイ
中の６６歳男性が６番ホール（クラブハウスから２KM）気分不
良後にCPAとなる。バイスタンダー（消防団員）によるCPR、
ゴルフ場関係者による迅速なAEDの手配と除細動（４回）、救
急隊員による早期ドクヘリ要請、救命処置、さらにドクヘリ
のゴルフ場内（フェアーウェイ）への離着陸を許可したゴルフ

場関係者、並びに救急支援及び安全管理にあたった消防隊員
そして、ドクヘリ医師引継ぎと、全ての連携が機能し「救命
の連鎖」が隙間なく繋がり、傷病者を完全社会復帰に導いた
事案である。参考までに、バイスタンダー使用のAEDのデー
タを確認したところ、救急隊到着までの間、１０秒以上の中
断の無い絶え間ない胸骨圧迫に感銘を受けた。

【結果・考察】中播消防署管内には、ドクヘリ臨時離発着場が
２７箇所登録されているが、今回のケースでは救急隊が他の
搬送手段は困難と判断し、ゴルフ場の許可を打診、快諾が得
られたことにより、早期の医療介入、さらに市内中心部の臨
時離発着場まで情報指令課員の要請を受けた、兵庫県立循環
器病センター医師がタクシーで向かい待機、救命処置が継続
できたことが奏功したと考察される。
　本事案を機に姫路市内のゴルフ場に緊急時のコース内（グ
リーン上等）へのドクヘリ離着陸の可否調査を実施、調査後、
別のゴルフ場において発生した同様事案に、調査結果を活か
しドクヘリがグリーン上に緊急離着陸、連携よく当該事案も
完全社会復帰に繋がったことを併せて報告する。

O8-4 救急隊・防災ヘリ・ドクターヘリのコラボレーションについて

羽咋郡市広域圏事務組合消防本部

内田　聖人

【目的】２０１８年９月、石川県立中央病院を基地病院としたドクター
ヘリ（ドクヘリ）が配備された。石川県内では、ドクヘリの対応は
初めてで、手探りの状態でのスタートだった。その中で、山間部
での救急救助出動において「救急隊・防災ヘリ・ドクターヘリ」の
コラボレーションとなった症例を経験したので、通信指令員の観
点から報告する。

【症例】２０１８年１２月〇日９時３分覚知。傷病者の知人からの通報
で「男性が山林で木の下になったので救急車を呼んでほしいと言
われた。山の入口から２０分程かかる場所で説明は難しいが、山
に詳しい〇〇さんに案内を依頼してある」との内容。
　通信指令室は、現場までのルートや傷病者の状況が明確でない
中、ドクヘリを覚知要請した。ランデブーポイント（ＲＰ）の地上
隊には、現場までドクヘリの医師、看護師を搬送するよう指示し
た。現場は傾斜がある雑木林にあり、車両が通行可能な林道は途
中から狭隘な山道に変わり、進行不能となった。その先は、案内
人を先導に徒歩にて進行し、傷病者と接触した。状況は、伐採中
に切断した木（直径約０．４ｍ、高さ約１５ｍ）が、周囲の木の枝に絡
み倒れず、垂直に起立した状態で横にスライドし、傷病者の右下
腿部を下敷きにしていた。救急隊は、地上から傷病者の搬送は困
難と判断したため、通信指令室は防災ヘリを要請した。傷病者を

救出後、防災ヘリは、現場付近から医師、傷病者、看護師を順に
ピックアップし、ＲＰに待機していたドクヘリに引き継いだ。

【結果・考察】本症例は、救急隊の応急処置及び医師等の早期医療
介入→防災ヘリの救助→ドクヘリの三次医療機関への搬送、とい
う形で終結した。
　傷病名　右下腿部コンパートメント症候群、右腓骨・脛骨骨折　

（重症）
　この症例の経験から課題を列挙した。
１、キーワードに該当しなかったが、通報者が発する言葉や表現
から、現場を想像しドクヘリ要請に繋げた。オーバートリアージ
を恐れず、積極的に要請できる体制が必要と感じた。
２、キーワードに対しては、躊躇なく自信を持った判断で、適切
な要請ができるよう努める。
３、「ドクヘリは特別なツール」ではなく、日常的な選択肢の１つと
して、浸透させていく。
４、「ドクヘリ→早期医療介入」「防災ヘリ→救助・捜索・消火」と
各々のメリットを再確認。
　今後も「ドクヘリを要請」という業務に実績を積み、住民が期待
するドクヘリに対して、理想的な通信指令室を目指し、活動して
いく。
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O8-5 北東北三県ドクターヘリ広域連携に基づく２機同時要請の考察

1）久慈広域連合消防本部、2）岩手県立久慈病院

田子　直人1）、新造　　真1）、吉田　　徹2）、皆川　幸洋2）

【目的】当地域では北東北三県ドクターヘリ（DH）広域連携協
定に基づき、県境を越えたDH要請を行っている。また、広
域連携運行マニュアルに「多数の傷病者が発生し自県DHの
みでは対応できないと搭乗医師が判断したとき」の項目があ
ることから、１つの救急事案に２機のDHを要請する場合があ
る。当該事案を検証し、２機同時要請の成果と課題点につい
て考察する。

【症例】過去に発生した２機同時要請事案から、１例を紹介す
る。国道上において、車両３台が絡む多重事故が発生した。
現場から医療機関までは、陸路搬送で約30分を要する。直近
の消防署に救急車は１台。指令室は、自県及び他県のDHへ
出動要請を行った。現場到着後、２名の傷病者を確認。１名
は胸部の痛みを訴え、頻呼吸が見られる。もう１名は顔面か
らの出血を認める。事故車両の破損状況から、高エネルギー
外傷が疑われた。救急隊は、胸部痛の傷病者を約500m離れ
たランデブーポイント（RP）へ搬送。先にRPに到着した他県
DHへ傷病者を引き継いだ。傷病者は管外の医療機関へ空路
搬送され「肋骨骨折、血気胸、脳震盪（中等症）」と診断された。
続いて到着した応援救急隊が、頭部及び顔面外傷の傷病者を
同じRPへ搬送。自県DHへ傷病者を引き継ぎ、こちらは管内

の医療機関へ空路搬送され「高エネルギー外傷、頭部・胸部
打撲（中等症）」と診断された。

【結果・考察】多重事故等の救急現場において、DH広域連携
により多くの医療スタッフを現場へ要請できることは、傷病
者にとって非常に有益であると思われる。本事案は医療機関
まで距離のある現場であり、早期医療介入と搬送時間短縮の
点で、メリットが多かったと言える。また、傷病者の分散搬
送を円滑に行えたことも２機同時要請の成果であったと考え
る。課題点としては、２機のDHを降ろすRPの選定が挙げら
れる。本事案では近くに広いRPがあったため事無きを得た
が、そのようなRPは限られるのが現状である。また、県によっ
てDHの使用する消防無線の周波数が異なるため、無線の混
信や情報の錯綜が発生するおそれがある。今回の事案では指
令室から使用CHを事前に示したことで、それを回避するこ
とができた。DHの配備が全国的に進み、他県ヘリと連携す
る取り組みが各地で広がりを見せている。当地域においても
引き続きDHとの連携について検証を行い、今後発生するで
あろう様々な災害に備えていきたい。

O8-6 遠隔地救急事案における救急連携体制について

立山町消防本部

山本　和洋

【目的】立山町消防本部では、遠隔地における重症救急事案
に対し、傷病者をいかに早く医師の管理下に置けるかに重点
を置き、警察、民間、ドクターヘリと連携した活動を目指し
ている。今回、救命連鎖が円滑に実施された症例を発表する
ことで、連携活動の参考にしていただきたいもの。

【症例】平成３１年４月２２日、国際的観光地である富山県「立山
黒部アルペンルート」の高原バス内で急病事故発生。４３歳の
男性が高原バス乗車中、標高１６００ｍ地点で心肺停止となっ
たもの。現地は携帯電話不感地帯のため、運転手が無線を通
じて救急要請。同乗していた女性が標高９７７ｍの美女平駅ま
での約３０分間ＣＰＲを継続。美女平駅到着後、すぐに駅員が
駅備え付けのＡＥＤをバス内に持ち込み除細動を実施したと
ころ、呼吸・脈拍が回復。当消防本部はドクターヘリを覚知
要請し、ランデブーポイントを美女平駅に設定していた。現
場は遠隔地で救急車が先行できない為、緊急性、天候、日没
時間が迫っていること等を考慮し、ドクターヘリは自隊で安
全確認を行い着陸。天候不安定のため医師２名が降りた後、
ヘリは病院へ帰投。バイスタンダーの救命手当による心拍再
開後、すぐにフライト医師２名が傷病者と接触し、呼吸・循
環管理開始。間もなく救急隊が現場到着し、高原バス非常口

から車外救出後、救急車に医師２名が同乗し、約３０ｋｍ離れ
た病院に搬送開始。傷病者は除脳硬直が見られ、搬送中も痙
攣、不穏、安静を繰り返した。救急隊が呼吸管理を行い、医
師が抗痙攣薬等の投与及び循環管理を行いながら病院収容と
なる。病院収容から６日後には意識清明となり、後遺症なく
社会復帰となった症例である。

【結果・考察】当消防本部では、遠隔地において救急事案が発
生し、救急隊が傷病者と接触するまでに時間を要する場合、
次の３点を総合的に判断し活動している。①通報内容から、
傷病者を事故発生現場から移動させることが、傷病者の予後
に有益になるかどうかを判断。②傷病者を移動させる場合は、
救急隊がより早く傷病者と接触できるよう、最適な手段を選
択。③傷病者をできるだけ早く医師の管理下に置くための最
善の方法を考察。
遠隔地における重症救急事案については、時間との勝負であ
り、今回はバイスタンダー、救急隊、ドクターヘリ（医師）が
連携を取り、救命に至った症例であるが、救命率の向上に繋
げるための最善の方法について、今後とも検討を図りたい。
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O8-7 消防団員によるドクターヘリ場外警備の取り組みと今後の課題

下北地域広域行政事務組合消防本部

宮木　　豊、小林　秀孝

【背景・目的】下北消防本部（以下、当消防本部）は本州最北端
に位置し、１市１町３村で構成され各市町村に署、分署が配備
され日々の救急業務に対応しています。また、当消防本部管
内には３次医療機関が存在せず、高度医療を必要とする傷病
者は長時間の搬送を余儀なくされています。なかでも、佐井
村の牛滝・福浦地区は、直近隣接署所のほぼ中間地点に存在
し、救急隊の接触まで３０分以上を要するため医療に対する
地域格差が生じています。これらの問題を解消するため、住
民が早期に高度医療を受けられるドクターヘリ（以下、DH）
は有効と考え、平成２９年からは覚知時点でのDH要請がなさ
れるようになりました。しかし、直近消防隊による場外警備
が間に合わないという更なる問題点が生じました。その問題
点を解消するため、当消防本部では場外警備を地区の消防団
に依頼しています。
　今回、過去の佐井村牛滝地区・福浦地区におけるDH事案
の検証を実施。結果から改善された点、今後の課題について
報告する。

【調査】平成２５年から平成３１年３月現在、佐井村におけるDH
要請件数は１３件、うち牛滝・福浦地区においては計６件あり
ました。これらの事案に対して調査、検証を実施。

【考察】事案発生時の地区消防団員への電話連絡、場外離着
陸場である学校関係者及び地区住民への防災行政無線による
注意喚起など連絡体制が確立された。また、最重要事項であ
る安全管理に対しては、地区消防団に対して必要資機材の配
備、場外警備確認事項チェックシートを活用し通信指令課と
連携することでDHの安全運航に繋げた。
　今後の課題としては、救急隊より早期にフライトドクター
が傷病者に接触する可能性が高いため、通信指令員による傷
病者情報、経過情報の聴取能力の向上が求められる。また、
重症傷病者に対しては覚知時点でのDH要請が重要となるこ
とから、地区において救急法を開催し的確な通報に繋げる必
要がある。

【結語】遠隔地において、DHは最良の医療機関である。
　地区の消防団により迅速な場外警備体制が確立されること
で、DHの安全運航に繋がる。また、消防団員が医師搬送を
行うことにより医師の早期接触、早期処置が可能となる。今
後も消防団員及び地区住民と救急法等を通じて連携を図り、
遠隔地の救急医療体制構築に努めていく。
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O12-1 指導救命士による日常的教育としての救急隊招集訓練及び救
急隊同乗指導の取り組み

福岡市消防局

大神　信洋

【目的】福岡市の人口は、約158万人で今もなお増加傾向であり、平成30年中の救
急出動件数は８万件を超え、その救急出動を29隊の救急隊（日勤の救急隊１隊を含
む）で対応してきた。
　そのような中、出動可能救急隊を減らすことなく、救急救命士の新たな負担を
増やすことなく再教育を行うため、これまで病院実習が主となっていた救急隊の
教育体制を見直し、消防本部の救急課に配置した指導救命士による「救急隊招集
訓練」及び「救急隊同乗指導」を平成２９年度に試行したうえで、平成３０年度から本
格的に実施し２年目を迎えた。
　当消防局が行う救急隊招集訓練及び救急隊同乗指導について紹介する。

【対象と方法】
１ 救急隊招集訓練（２時間）年に各隊１回
　指定した２隊を訓練場所に招集し、シミュレーション訓練等の教育訓練を行う。

（１）指導救命士からの講義
　訓練目的の確認や、救急行政の現状について講義を行い“やりがいのある救急
隊づくり”の意識付けを行う。

（２）シミュレーション訓練
　指導救命士が示す想定に従いシミュレーション訓練を実施し、１次検証要領の
確認を行う。

（３）意見交換
　業務や訓練内容について意見交換を行い、今後の教育訓練方針の策定などに生

かす。
２ 救急隊同乗指導（４時間）年に各隊３回
　指導救命士が救急出動に同乗し、救急隊招集訓練を踏まえチェック表に沿って
活動をチェックする。

【結果】
・救急車の運行に関する教育（同乗者へのシートベルト着装の徹底、遵守事項）
・救急救命士養成所入所予定者や新救急隊員への指導方法伝達
・救急救命士養成所入所予定者の選考について、上司や先輩の意見を聞いたうえ
で、現場活動を見て行うことができ、よりやる気がある職員を選考することがで
きた。
・メディカルコントロールや施策についての情報伝達
・医師と顔が見える関係構築の手助け
・救急課職員と救急隊員の情報交換 など
　全体教育や文書の発出だけでは伝わらない、きめ細かい指導を行うとともに、
双方向の教育を行うことができた。

【考察】訓練に参加した隊員からも
　・ざっくばらんに話ができたため、よい意見を交換できた。
　・実際に現場で行動してフィードバックしてもらえるのがとても良い。
　などの感想が寄せられており、直接現場の声を聴き、それらを次年度の教育訓
練基本計画等に反映することができるため、今後も取り組んでいきたい。

O12-2 消防本部間を超えた救急車同乗実習による救命士再教育について

1）石川県 MC 協議会、2）石川県消防学校、3）金沢医科大学病院、4）金沢大学附属病院

西　　大樹1,2）、万行　政仁1,2）、宮坂　和秀2）、和藤　幸弘1,3）、稲葉　英夫1,4）

【目的】石川県では中央と僻地の消防本部間で救急出動件数
に大きな差が認められる。県内救命士の実地経験均一化と県
内指導救命士の広域活用を目的とし、消防本部間を超えた救
急車同乗実習による救命士再教育を平成２９年度から行って
いるのでその取り組みについて紹介する。

【対象と方法】石川県MC協議会主催として平成２９年度に４１
名の救命士が、石川県消防学校が実施する救急救命士生涯教
育講習の実習として平成２９年度に２３名、平成３０年度に２６名
の救命士が自所属以外の消防本部において救急車同乗実習を
行った。
　救急車同乗実習を行うにあたり、自所属以外の救急車で出
動し救急処置を行うこと、万が一事故が発生した場合におけ
る補償等についての問題提議を受けたが、各消防本部担当者
と十分な協議を重ね、救命士が加入する保険内容と補償範囲
を明確にするとともに同乗実習生が行える処置範囲を整理す
ることで実施に至った。

【結果】消防本部間を超えた救急車同乗実習の有効性につい
て、実習を経験した救命士にアンケート調査を行ったところ、
実習内容について８７％の救命士が大変良い、１３％の救命士
が概ね良いと回答しており、消防本部間を超えた救急車同乗

実習は満足のいく実習であったことが分かった。
　また「他所属救急隊の活動を直接見ることができ参考に
なった。」「他所属の指導救命士から指導を受ける貴重な経験
ができた。」などOn the jobに関する好意的意見だけではな
く、「自隊が持たない救急資器材や装備品を知る機会となっ
た。」「他所属の訓練方法・教育内容について学ぶことができ
た。」「出動体制や指令システムなど自所属では行われていな
い救急体制を知ることができた。」といったOff the jobに関す
る好意的意見も多く聞くことができた。

【考察】全国の都道府県消防学校に確認したところ、救命士
が自所属以外の消防本部で救急車同乗実習を行うといった教
育を実施している消防学校は存在せず、石川県は他の都道府
県が試みていない先進的な救命士再教育を行っていると思わ
れる。
　救命士が消防本部間を超えた救急車同乗実習を行うことは
自己のスキルアップを図るだけではなく、自所属の救急体制
改善・向上についても一助と成り得る。将来的には、都道府
県間またはMC間を越えた救急救命士の救急車同乗実習を救
命士再教育として導入する必要もあると考える。
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O12-3 特定行為手技の統一を見据えた確認訓練の実施について

稲敷広域消防本部

村松　良幸、古畑　昌良、中村　匡志、細谷　典明、椎名　猛美、高橋　竜夫

【目的】稲敷地区メディカルコントール協議会では、事後検
証会において静脈路確保の成功率について議論され、検証医
から成功率７０％を目標にすると示された。静脈路確保成功
率は徐々に上がってきているが、養成機関の違いから手技の
実施方法に若干の相違がみられたため、検証医及び指導救命
士により独自の手技テキストを作成、そのテキストを基に特
定行為手技確認訓練を行い指導救命士が評価し、手技統一を
図った。特定行為手技確認訓練の評価表から手技不適項目を
抽出、訓練実施者にアンケート調査を行い、今後の訓練のあ
り方と指導について検討した。

【対象と方法】救命研修所等卒業の救命士（以下、研修所卒救
命士）４８名、大学及び専門学校卒業の救命士（以下、学卒救
命士）１８名に対し、作成した手技テキストを基に、気管挿管、
ラリンゲルチューブ、静脈路確保及び薬剤投与、血糖測定及
びブドウ糖溶液投与について手技を実施、それぞれ評価表を
用いて、５消防署に配置されている指導救命士が自己所属の
救急救命士の評価を行った。手技不適項目については、経験
年数と研修所卒救命士、学卒救命士にわけて抽出した。

【結果】気管挿管については、挿管準備（カフエア漏れ確認、
喉頭鏡確認等）が、研修所卒救命士は手技不適項目が多く、

学卒救命士は手技不適項目が少ない。挿管実施（ブレード挿
入、声帯確認等）は、研修所卒救命士、学卒救命士ともに手
技不適項目が多い。
　ラリンゲルチューブについては、研修所卒救命士、学卒救
命士ともに手技不適項目は少ない。経験年数による差も見ら
れない。
　静脈路確保及び薬剤投与については、事前準備（資器材確
認、輸液回路接続等）が、研修所卒救命士は手技不適項目が
多い。アドレナリン投与（シリンジ操作、投与前の脈拍確認等）
は、研修所卒救命士、経験５年未満の学卒救命士に手技不適
項目が多い。
　血糖測定及びブドウ糖溶液投与については、観察判断（神
経症状の観察、既往歴聴取等）が経験年数問わず研修所卒救
命士は手技不適項目が多い。経験５年未満の学卒救命士は、
観察判断、血糖測定の項目について未実施者がいる。

【考察】研修所卒救命士、学卒救命士とも、作成したテキス
トをもとに基本に則った手技を再確認することで、現場にお
いて円滑な活動が行えるのではないか。今後の指導は、自己
所属の指導救命士だけではなく、他署の指導救命士が指導す
ることで厳正な評価ができると考える。

O12-4 指導救命士が統計学を学ぶ意義と必要な統計リテラシーは何か

岸和田市消防本部

一ノ瀬佳彦

【目的】指導救命士養成カリキュラムには統計学が含まれている。
統計学受講前の研修生の統計学的知識や研究活動経験の有無をア
ンケートにより調査し、指導救命士が統計学を学ぶ意義と今後必
要となる統計リテラシーについて考察する。

【対象と方法】対象は、救急救命九州研修所で開講された令和元年
第2期指導救命士養成課程受講者のうち演者を除く137名に対し統
計学受講前に配布したアンケートを回収し、有効回答であった計
128名分。アンケート内容は、筆頭演者・著者としての学会・論文
発表経験（以下、研究経験）の有無、統計解析の知識と技術（以下、
統計能力）を有しているかとその手法、統計学受講経験の有無等。
統計処理は、Fisherの正確検定、ロジスティック回帰分析にて行
い、有意水準は5％未満とした。統計ソフトウェアはRを使用した。

【結果】統計能力あり群は有意に研究経験があった（p=0.014）。勤
続年数で補正した場合も同様に有意差があった（P=0.013, オッズ
比9.41）。
統計能力保有者の中に多変量解析を行える者はいなかった。また、
統計学受講経験者は4名であった。

【考察】救急救命士のほとんどはこれまで統計学を学ぶ機会を得な
かった。また、資格取得後も教育を受ける機会が無い。このこと
が統計学に対する忌避感や苦手意識を招いている。

救急救命九州研修所で行っている指導救命士養成研修における統
計学講義では、Microsoft社製Excel®の「データ分析」機能、マクロ
等を用い、「Fisherの正確検定」、「t検定」を学ぶ。その講義手法は、
模擬データをパソコンで解析処理する実践的演習方式である。研
修末期には別の模擬データを用いた効果測定もあり、基礎的な統
計学の学習効果は十分あると考える。
アンケート結果から、研究経験と統計能力に関連が見出せたこと
から、統計能力を得ることと研究活動への意欲が相互補完的に向
上することが期待される。
しかし、指導救命士が「救急現場学」の構築を目指し、良質なエビ
デンスを発信するためには、単変量解析のみの技術や知識では不
十分である。各比較群の背景が揃うランダム化比較試験とは違い、
観察研究においては交絡の補正が必要不可欠であり、単変量解析
のみでは国際誌に研究結果を発表することはほとんど不可能1との
指摘がある。
今後は指導救命士にも多変量解析など、高度な統計学的手法や知
識を習得するための新たな機会を設けていく必要があると考え
る。

1 新谷歩、 『今日から使える医療統計』、 （医学書院、 2015）、 56

第
1
会
場

第
1
会
場

1
日
目

2
日
目

第
2
会
場

第
2
会
場

第
3
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
7
会
場

第
8
会
場

第
8
会
場

第
9
会
場

第
9
会
場

第
10
会
場

第
10
会
場

1
日
目

第
6
会
場



The 28th National Ambulance-crew Symposium 133

一般発表１２ 指導救命士・教育

O12-5 北九州市消防局における救急隊員の教育体制の取り組みについて

北九州市消防局

藤澤　浩輝、山﨑　裕介、木村　信幸

【目的】救急隊は、消防法第２条９項に基づき救急業務に対応している。
　年々増加する救急需要に対応するため重症はもちろん、中等症、軽症
の傷病者を含めた救急業務の質の向上を図るために本市が取り組んでい
る①医療機関と連携した救急隊員の教育体制②指定指導救命士を中心と
した教育体制について紹介する。

【対象と方法】
１ 医療機関と連携した教育体制
（１）常設型救急ＷＳ及び派遣型救急ＷＳを併用した取り組み
　　ア 常設型救急ＷＳ
　　　   指導救命士を配置した高度救急隊を常設し、新規の救急救命士の

教育、医師同乗実習等の取り組みを行っている。特に、新規の救
急救命士は、１年間を通して医師の同乗指導や指導救命士から研
修を受ける事ができている。

　　イ 派遣型救急ＷＳ
　　　   市内５医療機関の協力を得て、本市２２隊の救急隊のうち２０隊を医

療機関へ派遣し、年間を通して救急救命士だけではなく、病院実
習を経験することのできない救急隊員についても医師から指導を
受ける事ができている。

２ 指定指導救命士を中心とした教育体制
（１）救急業務に必要な知識、技術、連携に対する取り組み

　　ア 知識に関すること
　　（ア）関係法令、プロトコール、接遇等に関する研修
　　（イ）学会及び講習会等への発表に関する指導
　　（ウ）一次検証及び事後検証結果の伝達、説明及び指導
　　（エ）入職前に救急救命士資格を取得した者を対象とする学習指導
　　（オ）指導救命士が行う企画立案等、業務の補助及び指導
　　イ 技術、連携に関すること。
　　（ア）  常設型救急ＷＳの訓練施設及び資器材を有効活用した救急隊員等

に対する基本手技訓練及び総合シミュレーション訓練の指導
　　（イ）  救急隊集合訓練での基本手技訓練及び総合シミュレーション訓

練の指導
　　（ウ）地域の消防本部が連携した合同の救急訓練
　　（エ）新規救急救命士に対する継続的な指導

【結果】
　①現場滞在時間 １０．０分（２１都市中１番目）
　②入電（１１９番受信）から病院到着までの時間 ２８．８分（２１都市中１番目）

【考察】医療機関との連携・指導救命士を軸とした教育体制の構築により、
救急救命士や他の全救急隊員が指導医師や指導救命士から継続した指導
を受けることで、全救急隊員への質の向上が図られており、今後も医療
機関等と協力しながら教育体制を継続する必要がある。

O12-6 指導救命士養成研修を終えてから指導救命士の現状と課題そ
して展望

さいたま市消防局

河野　　豊、菊池　隆彦、長沼　史朗

【目的】埼玉県では、平成３０年７月から約１ヶ月に渡り埼玉県
第１回指導救命士養成研修が行われ、埼玉県下３２名の指導救
命士が新たに誕生した。令和になり第２回指導救命士養成研
修が行われたことにより、さいたま市消防局には消防大学校、
救急救命九州研修所及び埼玉県指導救命士研修を終えた指導
救命士認定者が１７名（救急業務に従事していない者を除く）
となった。指導救命士として各消防本部内での役割が増える
一方、現場における問題点および今後の方向性を検討し報告
する。

【対象と方法】平成３０年度に救急救命士採用枠として入職し
平成３１年度から救急隊として配属された民間救急救命士養
成所卒業者３名に対して、救急救命士運用開始前におけるス
キルチェックについてアンケート調査を実施し、併せて第１
回指導救命士養成研修修了者３１名に対して、現在の指導救
命士の現状と課題、展望についてアンケート調査を実施した。

【結果】民間救急救命士養成所卒業者の新規救急救命士に対
して実施したアンケート調査では、指導技法等の教育を受け
た指導救命士を中心に、経験が豊富な救急救命士の数名から
評価され指導を受けることを望むといった意見が３名全員か
らあげられた。第１回指導救命士養成研修修了者からのアン

ケートでは、より多くの業務に携わり、後進育成に取り組ん
でいかなければいけないと感じているものが多数であった。
その中で消防隊員や救助隊員への教育等においても携わり、
組織全体での底上げを目的とした教育システムの構築が必要
であると回答したものが７０％を超えた。

【考察】指導救命士の活躍の場として、都道府県や地域メディ
カルコントロール協議会への参画、そして各消防本部にお
ける職員の指導・育成等があり、様々な形で取り組まれてい
る。しかし指導救命士制度ができ６年目に入り、指導救命士
が行う業務も多様化してきており、各所属において指導救命
士の立ち位置の違いが見え隠れしている中、当局においてア
ンケート結果から、民間救急救命士養成学校卒業者が運用を
開始する際の評価や指導に関する体制を構築することの必要
性を感じ、また、指導救命士として職場内において所属毎に
新たな取り組みを構築していくことが必須と感じた。
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一般発表１２ 指導救命士・教育

O12-7 指導救命士による救急教育体制の成果と今後の課題

1）山口市消防本部、2）日本体育大学　保健医療学部　救急医療学科、3）日本体育大学大学院　保健医療学研究
科　救急災害医療学コース

小林　靖史1）、藤本　浩範1）、石橋　涼子1）、椿　　俊博1）、池田　貴志1）、原田　　諭2,3）、
鈴木　健介2,3）、中澤　真弓2）、小川　理郎2,3）、山本　保博3）

【目的】管轄人口約１９万人の当市消防本部では、平成２８年度
から指導救命士による救急教育体制を開始した。当初、担当
課の認定指導救命士３名から開始した教育体制は、指導救命
士同乗研修や総合シミュレーション訓練、救急隊教育管理表
を活用した年間救急教育等いくつかの新しい試みを経て、平
成３０年度には６名体制へと変遷している。体制開始から３年
を経過するにあたり、これまでの教育による効果を検証し、
指導救命士による救急教育体制の成果と課題について検討し
たので報告する。

【対象と方法】各消防署及び出張所の救急出場に携わる全職
員に対し、意識調査アンケートを実施した。このアンケート
は、平成２８年度の指導救命士体制開始直前に実施した内容
と同じものとし、体制開始の前後における職員の意識の変化
を検証した。また、過去の目撃あり心原性心肺機能停止傷病
者の生存率について、平成２７年度から平成３０年度までを比
較するとともに、その裏付けとなる心肺停止傷病者に対する
特定行為の実施成功率及び薬剤投与実施までの所要時間につ
いても、体制開始前後での比較検証を行った。

【結果】救急出場に携わる職員への意識調査アンケートでは、
体制開始前よりも救急の法令やトラブル対応への理解が進

み、訓練等についても前向きに行えているとの結果が得られ
た。また、目撃あり心原性心肺機能停止傷病者の生存率に
ついては、平成２７年度が７．４％、平成２８年度が１７．４％、平
成２９年度が２１．１％と生存率が増加していることが確認でき
た。特定行為の実施成功率及び薬剤投与実施までの所要時間
についても、体制開始前よりも改善していることが確認でき
た。

【考察】今回の検証により、指導救命士による救急教育体制
が、開始後３年の時を経て一定の成果を上げていることが確
認できた。
　一方、令和元年度に行った日本体育大学との共同研究から、
山口県の指導救命士が、医療や教育手法等の各分野について、
その必要性を十分に認識しながらも、継続的な学習が困難と
感じていることが示唆されている。
　今後のさらなる教育体制の強化のためには、消防本部が指
導救命士を取り巻く教育環境を整備すること、そして指導救
命士が各種の研修や学会への参加等により、指導者としての
知識の習得に努めることが課題となる。これからも、指導救
命士による教育の効果を継続的に検証し、救急教育体制の向
上に努めていく。
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一般発表１６ 通信指令

O16-1 動画通信を活用した指令員訓練の効果について

1）飯塚地区消防本部、2）飯塚病院

山本　貴之1）、渡辺　　康1）、伊藤　寿浩1）、吉本　卓生1）、鮎川　勝彦2）

【目的】指令員が通報時に呼吸の状態を確認する際、「普段と
違う呼吸」と「変化があった場合の再通報」などを要請してい
るが、救急隊接触時に死戦期呼吸と判明することが散見され
る。また、指令員が死戦期呼吸をマニュアルでしか知らない
者もいる。さらに、動画での通報が普及した場合に、画面越
しの判断が可能かどうかも問題となるため、動画の通信品質
確認と指令員の能力向上を目的として検証と訓練を行った。
現在活用しているＡＴＡＳとの今後の連携についても検討も併
せて目的とした。

【対象と方法】死戦期呼吸、クスマウル呼吸、過換気症候群
を救急隊員９名が実演し、動画の撮影を行った。撮影した動
画を地域ＭＣ指導医が確認し、うまく表現されている者を選
定した。選定された者を傷病者役とし、スマートフォンとタ
ブレットでビデオ通話による通報を行い、救急課程の資格未
取得の指令員４名が訓練に参加した。

【結果】隊員の呼吸状態の再現は良好だった。指令員は画面
越しでの通報で、過換気症候群の典型例を痙攣と判断するな
ど的確な対応ができたとは言い難かった。指令員は動画を見
て、全ての呼吸様式を初めて見たと答えた。さらに、カメラ
の撮影位置によって、腹部の動き等が確認しづらかったと答

えた。傍で見ていた救急隊員はすぐに理解できたことから、
通信状態が安定し４Ｇ・ＬＴＥで繋がっていれば、呼吸状態の
判断には支障のないレベルだった。

【考察】死戦期呼吸をはじめとする呼吸状態や全身所見の再
現をすることは救急隊員の訓練にもなる。また、動画での通
報訓練は、指令員の知識の向上が不可欠であり、知識があれ
ば適切な消防隊との連携出動に有用であると思われる。今後
の技術の進歩に伴い、動画による通報と救急隊への共有は、
近い将来に現実のものとなる可能性が高いので、迅速的確な
対応を行うために動画による訓練は必要と考える。現場の救
急隊のＡＴＡＳに送信が可能となれば、さらに有効な情報提供
になると考えられる。
　救急隊員が動画を使った訓練を行うことにより、救急隊員
及び指令員共に知識の向上へとつながる。ＩＣＴを効果的に
使用することで、視覚的な情報を得ることができ、より良い
口頭指導へと繋がると考える。
　今後も隊員訓練とＩＣＴの活用を推進して、知識と質の向上
を図りたい。

O16-2 「意識と呼吸はある」から始まる心肺停止の気づき

神戸市消防局

前田　　豪

【目的】神戸市では、通信指令員が実施した応急手当の口頭
指導内容について、医師検証を経てスキルアップを図ってい
る。しかしながら、通報段階における心肺停止状態の認識に
ついては、個々の経験に委ねる部分も多く、聴取要領と判断
力の均一化を図る必要があった。
　救命率の向上には、早期の心肺停止状態の判断、及び確実
な応急手当の口頭指導とバイスタンダーによる応急手当の実
施が求められることから、PDCAサイクルに基づく取組状況
とその成果について報告する。

【対象と方法】救急隊現場到着時の心肺停止事案を抽出し検
討した。
　P：119番受信及び応急手当口頭指導マニュアルの策定
　D：  119番受信と応急手当口頭指導、研修用に音声を部分

保存
　C：  「二次検証状況調査票」及び「到着時CPA通報者分析票」

を作成し、受信者と通報者両者の統計 分析から、通報
者心理を4つに類型化し対応策を検討

　A：  心肺停止を判断する聴取要領とキーワードについて、
傾向と状況推移を鑑みマニュアル改訂

【結果】

　①   意識レベルの分類に、Emergency Coma Scale（ECS）
を導入し、呼吸の判断には「普段通りでない呼吸」の要
素を4つに分類し聴取要領を最適化できた。

　②   通報者は概ね4つのタイプ（①言い切り型、②曖昧型、
③迂回通報・回避不可型、④再通報無し型）に分類でき、
その特徴を認識し応対要領を講じることができた。

　③   取組初年は、通報段階で通信指令員が心肺停止と気づ
けなかった到着時心肺停止事案が月平均3件から、4年
後には月平均1件となり、バイスタンダーによる胸骨圧
迫実施率も45.3％から66.6％へ上昇し、AED設置登録情
報を活用したAED使用数も増加した。

【考察】JRC蘇生ガイドライン2015は、死戦期呼吸の判断が強
調されている。それに加え、意識と呼吸に関する聴取項目の
最適化を加えたこと、通報者のタイプ別応対を加味したこと
で、勤務年数や保有資格を問わず、心肺停止の判断に自信を
持つことができた。
　今後も、通報者と通信指令員のコミュニケーション向上を
図る取組と、ますます重要視される応急手当口頭指導に対応
できるよう体制を充実させる必要があると考える。
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一般発表１６ 通信指令

O16-3 救急救命士による通信指令業務と心停止認識の検討

新潟市消防局

坂西　康太、小倉　孝明、若杉　　明

【目的】新潟市消防局では、２０１４年から通信指令業務の各部
に救急救命士（以下、救命士という。）を配置し通報受信体制
を強化してきた。特に市民が目撃した内因性心停止の認識率
を高め、口頭指導の実施やＰＡ連携、ドクターカー運用等の
精度の向上に取り組んできた。ＪＲＣ蘇生ガイドライン２０１５
では、通信指令員の臨床経験の有無により心停止認識率に差
があるか、という点が課題とされている。そこで本市の１１９
番通報受信時における心停止の認識と口頭指導の実施につい
て調査した。

【対象と方法】本市のウツタインデータから、２０１３年（救命
士配置なし）と２０１８年（救命士配置あり）の心原性かつ市民
が目撃した心肺停止症例を対象とし、後向きに調査した。
２０１３年と２０１８年の非救命士群の口頭指導実施数の比較を
独立性のΧ２検定を用いて、２０１８年の救命士群と非救命士群
の口頭指導実施数の比較をフィッシャー直接確立法を用いて
検討した。

【結果】２０１３年（１３７症例：口頭指導実施５６／未実施８１）
と２０１８年非救命士群（１１７症例：口頭指導実施６７／未実施
５０）の口頭指導実施率は、それぞれ４１％と５７％で有意差を
認めた（Ｐ＜０．０１）。２０１８年救命士群（１２症例：口頭指導実

施１０／未実施２）と２０１８年非救命士群の口頭指導実施率は、
それぞれ８３％と５７％で有意差を認めなかった（Ｐ＝０．１２）。

【考察】２０１３年と比較すると、２０１８年は口頭指導実施率が
大きく増加した。また、２０１８年では、救命士資格を有しな
い通信指令員と救命士の口頭指導実施数に有意差はなく、心
停止を同様に認識していることが分かった。救命士が配置さ
れた２０１４年以降、救命士が救急活動の経験や医学的知識を
活かし、１１９番通報をリアルタイムでモニターして通信指
令員に指導を積み重ねてきた。また、新潟市民病院と運用し
ているドクターカーは、通信指令員によるコールトリアージ
で出動するため、通信指令員は常に緊急度・重症度を判断し
ている。更にドクターカーで出動する医師と、口頭指導の奏
功例や心停止を認識できなかった症例の検討、コールトリ
アージなどについて定期的に研修を行っている。こうした勤
務体制や教育研修の継続により、救命士の資格を有しない通
信指令員の救急活動の経験や知識を補足することができ、そ
の結果、市民が目撃した心原性心停止の認識の向上に繋がり、
口頭指導実施率が増加したと考える。

O16-4 秋田県指導救命士会による県統一口頭指導データベースの分
析結果について

1）大館市消防本部、2）男鹿地区消防本部、3）横手市消防本部

山本　幸治1）、三浦　　学2）、竹澤　全元3）、佐藤　直樹3）、富樫　達也1）

【目的】秋田県では、平成２９年に県で統一した口頭指導プロトコ
ルの運用を開始。それに伴い、県指導救命士会は口頭指導の実
施状況と結果について調査することとした。そこで通信指令員
と救急隊員双方が入力する県統一口頭指導データベースを作成
し、データの集積および分析を行ったので報告する。

【対象と方法】秋田県全域の平成３０年度における救急隊接触時
CPA症例１６２２件を分析対象とし、比較にはχ２検定を用いてP＜．
０５で判定を行った。
【結果】口頭指導実施率は７８％。うち応急手当（胸骨圧迫）の実施
率は７６％（事案全体の５９％）
１　応急手当を実施していたが救急隊誘導等の理由により手当の
実施状況を確認できなかった事案は実施していたと聴取したう
ち２４％であった。
２　口頭指導なしの理由内訳は、「既に心肺蘇生を実施していた
と聴取したため」が５％、「CPAを疑ったが様々な要因で指導な
し」が６０％、「呼吸の確認まで辿りつけなかった」が８％、「CPA疑
いなし」が２７％（事案全体の６％）
３　救急隊が応急手当を確認できた事案で、「カウントダウン指
導あり」の場合３１３件、うち適切率は７７％、「カウントダウン指
導なし」の場合４１９件で適切率は８０％となり、有意差は認められ

なかった。（P＞．０５）
また、不適内容の内訳は、カウントダウン指導ありのうち「テン
ポ不適」が２０件、「その他」が８５件、カウントダウン指導なしの「テ
ンポ不適」が１４件、「その他」が９５件となり有意差は認められな
かった。（P＞．０５）

【考察】
１　救急隊の誘導がある＝隊活動を円滑に行える要因の一つにな
るが、通報者が一人だった場合等は、胸骨圧迫未実施時間が長
くなり傷病者の不利益ともなり得る。現場にいる人数を考慮し
た指導方法の確立が今後の課題と言える。
２　「CPAを疑ったが様々な要因で指導なし」の事案と、「呼吸状
態の確認まで辿りつけなかった」事案が約７割を占めているため、
積極的な呼吸状態の聴取、CPAを疑ったならば口頭指導へ繋げ
る努力をすることが応急手当の実施率向上へ繋がると言える。
３　この結果の要因として、口頭指導直後の評価ではない為と推
測される。口頭指導直後はカウントダウン指導の有効性が高い
と仮定するならば、質の高いテンポを維持できるような指導が
今後の課題と言える。
今後は、県内の通信指令員とも分析結果を共有し、より有効性
のある口頭指導に繋げていきたい。
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O16-5 湖南広域消防局における口頭指導の現状と課題

湖南広域消防局

山岡　毅史、片山　直広

【目的】指令員がバイスタンダーによる胸骨圧迫（以下、Ｂ－ＣＰ
Ｒ）を有効に導くために、当消防局における口頭指導の実態を
調査および第三者による質の評価の有無がＢ－ＣＰＲの有効性に
関与するかを調査した。

【対象と方法】平成３１年１月１日から令和元年６月３０日までの間、
口頭指導において胸骨圧迫の指導を行った事案および救急隊接
触時ＣＰＡであった事案２４２件を対象に以下の５項目について調
査した。また、第三者※１による質の評価※２の有無とＢ－ＣＰＲの
有効性の関与については、χ２検定を用いた。
①ＣＰＡ事案に対する口頭指導の実施
②第三者による評価の有無
③非ＣＰＡに対する胸骨圧迫の実施
④ＣＰＲの有効性
⑤手当無効の理由（複数回答あり）
※１：第三者とは、通報者以外のバイスタンダーを示す。
※２：質の評価とは、指令員が第三者を介してＢ―ＣＰＲの部位
や深さ、テンポが適切に維持されているか確認することをいう。 

【結果】
①「有」：８９％（ｎ＝１８５）、「無」：１１％（ｎ＝２３）
②「有」：４３％（ｎ＝７５）、「無」：５７％（ｎ＝１０１）

③「非ＣＰＡ」：１５％（ｎ＝３２）、「ＣＰＡ」：８５％（ｎ＝１８５）
④「有効」：４３％（ｎ＝６７）、「無効」：４３％（ｎ＝６７）、「不明」：
１４％（ｎ＝２１）
⑤「深さ不適」:９０％（ｎ＝６０）、「テンポ不適」：１３％（ｎ＝９）、「胸
骨圧迫解除時の除圧不適」：９％（ｎ＝６）、「部位不適」：１６％（ｎ
＝１１）、「その他」：１２％（ｎ＝８）
第三者による質の評価有とＢ－ＣＰＲの有効性について有意差を
認めた。（ｐ＜０．０５）

【考察】第三者による質の評価有がＢ－ＣＰＲの有効性について有
意差を認めた。指令員は救助者が複数いる場合、適切な交代と
第三者による質の評価を指導することが有用と考える。一方で、
救助者が複数いない場合、Ｂ－ＣＰＲが無効判定となることが多
く、いかにしてＢ－ＣＰＲを有効に導くか検討が必要と考える。
ＣＰＡ事案の８９％に対し口頭指導を実施できているが、１１％の
事案でＣＰＡを認識できていない。胸骨圧迫の口頭指導について
は傷病者の生存率に関係することから、この１１％を減少させ
ていくことが課題のひとつで、非ＣＰＡに対する口頭指導の実施
とＣＰＡを認識できなかった事案の関係性について調査が必要と
考える。また、Ｂ－ＣＰＲが無効判定される理由の多くは圧迫の
深さ不適で、深さを補完するための調査、研究が必要と考える。

O16-6 口頭指導事後検証の分析結果と今後の取り組みについて

今治市消防本部

渡邉　康之

【目的】１１９番通報時、市民（通報者）への口頭指導により救急
車到着前に傷病者へ応急手当を実施することは救命率向上に有
用であり、当消防本部においても通報者への口頭指導を実施し
ているところである。
　応急手当講習会でアンケートを実施したところ、「口頭指導
を知らない」という回答が７１％と市民への認知度は低い結果で
あった。
　１１９番入電時にＣＰＡが疑われる事案で通信指令員が行った口
頭指導によるバイスタンダーＣＰＲ実施率を分析、検証すること
で今後の応急手当指導方法の改善、周知方法について考察する。

【対象と方法】平成３０年中のＣＰＡが疑われる事案（１３０件）にお
いて通信指令員が口頭指導を行い搬送したＣＰＡ事案について、
実施率、有効率、性別、年齢、無効理由を分析する。

【結果】胸骨圧迫の実施８８件（６７．７％）、未実施４２件（３２．３％）
であり、実施していた８８件中、有効３７件（４２．０％）、無効５１
件（５８．０％）であった。有効３７件中、男性２０人（５４．１％）、女性
１７人（４５．９％）で、４０～５０代の男性が多く、無効５１件中、男
性１７人（３３．３％）、女性３４人（６６．７％）で、５０～６０代の女性が
多い結果であった。胸骨圧迫の無効理由を複数回答可とし、圧
迫強度が５２％と過半数を占める割合となった。続いて、圧迫

部位、実施場所、救急車の誘導で隊員が未確認、圧迫リズム、
圧迫解除の順となった。

【考察】事後検証の分析結果から無効理由の過半数が圧迫強度で
あったが、通信指令員が電話口から、実際の圧迫強度を想像す
るのは困難である。通信指令員は、「より強く」「しっかりと押
してください」といった平易な言葉で口頭指導する必要がある。
　現在、より多くの市民へ口頭指導について周知・啓発するこ
とを目的に、「１１９番通報時のお願い」のPR動画を作成し、本市
公式ホームページ・ＳＮＳでの動画閲覧、本市広報紙・フリーマ
ガジンへのＱＲコード掲載による閲覧、市役所の行政情報案内
モニターによる放映及びラジオ放送、公衆の出入りする場所へ
のチラシの掲示等、様々な方法を用いての周知・啓発を行い、
今後もバイスタンダーＣＰＲ実施率の検証を行う必要がある。

（１）通信指令員が通報内容から心停止を察知する能力向上
（２）応急手当講習会で口頭指導を周知し、ＣＰＲを実施すること
ができるバイスタンダーの育成

（３）平易な言葉や表現を用いて様々な方法での広報、普及啓発
の実施
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O16-7 現場滞在時間の短縮のための一方策 
「通信指令員による医療機関選定」

湖北地域消防本部

畑野　佳史

【目的】当消防本部は医療機関の選定を通信指令員が行ってお
り、１１９番通報を受信した通信指令員は、傷病者の容体やかか
りつけ病院等の情報から適した搬送病院を選定し、病院側に受
け入れの可否を確認、その結果を救急隊へ無線連絡する。
　通信指令員の医療機関選定が現場滞在時間の短縮に与える影
響と運用上の課題について報告する。

【対象と方法】平成３０年中の救急搬送事案における現場滞在時
間（車内収容から現場出発）について調査を実施。課題について
は聞き取り調査により抽出した。

【結果】通信指令員が医療機関を選定した場合の平均現場滞在時
間約３．５分に対し、救急隊が行った場合の平均時間は約７．０分。
　課題は、通信指令員が病院交渉を行う際、救急要請時の限ら
れた情報だけでは受け入れの可否を判断するには困難な症例も
あり、医学的な知識の習得や情報聴取能力の向上を図り、病院
交渉を円滑に行えるよう通信指令員への教育が必要である。
　また、救急隊の観察能力や病院交渉能力の低下を招きかねな
い等の意見があったが、緊急度、重症度の高い症例において、
救命率の向上と予後の改善が見込まれるとの意見もあった。

【考察】受け入れ病院の理解や協力が必須となるが、早期の現場
離脱を可能にし、現場滞在の延伸化を抑える方策の一つとして、

通信指令員による医療機関選定の有効性を感じた。
　また、現場滞在の短縮だけでなく、各々にとって副次的な効
果がある。
　救急隊はバイタル等から搬送病院の最終決定を行うが、複数
にわたる病院交渉や現場滞在の短縮といったストレスを感じる
ことなく、観察や処置に専念することで、医療事故の発生や救
急活動の質の低下を防ぐことができる。
　通信指令員は、自ら病院側への受け入れ確認を行うことで、
救急隊の搬送病院が把握でき、救急が輻輳した際には搬送先を
振り分け、特定の病院への重複を防ぐことが可能となる。また、
当本部ではタブレットによる病院の空床状況等を把握するシス
テムを導入していないため、受け入れ確認時に空床状況等の情
報が聴取できる。
　病院側としては、通信指令員からの受入れの確認段階におい
て、患者の情報を得ることができるため、対応医師への連絡や
検査機器の準備、電子カルテの確認等、受け入れ態勢を早期に
整えられる。
　今後は、救急隊だけでなく通信指令員に対して、病態や疾患
に関する教育等を行い、より円滑で、効率的・効果的な救急活
動の実現をめざす。
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一般発表４ 関係機関との連携１（ＭＣ協議会・医療等）

O4-1 岐阜県ＭＣ救命士が主導する集合研修における取り組み

1）岐阜県ＭＣ救命士（可茂消防事務組合消防本部）、2）岐阜大学医学部附属病院、3）岐阜県危機管理部消防課

美濃輪伯一1）、渡邉　昭博1）、小倉　真治2）、吉田　隆浩2）、水野　浩之3）

【目的】岐阜県では、県で統一された「岐阜県救急隊（消防隊）
活動プロトコール」を作成し運用している。そのため、全運
用救命士に対し統一された再教育を行う必要があるとの認識
のもと、集合教育についても県で統一したコンセンサスを各
年度作成し実施している。企画運営は、ＭＣ救命士（岐阜県
独自の指導的立場の救命士）が主導的立場となり、ＭＣ医師・
消防学校・県消防課の協力を得て行われている。
今回、令和元年度に実施した集合研修の企画から実施までの
過程と、指導者として携わった経験から、今後の課題につい
て考察したので報告する。

【対象と方法】
対 象 者：県下全運用救命士　約５５０名
開催方法：県を５つの地域に分け、計１６回実施する。
指 導 者：岐阜県ＭＣ医師・岐阜県ＭＣ救命士

【研修の目標と内容】研修の目的を「救急救命士の知識・技術
の標準化及び底上げをし、岐阜県全体の救急活動の質を向上
させる。」とし、目標を「①病態、処置の判断　②緊急度、重
症度、搬送病院の判断　③ドクターの現場要請の判断」と定
め、現場で使える観察・判断能力を理解する研修とした。
内容は、６ブース（１ブース×受講者６名）で個別の６シナリオ

を全て経験し、各シナリオ終了後には受講者が主体となって
活動の考え方・判断を共有（ディスカッション）することとし、
指導者はディスカッションに介入しない方針とした。

【結果】シナリオについては、岐阜県の地域特性（都市部と山
間部が混在している）によって活動方針に違いがあることを
認識し、ベテラン救命士から若手救命士まで、意見の出しや
すい環境でディスカッションを進めることにより、現場で使
える観察・判断能力を理解することができた。

【考察】研修の企画については、メーリングリストによる打
ち合わせによりＭＣ救命士同士で相互に連携を図ったこと、
ＭＣ救命士によるプレコースの開催であらかじめ問題点を洗
い出し、修正を図ったことにより、教育内容が均一化され、
効率的かつ効果的な研修が可能となった。
研修は、活発に意見を交換することで、目標である観察・判
断能力について共有することができ、目的は達成された。し
かし、ディスカッションリーダーにより進行度に大きな差が
出ることがあり、指導者の介入が必要となる場面があった。
今後より良い研修を企画・運営するためには知識だけでなく
ファシリテーション能力の向上も必要である。

O4-2 救命率向上に繋げるプロトコルの修正　 
～難治性ＶＦに対する活動検証～

堺市消防局

樋本　克徳、日根野谷有宇己

【目的】ＶＦ症例は、ＣＰＡ症例の中でも救命の可能性が高い症
例である。特に難治性ＶＦ症例は、救急救命士の現場活動（時
間）、搬送先病院の選定が傷病者の予後に大きな影響を及ぼ
す。当消防局は、堺地域ＭＣ協議会が策定する病院前救護プ
ロトコルに則り救急活動を行っているが、難治性ＶＦ症例に
特化したプロトコルの記載項目はなく、除細動の実施回数、
静脈路確保・薬剤投与の実施、搬送先医療機関（救命救急セ
ンター、重症初期対応医療機関、循環器対応医療機関）は、
隊によりバラつきがある。管内における難治性ＶＦ症例に対
する救急活動を検証し、理想的な活動内容をプロトコルに落
とし込み、救命率の向上に繋げることを目的とする。

【対象と方法】当消防局管内の過去１０年間（平成２１年～平成
３０年）の救急搬送事案のうち、難治性ＶＦ（除細動を３回以上
症例）１５３症件を抽出し、病院前救護活動（除細動の回数、
特定行為の実施と活動時間）と転帰（１ヶ月生存）の関係を検
証した。

【結果】現場滞在時間をＸ軸（中央値線１２分）、搬送時間をＹ軸
（中央値線５分）とした散布図を作成、Ａ群（現場滞在時間１２
分以内、搬送時間５分以内）、Ｂ群（現場滞在時間１２分以上、
搬送時間５分以内）、Ｃ群（現場滞在時間１２分以内、搬送時間

５分以上）、Ｄ群（現場滞在時間１２分以上、搬送時間５分以上）
に区分する。
※難治性ＶＦ症例１５３件における転帰（１ヶ月生存）　４９件

（３２％）
各区分の１ヶ月生存率
Ａ群４５．１％　　Ｂ群２３．０％　　Ｃ群３１．５％　　Ｄ群２９．３％
※除細動実施回数と現場滞在時間の関係
３回実施５４．２％ 　４回実施 ２４．１％ 　５回実施１２．４％
除細動４回以上の症例は、ＢＤ群に多く分布され（６４．５％）、
Ａ群と比較し１ヶ月生存率は低下している。
※特定行為の実施と現場滞在時間との関係
静脈路確保と薬剤投与を実施した症例は、ＢＤ群に多く分布
され（７７．２％）、Ａ群と比較し１ヶ月生存率は低下している。

【考察】Ａ群の１ヶ月生存率が最も高く、救急隊の活動をＡ群
に誘導できれば救命率の向上に繋がるものと考える。そのた
めには、難治性ＶＦに対するプロトコルを定め、除細動の実
施回数（ＰＤＡの回数を含む）や特定行為の実施を制限し、早
期搬送を最優先とした活動を実施することが重要である。併
せて、医療機関選定先を、ＥＣＰＲ対応の循環器対応医療機関
とすることで、さらなる予後の改善に繋がるものと考える。
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O4-3 プロトコール向上にむけて 
～マッキントッシュ型喉頭鏡VSビデオ喉頭鏡の比較・研究～

さいたま市消防局

菅野　　剛、諏訪　彰尚、川島　　弘、畑山　浩行、関　　康孝、木下　　徹、藤嶋　大雅、
武富　翔太、鈴木康和樹、岩瀬　龍郎

【目的】当消防局では、救急活動基準及び所属する埼玉県中央地
域MC協議会で定めたプロトコールに基づき救急活動を実施し
ている。気管挿管に関しては、安全・確実な気管挿管に有効な
器具としてビデオ喉頭鏡が平成２５年に導入され、気管挿管適応
傷病者に対しビデオ喉頭鏡の有資格者は“原則、第一選択”とし
てビデオ喉頭鏡を使用するよう定められた。今回我々は現場活
動での経験値及び統計結果等から、プロトコールの検証も含め
マッキントッシュ型喉頭鏡とビデオ喉頭鏡の成功率等に関する
比較・研究を行った。

【対象と方法】Ｍ群：マッキントッシュ型喉頭鏡／Ｖ群：ビデオ
喉頭鏡
①　  Ｍ群６２例／Ｖ群９６例（平成２９年度）※同一事案に両喉頭鏡

を使用した結果を含む
②　処置に要した時間の比較
③　実施率の比較
④　成功率の比較
⑤　  挿管困難事例（失敗及び処置に１０分以上要した事例）の要因

【結果】
②Ｍ群３５８±０.００２秒／Ｖ群３６１±０.００２秒
③Ｍ群３９％／Ｖ群６１％

④Ｖ群よりＭ群が有意であった（p＜０.０００５）：Ｍ群９５％（成功
５９例／失敗３例）／Ｖ群７４％（成功７１例／失敗２５例）
⑤分泌物（口腔内の粘液や血液等）が要因であった割合：Ｍ群
４４％（４例／９例）／Ｖ群８０％（２４例／３０例）
【考察】本研究においてビデオ喉頭鏡はマッキントッシュ型喉頭
鏡に劣るという結果となり、その要因は口腔内の粘液や血液で
あり、正にビデオ喉頭鏡の短所に示す通りというものであった。
本研究結果等を踏まえ当地域MC協議会での承認を経て、平成
３０年１２月１日付けでプロトコールが「口腔内に液体（唾液や血
液）や吐物の存在が明らかな場合を除きビデオ喉頭鏡による気
管挿管を第１選択とする」という内容に改められた。
　改正後の比較・研究は勿論のこと、地域に適したプロトコー
ル向上のためには、事後検証をはじめ現場活動で培った経験値
や統計結果等を基にプロトコールについてもエビデンスをもっ
て適宜検証し必要により改正していくことが重要であると感じ
るとともに、今回の研究により、（１）器具の諸元・特性の把握
や傷病者の状況に応じた器具の選択ができていなかったこと、

（２）より喉頭鏡の選択がしやすいプロトコールに改正されたこ
とは、プロトコールの意義・目的の観点からも当地域にとって
有用な研究であったと考察する。

O4-4 病院前における搬送医療機関への情報伝達

堺市消防局

上甲　　誠、河原　利之

【目的】救急事案が多種多様化及び複雑化して現場活動時間
が年々長くなってきており、知識・技術・経験だけで現場活
動時間を短縮させるには限界がある。傷病者を医療機関へ救
急搬送するには電話による交渉が必須である。当局では電話
交渉のマニュアルが無く、個人差による交渉時間の遷延や情
報伝達の不備などが発生している。情報伝達の質を向上させ
ることにより、電話交渉が早くなり、延いては現場活動時間
の短縮に繋がると考える。医療機関が求める情報を知り、救
急隊が伝えるべき内容を精査することにより、現場活動時間
の短縮に繋げ病院前救護活動の質を向上させることを目的と
する。

【対象と方法】平成３０年２月から７月の間に、当局の地域ＭＣ
に参画している８医療機関に救急隊との合同勉強会を実施し
た。救急専用回線を受ける医療関係者と救急隊員を対象にグ
ループディスカッション形式で実施。討論された結果を集中
講義として、救急業務に従事する全職員に研修を行った。ま
た、集中講義を受講した職員の意見を結果報告会として、８
医療機関の医療関係者にフィードバックを実施した。

【結果】１医療機関に対して２時間の合同勉強会を８医療機関
で実施し、医療関係者が合計１３８名、救急隊員は１２３名が参

加した。緊急性の高い場合・低い場合の交渉、ＣＰＡの場合・
特定機能病態（脳卒中など）の場合の交渉、全ての交渉におけ
る共通点を見出すことができた。傷病者の容態によって、伝
える順番、伝える内容を共通認識として理解することができ
た。また、医療関係者からは継続した合同勉強会の必要性が
高いとの提案があった。

【考察】平成３０年、当局の救急出場件数は前年比で約２，０００
件増加し現場活動時間、電話交渉時間、平均交渉回数が延伸
し、救急件数の増加とともに医療機関も疲弊している。この
ような状況の中、合同勉強会の成果として、実施した８医療
機関はＣＰＡでの現場活動時間が全医療機関の平均より１２秒、
前年の全医療機関の平均より２５秒短縮することができた。
消防法には適切な医療機関に迅速に搬送することが救急業務
として記載されている。適切な医療機関に搬送することは、
救急隊の努力で達成することは可能であるが、迅速に搬送す
ることは受け手側である医療機関の協力なくして達成するこ
とは不可能である。救急隊は各医療機関の特徴と必要とされ
る情報を知り、医療機関との連携を図っていくことが病院前
救護活動の質の向上に繋がるものと考える。
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O4-5 クラウド救急医療連携システム下でのST上昇型心筋梗塞治
療の広域連携

1）小松市消防本部、2）加賀市消防本部、3）金沢大学医薬保健研究域医学系、循環救急蘇生科学（救急医学）、
4）福井大学医学部、5）福井大学医学部附属病院救急部、6）石川県ＭＣ協議会

庄田　覚司1,6）、河合　　剛1,6）、坂本　卓也2,6）、稲葉　英夫3）、笠松　眞吾4）、木村　哲也5）

【目的】2017年11月から石川県MC協議会の承認を受け、福井
市から小松市までの県境を仮想2次医療圏としたクラウド救
急医療連携システムの運用を開始した。本研究は、仮想医
療圏の加賀市及び小松市で搬送されたST上昇型急性心筋梗
塞（STEMI）症例のPCIまでの時間因子や転院搬送について、
システム運用の効果を明らかにすることを目的とした。

【対象と方法】システム導入前の2016年11月から2017年10月
までの１年間と導入後の2017年11月から2018年10月までの１
年間、計2年間のSTEMI症例の時間因子を分析した。

【結果】救急隊が急性冠症候群を疑った、または医療機関で
急性冠症候群の診断がなされた249件中、患者が独歩で一次
医療機関受診後転院搬送されたのは45件、市民通報（119番
通報）により救急搬送されたのは204件であった。一次医療機
関受診後転院搬送例の27件（60％）、市民通報（119番通報）後
の救急搬送例の81件（40％）でSTEMIの診断治療がなされた。
全てのSTEMI症例について時間因子を検討すると、発症～
PCI医療機関到着時間の中央値は、システム運用前対後：131
分対96分、システム使用有り対無し：67分対121分であったが、
統計的には有意差はなかった（それぞれP=0.70, P=0.07）。市
民通報（119番通報）による救急搬送のSTEMI 81件では、シ

ステム利用により、PCI医療機関到着から心カテ開始までの
時間間隔（中央値、有り対なし、48分対75分）、更に心カテ終
了までの時間間隔（112分対179分）が有意に短縮された（それ
ぞれ P=0.014, P=0.018）。また、システム使用例ではPCI医療
機関までの転院搬送は皆無であった。

【考察】県境仮想医療圏におけるクラウド心電図・画像伝送は
円滑な急性冠症候群に対する広域救急医療連携を実現した。
クラウドシステムを利用した場合、決定的な治療までの時間
が短縮され、またPCI治療のための転院搬送が皆無となった。
現在はシステムは外傷・脳卒中疑いの傷病者の静止画・動画
像のクラウド伝送にも積極的に利用され、すべての重症救急
疾患の円滑で適切な病院搬送にも貢献している。

O4-6 QQCC ～多職連携医療を目的とした効果的な教育方法～

1）ひたちなか・東海広域事務組合消防本部、2）株式会社日立製作所ひたちなか総合病院

田中　　仁1）、鴨志田典久1）、篠原　　剛1）、坂田奈津子2）、圷　　美里2）、山田　修三2）、
柴﨑　俊一2）

【目的】当消防本部では、救急隊員の教育の一環として、地
域の二次救急医療病院である株式会社日立製作所ひたちなか
総合病院の協力により、救急クリニカルカンファレンス（以
下「QQCC」と略す）と称した勉強会を実施している。従前は、
院内職員対象のQQCCで同病院に救急搬送されたCPA症例
を対象に研修医が症例発表して指導医からフィードバックを
受ける教育研修の場に、搬送した救急隊が参加し活動状況を
説明する形式で行われていた。平成２９年に新設された救急
総合内科に赴任した医師と『多職連携医療を目的とした効果
的な教育方法』を模索、QQCCの形態をリニューアルした勉
強会の成果を報告する。

【対象と方法】QQCC対象症例をCPAと限定せず、判断に悩
ましい症例や病態が複雑な症例を挙げ、ある１職種だけでは
対応困難と予想される事案とした。また、参加者を研修医や
救急隊の他に、放射線技師や薬剤師、社会福祉課の職員等を
招いて多職種連携教育（interprofessional education；IPE）と
して実施した。新たな手法として、６人の班編成を作り、ス
モールグループディスカッション（small group discussion；
SGD）により少数意見の集約を図り、ブレインストーミング

（brainstorming；BS）により、自由な雰囲気で発言しやすい

環境を設定した。
進行内容は病院前と病院収容後の２部構成で実施、各発表者
が疑問や問題点をSGDの題材とし、各グループに配置された
ファシリテーターが意見をまとめ、全体で共有した。

【結果】SGDを取り入れたことで、議論をする回数が増え、
BS法を活用したことで批判を受けるという懸念材料がなく
なり、活発な意見交換が可能となった。また、IPEの利点と
して、顔の見える関係ができるとともに、その場で各分野の
専門的な意見を聞くことができ、関係機関との相互理解に繋
がり、連携活動に幅の広がりを見せた。平成３０年度実績は、
８回開催し、延べ参加人数は２７７人であった。
【考察】近年、救急症例は複雑化しており、多職種医療の重
要性が求められるが、その教育の場はまだまだ乏しい。傷病
者へのより良い医療を提供するために、救急搬送から医療機
関内における一連の連携は必要不可欠であるため、複数の職
種が自然と連携を取れるような枠組みを検討していくこと
が切望される。今後は、このような教育を継続し、さまざま
な症例に対しても連携可能な現場の確立を目指すところであ
る。
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O4-7 群馬県における多職種連携の試み

1）高崎市等広域消防局、2）前橋赤十字病院　群馬県災害医療コーディネーター、3）前橋赤十字病院　群馬県災
害医療サブコーディネーター、4）群馬県

宮本　　守1）、甘田　明広1）、中野　　実2）、中村　光伸3）、消防保安課医務課4）

【目的】群馬県では関越道バス事故を契機に医療班を直接要請でき
るシステムや多職種が災害発生時に情報共有できる「群馬県統合型
医療システム」内に「災害モード」導入、運用を開始した。
さらに、多職種連携を円滑に行うため群馬県医務課、消防保安課
を中心に災害拠点病院、消防、警察で多職種連携指針（以下群馬ルー
ル）を策定。その運用・検証を群馬県災害医療研修で重ねてきた。
　過去の研修検証結果から情報共有、情報伝達に多くの問題が寄
せられ、その問題点に対し今回の群馬県災害医療研修で行った活
動を検証する。

【対象と方法】群馬県災害医療研修は、県内１１消防本部、県内のＤ
ＭＡＴ、日本赤十字社関係者に加え、県警機動隊も参加し２日間の
訓練を行う。１日目は災害医療の基本、群馬ルールについての座学、
２日目はブラインド型実動訓練を行い、訓練後の意見交換、後日
に検証会を行う。
　検証内容　ブラインド型実動訓練での改善点ついて検証
　①県警機動隊指揮本部に消防用携帯無線を配置
　②多職種が集結した現場指揮本部レイアウトについて
　③  応援隊の出動状況、後続隊の導線、場所取り（車両待機場所）

情報をタブレットで「災害モード」に入力する。
　④4枚綴りトリアージタグの有効な使用方法

　検証方法　  ブラインド訓練を2回実施、1回目想定実施後、上記
を変更し2回目を行う。その後の検証会で意見を聴取。

【結果】県警機動隊指揮本部に消防側の無線を配置すること、合同
指揮本部のレイアウトをＶ字型にすることにより、各組織状況が
確認でき、情報共有が活発にできた。
その結果、県警機動隊活動現場の低血糖傷病者に対し迅速に、医
療提供を実施できた。また、4枚綴りのトリアージタグの１枚目を
救護所内での情報収集に活用、早期搬送に移ることができた。
　しかし、災害直後のタブレット入力は時間的に困難で検証でき
なかった。

【考察】訓練を重ねることで多職種連携の課題が明確になり、今回
の訓練では消防無線の提供、指揮署レイアウト変更が情報共有に
有効に働き、4枚綴りのトリアージタグの使用方法についても有効
な活用方法が確認できた。応援隊の出動状況、後続車両の導線確保、
場所取りについては課題を残す結果となったが、これは訓練時間
を３倍速程度で行ったためであり、多職種唯一の共有情報ツールと
しては、タブレット入力は有効と考えられる。
　今後も災害医療研修を重ね、多職種連携が円滑に進むための検
証を重ねることが重要と考える。
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一般発表９ 教育１

O9-1 救急救命士有資格採用者への集合教育について 
（小規模消防本部での取り組み）

知多市消防本部

坂本　勝利、清田　悟史、今福　真吾

【目的】人口約８万５千人を管轄する知多市消防本部は、職員
数が１０８名、年間の救急出動件数は約３１００件、救急救命士
は１９名と小規模な消防本部である。
救急救命士は１９名中９名が入署１０年未満の職員（すべて有資
格採用者）で４７．３％を占め、平成２７年度の２１．４％と比べ急
激に増加している。有資格採用者への教育体制は配属された
チーム毎に任せていたが、若年者への育成と教育内容の統一
化が急務であると考え、有資格採用者を５年間で主とした立
場で活動できることを目的に育成計画を作成した。その一環
として行った集合教育について報告する。

【対象と方法】研修対象者は２～５年目の有資格採用者（平成
３０年度は７名）とし、救急隊員も希望者は参加可能とし、９
項目のカリキュラムを計１８日間で延べ１５名が受講した。指
導者は７名で主に愛知県薬剤投与指導者が行い、ＦＢや教育
方針に偏りが出ないよう指導ポイントを統一させた。
方法はグループワークやシミュレーションなど参加型学習を
中心とし、カリキュラムは愛知県救急救命士再教育の資料を
一部取り入れ、採用年数毎に適したものを作成した。また自
らの採用年数に該当しないカリキュラムへの参加は任意とし
た。

【結果】集合教育の是非についてアンケートを取ったところ
受講者全員から「継続を望む」という回答があり、その半年後
のアンケートでは実施したカリキュラムすべてで「現場活動
や何らかの救急業務に活用できた」又は「活用できるだろう」
との回答があった。個々の意見では「チーム毎で行っていた
時より教育の差がなくなった」「指導者の数だけ多くの意見が
聞けた」「資料内容が充実していた」など、有意義だったとい
う意見が多く、結果として教育体制をチーム任せではなく集
合教育として行った効果は高いと感じた。

【考察】集合教育の実施に肯定的な意見が多かった理由とし
ては、マンツーマンに近い状態で行えたこと、指導者と受講
者のコミュニケーションの構築が図られたこと、受講生同士
が顔を合わすことで刺激し合えたことなどが考えられる。こ
れは小規模消防本部ならではのメリットとも言えるが、その
反面、指導者の負担が増えたこと、指導者の数と資料内容や
時間配分とがアンバランスであったことなどの課題も浮き彫
りになり、ｅラーニングの一部併用も検討事項となった。今
後は満足度の高い集合教育の実施と共に、修了者への指導者
育成についても取り組んでいきたい。

O9-2 医師同乗による救急隊員教育の充実と救急隊現場滞在時間短
縮に向けた課題抽出について

1）広島市消防局、2）広島市消防局救急救命士養成所

岸田　正臣1）、丸田　時生1）、平田　祐作1）、小林　靖孟2）、貞森　拓磨2）、中田　　徹1）

【目的】広島市消防局（以下「当局」という。）では、「救急業務に携わる職員
の生涯教育のあり方について（平成２６年５月２３日付け消防救第１０３号消
防庁救急企画室長通知）」に基づき、年間訓練計画を策定し救急隊員の生
涯教育に取り組んでいる。
　また、当局救急隊の救急現場滞在時間（以下「滞在時間」という。）が、他
の政令市と比べ長い事から、今年度、新たな取り組みとして当局救急救
命士養成所専任教授（医師）２名の指導のもと、①救急隊員教育の充実、
②滞在時間短縮に向けた課題の抽出を目的に、救急車同乗実習等（以下「Ｏ
ＪＴ」という。）を実施した。
【対象と方法】当局救急隊１６隊を対象とし、各日２隊、計８日間のＯＪＴを
実施した。目的①では、出動以外の待機時間に年間訓練計画に示す教育
項目を実施し評価を行い、目的②では、救急出動時の観察、処置、医療
機関交渉、特定行為の指示要請及び医療機関への引き継ぎの各項目につ
いて評価を行った。なお、滞在時間短縮に向けた課題抽出は、救急隊員
には通知せず実施した。

【結果】
目的① 救急隊員教育（複数実施は、それぞれの項目に計上）
ア　 基本訓練：１８隊実施
イ　 隊内研修：１５隊実施
ウ　 想定訓練：６隊実施

目的② 救急出動の詳細
ア　 出動件数：２１件
イ　   滞在時間：平均約１５分（平成３０年速報値当局：１９．８分、政令市平均：

１７．８分【救急共通フォーマット（政令市及び東京消防庁で、救急業
務体制等やその取組状況等の情報交換から抜粋）】）

ウ　 現場到着～医療機関交渉開始：平均約１０分
エ　 医療機関交渉時間：平均約４分
オ 　  滞在時間短縮に向けた課題結果：⑴軽症例ほど滞在時間が延長する

傾向があった。⑵傷病者の緊急度・重症度に関係なく医療機関交渉
までの間、観察・情報収集を一連の流れで実施する傾向があった。

【考察】救急隊員教育では、医師の指導を受ける機会は病院実習が主とな
り、救急現場に即した指導の機会が少ない。
　しかし、医師が救急現場活動や研修・訓練に直接携わり指導する事で、

「医療機関が求める情報」と「現場での救急隊の情報収集や観察・処置の流
れ」を整合させる事ができ、優先順位を付した活動組立てを適切に行うこ
とに繋がる。
　滞在時間短縮に向けた課題抽出では、課題結果から各救急隊員が常に
滞在時間の短縮を意識させる事が重要であり、これらの課題を整理評価
して、各研修等を通じて指導していく事で、より効果的な時間短縮に繋
がると考える。
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一般発表９ 教育１

O9-3 教育指導で徹底した隊連携における役割分担と情報共有の効
果に関する検討

水戸市消防本部

小井川裕史、山崎　秀人、木村　和哉、田上　光一、飯塚　　隆

【目的】水戸市では、救急救命士制度施行から救命士寄りに
現場活動を実施していたが、救命士と救急隊員間にはスキル
や仕事の意欲において格差が生じ、研修会の参加意識にも違
いが見られ、 MC体制構築も後押しとなりオンライン・オフ
ラインにおいても救命士の責任と負担が増大してきた。対策
として、救命士を含む救急隊員に教育指導・研修を段階的に
計画、隊連携と活動要領の向上を図り、平成22年度から救急
隊長研修を開始、平成26年度から資格取得後３年未満の救急
隊員を対象にした研修、平成28年度からは指導救命士が各署
所で指定された指導員の養成研修を行っている。各研修では、
現場活動戦略として役割分担と情報共有を重視し、徹底した。
その経過を踏まえて隊員の意識調査を行い、その結果から見
えてきた現状と効果について検討した。

【対象と方法】現場における役割分担や情報共有に関する実
施状況、現状の所感や意見について、現場勤務の救命士44
名と救急隊員70名に対し、アンケート調査を行い（回収率
100％）、平成20年から平成30年までのCPAにおける現場滞
在平均時間も調査した。

【結果】現場活動での役割分担実施率は99.1％で、救急隊員の
結果（複数回答）から、70％以上で役割が明確になり活動がし

やすくなった、隊連携がスムーズになったとあり、84.2％は
現場で責任感が生まれ、やりがいにつながったと回答。救命
士の結果（複数回答）から、80％以上が隊連携でスムーズな活
動ができるようになった、活動の中で情報の共有をするよう
になったと感じ、63.6％が業務負担軽減により活動が効率的
になったと回答した。救命士・隊員全員が病態についても緊
急度及び重症度を常に隊で共有して認識し、迅速な活動に結
びついていると回答した。CPAにおける現場滞在時間も平
成30年では平均12.3分となり、以前と比較して飛躍的に短縮
された。

【考察】結果から、教育指導として様々な研修・訓練に取り組
んできたことにより、現場活動戦略として役割分担の実施率
向上、救命士の業務負担の軽減、隊員間での情報共有が病態
把握につながり一定の効果が見られた。隊連携強化により緊
急度・重症度に応じた迅速な活動が展開され、特にCPAに
おける現場滞在時間短縮にもつながっていることが示唆され
た。また、ベテラン及び若手救急隊員の責任感とやりがいも
生まれ、モチベーションの向上と次世代の隊長、隊員及び救
命士候補の育成にも寄与していると感じた。

O9-4 eラーニングを活用した全運用救急救命士への再教育について 
～平成から令和へ～

1）名古屋市消防局、2）名古屋市消防局救急救命研修所、3）愛知県防災安全局防災部消防保安課救急・救助グ
ループ、4）愛知県救急業務高度化推進協議会プロトコール教育委員会

岡本　元紀1）、吉原　信吾2）、齊藤　裕計3）、井上　保介4）

【目的】平成20年12月6日付け消防庁救急企画室長通知「救急
救命士の資格を有する救急隊員の再教育体制について」を受
け、愛知県では平成20年より再教育に県全体で取り組んでお
り、eラーニングを活用した事前学習、実技講習の指導者を
育成する指導者講習及び実技講習がある。その中でも、県内
で運用救急救命士数が多い名古屋市消防局においては効率的
に実技指導を行うため、指導者講習を受講した救急救命士が
所属内において教養・指導を行うOJTで実技講習を実施して
いる。本発表では過去のeラーニング用DVD教材の紹介やそ
れらが復習に活用されているか、OJTが効果的に実施できて
いるか等を調査した結果を報告する。【過去の主なeラーニン
グ用DVD教材の内容】分娩介助、肩甲難産対応、新生児処置、
情報伝達等

【対象と方法】愛知県全運用救急救命士を対象としアンケー
ト方式と自由記述で調査を行い、また、名古屋市消防局にお
いては独自のアンケート様式で調査を実施した。

【結果】名古屋市消防局全体では、79％の救急救命士が過去
のeラーニング用DVD教材を復習に活用していると回答があ
り、名古屋市消防局以外の愛知県内消防本部では49％の救急
救命士が復習に活用している状況であった。

【考察】毎年度、再教育後はアンケート調査を行い、受講者
の意見を尊重し、次年度の再教育内容を愛知県救急業務高度
化推進協議会プロトコール教育委員で検討し決定している。
そして、アンケート結果から特に分娩介助・肩甲難産対応に
ついては、再教育で取り入れたことにより、円滑な現場活動
が行えたと多数報告があり、奏功事例の報告も受けている。
このため、愛知県における再教育内容は、現場活動に十分に
寄与していることがわかった。また、OJTに関しては55％が
効果的に実施できていると回答があったものの、45％が効果
的には実施できていないと回答しており、指導者の指導方法
によっては受け手の救急救命士の能力向上を抑止してしまう
ことになる。
　今後は救急課及び救急救命研修所が一体となって、指導者
を育成するための集合教育等を開催し指導力向上を図ってい
く所存である。そして、教育を現場活動に反映させるために
は、繰り返し活用できるDVD教材の作成が必要不可欠であ
り、また、生涯教育を行っていくうえでは再教育は切り離せ
ないものであり、救急救命士一人ひとりが前向きに継続して
取り組む姿勢があってこそ、救急救命処置の質の向上へと繋
がるものだと考える。
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一般発表９ 教育１

O9-5 進化するワークステーション

加古川市消防本部

小川　浩志、木下　和哉、穴田　大貴

【当本部について】当本部は、加古川市及び隣接する２町を管
轄区域とし、管轄人口は約33万人、救急隊10隊及び救急隊員
84名（救急救命士58名）で救急事案に対応している。平成30年
中の救急出動件数は17,302件で、この10年間で約４割増加し
ている。

【経過】当本部では2016年７月、加古川西市民病院と加古川東
市民病院の統合に伴う加古川中央市民病院の開院に合わせ、
救急ワークステーション（以下「ワークステーション」という）
を含めた救急救命士研修を開始した。
　当初の３か月は救急救命士１名の派遣であったが、同年10
月には救急救命士３名体制とし、出動区域を当本部管轄区域
内に限定してドクターカーの試行運用を開始した。
　2017年５月には、キーワード方式により成人及び小児の内
因性疾患を対象としたドクターカーの本格運用を開始し、出
動区域を近隣消防本部管轄区域へと拡充している。
　2018年４月からは、３名の基本構成を①リーダー（長期研
修生：４か月）、②隊員（短期研修生：２か月）、③隊員（新規
救急救命士）とし、救急救命士資格取得直後の新規救急救命
士については静脈路確保技術の向上、医療従事者としての倫
理観の醸成、多職種との連携力向上を目的に研修期間を就業

前研修を含め６か月とした。
　静脈路確保については、処置範囲の拡大により確実性の更
なる向上が求められることから、研修性が可能な限り多く経
験できるよう病院にご協力いただいており、新規救急救命士
に関しては期間中、１人あたり300例以上の実績となってい
る。
　また、毎月開催している症例セミナーへ参加し、ドクター
カー出動事例を含む搬送症例について医師及び救急救命士と
ディスカッションを行っている。
　その他、毎週一度、本部救急課の指導救命士によるカリキュ
ラムに従った研修など、病院と一体となった指導を行ってい
る。

【まとめ】当市ワークステーションは、人員、設備に関して
当初から充実していたわけではなく、消防本部と病院相互の
協力のもと、研修体制や研修環境を徐々に進化させてきた。
今後もさらにその体制を充実、強化させていきたいと考える。
　今回、ワークステーションの運用開始から現在までの変遷
について報告したい。

O9-6 専門学校等の教育機関で救急救命士の資格を取得後に採用さ
れた消防職員の運用について

豊橋市消防本部

光岡　友美、牧野　靖志、奥村雄一郎、柿原　健二

【目的】当消防本部では平成13年から、専門学校等の教育機
関で救急救命士の資格を取得した職員（以下、有資格者）の採
用が始まり、現在は23名となった。また採用の際には一般採
用の他、救急救命士の採用枠を設けている（一般枠13名、救
命士枠10名）。採用後は半年間の消防学校初任科を卒業する
とすぐに救急隊員として任命し、就業前教育を行い救急救命
士として運用を開始する。即戦力として期待されており、有
資格者のやる気に応える環境であるものの心理的負担は大き
いと思われる。また、ひとたび救急救命士として運用を開始
すると殆どの職員が救急業務のみに従事しながら消防人生を
歩み、他分野を経験することは少ない。当消防本部では55歳
での救急業務定年制がありその後は警防業務に従事している
が、そこで初めて消防隊となる。以上のことから、救急救命
士としての採用から運用までと消防業務への意識の調査のた
めにアンケートを行った。

【対象と方法】有資格者23名に対して採用から運用、教育及
び救急業務以外についてアンケートを実施し検討を行った。
長期休暇者1名除く22名が回答（回答率96％）。

【結果】1年目から運用することについては59％が早いと考え
ており、適当と考える31％の倍近い値となった。理由として

は、救急救命士として運用を開始すると出動に追われ消防の
基礎的な土台を身に着けることがままならないという意見
と、救急救命士として採用されたため早く現場に出たいとい
う意見に分かれた。運用開始の時期については1～6年と幅
が見られたが、平均すると3年という結果であった。また、
54％が救急業務以外を行いたいと回答した。

【考察】当消防本部では救急救命士2名体制を確保しており、
先輩救命士に師事しながら現場経験を積んでいる。最初の不
安は、この体制が崩れ、救命士一人として現場に出ることが
あった場合の判断と責任である。次いでは、消防職員として
の土台を築く前に救急一本となることの、将来を含めた不安
である。ただし、早く運用してほしい有資格者にとっては望
ましい環境である。アンケート結果を元に救急救命士2名体
制を崩さない環境作りと運用開始時期についての検討、それ
からすでに運用している有資格者の不安感を払拭する教育体
制について今後十分に検討していく必要がある。
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一般発表９ 教育１

O9-7 救急業務に携わる職員の教育管理集計システムの試行運用に
関する研究

1）大阪市消防局、2）大阪大学医学部附属病院

栗山　雄典1）、林田　純人1）、酒井　智彦2）

【目的】平成29年度に、大阪府危機管理室消防保安課、大阪
大学、大阪市立大学が共同研究として、「救急救命士の再教
育等の管理システムの開発」を実施した。成果物として救急
救命士の再教育の単位管理および、指導救命士の単位管理を
容易に行えるwebシステムを構築した。しかしながら、多く
の消防本部で活用するためには各種のカスタマイズが出来る
必要があったため、平成31年度は、我々大阪市消防局、大阪
大学と大阪市立大学が、先行研究で作成したシステムを全国
の消防本部、都道府県メディカルコントロール協議会等で希
望する団体に対して2020年4月から活用が可能なものとする
ことを目的として受託した。

【対象と方法】関係者で調査・議論を行い、本研究で作成する
システムについて、必要な仕様をとりまとめ、全国の消防本
部（局）に試行運用の実施を呼びかけ、3ヶ月程度の試行運用
を行い、必要な修正を行うこととした。試行運用に関する具
体的な方法は、平成31年5月30日に和歌山市で開催された全
国メディカルコントロール協議会連絡会において配布された
パンフレットへの呼びかけチラシの封入、共同研究者が所属
する地域メディカルコントロール協議会の会議の場で同様に
試行運用への呼びかけを行った。

【結果】関係者による会合を重ねて仕様案を以下のように整
理した。大阪府で運用されている救急救命士の再教育に関す
るガイドラインを参考に、他の地域と個々の項目の単位数な
どをカスタマイズできるようにすること。医療機関への搬送
時に実施する「搬送時研修」について、関係する救急救命士が
効率的に単位計上を出来るようにすることなど。試行運用に
ついては、10月頃から実施予定で抄録登録時点では2つの消
防本部（局）が参加予定である。

【考察】抄録登録時点では、試行運用は開始されていないが、
試行運用の結果と各種機能の紹介が可能である。救急救命士
の再教育単位、指導救命士の単位管理を容易にすることで、
教育を受ける側の救急救命士のモチベーションの向上に加
え、教育を行う側の教育指標や単位の見える化により自身の
再教育に関する課題を確認でき、2年間で128時間の単位取得
を有用なものにできる可能性がある。さらに自己の単位管理
だけではなく救急隊としての単位管理も可能とし、より良い
救急活動につながっていくものと思慮される。一般財団法人
救急振興財団の「救急救命の高度化の推進に関する調査研究
事業」の成果を全国で活用すべく情報共有を行う。

第
1
会
場

第
1
会
場

1
日
目

2
日
目

第
2
会
場

第
2
会
場

第
3
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
7
会
場

第
8
会
場

第
8
会
場

第
9
会
場

第
9
会
場

第
10
会
場

第
10
会
場

1
日
目

第
7
会
場



The 28th National Ambulance-crew Symposium 149

一般発表１３ 調査・研究２

O13-1 声門上気道デバイスを用いた非同期ＣＰＲの効果について

1）東京消防庁、2）日本医科大学付属病院高度救命救急センター

浮田　幹雄1）、洲藤　栄男1）、増野　智彦2）、横堀　將司2）、新井　正徳2）、五十嵐　豊2）、
横田　裕行2）

【目的】東京消防庁では、平成２９年１０月１日の救急活動基準
改正により、ＣＰＡの傷病者に対して声門上気道デバイスに
よる気道確保を行った場合のＣＰＲにおいて、人工呼吸は胸骨
圧迫と非同期としている。今般、当該活動基準改正から２年
が経過（発表時点）したことから、その効果を検証した。

【対象と方法】当該活動基準改正の前後２年、合計４年間に東
京消防庁管内で発生し、日本医科大学付属病院高度救命救急
センターに搬送された救急搬送事案のうち、声門上気道デバ
イスを用いてＣＰＲを実施した２７７例を対象とし、同期ＣＰＲ群

（１２５例）と非同期ＣＰＲ群（１５２例）に分類し、自己心拍再開
率（ＲＯＳＣ率）及び血液ガスデータを後方視的に検証した。

【結果】病院到着前のＲＯＳＣ率は、同期ＣＰＲ群８．８％に比べ、
非同期ＣＰＲ群１１．８％であり、有意差はないものの、非同期Ｃ
ＰＲ群でＲＯＳＣ率の改善傾向を認めた。また、病院到着時のＰ
ＣＯ２の平均値は、同期ＲＯＳＣ群８４．８ｍｍＨｇに比べ、非同期Ｒ
ＯＳＣ群７１．３ｍｍＨｇと、非同期ＲＯＳＣ群で有意にＰＣＯ２の低下
を認めた（ｐ＜０．０５）。

【考察】有意差は認められなかったものの、病院到着前のＲＯＳ
Ｃ率は非同期ＣＰＲ群が同期ＣＰＲ群よりも高値を示し、ＣＯ２に
おいては非同期ＲＯＳＣ群が同期ＲＯＳＣ群よりも有意に排出さ

れていた。非同期ＣＰＲは、同期ＣＰＲよりも効果的にＣＯ２を排
出し、病院到着前ＲＯＳＣ率を向上させる可能性が考えられる。
今後、データの集積を続け、救命率の改善に繋がる効果的な
ＣＰＲ手法を検証していく必要がある。

※発表時には、令和元年５月１日から９月３０日までのデータ
を追加します。

O13-2 病院前救護における気道管理器具が胸骨圧迫の質に与える影響

1）白山野々市広域消防本部、2）富山大学大学院医学薬学研究部危機管理医学・医療安全学

清水　光治1）、若杉　雅浩2）

【目的】心肺蘇生（CPR）中に胸骨圧迫で有効な全身血流、冠
動脈灌流を得るためには、胸骨圧迫の中断時間をできるだ
け短くすることが重要と考えられており、JRC蘇生ガイド
ライン2015では、新たに胸骨圧迫比率 （chest compression 
fraction：CCF）という指標が示され、80％以上を保つことが
推奨されている。CCFに影響を与える因子としては、胸骨
圧迫の中断が必要な人工呼吸、電気ショックの時間などがあ
げられるが、実際にそれらがCCFに与える影響は明らかで
ない。そこで今回、特に換気による胸骨圧迫中断時間に大き
な影響を与えると考えられる、気道確保方法の違いがCCF
および病院到着までの自己心拍再開（ROSC）に与える影響に
ついて検証した。

【対象と方法】平成27年4月から平成28年3月までの1年間に白
山野々市広域消防本部管内で発生した心肺停止傷病者事案
143件を対象とし、器具（気管挿管、LTS、i-gel）による気道
確保の有無、病院到着までの心肺蘇生中のCCFおよびROSC
の有無を遡及的に調査した。CCFについては、半自動式除細
動器（フィリップス社製ハートスタートMRX）の心電図デー
タから胸骨圧迫中断時間を計測し、救急活動記録票、事後検
証票等の活動時刻を用いて算出した。得られたデータはコン

ピューター上に記録し、群間の比較は対応のないｔ検定およ
びカイ二乗検定にて検討した。

【結果】全143例中解析を行えたものは79例であった。
病院到着までにROSCが得られたのは21例でありROSC群の
平均CCFは90.1％でROSCなし群の86.0％と比較して有意に
高かった（P＜0.01）。
器具による気道確保がなされたものは54例であり、気道確保
器具使用群では、使用なし群と比較して有意にCCFが高かっ
た（89.3％ VS 82.4％）。また気道確保器具使用群は、使用な
し群と比較して有意にROSC率も高かった（P＜0.01、オッズ
比6.2）。

【考察】器具による気道確保は、蘇生中に非同期による換気
を可能とし胸骨圧迫中断時間の短縮に有利である反面、救急
救命士の技量によっては気道確保そのものに要する時間が胸
骨圧迫中断時間の延長につながる可能性も考えられる。今回
の我々の検討で、救急救命士が行う病院前救急搬送時の器具
による気道確保は高いCCFとROSC率を示し、良質な蘇生に
よる傷病者の予後向上に貢献していることが証明された。
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一般発表１３ 調査・研究２

O13-3 ＣＣＦ算出における取り組みから見えてきたこと

豊橋市消防本部

馬場　　崇、牛田　雅三、柿原　健二、牧野　靖志、市川　匡規

【目的】JRC蘇生ガイドライン２０１５に基づく救急活動プロトコル
では、ＡＥＤデータを活用し、胸骨圧迫の中断時間においてＣＣＦ
８０％以上を目指すことが望ましいと提案されている。
本市ではこのことを受け、救急活動における事後検証において本
提案に取り組み、その結果について報告する。

【対象と方法】
１ 心肺停止のチームトレーニングにおいて「ＣＣＦ８０％以上」を目
標値と設定した。
２ 心肺停止症例のＡＥＤの音声データ（音声含む）を確認し、プリン
トしたAED心電図に、全ての胸骨圧迫中断時間を追記するととも
にこれらをデータシートに入力、ＣＣＦを算出する。
３ 入力データを基に薬剤投与実施・未実施別・気道トラブル有無
別やＣＰＲの同期・非同期別などの現場活動ＣＣＦ（傷病者接触から
現場を離脱するまで）を５段階（９０％以上～７５％未満）で分類した。
４ 分析対象は平成３０年度の心肺停止症例とし、上半期と下半期で
比較した。

【結果】全体的にはＣＣＦ８０％以上が多くを占めたが、８０％未満が
散見された状況は、薬剤適応で薬剤投与未実施症例や心肺蘇生の
同期（３０：２）症例であった。
気道トラブルが発生した症例は、トラブル時間に比例しＣＣＦが高

値を示した。
また、上半期に不適切な胸骨圧迫の中断や活動内容が多く見られ
た。
調査結果からＣＣＦ８０％未満の活動は、具体的かつ明確な役割の事
前指示、活動方針の明確化、トラブル時の対処方法の共通認識の
欠落などが判明した。

【結果の対応策】上記結果から、メインテーマ「チームダイナミッ
クス（効果的なチームに必要な要素）」、サブテーマ「胸骨圧迫中断
を最小限に」をベースとしたＯＪＴの実施や定期的に発出している

「事後検証通信」などにおいて共有を図った。また、隊内（活動小隊）
事後検証を詳細具体化した。

【考察】上記（結果の対応策）の取り組みにより、下半期には各段階
（９０％以上～７５％未満での５段階）でＣＣＦ値の上昇が図られたた
め、気道トラブル無や同期ＣＰＲの症例⇒「最低ＣＣＦ８０％以上」、気
道トラブル有や非同期ＣＰＲの症例⇒「最低ＣＣＦ８５％以上」と再設定
した。
ＣＣＦ等を分析することにより、活動の質の明確化が図れる。
ＡＥＤデータは救急活動事後検証の「重要な情報源」であるため、こ
れらを活用・分析し、更なる活動の質の確保の一手を打ちたいと
考える。

O13-4 ＡＥＤデータによる胸骨圧迫中断時間の検証について

豊橋市消防本部

市川　匡規、牛田　雅三、柿原　健二、牧野　靖志

【目的】「JRC蘇生ガイドライン２０１５」に基づく救急活動プロ
トコルでは、ＡＥＤ等のデータを活用して、帰署後に、隊員
間で胸骨圧迫の質及び中断時間の分析の必要性が提案されて
いる。
本市ではこのことを受け、救急活動における事後検証におい
て本提案に取り組み、改善が図られたのでその結果について
報告する。

【対象と方法】
１ 心肺停止症例におけるＡＥＤの音声データを確認し、AED
心電図データに、全ての胸骨圧迫中断時間等を追記するとと
もにデータシートに入力する。
２ 入力データを基に心電図波形別の初期心電図（３０６調律回
数）や各ピリオドの調律確認（６９９調律回数）、アドレナリン
投与時の心停止確認（７３調律回数）における集計やＢＶＭによ
る換気時間、その他不必要な胸骨圧迫中断時間など全ての胸
骨圧迫の中断時間を抽出し、分析した。
３ 分析対象は平成３０年度の心肺停止症例とし、上半期と下
半期で比較した。

【結果】初期心電図では、確認時間に１０秒以上要している症
例（以下「１０秒以上」という。）が約２３％であり、特にＰＥＡで

は３２%と高く、「意識なし、呼吸有り」の通報状況では更に確
認時間を要していた。
また、各ピリオド間の調律確認では、１０秒以上は約２０％で
あり、ＰＥＡは初期心電図に比べ２２％の減少であった。
活動面では、３０：２の心肺蘇生での換気時間の速さ（２秒間）
やターポリン担架へ移す際の大幅な中断などが散見された。
上記の結果を定期的に発出している「事後検証通信」での情報
提供や救急技術発表会のテーマの一つとして取り組んだ結
果、上半期から下半期では胸骨圧迫の中断の短縮や活動の質
の向上が図られた。

【考察】ＡＥＤデータは、「重要な情報源」であり、これらを分
析することで課題の抽出が具体化され、「調律確認時はカウ
ントし、経過時間を意識する」など明確な対応策や提案を図
ることが可能となる。
今後もＡＥＤデータの分析から、蘇生の骨子である「胸骨圧迫
を最小限」にした良質な活動の安定化を図りたいと考える。
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一般発表１３ 調査・研究２

O13-5 胸骨圧迫率（ＣＣＦ）６０％を目指して

笠間市消防本部

髙瀬　大輔、谷口　哲也、佐藤　　勇、川又　克昭、河原井　瞬

【目的】日本蘇生協議会（ＪＲＣ）が推奨する、心肺停止患者の救命のポイントは、
早期除細動、質の高い心肺蘇生、胸骨圧迫中断時間を最小限にし、早期現場
離脱と、早期医療介入にある。
またＧ２０１５から新たに全ＣＰＲ時間に対する胸骨圧迫に費やす時間の比率（胸
骨圧迫比率（ＣＣＦ）（以下「胸骨圧迫比率」という。）が導入され、胸骨圧迫の中断
を最小限にして、胸骨圧迫比率を少なくとも６０％にすることが提案された。
笠間市消防本部では、高規格救急車５台全てに自動心臓マッサージ器を積載し
ており、特に心肺停止傷病者に対する活動時には、ポンプ隊と救急隊の隊員
が果たす役割を明確に分業化することにより、早期に自動心臓マッサージ器
を装着し早期現場離脱及び胸骨圧迫中時間の短縮を図る取り組み実施してい
る。笠間市消防本部の取り組みと、その結果について平成２９年、平成３０年の
データを基に報告する。

【対象と方法】笠間市消防本部における平成２９年、平成３０年の、院外心拍再開
患者（２２件）を対象とし、活動記録票に記載されている発生から自己心拍再開
までの胸骨圧迫中断時間を心電図記録（日本光電　除細動レポート表示ソフト
ウェア）から算出した。
半自動除細動器
日本光電　ＴＥＣ－２５１３
自動心臓マッサージ器
フィジオコントロール社　ルーカス２

同期３０：２使用時の中断時間をストップウォッチで測定
換気のための停止時間　３秒
３０回胸骨圧迫作動時間　１８秒
【結果】平成２９年　病院前心拍再開１０件　胸骨圧迫比率　平均５７％
平成３０年　病院前心拍再開１２件　胸骨圧迫比率　平均５３％
社会復帰まで回復した事例は５件あり、平均胸骨圧迫比率は平均４９．２％だっ
た。
搬送時間が長くなるほど、人工呼吸にかかる胸骨圧迫中断時間が多く、医療
機関搬送時間を１５分で考えた場合、人工呼吸にかかる中断時間の合計は２分
３０秒となり、胸骨圧迫比率低下の要因となる。
【考察】胸骨圧迫比率は平成２９年の平均は５７％、平成３０年の平均は５３％で、
６０％を下回る結果となったが、救急隊が接触してからの胸骨圧迫比率は８５％
以上であり、重要なのは救急隊到着前の市民による介入が胸骨圧迫比率の低
下を防ぐのではなかと考える。
社会復帰した事案は全て目撃ありだった。

参考文献・引用元
日本蘇生協議会監修。”第1章 BLS、8） CPR中の胸骨圧迫の中断”。JRC蘇生ガ
イドライン2015．
医学書院、2016，p。 26-27．

O13-6 胸骨圧迫の“視える化”について

1）稲敷広域消防本部、2）東京医科大学茨城医療センター

川﨑　光正1）、椎名　猛美1）、柳田　国夫2）

【目的】救急隊は現場で最大限の活動が出来るように日々訓練を
重ねている。特に心肺停止事例では良質な胸骨圧迫ができるよ
う努めている。今回、胸骨圧迫の可視評価デバイスを用いて、
救急救命士とそれ以外の職員との胸骨圧迫に関する比較検討
と、世代における特徴があるかを見つけることを目的とした。

【対象と方法】
１　使用機材
　（１）  日本光電社製　ＣＰＲアシスト「ＣＰＲ－１１００」、ＣＰＲアシ

ストビューア（以下、評価デバイス）
　（２）  Ｌａｅｒｄａｌ社製　レサシアンシミュレータＰＬＵＳ（以下、訓練

用人形）
２　対象
　（１）救急救命士（Ｐ群）１２名
　（２）救急救命士以外の職員（Ｎ群）３６名
３　方法
　（１）  訓練用人形と評価デバイスを使用し、２分間の連続した

胸骨圧迫を実施、評価デバイスにて①総合評価点②平均
圧迫深さ③適切な胸骨圧迫率④リリース⑤デューティー
サイクルの５つを評価項目とした。

　（２）①から⑤について、対応のないｔ検定を用いて分析した。

　（３）  世代による胸骨圧迫に特徴があるか、実施結果から検討
した。

【結果】
１　２群とも総合評価点は平均８０点を上回る結果であった。
２　①から⑤までの評価項目のうち、①について差を認めた（Ｐ
群８９．６点ｖｓＮ群８２．２点、Ｐ＜０．０５）。
３　３０歳代までは胸骨圧迫が適確から深い傾向（５３ｍｍ～８８ｍ
ｍ）であり、２分間連続して同じ深さで圧迫していた。４０歳以
上では、適確から浅い傾向（４３ｍｍ～６０ｍｍ）であり、１分を経
過した付近から徐々に圧迫が浅くなる傾向が認められ、世代に
よる胸骨圧迫に特徴があることが示唆された。

【考察】常時救急活動に従事している救急救命士のほうが、胸骨
圧迫の実施方法についての理解度が深いため、評価点に反映し
たものと考える。世代別では、若い職員は体力に自信があり連
続して胸骨圧迫をできると考えているのに対し、ベテラン職員
は自分の体力を考慮しながら胸骨圧迫を実施する方法を経験か
ら身につけているものと考える。胸骨圧迫の評価を客観的な数
値として“視える化”することで、各個人の胸骨圧迫能力を踏ま
えた活動ができ、搬送中の良質な胸骨圧迫が実施できる可能性
が考えられる。
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一般発表１３ 調査・研究２

O13-7 分析結果で見る 
「地方中小都市における機械的CPRが与える影響と課題」

七尾鹿島消防本部

岸　　崇正、三輪　　豊、廣田　慎也

【目的】当消防本部は地方中小都市を管轄に担い、３消防署３
分遣所の６救急隊で運用している。小規模消防ならではの問
題として人員不足が挙げられ、分遣所では顕著に表れている。
例えば「CPA症例での救急隊３名出動」「薬剤投与未認定救命
士の救急隊編成」といったものである。
　この問題を解消するため、自動心臓マッサージ機（以下、
自動心マ機）の導入や消防署からの支援隊（指導救命士等）の
要請を行っている。
　人員不足の問題、対応策について現状の救急活動をデータ
化し分析することで地方中小都市の救命活動に資することを
目的とする。また、自動心マ機を安全に取り付けるための工
夫やズレ防止の搬送方法について我々の取組についても紹介
する。

【対象と方法】平成２４年４月１日から平成３１年３月３１日までを
調査期間とし、自動心マ機を配備している３分遣所管内で発
生した心肺停止症例１１２件（導入前５９件、導入後５３件）で自
動心マ機の導入前後を比較するため、導入後と同期間遡った
症例を集計し、その結果をCCF、ROSC率、特定行為成功率
及び胸骨圧迫開始から特定行為開始までの時間に注目し比較
調査・分析した。

【結果】自動心マ機導入前後での各比較結果は、CCF、ROSC
率、特定行為成功率は導入後が統計学的において有意に高値
を示した。しかし、特定行為開始時間については、導入前よ
り時間の遅延が認められた。

【考察】本調査結果から、自動心マ機の導入がCCFの上昇と
特定行為の成功率の上昇を導き、その２つの影響を受けて
ROSC率の向上に繋がったと考えられる。木村らの研究１で
も、機械的CPR群が用手的CPR群と比較してCCFと特定行
為実施率が高値であったという報告はされている。しかし、
本調査では、当消防本部独自の救急支援体制（指導救命士等
による活動支援）も相まってか特定行為の成功率、ROSC率
が統計学的において有意に高かった。
　特定行為開始までの時間が伸びていることが確認できたた
め、今後の救急活動の見直しが課題だと感じた。

〔参考文献〕
　１．病院前救護における機械的CPRの有用性の検討
　　　　ChestCompressionFractionに着目した分析
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一般発表１７ 調査・研究３

O17-1 救急活動における隊内（活動小隊）事後検証の取り組みについて

豊橋市消防本部

牛田　雅三、柿原　健二、牧野　靖志

【目的】本市での心肺停止症例の消防機関内における事後検証は、
救急活動記録票・AED心電図データを基に隊内検証→検証担当
官→検証管理者→（活動小隊へのフィードバック）により行ってい
ます。
検証担当官は、検証チェックリストに従い、客観的に検証を行っ
ていますが、隊内検証の実施方法については特に取り決めはなく、
各小隊により異なり検証の質は確保されていませんでした。
JRC蘇生ガイドライン２０１５に基づく救急活動プロトコルでは、
データに基づいて救命処置の質に焦点を当てたデブリーフィング
を行うことを提案しています。
これらのことから、隊内検証の質の向上を図るため、隊内検証の
実施内容や方法を定め検証しているので、その取り組みについて
紹介します。

【対象と方法】隊内検証を「今年度の重要テーマ」として提示し、
次の内容を基に実施することとした。
１ ＡＥＤの音声データを確認するとともAED心電図データに以下
の内容を追記する。
胸骨圧迫の中断個所として①初期心電図確認②各ピリオドの調律
確認時間③ＣＰＲ同期時のBVM換気時間④アドレナリン投与のた
めの心停止確認時間など全ての胸骨圧迫の中断個所、また活動内

容として救急救命処置など
２ 上記１から現場活動のCCFの算出
３ 具体的内容・項目（４３項目）を示したチェックリストによる検
証

【結果】音声聴取により隊員への指示、隊員間でのコミュニケー
ション、接遇状況、また心電図データへの追記から各胸骨圧迫の
中断時間など活動内容が明確化されるため、出場隊員間でのデブ
リーフィングの質の向上が図られた。また、具体的な検証項目を
提示したため、実施前と比較し、隊内検証の欠落の減少が見られ
た。
一方、検証担当官に対してもこれらの取り組みにより事後検証の
効率化が図られた。

【考察】上記の結果から心電図データは、事後検証を行う上での
「重要な情報源」であり、これの活用は効果的な事後検証に大きく
寄与することが考えられた。
経験豊かな検証担当官でさえ救急活動記録票等からでは読み取れ
ない可能性が存在することは否定できないため、最も様々な状況
を把握している活動小隊が、自隊の活動内容について適切に隊内
検証で振り返り（デブリーフィング）ができれば、次回以降のチー
ムパフォーマンス向上に繋がる要素が非常に高くなると考える。

O17-2 船橋市における外傷事案の事後検証の効果について

船橋市消防局

伊藤　　悟、岡沢　伸好、廣澤　博司、岸　雄一郎、國井　恵祐

【目的】当市が所属している東葛飾南部地域救急業務メディ
カルコントロール協議会では、外傷事案の事後検証（以下「外
傷検証」という）が実施されており、外傷検証の結果は該当す
る救急隊員だけでなく、全救急隊員を対象として結果を周知
し、共有を図っている。この検証方法により平成２４年度か
ら平成３０年度までの７年間で現場活動がどのように変化して
きたのか、現場活動の時間経過、病院選定状況やアンダート
リアージの有無等について調査したのでその結果、傾向を報
告する。

【対象と方法】外傷検証の対象となる事案は東葛飾南部地域
救急業務メディカルコントロール協議会が定める５項目に該
当するもので、これに該当する平成２４年度から平成３０年度
までの外傷事案（ｎ＝６０８）において、現場活動の時間経過、
観察結果から適切な病院選定が実施されているか、アンダー
トリアージされていないかを調査し検討した。

【結果】平成２４年度から平成３０年度までの７年間で現場滞在
時間（現場到着時間～現場出発時間）は約９分の短縮がみら
れ、救急車内収容時間（現場到着時間～救急車内収容時間）も
約２分の短縮となった。病院選定時については２回以上病院
交渉している事案が平成２４年度では５１件、平成３０年度では

２２件で減少傾向であった。アンダートリアージに関しても
平成２４年度で１４件、平成３０年度は３件で減少傾向がみられ
た。その内訳では頭部外傷の事案は減少していたが、骨盤骨
折に関しては減少しておらず、見落とす可能性が高いという
結果がみられた。

【考察】外傷検証を実施し該当する救急隊員だけでなく、全
救急隊員にこの結果を周知することにより、全救急隊員が外
傷事案に対する共有認識を持つことができ、年々現場滞在時
間及び病院到着時間までの所要時間を短縮することができ
た。さらに１事案で２回以上病院交渉している事案が減少す
るにつれて現場出発時間及び病院到着所要時間が短縮したこ
とから、市内の３次医療機関との連携も重要であると考察さ
れる。アンダートリアージに関しては時間短縮による観察精
度の低下は認められず、適切に行われていると考えられるが、
骨盤骨折に関しては周知しても見落としが減少しないことか
ら、骨盤骨折の可能性が高い事案について精査し対策するこ
とが必要と考察される。

第
1
会
場

第
1
会
場

1
日
目

2
日
目

第
2
会
場

第
2
会
場

第
3
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
7
会
場

第
8
会
場

第
8
会
場

第
9
会
場

第
9
会
場

第
10
会
場

第
10
会
場

1
日
目

第
7
会
場



154 The 28th National Ambulance-crew Symposium

一般発表１７ 調査・研究３

O17-3 部隊活動円滑化のために

藤沢市消防局

久保　慶太

【目的】現場活動中に部隊内で意見が割れた場合はどのような対
応をしていますか。
 救急活動に関して部隊としてチーム力を向上させるためには業
務中に限られますが、出動やデスクワークなどもあるため、時
間を作るのが難しいのではないでしょうか。また、訓練を実施
できても部隊のコミュニケーションに主眼を置いた訓練は少な
い印象があり、そうなると、実際の救急活動の中で部隊内の方
向性を決定していくケースが多いのではないでしょうか。現場
で部隊が同じ答えを出せれば問題ないかと思いますが、どちら
も答えとして間違えていないケースも多々あります。
 その中で何を優先して決めるのか。階級なのか。それとも資格
なのか。今回の事案で改めて部隊が一つとなって活動する必要
があると強く感じたため、報告します。

【症例】乗用車の単独事故（救助出動）・２０１〇年４月〇日３時
 現場は乗用車（セダン）が歩道の電柱に衝突していて、傷病者が
路上に１人倒れていた。
管轄の救急隊及び隣接の救急隊がほぼ同着し、傷病者が２人で
いることを確認。（もう１人は助手席にいた）
 傷病者Aは隣接救急隊が対応し、乗用車助手席にいて、下顎開
放骨折と意識障害がみられた。

 傷病者Bは路上に側臥位で腰痛を訴えて、ショック兆候がみら
れた。
観察の結果は傷病者Aが下顎骨折とショック状態と判断。傷病
者Bが骨盤骨折とショック状態と判断。
 病院での確定診断
 傷病者A・顔面多発骨折　気脳症　頭蓋内出血　（重篤）
傷病者B・頭部外傷　意識障害　（重篤）

【結果・考察】部隊が同じ方向を向くためには訓練や出動後の事
後検証の中で、部隊としての答えを出し、方向性を決めること
がベストだと考えます。しかし、これを実施するためには、か
なりの労力を要し、消防職員としての経験や人間関係が障害と
なるケースもあると思います。
 部隊として活動する上で判断した結果、全員が同じ方向を向い
て活動することの重要性は高いと認識しています。
今回の事案を踏まえて、自隊では日常的に訓練や出動した後に
事後検証を実施し、立場に関係なく、お互いの意見を出し合い、
部隊としての方向性を明確にしています。
 開始してから時間も短いため、データとしての成果は乏しいで
すが、部隊活動として円滑化は図れているため、今後も継続し
ていきたいと考えています。

O17-4 外傷の救急活動における受傷機転の重要性について

東京消防庁

小谷　陽一

【目的】東京消防庁では、外傷の救急活動において「外傷観察
カード」を活用し重症度を判断している。傷病者の緊急度・重
症度を判断する指標に、生理学的評価、解剖学的評価及び受
傷機転等がある。受傷機転は、初期評価での生理学的評価、
解剖学的評価の次に位置しているが、救急現場では、受傷機
転のみで重症判断し三次医療機関に搬送していいのかを迷う
ケースがある。そこで、受傷機転から三次医療機関へ搬送さ
れた傷病者を対象に、重症度評価表Abbreviated Injury Scale 

（AIS）に基づき解剖学的重症とされるAIS3点以上の比率を調
査し、「受傷機転で搬送された傷病者の重症者の割合」を検証し
た。

【対象と方法】平成30年度中の1年間を対象とし、独立行政法人
国立病院機構災害医療センターの三次医療機関へ救急搬送さ
れた外傷傷病者のうち、受傷機転により重症判断された132人
を調査対象とした。調査対象についてはAISを用いて評価し、
3点以上の傷病者を受傷部位別にまとめて、3以上と2点以下の
傷病者の平均在院日数についても調査対象とし、退院までの
必要期間を検証した。更に、AIS3点以上の重症傷病者を受傷
機転別に調べ、特に注意すべき受傷機転についても検証した。

【結果】AISの評価により、重症である３点以上の傷病者は、全

調査対象132人中51人（38.6%）であった。そのうち11人（8.6%）
は2ヶ所に3点以上の受傷部位がある多発外傷傷病者であった。
部位別では、胸部22人（16.7%）、頭頸部19人（14.4%）、四肢7人

（5.0%）、腹部及び骨盤内臓器14人（10.6%）であり、顔面及び体
表は0人であった（重複含む）。平均在院日数は、AIS3点以上が
25.6日、2点以下が5.4日であった。受傷機転別では、高所墜落

（5m）の11人中9人（81.8%）がAIS３点以上の重症傷病者であっ
た。

【考察】今回の調査では、AIS２点以下（中等症）の傷病者は81人
であった。この点から、受傷機転による重症判断はオーバー
トリアージになることもあるといえる。しかし、受傷機転に
より重症判断され、救命救急センターに搬送された傷病者で
AIS3点以上は51人（38.6％）おり、平均在院日数も2点以下に比
べ、20日以上も必要としている。これは、生理学的評価・解
剖学的評価で重症とならない傷病者を受傷機転のみで適切に
医療機関へ搬送し、多くの傷病者の救命に成功したといえる。
特に高所墜落（5m）による受傷機転は重症傷病者が多く、注意
が必要である。
　外傷は一秒一刻を争う。速やかに適切な医療機関に搬送す
ることが重要である。
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O17-5 運動脊椎制限（ＳＭＲ）について考える

1）横浜市消防局、2）日本体育大学

秋元　義経1）、濱田　陽平1）、藤崎　勇樹1）、三橋　清隆1）、菊池　直弘1）、今村　圭佑1）、
藤田　優衣1）、村上　朋也1）、林　　昌希1）、藤本　賢司1,2）

【目的】プレホスピタルにおける外傷傷病者の適切な処置は、
傷病者の予後を左右する重要な処置である。現在、救急隊員
が行うＳＭＲ対象傷病者への応急処置法について、標準化さ
れた教育が実施されているが、応急処置法の明確なエビデン
スはない。バックボード等に固定する際の脊柱軸のズレにつ
いて、定点カメラを使用した視覚的評価と被験者からの主観
的訴えを併せて検証した。

【対象】傷病者役及び実施者は消防職員として頭部保持者に
ついては救急科資格（入局１年）とした。

【方法】傷病者役の体表の目印となる部位にマーカーを設定
し、定点カメラ３台を使用して検証を行った。ニュートラル
位のマーカー位置を基準とし、各手技を実施した際のマー
カー位置の変化を視覚的に比較検証した。

【検証】
検証１ ログロール
検証２ ログリフト
検証３ フラットリフト
検証４ スクープストレッチャーの固定
検証５ バックボードの固定
検証６ ログロール時の合図の違いによる影響

【結果】検証１～３は、初回は明らかな体幹部のズレは認めら
れなかったが、頸部のズレを認めた。しかし、頸部ズレを指
摘されたのち、頸部のズレはなくなった。これは救助者の自
己修正能力による補正がかかったと推測される。また、救助
者の人数の増加に比例して、脊柱軸のブレは大きくなった。
検証４は、すくい板が背面に入る際、体幹に大きな動揺が認
められたが、両翼のすくい板を均等な力で同時に操作するこ
とで体幹のブレは最小限となった。
検証５では斜軸移動距離を比較したところ、移動距離に比例
し横軸後方のズレが大きくなった。
検証６は、合図方法が変わるとログロールのタイミングにズ
レが生じ、テンポの変化によってログロールする速さが変化
した。

【考察】本研究により、手技の注意点及び共通認識のある合
図方法がＳＭＲに影響する可能性を示すことができた。手技
実施前に救助方法・合図等の統一を行い、傷病者に侵襲が少
ないＳＭＲを考えていくことが重要である。本研究は主観的
な評価にとどまる結果であり、ＳＭＲ手技による二次的損傷
の予防及び発生について明らかにすることはできていないこ
とから、本研究以降も引き続き検証を重ねる必要がある。

O17-6 大腿骨近位部骨折患者に対する消防・医療機関の連携構築は
夜間搬送時間を短縮する

1）北はりま消防本部、2）西脇市立西脇病院

坂本　政法1）、植木　正明2）、深澤　高広2）

【目的】高齢化とともに大腿骨近位部骨折（以後、骨折）患者
は増加している。警防人員が少ない当消防本部で傷病者を管
外に搬送すると、重複事案の対応が遅れる可能性がある。そ
こで、当消防本部では骨折傷病者を24時間受入れ、入院後48
時間以内の早期手術が可能な病院を骨折傷病者の搬送選択
ルールとして、消防・医療機関が連携を図った。今回、搬送
先選択ルール前後の１件当たりの所要時間、管外医療機関搬
送件数から、搬送先選択ルールにより救急活動の効率化が図
れたかどうかを検討した。

【対象と方法】平成28年９月から平成29年８月までの搬送先選
択ルール前の265件（選択前）と平成29年９月から平成30年９月
までの搬送先選択ルール後の162件（選択後）を対象とした。
評価項目は全日と夜間・休日別の１件当たりの所要時間、距
離、管内・管外医療機関搬送件数で、統計学的検討はχ2検定、
Mann-WhitneyのU検定で行い、p<0.05を有意差ありとした。

【結果】全日の所要時間、距離は選択前の平均83.0分、26.3㎞
から選択後77.4分、23.9kmと短縮したが、有意差はなかった。
一方、夜間・休日の所要時間、距離は選択前の平均93.7分、
32.0㎞から選択後81.9分（p=0.025）、25.5km（p=0.058）と所要
時間、距離は有意に短縮された。管外の医療機関への搬送は

全日では選択前の9.4％（265件中25件）から選択後の2.5％（162
件中４件）と有意に減少し（p=0.005）、夜間・休日でも、選択
前の13.2％（144件中19件）から選択後の3.2％（94件中３件）と
有意に減少した（p=0.010）。

【考察】警防人員の少ない消防本部では、将来の救急需要予
測から救急車の最適な効率的運用を目指さなければならな
い。本搬送先選択ルールにより、休日・夜間の救急車の効率
的運用ができ、重複事案への早期対応が可能となった。提携
医療機関では搬送後、約90％の傷病者が欧米基準の入院後48
時間の早期手術が可能となり、低い30日死亡となっている。
取組み前に整形外科医から骨折の観察要領の講義を受けた
が、休日・夜間帯に骨折を疑い搬送した救急件数の内、骨折
が診断された症例は80％であった。取組み開始後１年で見る
と許容範囲であると考えるが、更に観察能力を向上させたい。
この取組みの成果から、他の疾患（科目）の管外搬送状況を抽
出し更なる連携強化を図り、効率的な活動を目指して高齢化
社会に備えていきたい。
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O17-7 除雪作業中の事故防止の検討

1）新潟市消防局、2）新潟市民病院　救命救急　循環器病　脳卒中センター

野水　一良1）、澤口　義晃1）、飯島　悠希1）、井ノ上幸典2）

【目的】新潟県は雪国として周知されている。新潟市の積雪量は、県内の他市町村
と比較し少ないが、除雪作業は市民に必要不可欠な日常生活の作業である。
例年、除雪作業中の救急対応をしていることから、事故発生状況について分析し、
除雪作業中の事故の未然防止策の必要性を検討した。

【対象と方法】過去１０年間の救急出動の内、救急要請の概要で「除雪」「雪かき」の
キーワードで事案を抽出し、除雪作業中に発生した急病と一般負傷の事案を精査
した。

【結果】
１　発生件数
除雪作業中の急病及び一般負傷の総件数は２４２件で、内訳は以下のとおりだった。
急病：１３８件発生
一般負傷：１０４件発生
急病で心筋梗塞や脳卒中など緊急度の高い疾患は５７件発生しており、急病の４２％
を占めていた。一般負傷で緊急度の高い病態は、３件と全体の３％に満たなかった。
２　性差
急病：男性１０２件（７４％）、女性３５件（２６％）
一般負傷：男性６９件（６６％）、女性３５件（３４％）
３　年齢
急病：６５歳以上９４件（６９％）、２０歳から６４歳４３件（３１％）
一般負傷：６５歳以上６３件（６０％）、２０歳から６４歳３９件（３８％）、その他２件（２％）

４　発生時間帯
急病、一般負傷ともに早朝から正午にかけて事故が集中していた。
５　降雪と気温の関係性
降雪を認め、最低気温が氷点下に達すると事故が集中する傾向だった。（急病事案
が９件発生した日もあった。）

【考察】今後、高齢化はさらに進み、除雪作業中の事故が増加すると推測される。
日本医師会（健康運動のガイドライン）では、高齢者の運動は５℃以下の気温では
避けるべきとされているが、除雪作業は日常生活に不可欠である。
調査結果から、気温が低下した日の午前中に事故が集中し、高齢男性に多く発生
する傾向だった。
また、除雪中の急病事案では緊急度が高い疾患を発症する可能性が高いことが分
かった。
本市では、予防救急の取り組みとしてシニアや小児の救急事故防止、熱中症予防
やヒートショック、除雪中の事故防止の啓発などを他機関と連携して行っている。
奏功した取り組みとして、高齢者施設や市担当者との連携、医療機関や福祉施設
など関係機関との連携を強化することが不要な救急を抑制することに繋がってい
る。
地域性に鑑み、行政機関や自治会との連携を強化し、除雪中の事故防止を啓発し
ていくことで事故の未然防止に効果が期待できる。
多職種、他機関と連携することは、除雪作業中の事故防止にも有用と考える。
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一般発表５ 救急活動１（内因性１）

O5-1 失神を契機に発見されたブルガダ症候群の一例

横須賀市消防局

山崎　真悟

【目的】ブルガダ症候群とは、心電図の右胸部誘導に特徴的な
ST上昇を呈し、突然の心室細動により、失神や突然死を生
じる疾患として知られている。
　本症例は、救急隊の臨床推論により心原性失神を疑い、12
誘導心電図において右胸部誘導にブルガダ心電図を認めた一
例を経験したので報告する。

【症例】平成31年３月下旬15時01分覚知。40歳男性。職場内で
意識消失による救急要請。
　傷病者は、救急要請当日の朝から悪心及びふらつきを自覚
しており、休憩後事務所へ戻る際に前駆症状なく卒倒。発見
した同僚は、痙攣様全身発作を目撃した。
　救急隊接触時、傷病者は意識清明であったため、意識消失
の原因は失神と判断した。
　バイタルサインは、意識レベル清明、呼吸数16回、Spo２
98％、血圧120/80㎜ Hg、心拍数104回、心電図（モニター誘導）
は洞調律、ST変化及びQT延長認めず、瞳孔3㎜対光反射迅速、
体温37.1度。バイタルサインは「安定」と判断した。
　全身観察では、舌咬傷や消化管出血を示唆する腹部圧痛は
認められなかった。
　病歴聴取では、若年の家族突然死、既往歴及び前駆症状は

認められなかったが「男性」、「突然の意識消失」、「労作時の失
神」、「はじめての失神」など心原性失神を疑う所見を認めたた
め、救急車内で12誘導心電図を測定したところ、V1誘導で
ブルガダ心電図Type１（Coved型ST上昇）、V2誘導でType2

（Saddleback型ST上昇）を認めたため、ブルガダ症候群疑い
により循環器専門病院へ搬送を行った。
　経過については、医療機関収容後もType１のブルガダ心電
図が認められ、ブルガダ症候群の診断となった。また、電気
生理学的検査で心室細動誘発に至り、完全皮下植え込み型除
細動器（S-ICD）植え込み術施行後、経過良好で退院となった。

【結果・考察】本症例は、失神分類において緊急性が最も高い
心原性失神を、12誘導心電図により鑑別することができた貴
重な症例であった。
　病院前救護活動での意識消失では、失神、痙攣及び一過性
脳虚血発作を鑑別する必要がある。
　これは、症候ごとに原因疾患が異なるためである。
　今後本市では、意識消失を根拠立てて鑑別できるよう、器
質的疾患の理解や12誘導心電図判読及び臨床推論などの更な
る向上を目的として、指導救命士が中心となり全救急隊員を
対象にした内因性救急勉強会を検討している。

O5-2 プレホスピタルにおける植込み型除細動器装着傷病者の対応
について

駿東伊豆消防本部

渡邉　悠可、服部　宏亮

【目的】植込み型除細動器（以下「ＩＣＤ」という。）装着傷病者の
救急事案において、ＩＣＤによる除細動が数回にわたり繰り
返された事例を経験した。静岡県で運用されているプロト
コールにはＩＣＤ装着傷病者に対する明確な記載はなく、類
似した症例も少ない。そのため、ＩＣＤ装着傷病者に対する
致死性不整脈継続時のＡＥＤ及び半自動除細動器による除細
動の有効性と、ＩＣＤ作動時の救助者の健康被害や安全管理、
並びに円滑な救急活動の必要性から、駿東田方地域ＭＣ協議
会（以下「地域ＭＣ」という。）にて検証を行い、その結果を発
表することにより、今後の救急活動に生かすことを目的とす
る。

【症例】５９歳男性。既往に閉塞性肥大型心筋症があり６年前
にＩＣＤ植込み済み。本日、事務仕事中、来客に対応しようと
立ち上がった際に卒倒し救急要請。救急隊接触時、ＪＣＳ１で
若干の呼吸苦を訴える。職場同僚から通報時にＩＣＤが１回作
動した様だとの情報あり。車内収容後、バイタル等に異常は
なく、かかり付け医療機関にて収容可能とのことであった。
現場出発２分後、搬送中に突然ＶＦが出現し意識が消失、ＩＣ
Ｄ作動後に傷病者は意識回復。酸素投与を開始した。１１分
後に再度意識消失、ＶＦが出現しＩＣＤが作動したがＶＦが継続、

十数秒後にＩＣＤが再度作動し意識回復。波形は洞性不整脈。
診断名：心室細動（重症）

【結果・考察】地域ＭＣ事後検証委員会において検証し、次の
ことが示された。

〔１〕 ＩＣＤによる除細動で改善しない致死性不整脈に対し、Ａ
ＥＤ及び半自動除細動器にて除細動を実施することで改善の
可能性があること。

〔２〕〔１〕に対し、ＩＣＤメーカーより外部からの除細動に対し
て機器を保護する設計が設けられていることから、悪影響を
考慮し除細動を躊躇する必要はないとのこと。

〔３〕 救助者の感電の程度は、微小電流のため健康被害はない
ため、躊躇することなくＣＰＲを実施すること。また、ＩＣＤ
の除細動サイクルについても患者が所持している手帳を確認
することである程度予測することができること。
以上のことからＩＣＤ装着傷病者の対応には一定の知識及び情
報の共有が必要といえる。また、ＩＣＤが作動している時点
で致死性不整脈が出現していることが強く疑われ、重症度・
緊急度が高い状態であり、迅速かつ適切な活動が求められる
ため、活動指針となるＩＣＤ装着傷病者対応プロトコールにつ
いて議論する必要があると考える。
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一般発表５ 救急活動１（内因性１）

O5-3 急性冠症候群傷病者に対する救急活動の現状分析 
～心電図モニター評価の有用性調査～

1）堺市消防局、2）社会医療法人　同仁会　耳原総合病院

片岡　竜彦1）、武藤慎太郎1）、有川　大志1）、大矢　　亮2）、木村　友美2）、牧田　美歩2）

【目的】当地域では、循環器疾患の中でも急性冠症候群を疑う場合
はＰＣＩ施行可能医療機関へ搬送することとしている。急性冠症候群
症例、また救急隊が急性冠症候群を疑った傷病者（以下、「調査対
象症例」）に対する救急活動の現状分析・検証を行い、課題・展望
を考察する。

【対象と方法】
１．調査対象症例の救急活動状況を分析し、搬送・受入体制の現状
を把握する。
２．心電図電極の貼付位置を工夫し多角的に心筋虚血の有無を観察
する方法（以下、「ＣＭ誘導」）について、教育面、観察の迅速さを検
証する。また、搬送先医療機関の１２誘導心電図と比較し医師によ
る検証を受ける。

【結果】
１．救急活動時間は、過去５年間横ばいに推移したが、調査対象症
例は約１分２０秒短縮した。受入交渉回数・時間は全体と比べ少なく、
受入れは比較的円滑に行われていた。（過去５年平均値：全体１．４回・
５．３分、調査対象症例：１．２回・３．４分）
　平成３０年中でＰＣＩ対応医療機関へ搬送した６６７例のうち、循環
器疾患は５８８例（８８．２％）、急性冠症候群は２１２例（３１．８％）であっ
た。

　急性冠症候群３２８例中、循環器対応医療機関搬送は３１０例
（９４．５％）、うちＰＣＩ対応医療機関へ搬送必要と判断したのは２０５
例（６２．５％）であった。
２．ＣＭ誘導法は、新人隊員や消防隊との兼務隊員など、救急隊経
験の浅い隊員でも習得が容易であり、観察の迅速性も示された（観
察平均所要時間６４秒。１２誘導心電図では１２０秒）。なおコスト面
での利点は明らかであるが、正確性についてはデータ集積・検証
作業中である。

【考察】当地域の循環器疾患の救急搬送体制は、搬送・受入実施基
準が策定され、地域ＭＣ協議会による指導、事後検証、教育体制が
整備されており、救急隊員による観察・判断も一定の平準化が伺
えた。何より、救急医療機関が受入れに積極的（ＰＣＩ施行可能９施
設、うち循環器担当医へ直接連絡可能な「ハートコール」設置は７施
設）であり、オーバートリアージを容認していただける環境にある。
その特性を活かし、観察に時間を要しない心電図評価法を採用し
ていることも地域の特徴である。今後は、医療機関に過度の負担
がかからないよう救急活動の精度を向上させることが課題である。
　救急搬送体制の充実は、消防機関の努力だけでは達成できない。
今後も地域ＭＣ協議会、救急医療機関等の関係機関と連携し多様化
する救急需要へ対応していきたい。

O5-4 低カリウム血症から多形性心室頻拍を発症した症例

彦根市消防本部

北村　智弥

【目的】本症例は、てんかんおよびアルコール依存により頻
回利用している傷病者が嘔吐下痢を主訴として救急要請され
た事案で、車内収容後に突然多形性心室頻拍を発症し心肺蘇
生および電気ショックで自己心拍再開、搬送先医療機関でＱ
Ｔ延長症候群を指摘され、さらに、検査の結果低カリウム血
症であった症例を経験したので報告する。

【症例】８時１３分覚知。指令内容「３５歳女性。嘔吐し過呼吸
状態。」で救急出場する。
現場到着時、居間で仰臥する病者と接触。意識レベルＪＣＳ１、
呼吸浅く速い、脈拍は正常に触知、手指の痺れを訴えていた
ため、ゆっくり呼吸するように促した。頭痛、胸痛や腹痛等
の主訴はなかった。呼吸状態が落ち着いてきたため車内収容
した。
　車内収容後、拡張期血圧の高値と発熱を認める以外に異常
は認められなかった。観察結果からかかりつけ医療機関を選
定した。収容依頼中、病者が突然痙攣を起こした。心電図モ
ニター上、多形性心室頻拍様の波形を確認したが、てんか
んによる痙攣発作か判別が出来なかったため総頸動脈を確
認、触知不可であったため心肺蘇生を開始した。直ちに電気
ショックを行った後に心肺蘇生を再開、３サイクル目で「痛

い」との発語を認め自己心拍再開した。循環器対応可能な医
療機関に搬送先を変更し搬送開始、１２誘導心電図で明らか
な虚血的な変化はみられず病院到着した。病院到着後、１２
誘導心電図を提出しＱＴ延長を指摘され、後日、低カリウム
血症（Ｋ＝２．１Ｅｑ／Ｌ）と聞かされた。

【結果・考察】「頻回利用」「精神疾患」「嘔吐下痢」とのキーワー
ドから安易に活動しがちになるところであったが、見逃すこ
となく活動できた。多形性心室頻拍の発症は心筋梗塞や心不
全などの心疾患を基礎に持っている他に、電解質異常や薬剤
の副作用によるＱＴ延長症候群でも起こり得る。ＱＴ延長症
候群を言葉にすることはあっても実際に経験することは少な
い。また、定義や原因については知識不足であることが多い。
本症例は、嘔吐下痢を繰り返したこと、アルコール多飲およ
び食事の不摂取と複数の要因が重なったことから電解質異常
を発症したと考えられる。しかし、どれも日常的に遭遇する
ことであることから、今後の活動においても軽視することの
できないキーワードとなった。
　今回の症例で、日常的に遭遇する内容であったとしても、
重大なことにつながることがあると再認識させられた。
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一般発表５ 救急活動１（内因性１）

O5-5 痙攣の原因と重症度からの活動内容の検討

1）東京消防庁、2）東邦大学医療センター大森病院、3）京都橘大学

駒井　幸人1）、本多　　満2）、一林　　亮2）、鈴木　銀河2）、岸　　太一3）、河田　匡教1）、
畠山由起子1）

【目的】東邦大学医療センター大森病院救命救急センターで
は三次救急の痙攣患者について、以前から痙攣持続時間と重
症度の関係性を検討している。以前の研究では、８分以上継
続している痙攣は重症化する可能性が高いという結果であっ
た。この結果を踏まえ、新たに追加症例と検討項目として、
初発の痙攣重積発作とてんかん既往がある重積発作の重症度
の比較検討を加え、今後の救急隊の痙攣重症度判断及び救急
活動内容について検討した。

【対象と方法】東邦大学医療センター大森病院救命救急セン
ターに２０１１年１月から２０１８年１２月の７年間で痙攣を主訴と
して搬送された３５１症例（男性２２７例、女性１２４例、平均年齢
５８．０歳）の患者を後方視的に調査した。痙攣持続時間は救急
隊覚知からとし、現着時消失群、病着時消失群、病着時持続
群に分け、初発の痙攣発作をそれぞれＡ群、Ｂ群、Ｃ群とし、
てんかん既往がある発作をそれぞれＤ群、Ｅ群、Ｆ群とした。
痙攣持続時間と血液ガス分析値、意識清明までの日数、入院
日数、年齢、活動時間で比較検討した。また、Ｄ～Ｆ群は救
急現場でてんかん既往の有無を聴取出来ているかを調査し
た。

【結果】Ａ～Ｆ群の症例数はそれぞれ５６、３９、１５３、１０、

１７、７６例であった。痙攣持続の長かったＣ群、Ｆ群は平均
年齢が高かった。Ａ～Ｃ群とＤ～Ｆ群の血液ガスデータを比
較すると、ｐＨ、ＰａＣＯ２、乳酸、アンモニア、ＡＢＥにおい
て分散分析で有意差（ｐ＜０．０５）を認め、持続時間と共に悪化
し、Ｄ～Ｆ群で数値が悪く、Ｆ群に最も数値の悪い結果がみ
られた。意識清明までの日数及び入院日数はＤ～Ｆ群が短く、
有意差（ｐ＜０．０５）を認めた。高齢者の初発痙攣の経過は良く
なかった。活動時間は有意差を認めず、救急現場でてんかん
既往の有無の聴取が出来たのは７１．８％であった。

【考察】日本の人口推計で６５歳以上の人口が増加し、超高齢
化社会になるにつれて痙攣患者も増加している。本研究から
高齢者の初発痙攣で痙攣が持続するものは経過が悪いことが
わかった。高齢者の初発の痙攣は救急現場で確実な情報収集、
適切な処置をし、早期に適応医療機関へ搬送して医療処置を
開始する必要がある。また、てんかん既往がある患者は転帰
が比較的良好であるが、痙攣持続時間が長く、血液ガスのデー
タは悪いため、早期に薬剤により痙攣を止めることで、より
良い経過になると考察する。

O5-6 プレホスピタルにおける人工呼吸器を活用した呼吸管理 
（非侵襲式陽圧呼吸）

新発田地域広域事務組合消防本部

天木　毅義

【目的】プレホスピタルにおける人工呼吸器を用いた呼吸管
理（非侵襲式陽圧呼吸）について、活動例をＮＰＰＶ（非侵襲的
陽圧換気療法）ガイドラインと比較し紹介することにより、
プレホスピタルの呼吸管理活動の一例を提案する。

【症例】
①８３歳男性。呼吸苦。意識：ＪＣＳⅡ－１０。呼吸：４０回／分。
喘鳴チアノーゼあり。脈拍：１１３回／分橈骨充実。心電図：
洞性頻脈＋心室性期外収縮。ＳＰＯ２：測定値出ず。既往：肺
気腫。人工呼吸器１００％酸素投与→ＳＰＯ２：９３％ チアノー
ゼ消失。
②９３歳 男性。３時間前からの呼吸苦。意識：清明。呼吸：
３０回／分 喘鳴なし。脈拍：１００回／分 橈骨不触。心電図：
洞性頻脈。ＳＰＯ２：８２％。既往：心不全。人工呼吸器１００％
酸素投与→ＳＰＯ２：９９％呼吸苦軽減。
③９７歳 女性 転院搬送。高血糖・低酸素。意識：ＪＣＳⅡ－
２０。呼吸：１８回／分。胸部挙上不十分。脈拍：１１０回／分 
橈骨微弱。心電図：洞性頻脈。ＳＰＯ２：８０％。既往：糖尿病・
高血圧。
ＳＰＯ２改善せず。ＪＣＳⅢ－３００に変化。オンラインＭＣで人
工呼吸器について医師と救急隊とで話が噛み合わず、ＢＶＭ

換気に切り替え指示。
【結果・考察】
・病態により早期からの継続的な人工呼吸管理が有効な症例
がある。
・現場からの搬送があるプレホスピタルでは移動の際などＢ
ＶＭによる補助換気の継続管理は困難であり、現場から呼吸
への介入を要する傷病者に対しては人工呼吸器による継続的
な呼吸管理が有効である。
・救急隊が人工呼吸器を利用するにあたって、搬送先医師等
とともに使用する人工呼吸器に対する理解を深める必要があ
る。
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O5-7 過呼吸症状を主訴とした非典型的ＡＭＩ症例を経験して

戸田市消防本部

須藤　達也

【目的】我々は日々の救急活動で常に「ある疾患や病態への疑い」を持って活動に
従事している。
先入観から病態判断を見誤り肝を冷やすことも少なくない。
今回、過換気症候群の症状に酷似するＡＭＩ症例に出場した。過換気症候群は救
急隊であればよく経験する症例であるが初期評価において冷汗を認め、現場で心
電図モニターを装着しＩ誘導にてＳＴ上昇を確認。ＳＴＥＭＩを疑いＣＣＵを有する直
近２次医療機関を選定し搬送した。
本症例では初期評価において今までとの相違を感じ、循環器疾患との鑑別のため
速やかに心電図モニターを評価した。Ⅰ誘導にてＳＴ上昇を確認出来たためＳＴＥＭ
Ｉを疑えたが、この所見を得られなければ病態判断を見誤っていたと思慮される。
本症例を共有し、過呼吸症状を呈する病者を取り扱う際の判断の一助になること
を目的とする。

【症例】
１ 覚知及び通報内容
平成〇年１月某日 フィットネスクラブ内

「４０代の男性がトレーニング後に全身の痺れを訴えている」
２ 接触時の状況
更衣室内で仰臥位。明らかな頻呼吸を認める。テタニー症状が出現しており一見
してよく見る過換気症候群の印象であった。
３ 初期評価、バイタルサイン等

　ＪＣＳⅠ桁で明らかな頻呼吸、橈骨動脈充実不整はないが額に冷汗あり
　バイタルサイン等
　ＪＣＳ３　 呼吸６０回 　脈拍８２回 　血圧１２０／触診　 Spo2 ＲＡ９９％
　心電図 Ⅰ誘導ＳＴ上昇
　明らかな外傷なし、呼吸音正常、下腿浮腫、頚静脈怒張も認めない。
　主訴：強い呼吸苦、全身の痺れ
４ 初診時傷病名 ＡＭＩ 重症
【結果・考察】本症例の様に過呼吸症状が顕著にあらわれるＡＭＩ症例を本職は過去
経験がない。そこで、本症例の「呼吸数」に着目し過去１０年間当消防本部管内で
発生したＡＭＩ及びＡＣＳの症例数を調査した結果、４２１例あった。その内、呼吸
数４０回以上かつテタニー症状を呈していたのは本症例だけであり、稀なケース
であったと思慮される。
過換気症候群典型例では心電図モニターを装着しない救急隊もいると推察される
が、近年低二酸化炭素血症は心筋への酸素供給を低下させる作用があると言われ
ている。
冠血流低下、冠血管抵抗上昇や冠攣縮誘発などを引き起こす危険性がある以上、
我々救急隊は過呼吸症状を呈する病者には全例心電図モニターを評価すべきであ
ると言える。
本症例を教訓に「過呼吸」がもたらす危険性を共有し、救急活動の判断の一助にな
れば幸いである。
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一般発表１０ 調査・研究１

O10-1 早期除細動までのプロセスを考える

1）雲南消防本部、2）出雲市消防本部、3）大田市消防本部、4）隠岐広域連合消防本部、5）出雲地区救急業務連絡
協議会、6）島根大学医学部附属病院

伊藤　大輔1,5）、赤名　浩一1,5）、永瀬　敏行1,5）、三島　勇太2,5）、和田　裕平2,5）、
村田　卓優3,5）、吉本　健祐3,5）、角崎　将仁4,5）、瀧波　慶和5,6）

【目的】出雲地区救急業務連絡協議会（以下、出雲ＭＣ）では、
ＪＲＣ蘇生ガイドライン２０１５を踏まえプロトコルを改訂し、
救急現場で直ちに電気ショック（以下、早期除細動）をする活
動を行っている。しかし、出雲ＭＣでの症例検証において、
早期に除細動パッドが貼付できる状況であっても傷病者の移
動を優先し、初期心電図波形の確認までに時間を要すると考
えられる症例は少なくない。
　本研究の目的は、早期除細動を行ううえで除細動パッド貼
付の現状分析をもとに遅延要因を明らかにし、今後、救急現
場で早期除細動が実施できるよう検証することである。

【対象と方法】早期除細動へプロトコル改訂した２０１７-２０１８
年で出雲ＭＣ管内における救急搬送した心肺機能停止傷病者
６５０症例のうち、現場環境を考慮した１５９症例を抽出した。
現場環境の抽出については、住宅の居室のみとし、かつ傷病
者接触時に心肺機能停止、仰臥位であった症例を対象とした。
　除細動パッド貼付の時間経過は、初期心電図波形確認時刻
から傷病者接触時刻を引いた時間とし、２分以上要した時間
を遅延症例とした。また、遅延要因として、傷病者接触時の
場所、応急処置内容、月別発生件数に焦点を当て調査した。

【考察】遅延症例における傷病者接触時の場所の６９％を占め

るベッド上と狭隘な場所については、傷病者を床または別室
に移動後に除細動パッドが貼付されていた。移動することで
後の特定行為実施のための環境を整えることを優先している
ことが考えられる。さらに後の活動を考慮するという意識で
の活動では、救急車両が直近の場合、車内収容を優先してか
ら除細動パッドを貼付することも考えられ、処置の優先順位
について隊員に再教育する必要がある。また窒息症例は喉頭
展開や吸引を優先し、除細動パッドは貼付されているが初期
波形の確認が遅れたことも考えられる。月別発生件数は１-３
月の３ヶ月で４０％弱を占めていた。冬期の重ね着による衣服
裁断に時間を要していることも考えられ、裁断のスキルや衣
服を捲って貼付するなど応用の実施が望まれる。
　後の活動を考慮した移動等のために除細動パッド貼付の時
間が遅延することは、早期除細動による社会復帰率の低下を
招く要因となる。傷病者の観察結果に基づく救命処置の優先
順位が判断できるよう、普段のシミュレーション等での意識
の統一と教育が必要である。

O10-2 プラスORマイナス、除細動＋アドレナリンの関係性について

枚方寝屋川消防組合消防本部

大津　昇悟

【目的】近年、アドレナリンの存在感が増している。JRC蘇生
ガイドライン２０１５より目撃のない心静止に使用出来るよう
になり、ショック非適応リズムであれば早期にアドレナリン
を投与する事が提案されている。しかし、ショック適応リズ
ム時においてはアドレナリンの有効性を実感出来ていないよ
うに感じる。そこで、除細動とアドレナリンを組み合わせた
場合、どのような結果をもたらすか。検証していく。

【対象と方法】対象は初期心電図波形がショック適応リズム
の傷病者で、発症１カ月後の転帰が生存退院・死亡退院に該
当する３７９例とする。期間は平成２２年１月１日から平成３１年
４月３０日。
　方法は３７９例の内、除細動による生存率（α）を算定。また、
除細動＋アドレナリンの生存率（β）を算定。算定した数字を
基準値として、１群を除細動１回（１群Ａ）及び除細動１回＋ア
ドレナリンの生存率（１群Ｂ）、同様に除細動を２回、３回、４
回以上の群を作成し、生存率の比較を実施する。なお、アド
レナリンの投与回数は考慮しないものとする。

【結果】α＝６５例÷２８３例＝２２．９％ β＝９例÷９６例＝９．３％
１群Ａ＝２５例÷１２５例＝２０％ 　１群Ｂ＝２例÷３５例＝５．７％
２群Ａ＝１８例÷４９例＝３６．７％ ２群Ｂ＝０例÷１７例＝０％

３群Ａ＝９例÷５０例＝１８％　　　３群Ｂ＝４例÷１６例＝２５%
４群Ａ＝１３例÷５９例＝２２％　　 ４群Ｂ＝３例÷２８例＝１０．７%
３群以外の全てにおいて、除細動のみの生存率の優位性が認
められた。また、β９例の内、６例が除細動後にＰＥＡ→アド
レナリン→生存退院されている。参考までに、初期心電図波
形ＰＥＡ→ショック適応リズムに変化→除細動後にアドレナ
リン→９例中、全例死亡退院されている。

【考察】今回の結果から、初期心電図波形がショック適応リ
ズムの傷病者に対しては除細動のみに留める。もしくは、除
細動後にＰＥＡとなればアドレナリンの投与を考慮しても良
いと言える事が出来る。もちろん、状況によってアドレナリ
ン投与時に違う効果が生じるのは理解している。本消防組合
では除細動のみに優位性が認められたが、他の地域では別の
結果が得られる可能性は十分に有り得る。今回の検証が契機
となり、除細動とアドレナリンの関係性が一歩でも究明され
る事を切に願う。そして、２つを組み合わせる事によってプ
ラス作用となる最適な条件やタイミングの研究が進み、更な
る救命率の向上に繋がれば幸いである。

第
1
会
場

第
1
会
場

1
日
目

2
日
目

第
2
会
場

第
2
会
場

第
3
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
7
会
場

第
8
会
場

第
8
会
場

第
9
会
場

第
9
会
場

第
10
会
場

第
10
会
場

1
日
目

第
8
会
場



164 The 28th National Ambulance-crew Symposium

一般発表１０ 調査・研究１

O10-3 院外心停止における除細動実施症例のアドレナリン投与量と
予後の関係について

1）石川県 MC 協議会、2）金沢市消防局、3）白山野々市広域消防本部、4）金沢大学附属病院

万行　政仁1,2）、馬場　　敏1,2）、松井　久和1,2）、大山　　隆1,3）、稲葉　英夫1,4）

【目的】除細動実施例に対するアドレナリン投与の効果を分
析し、分析結果を反映させた石川県プロトコルを作成する。

【対象と方法】10年間（2009･1～2018･12）に石川県で搬送され
た８歳以上の院外停止症例（初期心電図除細動適応748件、非
適応9,428件）から、初期心電図が除細動適応で２回目までの
除細動で心拍再開が得られた72症例を除いた1,254件の救急
救命士除細動実施例を抽出した。アドレナリン投与群（597件）
と非投与群（657件）に分け、アドレナリン投与回数と予後と
の関係を、単変量解析と予後に関係する他の背景因子を含め
た多変量解析により分析した。さらに、初期心電図除細動適
応群、難治性／再発性心室細動群、２回目までの除細動後除
細動の３つのsubgroup解析を行った。

【結果】全除細動例で分析した場合、「心拍再開（２０分以上）
は、アドレナリン単回投与41.4%、非投与19.3%、複数回投
与16.5%であった。１ヶ月生存率は、単回投与30.6%、非投与
21.9%、複数回投与6.0%であった。機能良好退院率は、単回
投与17.1%、非投与15.2%、複数回投与2.5%であり、アドレナ
リン単回投与は非投与に比べ有意に心拍再開と１ヶ月生存率
を高めた。複数回投与は非投与に比べ１ヶ月生存率と機能良
好退院を悪化させた。

機能良好退院についてsubgroup解析を行うと、初期心電図
除細動適応群と難治性／再発性心室細動群では、非投与及
び単回投与は20～24％の類似した高値を示した。すべての
subgroupで、複数回投与は1～5%の低値を示した。除細動
後除細動非適応リズム移行群では、単回投与15.1%が非投与
7.9%に比べ有意に高くなった。

【考察】除細動を救急隊が実施した院外停止では、特に２回目
までの除細動後非適応リズム移行した例に投与された場合、
単回投与のアドレナリンは予後を改善する。
　石川県MC協議会では、アドレナリン投与は２回投与まで
とし、更に、リズムチェック時の心電図波形がVF／VTであっ
た場合には、次回以降のリズムチェックにてショック非適用
波形が確認できるまで、アドレナリンは投与しないこととし
た。

O10-4 アドレナリン投与傷病者の転帰に影響を与える要因

奈良県広域消防組合消防本部

水井　一輝、兼子　　保、早川　寿徳、坊井　聡士、吉井　克昌

【目的】平成18年に心肺停止傷病者に対して救急救命士のア
ドレナリン投与が可能となり、10年以上が経過した。早期の
アドレナリン投与は心拍再開には有用であるが、1ヶ月予後
については様々な意見がある。そこで当地域においてアドレ
ナリン投与することにより病院前心拍再開に関与する可能性
のある要因を調べ、さらに1ヶ月予後に影響する要因を調査
し、今後の救急業務に活かすことを目的とした。

【対象と方法】2016年から2018年の3年間に当組合が搬送した
CPA傷病者のうち、事故種別が急病である事案に限定し、
目撃があり接触時に心肺機能停止傷病者でアドレナリン投与
を実施した傷病者を対象とした。
対象事案を病院前心拍再開有無の2群で、バイスタンダーの
有無、心原性・非心原性、初期心電図別（カイ二乗検定）、年
齢、現場到着からアドレナリン投与までの時間（t検定）の各
項目について比較検討した。さらに、心拍再開した傷病者の
1か月転帰の期待される要因についても同様に比較検討した。

【結果】対象期間中のウツタイン記録2,802人のうち急病で目
撃ありアドレナリン投与を実施した傷病者は334人であった。
その内、病院前心拍再開が70人、非再開が264人であった。
バイスタンダーの有無、心原性・非心原性、初期心電図別、

年齢では有意差はみられなかったが、アドレナリン投与まで
の時間で有意差がみられた（p<0.001）。
さらに、病院前心拍再開した70人のうち、1か月生存の有無
でそれぞれ16人、54人であった。各比較項目で比較したとこ
ろ、初期心電図、年齢で有意な差がみられた（p<0.001）。また、
バイスタンダーの有無で有意な傾向がみられた（p=0.08）。

【考察】心肺停止傷病者に接触したならば、まずは早期の心
拍再開を目指す活動をすることは異論のないところと考え
る。心原性・非心原性、初期心電図別、年齢等、救急隊が介
入できない要因も多くある。しかしながら、今回の研究によ
り一定の条件であれば、救急隊が関与できる要因も少なから
ず存在する。早期のアドレナリン投与が心拍再開に、また、
心拍再開した場合、バイスタンダー処置が1か月転帰に良い
影響を与える可能性が高いと考えることができる。
以上から、早期アドレナリン投与するための工夫を念頭に地
域プロトコールを見直すことや、バイスタンダー実施率を高
めるために通信指令員の教育や応急手当普及活動を効果的な
ものにする工夫など積極的に取り組むことにより傷病者やそ
の家族に利益を還元できると考える。
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一般発表１０ 調査・研究１

O10-5 薬剤投与が傷病者の予後に与える影響についての検証

八代広域消防本部

中田　優希、里見　　隼、東坂　真吾、宮村　一海、杉山　隆朗

【目的】当消防本部における薬剤投与実施症例を調査、検証することで、
薬剤投与が傷病者の状態や予後に与える影響を調査する。また、検証を
実施することで救急救命士が現場においてどのような要素を根拠に薬剤
投与を行なっているかなど現状把握することを目的とする。

【対象と方法】平成28年から平成31年までの間に救急隊が搬送した
CPA257症例において、薬剤投与実施、未実施症例の予後比較を調査。
また、初期心電図波形がショック非適応波形で薬剤投与を実施した188症
例を対象とし、目撃の有無、バイスタンダーCPRの有無、初期波形、投
与場所の要素を調査し、その予後を比較した。（脳機能カテゴリーCPC1、
2を予後良好として調査）

【結果】
１　薬剤投与を実施した症例と未実施の症例を比較
薬剤投与実施症例のうちROSC症例27症例（14.3%）、1ヶ月生存3症例

（1.5%）
未実施症例のうちROSC症例6症例（8.6%）、1ヶ月生存は3症例（4.3%）3症
例ともに早期CPRが実施
２　初期波形ショック適応外波形で薬剤投与実施症例を比較
PEA62症例のうち、ROSC症例１４症例（22.6%）、１ヶ月生存３症例（4.8%）
心静止１１９症例のうち、ROSC症例９症例（7.6%）、１ヶ月生存１症例（0.8%）
３　目撃の有無で比較

目撃ありCPA８０症例のうちROSC症例１７症例（21.3%）、１ヶ月生存５症例
（6.3%）
目撃なし１０８症例のうちROSC症例８症例（7.4%）、１ヶ月生存１症例（0.9%）
４　薬剤投与実施場所で比較
現場投与６０症例のうちROSC症例１３症例（8.3%）、１ヶ月生存５症例（8.3%）
でうち４症例は接触から１０分以内に薬剤投与
車内投与１２８症例のうちROSC症例１２症例（9.4%）、１ヶ月生存２症例

（1.6%）で２症例ともに接触から１０分以内に薬剤投与
５　バイスタンダーCPR（B-CPR）の有無で比較
B-CPRあり１０５症例のうちROSC症例１４症例（13.3%）、１ヶ月生存は７症
例（6.7%）
B-CPRなし８３症例のうちROSC症例１１症例（13.3%）、１ヶ月生存は３症例

（3.6%）
【考察】当消防本部における薬剤投与実施群と未実施群の予後比較は
ROSC率では投与群の方が高値であったが長期予後は低値であった。し
かし、条件別に調査したところ各条件ともに対象によっては薬剤投与が
有効であり、社会復帰率の向上に寄与することが示唆された。
これらのことを踏まえ、救急救命士は傷病者の状態や現場環境等、様々
な要素から薬剤投与を行うタイミングの判断や早期薬剤投与のための創
意工夫が必要であると考える。

O10-6 薬剤投与までの所要時間が傷病者の予後に与える影響の調査

八代広域消防本部

内田　貴博、里見　　隼、東坂　真吾、宮村　一海、中田　優希、杉山　隆朗

【目的】JRC蘇生ガイドライン２０１５において、初期心電図波形がショック
非適応リズムの場合、傷病者接触後、速やかにアドレナリンを投与する活
動を基本とすることが提案されたこともあり、当消防本部でも薬剤投与が
積極的に実施されている。しかし、当消防本部における薬剤投与の効果や
予後に与える影響等について調査、検証は行われていないのが現状である。
薬剤投与症例の現状を把握するとともに、薬剤投与とその所要時間が傷病
者の予後に及ぼす影響を調査することを目的とする。

【対象と方法】当消防本部において平成２８年から平成３１年までの間に救急
隊が搬送したCPA症例２５７症例のうち、初期心電図波形がショック非適応
リズムであり、かつ薬剤投与を実施した１８８症例を抽出して対象とした。
薬剤投与を行なった場所別の所要時間と予後比較、薬剤投与所要時間（接
触から薬剤投与）における予後比較を行った。

【結果】
１ CPA症例の概要
搬送CPA症例：２５７症例
全CPA事案平均現場滞在時間：１０分３１秒
薬剤投与実施症例の平均現場滞在時間：１０分２３秒
薬剤投与実施症例の薬剤投与までの平均時間は１２分５５秒
２ 実施場所別の比較
（１）現場で薬剤投与を実施した症例は６０症例（薬剤投与実施症例の31.9%）、

薬剤投与所要時間の平均は８分１０秒
ROSC症例は１３症例（21.7%）で、長期予後良好は３症例（5.0%）

（２）車内で薬剤投与を実施した症例は１２８症例（薬剤投与実施症例の
68.1%）、薬剤投与所要時間の平均は１７分４０秒
ROSC症例は１０症例（7.8%）で、長期予後良好は２症例（1.6%）
３ 薬剤投与所要時間別比較
（１）現場で薬剤投与し、ROSCに至った症例の薬剤投与所要時間は平均７分
２８秒
全例接触から１０分以内で薬剤投与を完遂、長期予後良好となった症例は接
触から８分以内に薬剤投与を完遂

（２）車内で薬剤投与し、ROSCに至った症例の薬剤投与所要時間は平均１３
分３６秒
全例接触から１８分以内で薬剤投与を完遂、長期予後良好となった症例は接
触から１１分以内に薬剤投与を完遂

【考察】
１ 救急救命士が行う薬剤投与は接触から早期投与することで病院前におけ
るROSC率及び社会復帰率の向上に寄与することが示唆された。
２ 救急救命士は傷病者の状態や環境等から薬剤投与を行うタイミングを判
断する力が求められる。
３ 現場活動において、早期薬剤投与に向けた創意工夫が必要である。
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一般発表１０ 調査・研究１

O10-7 無脈性電気活動の分析からみる薬剤投与についての検討

1）久留米広域消防本部、2）久留米大学病院　高度救命救急センター

栗林　恭司1）、稲富　　健1）、森田　敏夫2）、山下　典雄2）、高須　　修2）

【目的】心肺停止においてショック非適応リズムは、ショッ
ク適応リズムに比べ予後不良であることが多いとされてい
る。今回、無脈性電気活動（以下PEA）を分析し、QRSの形
や1分間の電気活動数（以下HR）、薬剤投与が転帰にもたらす
影響を調査し、病院前救護現場における薬剤投与の判断の一
助となることを目的とする。

【対象と方法】2017年4月から2019年3月の2年間で、救急隊
接触時の初期波形がPEAであった176例を調査対象とした。
PEA波形で尖ったR波が確認できるものをnormal form（以
下 n-f）、尖ったR波が確認できないものをabnormal form（以
下 a-f）と定義し、n-fをnarrow（QRS時間が3mm未満）群と
wide（QRS時間が3mm以上）群に分類した。n-f（narrow群、
wide群）、a-fのカテゴリー別にHR、薬剤投与の有無、CPR
開始～薬剤投与までの平均時間を調査し転帰について検討し
た。
なお、統計学的処理にFisher正確検定、Mann-Whitney U検
定を用いた。

【結果】
①n-fの社会復帰率は9.7%、a-fの社会復帰率は0%で有意差あ
り。

②a-fで30日生存した症例はなし。
③narrow群の社会復帰率は、HR60回/分以上が29.4%、60回/
分未満が8.3%で有意差あり。
④wide群かつHR60回未満の1ヶ月生存率は、薬剤投与時
37.5%、薬剤未投与4%で有意差あり。
⑤CPR開始～薬剤投与までの平均時間は、いずれのカテゴ
リーでも有意差なし。

【考察】n-fは薬剤の効果に関係なくHR60回/分以上から1ヶ月
生存率、社会復帰率ともに高い傾向にあったが、80回/分以
上では死亡率が100%であった。HR80回/分以上の死亡率が
高い理由として、くも膜下出血、大動脈解離、外傷、悪性腫
瘍などの原因があり、そもそも救命困難であった可能性があ
る。

【結語】a-fは、極端に予後が悪く、薬剤の効果も期待できない。
しかし、wide群HR60回/分未満の症例に対しては、一定の
薬剤効果が期待できる。薬剤投与の対象を選択し、積極的に
実施することで社会復帰症例が増えていく可能性がある。今
後も症例を積み重ね、継続して調査研究を行っていきたい。
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一般発表１４ 救急活動２（内因性２）

O14-1 呼吸停止を呈した低血糖傷病者に血糖測定することの有効性
を感じた症例

秋田市消防本部

佐藤　準也、佐藤　佑樹

【目的】秋田市消防本部の血糖測定及び低血糖発作症例へのブド
ウ糖溶液の投与プロトコルでは、ＪＣＳ１０以上の意識障害を認め、
血糖測定を行うことによって意識障害の鑑別や搬送先選定等に
利益があると判断される場合で痛み刺激が傷病者の不利益とな
らないと考えられる場合、血糖測定が行われる。
今回、意識障害と呼吸停止傷病者に血糖測定を行い、ブドウ糖
を投与することで傷病者の意識レベルの改善と自発呼吸の再開
がみられた症例を経験したので情報共有を目的として発表する。

【症例】市内の三次医療機関に胃癌と大腸癌で既往がある７２歳女
性が、普段の起床時間になっても起きてこないため、家族が声
をかけたところ呼びかけに反応がなく救急要請に至ったもの。
救急隊接触時、意識レベルはJCS300、呼吸はギャスピング約２回/
分、脈拍は総頸動脈で60回/分、瞳孔は左右2.0㎜対光反射あり、
顔色蒼白、顔貌は無表情、るいそう著明。直ちにBVMで人工呼
吸を開始し、早期搬送を活動方針として車内収容を優先し活動
した。
救急車内収容時のバイタル測定では意識レベルJCS300、呼吸0回/
分、脈拍66回／分、
血圧124/74mmHg、spo2 99%（人工呼吸下）、ECGモニターでは
上室性期外収縮を毎分３回程度認めた。

意識障害の原因検索として血糖測定を行ったところ、血糖値２０
ｍｇ／ｄｌであった。 既往のある三次医療機関に収容依頼と特定行
為の指示要請を行い現場出発。搬送中に20%ブドウ糖40ml投与
を実施。約３分後の観察時に意識レベルがJCS10への改善と自発
呼吸の再開（16回／分）が見られた。

【結果・考察】意識障害と呼吸停止状態の傷病者に対して、意識障
害の原因検索として血糖測定を実施した。測定の結果は低血糖
状態であったため、ブドウ糖投与を行い、意識レベルの改善と
自発呼吸の再開に至った。
救急活動では呼吸停止の傷病者に対して、適切な気道確保と人
工呼吸で十分な酸素化を行いながらＣＰＡに移行させないことが
重要である。そのため通常は気道管理を優先し、原因検索のた
めの血糖測定を行うことは少ない。
本症例では、呼吸数を除くバイタルサインに明らかな異常値を
感じなかったため、意識障害の原因検索として血糖測定を行っ
たことが奏功した。
意識障害と呼吸停止症状を呈する低血糖傷病者では、ブドウ糖
を投与することで病態を悪化させず、病態の改善を期待できる。
今回の症例を経験し、気道管理が優先される傷病者に対しても
血糖測定を実施することが有効であったと感じた。

O14-2 大島地区消防組合血糖測定及びブドウ糖投与第２弾

大島地区消防組合消防本部

藤川真之介、栄　　直良、瀧田　大介、惠　慎太郎、竹田栄太郎

【目的】大島地区消防組合は、鹿児島県の奄美大島及び喜界
島を管轄する組合です。
離島ということで、医療資源が乏しい地域が存在し、１時間
程度の長距離搬送が度々あります。近年では、平成26年６月
鹿児島県立大島病院に離島初の救命救急センター開設及び平
成28年12月に奄美ドクターヘリ運用開始と医療資源の拡充は
進んでいるものの、長距離搬送を担う地域はまだまだ存在し
ています。長距離搬送となると傷病者の負担及び救急隊不在
の時間も増加するため、大島地域MC協議会では、「JCSⅠ桁
でも意識障害鑑別及び搬送先選定に利益がある場合」は、血
糖を測定することになっております。大島地区消防組合では、
平成27年から血糖測定及びブドウ糖投与の処置拡大を実施し
ております。
４年間分のJCSⅠ桁傷病者への血糖測定及びブドウ糖投与の
統計について。

【対象と方法】JCSⅠ桁の傷病者に対する血糖測定及びブドウ
糖投与
平成27年～平成30年まで（４年間）

【結果】血糖値50mg/dl未満でもJCSⅠ桁傷病者は存在するの
で有意差はあると考えます。

平成30年では、JCSⅠ桁とJCSⅡ桁以上で比較すると、JCS
Ⅰ桁の方が多い。

【考察】平成27年から血糖測定及びブドウ糖投与の処置拡大
が実施され、JCSⅠ桁でも血糖値50mg/dl未満傷病者は存在
し、地域性を考慮し、JCSⅠ桁での血糖測定は、有用である
と考えます。
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一般発表１４ 救急活動２（内因性２）

O14-3 血糖値1469mg/dLを呈した高浸透圧高血糖症候群について

京田辺市消防本部

後藤　尚貴

【目的】清涼飲料水の過度の摂取が原因と考えられる高浸透圧
高血糖症候群で血糖値が1469mg/dLを呈した貴重な症例を経
験し、脳血管障害を強く疑わせる観察結果を示したことから
今後の現場活動において判断の一助となるように本症例を報
告するもの。

【症例】概要：「56歳女性が2、3日前から体調が悪く寝込んでい
たが覚知前に両上肢の痙攣がおこり意識状態も悪い」と家族か
らの救急要請。
　現場到着時の状況：傷病者は自宅居室の布団で仰臥位。周囲
には50本以上の清涼飲料水の空ペットボトルが散在していた。
傷病者の訴えは特になく、既往歴や服用薬もないことを聴取。
　現場観察結果：JCS1で会話は可能。ABCに問題はなかった
が右の上肢のみに断続的な間代性痙攣、右共同偏視及び結膜
充血、腹部の著明な膨隆を認めた。
　車内観察結果：意識レベルは変わらずJCS1、呼吸24回/分、
脈拍108回/分〔整〕、血圧170/117、SpO2は89%〔中濃度6L投与
で96%〕、体温35.2度、心電図は体動が激しく判読困難、瞳孔
は右5mm、左4mmとわずかに差を認めた。右の上肢のみにあっ
た間代性痙攣が両上肢にも断続的に認められるようになった。
明らかな麻痺、皮膚の冷感及び湿潤はなし。

　現場状況及び観察結果から他の疾患も考慮したが最終的に
脳血管障害を疑い、脳血管障害に対応可能な病院を選定。バ
イタル、所見等に変化なく病院到着。
　診断結果は血糖値1469mg/dLの高浸透圧高血糖症候群で
あった。

【結果・考察】救急救命士が低血糖症例に対し、ブドウ糖溶液を
投与することが認められてから低血糖に関する知識の向上は
図れているように感じる。その反面、私自身は高血糖に対し
ての知識が乏しいことを痛感した。
　著しい高血糖状態では失語や片麻痺といった巣症状を伴う
など多彩な神経症状を生じることがあり、脳血管障害との識
別は困難である。本症例も共同偏視や痙攣があり、脳血管障
害を強く疑わせるものであったが、現場には清涼飲料水の空
ペットボトルが散在しており判断を鈍らせた。しかし、救急
救命士に求められることは診断ではなく、現場状況を把握し
観察に基づいた情報を病院に伝え、生命危機を回避するとこ
ろにある。結論として病態の把握に時間がかかりすぎること
は傷病者にとって不利益であるが、高血糖の症状や所見は医
学書にもよく記載されており、実際に経験したことは今後の
現場活動に繋がると考えます。

O14-4 四肢麻痺の原因が脊髄硬膜外血腫であった症例

彦根市消防本部

成瀬　嵩哉

【目的】病院前救護で四肢麻痺に遭遇する頻度は低く、その
中でも原因として多くを占めるのが、外傷による頸部損傷で
あり、その他の原因として脳幹出血等がある。
　今回の症例では、突然の後頸部痛から四肢麻痺が出現した
が外傷の情報がない症例を経験したため報告する。

【症例】通報内容、「８１歳女性、自宅でテレビを視聴中、突然
の後頸部痛と四肢の痺れを自覚。」との内容で出場した。病者
は居間で腹臥、意識レベルＪＣＳ―１、呼吸正常、脈拍橈骨動
脈で遅く強さ正常に触れ、頭痛、後頸部痛、四肢の痺れを訴
えた。なお、発症時は安静にしており外傷はないと聴取した。
　後頸部痛および四肢の痺れがあることから用手で頭部保持
を実施、ログロールで仰臥位とし観察を継続、瞳孔両側３ｍ
ｍで対光反射良好、四肢運動に従命反応なくドロッピングテ
ストで四肢麻痺を認めた。
　車内収容後のバイタル値は、呼吸２０回／分（様式正常）、
脈拍５２回／分（徐脈）、血圧１７０／７８ｍｍHg（高値、左右差
なし）、ＳＰＯ２値９７％、心電図洞調律、呼吸音は正常であった。
外傷による頸部損傷の可能性は低いと判断したが、後頸部痛
および四肢の痺れからネックカラーにて頸椎保護のみを実施
した。

　搬送先病院で、「脊髄硬膜外血腫」と診断された。
【結果・考察】脊髄硬膜外血腫は、脊髄硬膜外腔に血腫が形成、
脊髄が圧迫され神経症状を呈し、緊急を要する希な疾患で、
発生率は１０万人に０．１人とも言われている。後頸部痛や肩部
の疼痛、神経学的所見を呈し、くも膜下出血や脳梗塞との鑑
別が難しい疾患である。
　今回の症例では、意識状態は比較的良好であったが、徐脈
および高血圧からクッシング徴候を意識し頭蓋内病変は否定
できなかった。また、嘔気やめまいはなく呼吸様式も正常で
あり脳幹出血の可能性は低いと判断した。
　しかし、外傷の情報がないことから脊髄損傷は考えにくく、
四肢麻痺の原因が分からないままの活動となった。脊髄硬膜
外血腫という疾患を知らずとも、観察結果から全身固定を実
施すべきであったが、全身固定=外傷との固定概念から実施
出来なかった。
　救急現場で判断に迷うことは多く、希な症例に遭遇するこ
ともある。そのような時でも、病態を把握し、悪化を防ぎ改
善に導くために必要な処置を実施することが必要である。そ
のためには、観察力を向上させ、適切な判断が出来るよう研
鑽しなければならないと改めて考えさせられた。
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一般発表１４ 救急活動２（内因性２）

O14-5 急性大動脈解離を疑った傷病者に対し、動脈血酸素飽和度の
左右差を継続観察した症例

東京消防庁

沼沢　光夫、橋詰　信広、吉村　隆宏、杉山　佑介、浅利　　学

【目的】急性大動脈解離は緊急度、重症度共に高く、一刻も
早く適応医療機関への搬送が必要となる疾患である。今回、
胸背部痛を訴える傷病者に対し、血圧、脈拍及び動脈血酸素
飽和度を両側で測定したところ左右差を認め、急性大動脈解
離を疑い、救命救急センターへ搬送した症例について報告す
る。

【症例】発生日時は、平成３１年３月中旬１８時２７分覚知。指令
は「男性、様子がおかしい、通報は妻から」との内容で、救急
隊単隊で出場。６２歳男性は、同日１７時頃、職場にて背伸び
をした直後に心窩部から背部にかけての痛みを発症し、帰宅
後も少しずつ痛みが強くなり部位も下方に移動したため妻が
救急要請した。
　救急隊到着時、傷病者は自宅１階玄関に坐位でおり、妻に
付き添われ、胸背部痛を訴えていた。観察結果は、表情苦悶、
顔色やや蒼白、主訴は胸背部痛（持続痛）で下方への移動あ
り、橈骨・足背動脈左右差あり（左が弱い）。バイタルサイン
は、意識レベル清明、呼吸２４回／分、脈拍５４回／分、血圧

（右１５６／７０ｍｍＨｇ、左１３８／６２ｍｍＨｇ）、ＳｐＯ₂値（右９２～
８９％、左測定不能）、体温３６．２度、瞳孔左右３ｍｍ対光反射
正常、心電図モニター心房細動であった。観察結果から急性

大動脈解離を疑い、救命救急センターへの搬送を判断した。
　初診時傷病名は背部痛、程度は重症であった。検査後、心
臓血管外科の医師より「スタンフォードＢ型の急性大動脈解
離であり、Ａ型との判別がかなり難しい症例だった。」との説
明を受けた。

【結果・考察】本症例では、観察結果から早い段階で急性大動
脈解離を疑い、現場活動時間１３分で適応医療機関への搬送
を開始することができた。
　しかし、指令内容や出場途上の情報聴取では、主訴が不明
確であり、主訴が胸背部痛と認識したのは接触後であった。
途上の情報聴取の精度を上げると共に、少しでも急性大動脈
解離を疑った場合は、必要な観察、処置、応援要請等を早期
に実施する必要がある。
　四肢末梢の循環状態の確認方法は血圧、皮膚色、脈拍等が
あるが、今回の症例を通じて動脈血酸素飽和度による評価も
可能であり、特に継続観察という点で有用であると感じた。
　救急隊は限られた時間の中で、五感と救急資器材を最大限
に活用し、的確な観察を行う必要があることを再認識した。

O14-6 偽性心室頻拍症例

堺市消防局

上田　　聡

【目的】心室頻拍はたとえ意識状態が保たれていても、直ちに
ＣＰＡに移行する可能性が高い致死性不整脈であり、心室頻
拍を見逃さない観察は救急活動上大変重要である。先日私が
経験した症例は、現場で心室頻拍と判断し、ハートコール対
応医療機関に搬送を実施したが、診断名が上室性頻拍であっ
たものである。搬送先医師に確認したところ、当該傷病者は
上室性頻拍の中でも、偽性心室頻拍と呼ばれる不整脈とのこ
とであった。偽性心室頻拍とは、ＷＰＷ症候群に心房細動や
上室性頻拍を合併した際にみられるもので、幅広いＱＲＳ波形
を示し、心電図所見だけでは心室頻拍との判別が困難なもの
である。私は本症例を通じて初めて偽性心室頻拍というもの
を知ることができたため、救急隊の心電図判断の一助となる
ことを目的とし、偽性心室頻拍症例について報告する。

【症例】令和元年６月、事業所内で４４歳男性が動悸を訴え、同
僚により救急要請される。救急隊到着時、意識清明、呼吸正
常、脈拍は橈骨動脈触知可能でかなりの頻脈であった。心電
図を観察したところ、２２０回／分の頻拍で幅の広いＱＲＳ波
形を確認する。頻拍以外のバイタルサインは安定していたも
のの、私は心室頻拍と判断し、直近のハートコール対応医療
機関を選定し搬送を実施した。

診断名は上室性頻拍で、４病日後生存退院となる。
【結果・考察】本症例が上室性頻拍か心室頻拍かは、医療機関
においても抗不整脈薬の投与を経て、初めて判断されたもの
であり、現場で上室性頻拍と判断することは困難であったと
考えられる。しかしながら、心室頻拍を呈しているにも関わ
らず傷病者にあまり重症感がなく、自らの判断に迷いがあっ
たことも事実である。
私のように、偽性心室頻拍の存在を知らずに、上室性頻拍を
心室頻拍と判断し活動しても、傷病者には直接的な悪影響は
ないと考えられる。しかし、迷いや戸惑いは判断を鈍らせ、
アンダートリアージの原因になりうる。我々救命士は、アン
ダートリアージを防ぐため、日々知識を高めていく必要があ
る。今後私は心電図の知見を広め、迷いのない現場活動が実
施できるよう自己研鑽に努めたい。
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一般発表１４ 救急活動２（内因性２）

O14-7 バリウムイレウスにより腸管穿孔を来し腹痛を訴えた一例

栃木市消防本部

赤羽根　一、東郷貴美佳

【目的】バリウム製剤は健康診断等の検査時において服用さ
れており、一般的に知られているが、バリウムを服用したこ
とにより腸管穿孔を来し腹痛を訴え、救急搬送した稀な事例
を経験したので報告する。

【症　例】６４、歳男性。
【既　往】高血圧症
【現病歴】７時頃、自宅で朝食を摂った後腹痛を訴え、症状軽
快せず歩行困難となった為、家族が救急要請。

【状況、観察及び活動内容】傷病者は居間のベッドに膝を曲
げた右側臥位でおり、下腹部の持続痛を訴え苦悶様表情、冷
汗がみられた。
　一昨日に人間ドックを受け、その際にバリウムを服用した
事、翌朝には普通便が出た事を聴取。
　意識０（ＪＣＳ）、呼吸１８回／分、脈拍４７回／分、血圧１１７／
６９ｍｍＨｇ、ＳｐＯ２ ９９％（ルームエアー）、体温３５．８℃、腹
部所見（グル音正常、下腹部圧痛あり、反跳痛なし）。
　ストレッチャーにファウラー位とし観察を継続しながら２
次当番病院へ搬送、医師に引き継ぐ。

【経過】腹部エコーの結果から、腸管穿孔（中等症）の診断を
得る。

【結果・考察】搬送後医師からの助言にて、憩室炎のある傷病
者の場合、服用したバリウムによる便塊が腸壁を傷付け、腸
管穿孔を来す事があるが、既往等の無い方で腸管穿孔を来
す割合は１０１万人に３人であることから、非常に稀な症例で
あった。
　院内での処置においては、ストーマを増設し腸内のバリウ
ムを排出させるが、バリウムが腹腔内に漏出してしまった場
合は、手術にて穿孔部位を塞ぐだけでなく、漏れたバリウム
を排除する必要がある為処置困難となり、また発症前の状態
に戻す事が極めて困難であり、重篤化しやすいことから、腹
痛を訴えバリウムを服用したエピソードを持つ傷病者には、
医療機関への情報提供を含め注意が必要である。
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一般発表１８ 救急活動３（外因性１）

O18-1 アナフィラキシーの症状・主訴からみた救急活動の検討

熊本市消防局

坂本　拓也、塚原　祥太、原口　　怜、西村　健太、竹本　光宏、吉野　幸生

【目的】アナフィラキシーは重篤なアレルギー反応として緊
急性が高く、一刻も早い医療介入が必要な疾患であり、傷病
者に接する救急隊は症状を適切に把握し活動することが望ま
れる。
　そこで、救急隊がアナフィラキシーの疑いがあることを認
識し搬送が行えたかを検証するとともに、典型的主訴と非典
型的主訴を呈する症例を比較し、救急隊の活動にどのような
違いがあったかを検討した。

【対象と方法】平成２５年１月から平成２９年１２月末までの熊本
市消防局管内の救急出場約１８万件のうち、病院からの返書

（検証票）で診断名が「アナフィラキシー」であった５２７件を対
象症例とし、救急隊の予測傷病名と返書による医師の診断名
を比較した。
　また、該当症例において、救急隊の疾患予測に影響を与え
た主訴・症状を救急活動報告書から抽出した。

【結果】対象の５２７件から主訴・症状を抽出すると、皮膚症状
３８１人、呼吸器症状２７９人、消化器症状１２４人、循環器症状
５３人、意識障害３９人、その他６８人であった。
救急隊予測傷病名「アナフィラキシー」は４２２例で予測的中率
は８０％であるが、それ以外の１０５例の主訴・症状及び対象

症例に対する割合は、皮膚症状３４人８．９％、呼吸器症状４６人
１６．５％、消化器症状２４人１９．４％、循環器症状１９人３５．８％、
意識障害８人２０．５％、その他１７人２５．０％で、また、そのう
ち入院を必要とする中等症以上が４５例（４２．９％）含まれてい
た。

【考察】主訴・症状や状況などの複合情報を基に、全般的にア
ナフィラキシーを予測して活動できているが、特に消化器・
循環器の非典型的主訴が重複し強調されると、アナフィラキ
シーを想起できない傾向が見受けられた。
　アナフィラキシーを予測できなかった症例の中には入院を
必要とするケースが４割以上あり、非典型的主訴を総合的に
捉え判断する必要があると考えられた。

【結語】アナフィラキシーのうち典型的主訴を呈する場合と
非典型的主訴が強調される場合では、救急隊の疾患予測に差
が見受けられた。
　アナフィラキシーに対しては、ショックや気道症状といっ
た緊急性の高い症状のみならず、様々な非典型的主訴を認識
し活動する必要がある。

O18-2 市販薬の目薬でアナフィラキシーショックを発症し卒倒した症例

南魚沼市消防本部

河野　弘和

【目的】市販薬の目薬でアナフィラキシーショックを発症し
卒倒、ドクターヘリ搬送となった症例を経験した。自身が
疑っていた病態とは大きく異なる初期診断名であり、初期診
断名から観察しえた徴候や活動内容を振り返ることを目的と
する。

【症例】発生は2019年3月某日、場所は新潟県南魚沼郡湯沢町
の集会場。通報内容は60代男性が咳き込み、卒倒。現在意
識無し。救急隊4名で出動。途上、通信指令から追加情報で
AEDを使用したがショック適応なしと情報あり。目撃され
たCPAが疑われるため救急隊から通信指令にドクターヘリ
要請を依頼。CPAを前提とした資器材の準備、脳疾患や心
疾患を疑う。
現場到着し2階階段踊り場で接触。AEDパッドは剝がされて
いた。意識はJCS300で口唇チアノーゼあり。呼吸はいびき
呼吸、循環は橈骨動脈で早く触れ冷汗著明。用手気道確保
し、BVMで補助換気を実施。抵抗なく胸部挙上十分であっ
た。原因検索で、瞳孔は腫れ左右3ｍｍ反射鈍く、左に偏位。
四肢麻痺は不明。モニター上でST上昇を伴う洞性頻脈。発
症状況を聴取し、会議休憩中に目薬をさした後、顔を赤らめ
咳き込み会議室から出たとたん倒れたとこと。ターポリン担

架で車内収容。
ランデブーポイントへ向け現場出発。搬送中、体動が出現。
呼びかけ反応なし。ドクターヘリからCPA前静脈路確保指
示があり、右肘正中皮静脈に20Gトライするが逆血なく中止。
意識JCS10まで回復し、「胸が苦しい」と訴える。ランデブー
ポイントに到着し、フライトドクターが救急車内で処置開始。
救急隊で12誘導心電図を測定する。処置後、基地病院にUター
ン搬送となる。ドクターヘリ搬送後に病院から連絡があり、
院内で体幹に発赤が出現しアナフィラキシーに対する治療に
効果があったと報告を受ける。

【結果・考察】考察として、アナフィラキシーの所見について
振り返る。現場では眼球が腫れていたが、体幹部には発疹が
全く見られなかった。いびきの原因は喉頭浮腫の可能性もあ
るが、意識障害による舌根沈下も疑われる。つまり典型的な
アナフィラキシーの所見は非常に少なかった。
活動内容を振り返ると、チアノーゼから低酸素を早期に判断
し補助換気を開始し、酸素化することができた。心疾患も疑っ
ていたため、車内収容後にすぐ12誘導心電図を測定してもよ
かったと考える。
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O18-3 市販総合感冒薬服用後の呼吸苦からアナフィラキシーを疑っ
た症例

1）東京消防庁、2）帝京大学医学部附属病院

山崎　　光1）、大槻　充司1）、多武　克将1）、木村　和巳1）、佐川　俊世2）、坂本　哲也2）

【目的】今回我々は、市販総合感冒薬服用後の呼吸苦で出場
し、アレルギーや既往症がないにもかかわらず、咽喉頭浮腫
感を訴え上気道閉塞危機を認めたことから、薬物によるアナ
フィラキシーショックを疑い救命対応した症例を経験したの
で院内経過を含め報告する。

【症例】５７歳女性　２日前からの発熱症状の継続により、自
ら初めて購入した市販総合感冒薬を内服したところ約２時間
後安静時に呼吸苦が出現したため自ら救急要請したもの。主
訴は呼吸苦、咽喉頭浮腫感、JCS清明、呼吸３０回（吸気時鎖
骨上窩の陥没を認める努力様、嗄声あり）、脈拍８４回、血圧
１２８／６２ｍｍHg、SPO2値９３％、体温３６．６℃、瞳孔３．０／３．０
（＋／＋）、心電図洞調律。顔貌は紅潮していたが、発疹は認
められず、冷発汗なし。呼吸音聴取では、著明な気道狭窄音
を認め、観察結果から上気道閉塞へ進行する危険性がある薬
物によるアナフィラキシーショックを疑い救命対応を判断
し、酸素吸入６Ｌ／分を実施した。酸素吸入後はSPO2値９８％
に上昇を認めたものの呼吸苦の改善はなく、容態変化に注意
を払いながら直近救命センターへ搬送した。
院内では、血圧が高値の他、明らかなバイタル異常は認めら
れなかったが、聴診で気道狭窄音、主訴で呼吸苦が継続され

ていることからアナフィラキシーと判断されボスミン０．３ｍｇ
が筋注された。症状は速やかに改善され、セカンドアタック
を警戒して入院し翌日退院となった。後日フォローのため呼
吸器アレルギー内科専門外来を受診の結果、NSAIDsによる
アスピリン喘息と確定診断がなされた。また耳鼻科ではアス
ピリン喘息の特徴的合併症である好酸球菌性副鼻腔炎の診断
もなされた。

【結果・考察】帝京大学医学部付属病院でのアナフィラキシー
症例の研究では、原因物質として薬剤は、食物に続き第２位
で全体の２０％であった。
　当初、薬剤性アナフィラキシーと思われていたにもかかわ
らず、呼吸器症状の他に身体所見が認められなかったのは、
NSAIDｓ起因のアスピリン喘息で、気道狭窄し呼吸苦を発症
していたからであった。
　本症例を通じてNSAIDｓが解熱鎮痛として広く市販の総合
感冒薬等に含まれていることからその影響を再認識するとと
もに、薬物アレルギーと思われる事案でも、発症状況や観察
所見から真の病態を把握するためにも疾患を知ることの重要
性を改めて実感した。

O18-4 自覚症状のない集団一酸化炭素中毒症例について

川崎市消防局

山本　宏樹

【目的】一酸化炭素は無色無臭の有毒ガスであり、火災や故
意に排気ガス等を吸入するなどして頭痛、悪心、嘔吐症状を
呈する。一方、感冒様症状を呈するほか、自覚症状を認めな
い一酸化炭素中毒傷病者もいる。ｓｐＣＯ値を測定したことに
よって様々な症状や自覚症状を認めない一酸化炭素中毒傷病
者を早期に発見し、一酸化炭素中毒傷病者として早期に医療
の介入が行えた症例を経験したため報告する。

【症例】平成３１年２月某日（土）２１時０３分、「３３歳女性 吐気 め
まい 耳鳴り 頭痛 夫通報」との支援情報を受け現場へ向かっ
た。
救急隊接触時、傷病者宅内に傷病者（３３歳女性）、傷病者の
夫及び次男（０歳）が在宅していた。傷病者から「１５時から２０
時まで、両親宅（傷病者宅と同一マンションの別室）で木炭を
燃焼させ鍋を食べた。」と聴取した。そのため、ｓｐＣＯ値を測
定したところ傷病者から「１６％」を検知した。さらに聴取す
ると、傷病者のほか、父親（５９歳）、母親（６０歳）、長男（３歳）
及び次男の５名が両親宅に滞在し、一緒に鍋を食べていたと
のことであった。
両親宅に両親及び長男が在宅していたため、両親宅へ移動し、
３人を観察したところ、傷病者以外に自覚症状はないものの、

次男以外からｓｐＣＯ値「１０～２０％」を検知した。（次男は指が
小さく測定できなかった。）
傷病者５名に対し、高濃度酸素投与を実施するとともに、救
急隊及び消防隊の応援要請を行い、本隊含め救急隊２隊によ
り傷病者５名を直近３次医療機関へ搬送した。

【結果・考察】本症例は、病院前救護において適切な状況評価
を行ってｓｐＣＯ値を測定できたことにより、早期に一酸化炭
素中毒事故として救急隊が認識し活動ができ、円滑に医療機
関へ搬送ができた症例です。もし、病院前救護において、ｓ
ｐＣＯ値の測定ができなければ、確信をもって一酸化炭素中
毒疑いと医療機関へ伝えることができなかったかも知れませ
ん。
また、病院前救護において、ｓｐＣＯ値を測定できたことで、
自ら訴えることができない次男を早期に医療機関へ搬送でき
たことは、大変意義のあることであり、ｓｐＣＯ値の測定の有
効性を認識できた事案でした。
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O18-5 パルスCOオキシメーターの使用により、救急活動を円滑に
行うことができた症例

1）金沢市消防局、2）城北病院

桝田　義治1）、馬場　　敏1）、畔田　崇宏1）、山下浩太朗1）、水上　龍喜1）、柳沢　深志2）

【目的】通報内容では予測できなかったが、現場でパルスＣＯオキ
シメーターを使用したことにより早期にＣＯ中毒と判断すること
ができ、円滑な救急活動に繋がった症例を経験したので報告する。

【症例】通報内容：52歳の男性が腹痛を訴えています。
出動場所：ナンカレー店（仕事場）
概要（車内収容後に判明）：特に既往のない52歳男性（外国籍：日
本語は日常会話程度）がナンをタンドール窯（炭火使用）で調理中
に腹痛が起きたもの。友人（外国籍：日本語はほとんど話すこと
が出来ない）に連絡後、到着した友人が119番通報したもの。
現場状況：客席の長椅子で仰臥位。友人が付き添っていた。（日
本語での詳細な事情聴取は不可）
観察結果：接触時
　　　　　意識レベルJCSⅡ-30　　GCS E２V２M５　計９点
呼吸20回/分　脈拍86回/分　血圧129/79 mmHg　心電図- 洞調律
瞳孔左右4.0mm正中位　対光反射（＋）　体温36.1℃
SpO2　97％　　SpCO　25％　（いずれもルームエアー）
処置：酸素15L/分投与
：病着時（接触から26分後）
　　　　　意識レベルJCSⅠ-１　　GCS E４V５M６　計15点
呼吸20回/分　脈拍80回/分　血圧148/87 mmHg　心電図-洞調律

　　　　　SpO2　100％　　SpCO　15％（いずれも酸素15L/分
投与下）
：病院到着後の血液ガス分析結果　 血中COHb濃度 13.1％　pO2 
255 Torr　pCO2 40.2 Torr
現場活動：現場でのSpCOが25％であったことから、CO中毒を強
く疑う。現場にCOが残留している可能性があるため、早期に現
場離脱する。その後、高濃度酸素投与（15L/分）を行い、高気圧
酸素治療が可能な二次病院に搬送する。
傷病名：CO中毒（軽症）　※90分間の高気圧酸素治療後に本人の
希望により帰宅

【結果・考察】本症例は、通報内容からCO中毒は予測できず、また
日本語での事情聴取もスムーズに実施できない外国人傷病者に対
し、パルスCOオキシメーターを使用したことにより、CO中毒を
強く疑うことができ、早期現場離脱・適切な二次病院への搬送と
円滑な救急活動を実施出来たものである。CO中毒との情報がな
い、あるいは詳細不明な救急現場において、パルスCOオキシメー
ターを積極的に使用することは隊員の安全管理・傷病者の病態把
握（特に日本語が話せない外国人傷病者）・搬送病院の選定に非常
に有用であり、傷病者の予後の向上にも繋がると考えられる。

O18-6 偶発性低体温症傷病者に対する体温管理の課題

奈良県広域消防組合消防本部

福岡　翔太

【目的】偶発性低体温症では体温低下に伴い状態が刻々と悪化
していくため、病院前での体温管理は重要であり、我々救急
隊は適切な体温管理を行うことが必要とされるが、偶発性低
体温症の傷病者に対する体温管理について全国で統一された
ガイドラインは無く、各地域で異なっているのが現状である。
今回、偶発性低体温症の傷病者の体温管理として、毛布及び
アルミシートを使用しての「保温」を実施し、救急車内に保管
していた常温の乳酸リンゲル液を使用して輸液処置を実施し
た症例を経験したが、救急隊が実施する偶発性低体温症傷病
者に対する体温管理について、本症例を通して課題を摘出し
考察する。

【日時】９月６日　１時５０分入電
【年齢性別】８０歳男性
【内容】息子が帰宅した際には父親の部屋が点灯しており、そ
の後、部屋へ確認しに行くも見当たらないため、自宅周辺を
捜索したところ自宅近くの草むらで倒れている父親を発見し
救急要請。
傷病者は、農道の約６ｍ下の草むらの水溜りに腹臥位で倒れ
ており、全身が濡れていた。観察の結果、ＪＣＳ２００、高度の
低体温（四肢が氷を触るような感覚、明らかに自分より体温

が低下している）を認めた。
車内収容前に脱衣を行い、全身観察後、アルミシート及び毛
布を使用して保温実施。収容後、酸素投与及び徐呼吸（６回/
分）に対しての補助呼吸実施。
橈骨動脈にあっては触知不可で血圧測定不能であったため、
現場に向かっているドクターカー医師に指示を受けドッキン
グポイント搬送中にＩＶ（右肘正中皮２０Ｇ、常温急速輸液）実施。

【結果・考察】今回、偶発性低体温症傷病者の搬送を経験した。
本症例では毛布及びアルミシートを使用して「保温」を実施し
たが、病院内では電気毛布を使用して「復温」している場合も
あり、救急車に電気毛布を積載している救急隊は「復温」も可
能であるが、「復温」することにより血管拡張を起こし循環血
液量減少性ショックに陥る可能性もある。また、乳酸リンゲ
ル液の温度については低温の場合は低体温を助長する可能性
も考えられるが、乳酸リンゲル液の保管について統一された
指針が無いため、消防署・救急隊によって異なるのが現状で
ある。このことから、救急隊が行う偶発性低体温症傷病者に
対する体温管理で状態悪化になりえる行為は避けなくてはな
らないが、統一された指針が無いことから、病院前での体温
管理について全国的な一定の指針が示されることを願う。
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O18-7 高度低体温症によるCPA症例について

日立市消防本部

細谷　健太、佐藤　幸伸

【はじめに】低体温症例は、呼吸数・心拍数が低下、さらには末梢血管も収縮していること
からバイタルサインに乏しく、慎重な観察・判断が求められる。救急隊員は、時間をかけ
て観察・判断を行い、明らかな死体現象がない限り、速やかに蘇生を開始しなくてはなら
ない。今回は一見すると、全身に硬直が出現した社会死と判断してしまうような、高度低
体温症例を経験したため報告する。

【症例】
１ 発生日時
　平成３０年１２月某日、１８時２３分覚知
２ 内容
　「５１歳 男性 ダイニングで倒れているのを姉が発見。」
３ 出場隊
　救急隊、消防隊、ラピッドカー
４ 状況
　姉に接触し状況を聴取すると、傷病者のいる場所は、ゴミ等が散乱し積み上げられ、人
ひとりが入れる状況。隊員１名がダイニングで腹臥位の傷病者と接触。仰臥位にしての観
察困難。皮膚冷感あり、下顎及び両上肢に硬直あり。
５ 活動内容
　初期評価及びＡＥＤを装着しようと腹臥位から仰臥位へ体位変換しようとした際、顔が約
３０度右側に向き、下顎呼吸が１回出現。観察するとＣＰＡ状態、ＣＰＲ開始。ＡＥＤ装着（初期
波形～ＰＥＡ）。早期車内収容し、現場出発。搬送中、静脈路確保２回穿刺したが、滴下せず

抜去。ＣＰＲ継続し搬送。病院到着後、直腸温を計測したところ２７℃、高度低体温と判明。
【結果・考察】
６ 検証
今回の活動後、振り返りを行い、以下の反省点があげられた。
①姉がパニック状態で状況を把握するのに時間を要した。
②接触した段階で活動スペースの取れる場所まで移動すべきだった。
③腹臥位の状態で下顎・両上肢硬直があり、死後硬直が頭をよぎり、ＣＰＲを開始するのが
遅れてしまった。
④最初に接触した隊員からの「硬直あり」という報告を鵜呑みにしたため、その後の活動が
遅れてしまった。
今後の活動について
①低体温を疑う所見がある場合、呼吸・脈の観察は最低３０秒～４５秒かけて観察する。
②低体温症と疑ったならば、心臓の易刺激性が亢進しＶＦを呈しやすいため、安静に搬送・
保温に努める。
７ まとめ
今回、高度低体温ＣＰＡ症例を経験し、救急隊の観察と判断の重要性を再認識した。誤って
死後硬直ありと判断して、不搬送扱いにした結果、ひとつの判断ミスにより訴訟問題にま
で発展しかねないということを私達救急隊は、常に考えて活動することが重要である。あ
らゆる症例に対応できるよう、日ごろからの訓練、研修を怠ることなく、確実かつ慎重な
救急活動に努めていきたい。
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スキルトレーニング１ 「活動記録システムを用いたシミュレーショントレーニング」～活動時間の短縮を目指して～

ST1-1 活動記録システムを用いたシミュレーショントレーニング 
～救急活動時間の短縮を目指して～

1）東北大学病院高度救命救急センター、2）東北大学クリニカル・スキルスラボ、3）みやぎ県南中核病院救急科、
4）石巻赤十字病院救命救急センター

小林　正和1,2）、佐藤　哲哉3）、横川　裕大4）、荒田悠太郎2）、今井　浩之2）、
須藤　剛志2）

【概要】東北大学、レールダルメディカルジャパン、仙
台市消防局は、救急救命士の傷病者観察・臨床推論によ
る病態の評価能力を高め、評価に基づく病院選定及び
早期搬送の訓練のために、救急救命士が判断に迷いや
すい症例、特に内科的疾患や複合的要因による疾患を
用いた教育プログラムを開発した（PROST；Prehospital 
Orbital Simulation Training）。使用するシミュレータ
は、訓練中の行動を時系列で記録する機能を有してお
り、訓練終了後は記録と共に振り返りを行うことがで
きる。また、記録には、症例で重要と考えられる振り
返りコメントも併せて表示されるため、ファシリテー
タはコメントを参考に、現場活動時間の短縮を意識し
た議論を行うことができる。本スキルトレーニングで
は、PROSTを用いた教育方法を体験しながら学んでも
らうことで、今後、各消防署あるいは各救急隊で訓練
が実施されることを目指す。

【背景と目的】本邦の救急車出動件数は660万件を超え、
年々増加の一途を辿っている。また、急病による出動
件数は全体の65.0％であり、入院診療が必要な中等症及
び重症患者は全体の49.8％と報告されている。これまで
救急救命士の病院前処置や特定行為は、外傷初期診療
や心肺蘇生（気道確保、静脈路確保、薬剤投与）に重点
が置かれていたが、実施可能な処置範囲の拡大により、
心停止を未然に防ぐための処置の実施が期待されてい
る。一方で、処置拡大は現場活動時間の延伸の要因に
もなっている。平成30年の報告によれば、急病の場合、
救急隊の現場到着から病院へ向かう現場出発までの時
間は全国平均で17.2分とされ、特に現場到着から現場出
発のフェーズで延伸傾向にあると指摘されている。処
置拡大のみならず、病院から求められる情報の多さ、
傷病者のニーズの多様化等、救急隊を取り巻く環境が
変化し続ける中では、決められた手順を遂行するので
はなく、病態を理解しながら行動することが重要と考
えられる。救急隊の病態評価能力を向上させることは、
現場での適切な処置を可能とし、医療機関との円滑な
連携及び病態に即した早期の病院選定と搬送により、
傷病者の予後の改善が期待される。PROSTでは様々な
身体所見やバイタルサインのモニターを再現できるシ
ミュレータを傷病者に見立て、学習者が病態評価を必
要とする症例を用い、系統立てた臨場感あるプログラ

ムを提供する。
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スキルトレーニング１ 「活動記録システムを用いたシミュレーショントレーニング」～活動時間の短縮を目指して～

ST1-2 活動記録システムを用いたシミュレーショントレーニング

1）みやぎ県南中核病院、2）石巻赤十字病院救急科

佐藤　哲哉1）、横川　裕大2）

【概要】東北大学、仙台市消防局、レールダルメディカ
ルジャパンは、救急救命士の傷病者観察・臨床推論によ
る病態の評価・鑑別能力を高め、病態鑑別に基づく病院
選定により、早期に搬送を行うことを目的に、救急救
命士が判断に迷いやすい症例、特に内科的疾患や複合
的要因による疾患を用いた教育プログラムを開発した

（PROST；Prehospital Orbital Simulation Training）。
使用するシミュレータは、現場活動訓練中の行動を記
録する機能を有しており、訓練終了後は時系列の記録
と共に振り返りを行うことができる。また、時系列の
記録には、症例で重要と考えられる振り返りコメント
も併せて表示されるため、ファシリテータはコメント
を参考に、現場活動時間の短縮を意識した議論を行う
ことができる。本スキルトレーニングでは、PROSTを
用いた教育方法を体験しながら学んでもらうことで、
今後、各消防署あるいは隊単位で訓練が実施されるこ
とを目指す。

【背景と目的】本邦の救急車出動件数は660万件を超え、
年々増加の一途を辿っている。また、急病による出動
件数は全体に対し65.0％であり、入院診療が必要な中
等症及び重症患者は全体の49.8％と報告されている。こ
れまで救急救命士の病院前処置や特定行為は、外傷初
期診療や心肺蘇生（気道確保、静脈路確保、アドレナリ
ン投与）に重点が置かれていたが、実施可能な処置範囲
の拡大により、心停止を未然に防ぐための処置の実施
が期待されるようになった。一方で、処置範囲の拡大
は現場活動時間の延伸の要因にもなっている。病院収
容所要時間の平均は39.3分であり、特に現場到着から現
場出発のフェーズで延伸傾向にあると指摘されている。
処置拡大のみならず、病院から求められる情報の多さ、
傷病者のニーズの多様化等、救急隊を取り巻く環境は
変化し続けている。決められた手順を遂行するのでは
なく、病態を理解しつつ行動する必要性がでてきたと
考えられる。救急隊の病態評価能力を向上させること
は、現場での適切な処置を可能とし、医療機関との円
滑な連携及び病態に即した早期の病院選定と搬送によ
り、傷病者の予後の改善が期待される。PROSTでは様々
な身体所見やバイタルサインのモニターを再現できる
シミュレータを傷病者に見立て、学習者が病態評価を
必要とする症例を用い、系統立てた臨場感あるプログ

ラムを提供する。
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スキルトレーニング２ 「周産期における救急対応トレーニング」～周産期救急現場での重要ポイント～

ST2 周産期における救急対応トレーニング　 
～周産期救急現場での重要ポイント～

東北大学病院産科

齋藤　昌利、星合　哲郎、富田　芙弥

自宅で出血してしまった妊婦さんを救急搬送しなけれ
ばならない、、、旅行先で破水してしまった妊婦さんか
ら救急要請が、、、もしかしたら病院まで間に合わず救
急車内で分娩になってしまうかもしれない、、、交通事
故でお腹をぶつけてしまった妊婦さんを病院まで搬送
せねば、、、
皆さんは、「周産期」という言葉を聞くとどういったイ
メージを持つでしょうか？　ほとんどの方が「高い専門
性が求められる領域」「一筋縄ではいかない症例が多い」

「できるならば担当したくない」と言ったマイナスのイ
メージを持つのではないでしょうか？　また、その特
殊性と頻度の低さから無意識に「苦手領域」と拒絶反応
を示される方もいるのではないでしょうか？　確かに
母体と胎児/新生児といった２つの命を同時進行でケア
しなければならず、使用できる薬剤の選定や妊婦さん
特有の急激な症状変化などから、「難しい」領域であるこ
とには間違いありません。しかしながら、正確な知識と、
その知識に裏打ちされた技術がそこにあれば、「おめで
とう」が言える医療現場でもあるのです。
妊娠期間中は病院で妊婦健診を受け、陣痛が来たら病
院で分娩をする。現在の周産期医療における当たり前
の概念ですが、そんな現代においても陣痛はいつ来る
か分かりません。また、予想もしていないタイミング
で破水が起きるかもしれません。昨日まで全く問題な
く経過していたにもかかわらず、突然街中で出血する
かもしれません。タイミング、場所、シチュエーショ
ンを問わず予想していなかったことが起きる、それが
周産期医療の難しさの要因かもしれませんが、言い方
を変えれば、患者さんと病院を繋ぐ救急の現場がとて
も大切であると言えます。
今回のシンポジウムでは、病院・クリニックにおいて現
役で活躍している医師や助産師を指導役に、刻一刻と
変化する周産期のモデルケースを経験して頂こうと考
えています。また、可能な限り医療従事者と救急隊員
の皆さんが双方向性にディスカッションしながら体験
できる時間にしたいと考えています。
短い時間ですが今回のトレーニングを体験してもらう
ことによって、苦手意識が少しでも解消され、「おめで
とう」を一緒に言えるようになって頂ければ幸いです。
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スキルレクチャー 「訓練を救急現場にするための挑戦」～経験と教育の差を埋める訓練の実現にむけて～

SL ～経験と教育の差を埋める訓練の実現に向けて～

救急救命東京研修所

田邉　晴山、宮内　　洋、関　亜紀子、児島　政俊、福田　拓司、齋藤　広樹、
髙橋　紀一
　あなたは、訓練で傷病者役を上手に演じることはで
きますか？
傷病者を適切に演じるには、傷病の病態を理解した上
で、傷病によって出現するであろう身体的所見や徴候
をそれらしく表現し、救急隊からの質問にも過不足な
く応答できる知識と判断、そして演技力が問われます。
また、その傷病が起こりえる環境の設定もとても重要
な要素です。似たような症状を呈する傷病者であって
も周囲の状況や環境により思い浮かぶ病態が異なって
くるからです。
　本スキルレクチャーでは傷病や病態に応じた傷病者
の演じ方や環境の設定が、訓練の進行にどのような影
響を及ぼすか展示を通じて解説し、すべての救急隊員

（訓練を指導するものに限らない）が、今後、身につけ
るべき知識、技術について考えていきます。
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パネルディスカッション５ 「救急現場におけるＤＮＡＲへの対応」～救急現場での生命倫理と医療倫理を考察する～

PD5-1 超高齢社会における救急業務のあり方

1）横浜市消防局、2）警防部救急課

原　　正利1,2）、長嶌惣一郎1,2）

【背景】
　超高齢社会の進展に伴い、救急出場件数は年々増加傾向で
あり、中でも高齢者の救急搬送が増加し続けている。119番
通報で出場した救急隊が、現場で傷病者が心肺蘇生等を希望
していないことを伝えられ、対応に困惑する事例も発生して
いる。こうした背景を踏まえ、日本臨床救急医学会から「人
生の最終段階にある傷病者の意思に沿った救急現場での心肺
蘇生等のあり方に関する提言」が公表され、本市でも平成29
年度から平成30年度にかけて、横浜市救急業務検討委員会に
おいて検討を重ね、平成31年３月に第16次報告として提言を
受けている。

【提言の概要】
●日本臨床救急医学会が示した標準的活動プロトコルを基
に、①書面を提示された場合も、家族に改めて蘇生処置の希
望の有無を確認すること、②当局の消防司令センターに常駐
している救命指導医に判断を仰ぐこと、③書面に不備がなく、
書面に署名した医師及び救命指導医から具体的指示があった
場合のみ心肺蘇生等を中止することなどを基本方針とした活
動プロトコル案を作成した。

●日本臨床救急医学会が示した様式例を基に、①救急隊への
指示を明確にするため、タイトルを「心肺蘇生等に関する救
急隊への医師の指示書」とすること、②かかりつけ医の緊急
連絡先を記入することなどを基本方針とし、本市の指示書案
を作成した。
●人生の最終段階にある心肺停止傷病者への対応についての
広報は、限られた資源である救急車の「適正利用」を考え、理
解してもらえるような広報活動が必要であり、広く浸透させ
るためには、横浜市医師会、横浜市病院協会、行政など、関
係部署が連携し、地域の方を集めた講演や説明会を開催し、
正しく伝えることが非常に重要である。

【まとめ】
　本プロトコルは、法的責任を負うリスクも否定できず、運
用に際しては慎重に進める必要がある。「人生の最終段階に
ある心肺停止傷病者に対する救急隊の応急処置のあり方」に
ついては総務省消防庁でも検討されており、国や他都市の動
きを注視しながら、関係機関等との調整を進めているところ
である。

PD5-2 心肺蘇生を望まない傷病者への対応について

東京消防庁

鈴木　翔平

【目的】「医療倫理の四原則」の一つである「自律尊重の原則」
に基づき、人生の最終段階にある傷病者の心肺蘇生を望ま
ない意思を可能な限り尊重できるようにする。【検討経緯】第
３３期東京消防庁救急業務懇話会に対し、心肺蘇生を望まな
い傷病者への対応等について諮問し、平成３１年２月に答申が
示された。その後、具現化に向け、東京都メディカルコント
ロール協議会における検討を経て、令和元年１２月１６日より
運用を開始した。【運用】救急隊が家族等から書面又は口頭に
より、傷病者本人に「心肺蘇生の実施を望まない意思」があ
ることを示された場合は、かかりつけ医等に連絡し、「かか
りつけ医等」又は「家族等」に引き継ぐことを前提に、一定条
件下で心肺蘇生を中断して傷病者を搬送しないこととした。

【結語】今後、「事案の集積」と「都民へのACPの周知状況」等を
踏まえて、適宜運用要領の見直しを行うことが重要である。
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パネルディスカッション５ 「救急現場におけるＤＮＡＲへの対応」～救急現場での生命倫理と医療倫理を考察する～

PD5-3 「救急隊がDNAR情報で戸惑わないようにするために」 
～地域MC協議会の取り組み～

日本海総合病院

緑川　新一

　日本救急医学会の定義によると、DNARとは「患者本人ま
たは患者の利益にかかわる代理人の意思決定を受けて心肺蘇
生法を行わないこと」とされている。
　一方、救急隊が心肺停止傷病者に対応する場合、明らかに
死亡していると判断される場合を除いては、救命のための蘇
生処置を行いながら医療機関に搬送するのが原則である。
　119番通報によって出動した現場でDNAR情報を伝えられ
た場合、救急隊は蘇生処置を行うか、蘇生を中止するかの判
断を迫られ、苦慮することになる。
　山形県酒田地区で行った地元消防本部救急隊員への調査で
はおよそ4人に1人が、CPA出動事例でDNARなどの情報が
あったため蘇生処置を控えるかどうか判断に苦慮した事例を
経験していた。またDNAR情報があったために救急隊が蘇生
を控える活動を行ったが、後の検証で本来は通常の蘇生処置
を行うべきであったとされる事例も散見するようになった。
　このような状況を鑑み、当地区では地域MC担当医が関わ
る症例検討会において、検証医や救急隊員間で議論を重ね、
平成26年度に地域MC協議会としてDNAR情報があった場合
の救急隊活動の原則を定めるに至った。その原則とは「救急
要請があった時点で『DNAR指示は無効になった』と判断す

る」というものである。この原則は地元医師会員にも通知さ
れ共有されている。
　また平成28年度には上記の原則を踏まえ、「救急隊は、
DNAR情報があっても、通常の救急活動を行う」「医師・ケア
チームは、119番通報した場合、蘇生処置が行われることを
あらかじめ、患者・家族に説明しておく」などの具体的な対
応について、地域MC協議会で定め、運用している。
　本演題では、当地区の議論の経緯や現状について報告する。

PD5-4 救急現場におけるDNARにおける傷病者の意思と家族の意向
～消防庁報告書の要点と課題～

東北大学大学院法学研究科

久保野恵美子

　救急現場におけるDNARへの対応のあり方を考えるため
には、心肺蘇生を中止することができるのはどのような場合
かということが重要となる。
　本報告は、この点について、2019年に消防庁から出され
た「傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施
に関する検討部会」報告書（同部会から「救急業務のあり方に
関する検討会」第1回（2019年8月）に提出されたもの（https://
www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/post-48/01/
shiryou6-2.pdfに掲載されている）。）の要点を紹介し、特に、
傷病者本人の意思と家族の意向の問題に焦点を当てて、その
意義と課題を検討する。
　同報告書では、「心肺蘇生の中止をすることができる場合」
について、「個別の事実関係の評価に依存する問題ではある
が、終末期医療における治療行為の中止に関する従来の判例
や学説等を勘案すると、原疾患の進行に関連し、又は老衰に
より、病死又は自然死が差し迫っていた傷病者が心肺停止と
なったものであり、当該中止行為が傷病者の意思又は推定的
意思に合致した対応といえる場合と考えられる」とされ、傷
病者の意思又は推定的意思への合致が求められることが明示
されている。対応の指針となるのはあくまでも「傷病者の意

思又は推定的意思」であって、「家族等が示す意向は、本人の
その時点での意思を推定するための資料の一つと捉えること
ができるが、傷病者本人の意思とは区別されることに留意が
必要である」と注意が促される。他面で、「救急隊の活動では
一般的に家族等の心情に配慮すべきであり、こうした事案の
場合も同様である」と付記されている。
　これらの報告書の記述の背後には、救急現場において、救
急隊が、意思表明ができない状態に陥っている傷病者本人と
周囲にあって多様でありうる家族との間に置かれ、直面する
であろう対応における困難が存するように思われる。このよ
うな困難への具体的対処方は、上記引用部分にもある通り、

「個別の事実関係の評価に依存する問題」であり、明確な答え
を出せるものではないが、困難を低減するための基本的な考
え方を整理し、示すことを試みたい。
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パネルディスカッション５ 「救急現場におけるＤＮＡＲへの対応」～救急現場での生命倫理と医療倫理を考察する～

PD5-5 在宅医療における意思決定支援とDNAR対応

医療法人社団悠翔会

佐々木　淳

在宅医療を受けている患者は個別性が高い。しかし、いずれ
も長い治療経過の延長線上で病気がどのように進行してい
くのか、ある程度の予測が可能である。また、多病（Multi-
Morbidity）、低栄養、サルコペニア・フレイルという共通の
背景因子を持つ。これらは老衰のプロセスとしても認識され
る。
在宅医療を受けている高齢者の多くは、人生の最終段階を、
現病の随伴症状や合併症、老年症候群に伴う誤嚥性肺炎や骨
折などのイベントを繰り返しながら、「死」という避けられな
い局面に向けて少しずつ進んでいく。
従って、在宅では体調変化の多くは「いずれ起こるもの」とし
て予測が可能である。もちろん「死」についても同様である。
救急搬送を減らすためには、日ごろの体調管理をきちんと行
うことはもちろんだが、予測可能なものをきちんと予測し、
事前に備えておくことが重要である。

予測される体調変化については、あらかじめ共有し、方向性
を決めておく。在宅での対処が容易なものについては、レス
キューオーダーを準備しておけばよいが、自宅で対処が困難
なものについては、病院での治療を選択するかどうかをあら

かじめ考えておく必要がある。どこまで積極的な治療を行う
のか、アドバンスケアプランニングをしっかりと行っておく。
特に心肺停止で発見される可能性についても家族や施設職員
に説明し、その際の対応について、あらかじめ決めておくこ
とも重要である。

特に人生の最終段階においては「治療が可能である」という理
由だけで病院を受診させるのは倫理的ではない。一方で「治
療が不可能である」という理由だけで、病院受診を拒絶する
こともまた倫理的ではない。
在宅医療のアウトカムは「納得」にあると私は考えている。そ
の中で救急医療がどう位置付けられるのか。個々の患者のも
のがたりに寄り添いながら、意思決定を支援していくことが
重要であると思う。
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シンポジウム８ 「多数傷病者発生事象における対応」～多数傷病者発生時の活動を考察する～

SY8-1 札幌市におけるガス爆発火災による多数傷病者発生時の対応

札幌市消防局

今川　秀樹

　平成３０年１２月１６日、札幌市において複合用途対象物のガ
ス爆発火災事案によって、５０名以上の負傷者が発生した。
　消防への通報は、「飲食店が爆発炎上している。」との内容
で、数十件の通報が一気に入電する状況であったことから、
出動途上から指令課判断によって部隊の増強が行われた。
　現場到着時、一見して火災現象は見られなかったが、現場
建物のほとんどが倒壊、瓦礫と化し、周囲にはガス臭が漂っ
ており、男性１名が瓦礫に挟まれた状態、また、倒壊建物内
に複数の逃げ遅れを確認、人命救助最優先に活動を開始、ま
もなく当該建物が炎上し救助活動は困難を呈した。
　当時の天候は雨、気温は３℃台であったが、応急救護所
は現場近くに所在した銀行ＡＴＭコーナーを借りることがで
き、スムーズなトリアージ、応急処置、病院搬送につながっ
たと考える。
　本事案の概要及び冬期間における多数傷病者発生時の対応
における課題について報告する。

SY8-2 工事中の建物火災により多数傷病者が発生した症例

東京消防庁

及川　健二

【災害概要】
　平成３０年７月、東京都多摩市において、工事中の建物（耐火３/３）から
出火。
　地下２、３階計４００平方メートル、表面積５，０００平方メートルを焼損し
４７名の傷者のうち、４３名を搬送した。傷者の初診時程度は、死亡４名、
重篤１名（死亡確認）、重症１３名、中等症１１名、軽症１４名、不救護２名、
自己通院２名。全て男性、年齢は２０歳代から６０歳代であった。鎮火までは、
８時間４４分を要した。
【対応状況】
　消防隊７７隊（救急隊２５隊、東京ＤＭＡＴ２隊を含む。）で対応した。
　消防隊による救助は１１名であった。

【活動概要】
１ 現場救護所及び救急指揮所の状況
　当初、２か所存在した現場救護所を１か所に集約し、効率的に傷病者管
理を行った。救急指揮所は、火災建物から現場救護所への動線上に設定。
①傷病者全体の把握②救急隊の活動管理（処置、搬送に関わる指揮）③医
療機関の選定④東京ＤＭＡＴとの連携⑤警防本部との連携を主な任務とし
て活動した。
２ トリアージの状況
　スタート法で４１名を実施。黒２名、赤２９名、黄４名、緑６名であった。

　（その他６名は、自己通院、時間経過後の救急搬送等）
３ 救急処置の状況
　現場救護所では、救急隊の酸素吸入装置の数を上回る傷病者が発生し
ていたため、ポンプ隊に配置されている酸素吸入装置（流量１リットル）
も活用した。
４ 医療機関選定状況
　警防本部で三次医療機関と二次医療機関を確保した。救急指揮所でも
直近の二次医療機関に連絡し３０名分の収容を確保した。
５ 搬送状況
　トリアージの優先順位に基づき、５箇所の救命センターに３１名、３箇
所の二次医療機関に１２名を搬送した（ＤＭＡＴ医師により死亡確認された
黒タグ傷病者についても、指揮本部長の判断により救急搬送を行った）。

【課題】
　１ 現場救護所での処置には限界がある。車内収容することで救急隊の
資器材を有効活用した処置を開始でき、傷病者の安全も確保できる。
　２ 現場救護所から傷病者を移動することにより全体の把握が困難とな
り、搬送に支障を来す恐れがある。トリアージ後の「処置」、「搬送」、「病
院収容」が間断なく行える情報共有のあり方について対策を講じることが
急務である。
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シンポジウム８ 「多数傷病者発生事象における対応」～多数傷病者発生時の活動を考察する～

SY8-3 多数傷病者発生事案の対応と神戸市消防局の体制について

神戸市消防局

川上喜太郎

　繁華街における歩行者と路線バスの接触事故に伴う多数傷
病者発生事案に出動した際の対応及び神戸市消防局の大規模
災害（複数傷病者を含む）時の体制について発表する。
　平成３１年４月、多数歩行者が往来する横断歩道において路
線バスが急発進し歩行者と接触して死傷者８名が発生した。
当市は、多数の通報内容から大規模災害第１出動（３４隊１機）
を指令して現場対応を実施した。

【現場活動】
　先着救急隊が救急指揮として活動し傷病者情報及び事故概
要の把握等に努め、先着救助隊が事故車両の確認と二次災害
を含む安全管理を実施し、早期に災害の全体像がつかめ消防
力優勢な状況が確認できたため、一次トリアージ後、直ちに
救急車内に収容して二次トリアージを実施した。他の消防隊
は、安全管理と支援活動を実施した。

【現場救護】
　大規模災害対応救急隊（ＢＬＵＥ－ＣＡＴ）が現場到着後、救
急指揮所を開設し救急指揮として各救急隊の活動を指示し
た。活動方針は、緑タグ以外は、救急車内収容後、二次トリ
アージ及び救急処置の実施とし、緑タグは、簡易テントを設
営してテント内での対応とした。ドクターカーも２機関到着

し、救急指揮の指示で赤タグから順次全傷病者の観察を実施
した。

【医療機関選定】
　医療機関情報は、救急指揮所で兵庫県広域災害救急医療シ
ステム（ＨＥＭＩＳ）を立ち上げて医療機関情報を入手し、 医療
機関選定は救急指揮とドクターカー医師と協議し決定した。
死傷者８名のうち、５名（赤タグ２名、黄タグ１名、緑タグ２名）
を救急搬送した。

【当市の複数傷病者発生事案の体制について】
①大規模災害対応救急隊の創設
　円滑な現場活動及び早期搬送体制の確立ができるよう救急
指揮として全救急隊を指揮する小隊
②先着救急隊の指揮活動と意識改革
　先着した救急隊が救急指揮活動をする体制をとっており、
活動要領を平成２４年に作成して周知している。また、平成
１９年から大規模災害における救急隊の活動について継続的
な研修を実施して意識改革も図っている。
③救急ユニット出動体制
　５人程度の複数傷病者から容易に対応できるように救急ユ
ニット出動を制定している。

SY8-4 京都アニメーション火災における集団救急への対応について

京都市消防局

西川　裕之

　令和元年７月１８日午前１０時３５分に京都市において発生し
た京都アニメーション第一スタジオ火災では、鉄筋コンク
リート造３階建て延べ６９１平方メートルの建物が焼失し、３６
名もの方がお亡くなりになり、３３名の方が負傷されるとい
う本市における災害史上でも稀にみる甚大な被害が発生した
ところである。
　本事案は、火災防御活動と並行して多数の負傷者の救護
活動を実施する必要のある複合災害であったことから、合計
５５隊の指揮隊、消防隊、救助隊、救急隊を投入し、災害現
場活動を実施するとともに、京都府医師会との協定に基づく
医師要請を実施し、５医療機関から延べ１１名の医療関係者
に現場に出動いただき、救急隊等と連携し、負傷者の救護活
動等を実施していただいたところである。今回の発表では、
本事案の現場活動を振り返り、現在、当局で進めている取り
組み内容について紹介したい。
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シンポジウム８ 「多数傷病者発生事象における対応」～多数傷病者発生時の活動を考察する～

SY8-5 多数の傷病者が発生した刺傷事件における対応について

川崎市消防局

白井　泰延

　２０２０東京オリンピック・パラリンピックを控え、当局に
おいても多数の傷病者が発生した事案に迅速に対応できるよ
う訓練し、集団災害への対応強化を進める中、令和元年５月
２８日の朝に、川崎市内の路上において、登校中の小学生を
含む多数の人が刃物を所持した者に襲われ、死者３名を含む
１９人の負傷者が発生する惨事が発生した。
　覚知の第一報は、「路上で小学生が４人ほど刺されました。
怪我人の人数や怪我の程度は不明。入電多数。」と県警から入
電。
　初動はＰＡ連携の指令で救急隊４隊と消防隊が出場。その
後、川崎ＤＭＡＴに出場を要請、さらに、先着隊からの情報
により大規模救急出場第１出場の体制に移行し、最終的には
指揮隊等の消防隊が９隊、隣接市からの応援を含め救急隊２０
隊が出場し、９７名の隊員が活動した。
　この事案を受け当局では、川崎市メディカルコントロール
協議会の医師や、搬送先医療機関等の医師の協力を得て事後
検証会を開催し、トリアージや活動等について課題を検討し
た。

　今後、各機関における多数傷病者発生時の対策に資するこ

とを目的とし、この事案についての状況や、課題等について
報告する。
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教育講演３ 「実効性のある救急隊の感染防止対策について」～国際的イベント開催に備える～

EL3 『救急隊の感染防止対策マニュアル』を実践するにあたって
のポイント

堺市立総合医療センター

森田　正則

救急隊は多様な傷病者対応を行うため、常に感染の危
険に曝露されていると考えられる。そのため感染防止
対策は非常に重要であり、2016年に救急外来部門おけ
る感染対策委員会（ERIC）などで現状調査が行われた。
その結果、管理体制、マニュアル整備、傷病者への対
応などへの改善点が認められたが、医療機関と比較し
て過酷な環境下での活動が強いられるため、医療機関
での対策をそのまま用いることは難しい。病院前救護
活動に即した感染対策が必要と考えられ、2019年3月に
総務省消防庁より、『救急隊の感染防止対策の推進につ
いて』の通知と『救急隊の感染防止対策マニュアル』の公
表が行われた。マニュアルには1.感染防止対策の基本2.職
員の感染防止対策3.標準予防策4.感染経路別予防策5.リ
ネン、救急車両、資器材等の取扱い6.血液・体液等への
曝露事故発生時の対応について7.感染症患者の移送に
ついて記載されている。現場での活用が進む中で実効
性を高めるためには、消防機関内に管理者を設置し感
染防止管理体制構築を図ることが重要である。管理者
は最新の感染防止対策について情報収集するとともに、
その具体策の教育や各種抗体価検査と必要時のワクチ
ンン接種などを行う。また、消防機関のみでは対応で
きない感染曝露事故発生時の対策を、メディカルコン
トロールなどを通じて事前に医療機関と検討する。こ
の様な医療機関との連携が不可欠な状況を踏まえERIC
では『救急外来部門における感染対策チェックリスト』
に医療機関と病院前救護活動を関連付けた項目を設置
した。病院前救護活動での感染防止対策は、救急隊や
傷病者だけでなく医療機関を守る上でも必要不可欠で
ある。このことを消防機関と医療機関が理解し、互い
に協力して救急医療全体の感染防止対策が向上するこ
とが望まれる。講演では、例を用いて具体的な感染対
策を解説する。
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総合討論 「救急救命の新たなステージに向かって」～新時代に求められる救急とは～

D1-1 救急救命士制度の変遷及び新たなステージに向けて

仙台市消防局

荒井　　勲

病院前医療体制は、救命率の向上を目的として、平成３年の救急
救命士法の施行を契機とするＭＣ体制の構築や、国民のニーズを
踏まえた段階的な救急救命処置の範囲拡大など、体制強化が図ら
れてきたところである。今後も高齢化社会の進展に伴う救急需要
の増大に伴い、病院前医療体制を担う救急救命士には、より高度
な知識・スキルの向上が求められるとともに、益々、救命処置へ
の責任が高まっていくと思われる。
一方、救急業務を取り巻く環境は大きく変化し、平成２９年中の
全国の救急出場件数及び搬送人員数は、いずれも過去最高を更新
し、特に６５歳以上の高齢者の占める割合は約６割と高く、今後も
増加傾向が続くとものと予測され、将来的な救急需要増加の要因
の一つとなっている。

超高齢化に伴う核家族化による老老介護や「８０・５０問題」、在宅
ケアなどの諸課題が取り上げられているが、その中の一つとして、
介護者が突然の病に倒れた場合、残された要介護者への対応には、
未だ課題が残されており、国が進める地域完結型医療「地域包括
ケアシステム」において、要介護者・介護者を含めた医療・介護・
生活支援等が一体的に提供されるためには、関係機関と消防機関
との他職種連携をキーワードとして、そのシステムに強く反映さ

せていく必要があると考える。

また、甚大な被害をもたらした「東日本大震災」を始め、今後発生
が危惧される「南海トラフ」などの地震災害、異常気象に伴う激甚
化する自然災害への対応、「2020年東京オリパラ」開催などに伴う
テロ災害発生への懸念、全国的に多数傷病者発生事故が相次いで
発生するなど、地域の消防力のみで対応することが困難な時代と
なりつつあることから、全国の消防力を集結した緊急消防援助隊
の出動も増加することが見込まれる。

こうした状況の中、迅速で適切な救命処置を実施するためには、
地域ＭＣが十分に整備されている条件のもと、将来的には特定行
為を行う際に必須とされているオンライン指示要請の一部を包括
的指示への移行が望まれる。また、併せて緊急消防援助隊救急部
隊としての出動時の積載資器材の標準化も検討すべきと考える。

新たな「令和」の時代、社会全体が大きな変革の時期を迎え、高齢
化が急速に進展し、救急需要が益々増加する中、限られた救急資
源を持続的かつ安定的に提供していくために、救急救命の新たな
ステージに向かい、未来へのメッセージを伝えたい。

D1-2 救急振興財団で行われる生涯学習について

一般財団法人 救急振興財団 救急救命東京研修所

尾方　純一

エルスタは救急救命士に冷たい？
救急振興財団の使命はもちろん救急救命士の新規養成です。
令和元年度までの28年間で、エルスタ東京・九州から22,000名
を超える救急救命士が誕生しました。一方、卒業生からは「エ
ルスタは救急救命士に冷たい」「新規養成したらあとは知らん
顔」などの恨み節も耳にします。実際には、救急振興財団は全
国救急隊員シンポジウム開催など救急に関する調査研究事業、
応急手当の普及啓発支援事業、救急基金事業を通じて、救急
医学の更なる向上にも積極的に関与しています。エルスタ九
州では、救急救命処置の拡大に伴う薬剤投与追加講習を平成
18年度から25年度まで実施したほか、平成26年度からは指導
救命士養成研修や処置拡大追加講習を行うなど、救急救命士
を対象とした再教育・生涯学習プログラムを実践しています。
エルスタ東京においても、救急振興財団助成事業として、平
成26年度から救急救命士を対象に「心肺停止前トレーニング

（Paramedic Orbital Training, POT）」を開催しています。

POTとは？
POTは、地域消防本部からの依頼にもとづいて救急振興財団
が資器材および講師を派遣する「派遣型シミュレーショント

レーニング」です。POTは限定された種類の疾患・病態シナリ
オで構成されており、現場経験が浅い救急救命士向けの「ベー
シック」と、熟練した救急救命士のための「ファシリテーター」
の2種類があります。シナリオごとに身体所見に関するテーマ
が設定されており、シミュレーターによる初回シミュレーショ
ン、レクチャー、再シミュレーション（ふり返り）・ディスカッ
ションという一連のフローによって気づきを与え、短時間の
訓練でテーマの重要性を認識できるよう配慮されています。
主要テーマごとにタームを自在にアレンジできるので、目的
や難易度に応じて半日～2日程度の訓練を開催することが可能
です。POTはこれまで（令和元年10月まで）に54回開催されて
おり、1868名の救急救命士に修了証を発行しました。

救急救命士自らが資質を担保する
POT以外にも、救急救命士向けの標準プログラムとしては
JPTECや、日本臨床救急医学会が主催するPCEC、PSLS、
PEMECがあります。乳児・小児救急救命処置トレーニングと
してはPEARSやPALが、周産期トレーニングとしてBLSOが
あります。こうした機会を通じて、救急救命士の資質を自ら
高めることができる時代になりました。

第
1
会
場

第
1
会
場

1
日
目

2
日
目

第
2
会
場

第
2
会
場

第
3
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
7
会
場

第
8
会
場

第
8
会
場

第
9
会
場

第
9
会
場

第
10
会
場

第
10
会
場

2
日
目

第
2
会
場



The 28th National Ambulance-crew Symposium 195

総合討論 「救急救命の新たなステージに向かって」～新時代に求められる救急とは～

D1-3 救急救命士と救急医療体制に求められるもの

堺市消防局

服部　良一

　昭和38年に急増する交通事故傷病者へ対応するため、消防
法に救急業務が定義され、翌年には救急告示病院制度が始ま
り、昭和61年に疾病傷病者の搬送が法的に追加され、平成21
年に消防法の一部改正により救急搬送に関する実施基準が定
められました。
　このように時代の流れと共に救急業務から病院前医療体制
へ変遷していく中、平成3年に救急救命士法が制定され、そ
の後、次々に救命処置範囲の拡大が進みました。
　併せて、近年ではドクターヘリやドクターカーによる病院
前診療が拡大してきていることから、救急救命士については、
処置範囲の拡大もさることながら、他にも必要なものがある
のではないでしょうか。
　今後、救急救命士に求められているのは、傷病者の病態及
び緊急度の適切な把握とそれに応じた適切な医療機関選定の
能力向上だと思います。
　そのためには、教育や実習を行う環境の整備、そして検証
の充実を図ることが不可欠になると考えます。
　また、傷病者の予後の改善に寄与するためには、現場滞在
時間を短縮し、迅速に救急医療機関へ搬送する必要があるこ
とから、救急自動車に搭乗する救急隊の隊員の数は、救急自

動車１台につき４人をベースにすべきだと思います。
　新時代に求められる救急とは、救急救命士の観察能力・医
療機関選定能力の向上及び救急隊の活動能力の強化と共に救
急医療体制の整備ではないでしょうか。
　救急医療機関は、機能別に階層化され、初期、二次、三次
となり、救急車の受入れ医療機関としての救急（告示）病院が
整備されているが、循環器、脳神経外科の分野においては、
さらに細分化され、また、必要に応じて、より高度・専門的
な救急医療機関へ速やかに紹介できる連携体制の構築や急性
期を脱した傷病者を適切な医療機関等へ転院するなど、地域
包括ケアシステムの構築に向けて、救急医療機関の機能と役
割を明確にし、在宅医療を推進し、地域で連携できる体制を
目指してベッドの確保に努めることが必要だと思います。

D1-4 地域包括ケア社会における、緊急走行しない緩やかな救急搬
送システムについて

1）北九州市立八幡病院、2）北九州地域救急業務メディカルコントロール協議会

伊藤　重彦1,2）

（研究背景）超高齢社会の日本において、国が進めている地域
包括ケアシステムは、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
続けるための医療・介護・生活支援等の地域内提供を目指し
ている。しかしながら、緊急度の低い高齢急病者が、地域内
かかりつけ医や希望する医療機関に円滑に受診するための移
動手段は十分に整備されていない。また、全国消防救急車に
よる転院搬送率は平均8.4%で、我々の全国政令都市消防本部
に対する調査では、半数近くは医師、看護師の同乗がなく、
搬送中の救急救命処置実施が必要ない転院搬送事案であっ
た。

（研究目的）そこで、地域内で完結できる医療や介護の提供す
るため、消防救急車に代わる緊急度が低い又は病状が安定し
ている高齢者の地域内転院搬送手段（とくに迎え搬送手段）と
して、病院救命士が搭乗する病院救急車、民間救命士が搭乗
する民間救急車の活用に関する研究を行い、転院搬送中の安
全性と課題について検討した。

（研究成果）消防救急車の代替搬送システムとして、地域内の
病院救急車や民間救急車を共同利用する、緊急走行しない緩
やかな救急搬送システムについて研究した。これら新しい搬
送手段は、搬送中の低緊急患者の病状変化に速やかに対応で

きる、地域内で完結できる医療や介護が提供できる、転院搬
送における消防救急車の適正利用に繋がる、消防機関以外の
救急救命士活用により医師、看護師の搬送業務負担の軽減に
繋がることから、地域包括ケアシステムにおける地域内の医
療・介護提供に必要な仕組みであり、働き方改革の観点から
も有用である。
本シンポジウムにおいて研究成果を報告し、課題と解決策等
についてご意見を伺いたい。
なお、本発表内容は、平成30年度 厚生労働科学特別研究事
業「消防救急車の代替搬送手段における病院救急車の活用に
資する研究」、平成30年度 消防防災科学技術推進制度「緊急
度判定プロトコルの精度の向上・現場での活用に関する研究」
の分担研究「地域包括ケアシステムにおける救急搬送手段に
関する研究」の成果である。
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総合討論 「救急救命の新たなステージに向かって」～新時代に求められる救急とは～

D1-5 救急の現在と未来を見据えて

総務省消防庁

村上　浩世

　我が国の救急自動車による出動件数は増加の一途を辿って
おり、平成30年中の救急出動件数は速報値で660万5,166件、
対前年比26万3,019件増（4.1％増）、搬送人員数は596万202人、
対前年比22万4,116人増（3.9％増）となり、救急出動件数、搬
送人員数ともに過去最多を記録した。また、平成29年中の救
急自動車による現場到着所要時間（覚知から現場に到着する
までに要した時間）は、全国平均8.6分（前年8.5分）となり、10
年前（平成19年）と比較すると1.6分延伸している。
　このような社会情勢の中、住民の皆様に救急車をより適正
かつ有効に活用していただくために、救急安心センター事業

（以下「♯7119」）の全国への普及促進を進めている。♯7119と
は、住民が急なケガや病気で救急車を呼んだ方がよいか、今
すぐ病院に行った方がよいかなど判断に迷った際に、専門家
が相談に応じる電話相談窓口であり、潜在的な重症者の発見
や救急車の適正利用の効果等を目的としている。
　また、救急救命士制度発足から四半世紀以上を経て、国民
の安心安全に対する救急隊員の役割は大きくなり、メディカ
ルコントロール体制に求められる役割も大きくなっている。
　消防庁では、多様化する救急業務を取り巻く諸課題に対す
ることを目的とし、「令和元年度　救急業務のあり方に関す

る検討会」で、「救急業務の円滑な実施と質の向上」として外
国人傷病者対応やメディカルコントロール体制のあり方等に
ついて、また、「救急車の適正利用の推進」として、♯7119の
事業検証体制や緊急度判定の実施・検証などについて検討事
項とし、議論し整理を行っているところである。
　これら消防庁の最新の取組を紹介させていただくことで、
救急救命の新たなステージに向けての議論の一助としたい。
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パネルディスカッション６「緊急走行時の安全対策について」～迅速かつ安全な傷病者搬送を目指して～

PD6-1 『緊急車両存在情報』を活用した予防安全装備の救急車への
搭載効果

特定非営利活動法人 ITS Japan　協調型 ITS 委員会 実用化 ･ 普及促進分科会 次世代救急車対応検討タスク
フォース

菅沼　英明

　昨今、救急車の交通事故、および交通事故を含む救急搬送
時間の延伸が社会的にも問題視されており、救急車の走行情
報を用いた事故防止技術の開発に期待が寄せられている。
　ITS Japanでは、消防庁･消防研究センターと連携し、『緊
急車両接近通知サービス』を実装した予防安全装備を救急車
に搭載することの効果検証を行った。
　具体的には、名古屋市･豊田市の救急車に装備を搭載し、
主要交差点での赤信号通過を評価するとともに、救急搬送経
路における主要道路の交差点間（計16区間）を対象に、装備搭
載の有無で区間の搬送時間を比較した。
　その結果、交差点の赤信号通過において、一般車両が救急
車の存在に早くに気が付くことで、救急車が交差点を安全か
つスムーズに通過できることが確認できた。また、評価を行っ
た区間での走行時間が、装備搭載により平均7.7%短縮した。
これにより、『緊急車両存在情報』の活用が、救急車の安全な
赤信号交差点通過や搬送時間短縮に貢献できることが示され
た。

PD6-2 北九州市消防局における救急車の事故防止対策

北九州市消防局

山﨑　裕介

　北九州消防局における過去１０年間の救急車の事故件数を
みると、毎年１０件前後で推移していたが、平成２５年度の１２
件をピークにここ数年は５件前後と、約半分程度に減少して
いる。
　この間に救急件数は４６，５９３件から５７，００１件へと約１．２倍
に増加し、救急隊の数も２０隊から２２隊に増加したことを加
味すると、事故件数は数字として表れているもの以上に減少
していると言っても過言ではない。
　救急車の事故件数を可能な限り少なくするために当局で
は、ソフト面とハード面の両面から有機的に交通事故防止対
策に取り組んでいる。

【研修などのソフト面での取り組み】
１ 機関員養成研修、消防自動車操作員研修（基本知識や操作
方法の習得）
２ ＪＡＦドライビングシミュレーター研修、緊急自動車運転者
課程研修（運転技能の向上）
３ 機関員マニュアルに基づく操作訓練、交通安全職場研修
４ 自動車学校などの外部講師による研修
５ 事故報告書の回覧（交通事故情報の共有化）、事故事例及び
ヒヤリハット事例の周知、危険予知訓練の実施

【安全装備の拡充などのハード面での取り組み】
１ バックモニターや助手席用ミラーの装着
２ コーナーセンサーの導入（平成２７年度から）
３ 赤色灯の増設（前面、後面）及び再帰性に富んだ反射材の導
入（平成２８年度から）
４ ドライブレコーダーの装着（平成２８年度に全車に装備）
【その他の交通事故防止に関する取り組み】
１ 事故の防止を図るための消防機械器具事故審査委員会の設
置や事故検討委員会における再発防止対策の検討
２ 署長等をトップとした交通事故調査委員会の開催や北九州
市自動車交通事故対策委員会において事故調査し、事故防止
の総合対策を図る
３ 「救急業務における実務基準に関する要綱」に交通事故防止
の基本原則を記載
　今回は、北九州市消防局が行っている救急車の事故防止対
策について紹介するとともに、更に事故を減らすための方策
について検討を行う。
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パネルディスカッション６「緊急走行時の安全対策について」～迅速かつ安全な傷病者搬送を目指して～

PD6-3 広島市における緊急走行時の安全対策の取組について

広島市消防局

上落　孝文

　全国的に救急出動件数が増加する中、広島市においても
同様に増加の一途をたどり、平成30年中の救急出動件数は、
61,865件で過去最多となった。救急出動件数の増加は緊急走
行の増加であり、交通事故のリスクも高くなることが考えら
れる。

　救急隊の任務は傷病者に必要な応急処置を施し、迅速に医
師の管理下に置くことであるが、ひとたび、交通事故が発生
すれば、傷病者の搬送遅延、症状の悪化につながるなど、そ
の社会的影響は計り知れない。
　我々は災害対応のプロであり、市民が消防に寄せる期待に
応えなければならない。緊急走行を行う車両を運行する以上、
最大限の安全かつ確実な走行を行う意識を隊員に醸成する必
要がある。

　救急業務を遂行する上で緊急走行時の安全対策を図ること
は、全国消防機関共通の重要な課題のひとつであり、本市に
おいても、ハード面の対策及びソフト面の対策を実施してい
ることから、その取組について報告する。

PD6-4 組織主導による安全対策へようこそ

名古屋市消防局

渡辺　晋也

〈目的〉現在我が国では、社会の超高齢化に伴い救急出動件数
は右肩上がりとなっており、緊急走行する機会は年々増加し
ている。緊急走行の増加はそのまま事故リスクの増加へと繋
がるため、事故の防止と低減のための対策は急務である。し
かし、これらの対策は個人の運転技量の向上のみに集中する
のではなく、組織の体制や施策をもって重点的に防止されな
ければならない。本発表では、当局の緊急走行における事故
防止に効果的と考えられる施策を概説し、近年実施した施策
の効果について検証するとともに、今後の事故防止の施策の
方向性について提示する。〈方法〉平成14年度から、救急隊の
みでは対応が困難な事案に対し消防隊が支援で出動してい
る。救急業務の高度化により人員が処置に集中する傾向にあ
る中、多種多様の搬送時のリスクを抑えることができている。
平成19年度から運転整備員の労務負担軽減として、ローテー
ションや編成への配慮を行っている。また今年度から、増大
する救急需要に対して組織的に対応することを目的に新たな
組織体制を構築した。平成27年度には、人身事故及び類似す
る事故を防ぐことを目的に交通事故防止指針を策定した。こ
こでは、ドライブレコーダーによる映像点検や緊急走行中の
赤信号通過要領などを定める他、事故発生後の再発防止対策

について、個人ではなく組織的対応に主眼をおいて実施する
要領を定めている。〈結果〉総事故件数、消防車・救急車の緊
急走行の事故件数などにおいて、近年策定した交通事故防止
指針策定の前後で事故件数を比較した。どの施策により事故
防止の効果があったかを単純に分析することは難しいが、近
年横這いであった事故件数は指針策定時の目標値を超えて減
少しており、取組みは効果的であったと評価する。また、人
身事故も減少し、指針策定後の３年間に当方に過失のある人
身事故は発生していない。〈考察〉個人はミスを犯すものであ
る。しかし組織と施策はミスの頻度を低減させることが可能
であり、また、チームや隊はそのミスを事故に繋がらないよ
うにする力がある。これまで当局は労務管理の実施や支援出
動の導入により組織的に事故発生リスクの低減に努めてき
た。これに加えて、今後は車両運行においても、運転者個人
の運転技量の向上のみにより事故防止を図る体制から脱却
し、乗車員全員で事故防止対策を実施していくことが、事故
リスクの回避に有用であると考えている。
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パネルディスカッション６「緊急走行時の安全対策について」～迅速かつ安全な傷病者搬送を目指して～

PD6-5 緊急自動車の交通事故防止

宮城県警察本部

安部　俊広

１　交通事故発生状況について
   　全国における昨年（平成３０年）中の交通事故死者数は、
３５３２人（２４時間以内）で昭和２３年以降の統計で最少となっ
た。

   　交通死亡事故における運転者の違反別については、安全
運転義務違反（漫然運転、脇見運転、安全不確認等）が約６
割を占めている。

２　緊急自動車の要件
　　次の要件を全て満たしていなければならない。
　　　①　公共、公的な機関の自動車であること
　　　②　都道府県公安委員会の指定を受けていること
　　　③　緊急要務を遂行する目的であること
　　　④　  サイレンを吹鳴し、かつ赤色警光灯を点灯してい

ること
　　　⑤　運転中であること
３　緊急自動車に関する規定
　・　緊急自動車の通行区分等（道路交通法第３９条）
　・　緊急自動車の優先（道路交通法第４０条）
　・　緊急自動車の特例（道路交通法第４１条）
　・　消防用車両の優先等（道路交通法第４１条の２）

４　緊急自動車の交通事故防止
　・　優先権は必要最小限度である
　・　  サイレン音や赤色警光灯に気が付いていない場合があ

ることを認識する
　・　相勤者（補助者）との連携を図る
　・　運転者は運転に集中する
　・　緊急走行は、現場到着後の責務のためである。
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パネルディスカッション７「大規模イベントに向けた救急対応」～２０２０年　東京オリンピック・パラリンピックに向けて～

PD7-1 2020東京オリンピック・パラリンピックにむけてのファー
ストレスポンダー育成と課題

1）国士舘大学大学院救急システム研究科、2）国士舘大学防災救急救助総合研究所、3）国士舘スポーツプロモー
ションセンター、4）日本救護救急学会

田中　秀治1,2,3 ,4）、喜熨斗智也1,2,3 ,4）、高橋　宏幸1,2,3 ,4）、月ヶ瀬恭子1,2,3 ,4）、島崎　修次1,2,4）

背景：すべての国民がけがや突然の病気となった際に、如何
なる状況、如何なる場所においても、互いの安全の確保し、
適切な医学的な質の担保の下に適切な応急手当を受けること
が できることは我が国の喫緊の課題といえる。
職務上、確実な応急手当の実施が求められる立場にある非医
療従事者（消防士、消防団、自衛隊員、警察官、海上保安官に
加え、介護士、社会福祉士、ケアマネージャー、病院職員、
学校教職員（養護教諭を含む）、保育士、駅員、警備員、ライ
フセーバー、登山ガイド、スポーツインストラクター、スキー
パトロールなど）はファーストエイドを実践する必要にあり、
資格（ファーストレスポンダー：FR）の位置づけが必要である。
我々日本救護救急学会はFR育成の重要性を提案してきたが、
2020年に東京で開催される予定の東京オリンピック・パラリ
ンピックでは、市民を救護するスタッフ名称に正式にファー
ストレスポンダーの名称が使用され、市民権を得るにいたっ
た。
FRが知っておくべき知識と技術の範囲とFRコース展開：
FRはただ単にファーストエイドが実施できれば良いわけでは
ない。①傷病者が発生したことを発見できる能力、②傷病者
が発生した際に関係各所に通報ができ、的確に119 番通報が

できる能力、③的確な搬送ルート、移動手段で迅速に傷病者
の元に到達できる能力、④傷病者が発生した状況や傷病者の
状態などの情報を的確に収集できる能力、⑥救急隊や医療機
関に引き継ぐ際に一連の情報を伝達する能力が必要である。
日本救護救急学会が展開するFRコースでは基本的なファース
トエイドを学ぶベーシックFRコースと、より専門性の高いア
ドバンスFRコースの2種類のコースを展開している。後者は
内因性・外因性傷病者の緊急度や重症度に判断と病態を判断
し、可能な限り状態の安定を図りながら、適切な医療施設へ
収容することができる学術的なエビデンスを遵守しながらも、
迅速な処置を実践できる高度なFR育成を目標としている。
おわりに：来たる東京オリンピック・パラリンピックには
10000人以上のファーストエイドを実践できるスポーツボラン
ティアが必要とされる。本学会はこれらのボランティア増や
すためにも医療資格を問わず、救急・救護の指導・実践を行
うFRの育成を進めている。本救急隊員シンポジウムにおいて
は、2020東京オリンピック・パラリンピックにおいて準備が
進められている教育・救護体制について言及する予定である。

PD7-2 東京２０２０大会における救急活動体制の確保

東京消防庁

瀧澤　秀行

東京２０２０大会まで半年となり、東京都および東京オリン
ピック・パラリンピック競技大会組織委員会等を中心に、大
会運営の準備が進められているところである。東京消防庁は、
開催都市を管轄する消防本部として、大会への万全な備えを
行うべく、全庁的な体制で準備を進めている。
当庁の基本方針は２点、「あらゆる災害等に対する即応体制を
強化し、安全・安心な大会開催環境を提供する」「大会期間中
においても都民への消防行政サービスを維持する」である。
主な取組としては、「オペレーションセンターへの参画や会
場等の警戒」「訪日旅行者への対応」「酷暑期の開催に伴う対
応」「大規模災害や意図的災害発生時の対応」「東京都、大会関
係者、警察、医療等との連携」となる。
救急活動体制では、テストイベント等の実施結果を踏まえ、
救急隊の出場体制確保、東京ＤＭＡＴや現場医療スタッフ等
との連携、救急医療情報の収集と搬送医療機関確保等につい
て準備を進めている。
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PD7-3 大規模イベント開催時における横浜市消防局の救急体制

横浜市消防局

藤田　　豊

　2019年９月に開幕したラグビーワールドカップ2019™日本
大会は、決勝を含む６試合が横浜国際総合競技場で開催され、
横浜市消防局では開催都市大会運営本部及び横浜市大会警戒
本部との緊密な連携を図りながら消防特別警備を実施した。

　横浜市において、約７万人の観客を動員する国際的スポー
ツイベントは2002年FIFAワールドカップ以来であり、ラグ
ビーワールドカップ2019™日本大会に向けて、各種災害の発
生に備えた資器材の整備や習熟訓練、外国人対応など、様々
な対策を着実に進めて、大会期間中の消防特別警備体制を確
立した。その備えは東京2020オリンピック・パラリンピック
競技大会に繋がる成果と言える。

　開催が迫る東京2020オリンピック・パラリンピック競技大
会では、横浜国際総合競技場がサッカー、横浜スタジアム
が野球・ソフトボールの試合会場に指定されており、両会
場を合わせると一日に10万人超の観客動員が想定されるた
め、通常の救急事案に対する救急サービスの低下を招くこと
なく、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に伴
う救急需要の増加へも的確に対応できる救急体制の構築が 

求められる。

　こうした中、気候やインバウンドによる影響も加味した上
で、限られた救急資源の有効活用と効果的な救急隊の配備に
ついて様々な検討を行った結果、救急需要の増加が予想され
る日時に焦点を絞り、臨時的な編成により救急隊数を増やす
運用方法を試行している。

　また、効率的かつ適切な搬送先医療機関の選定に不可欠な
医療機関との連携については、横浜市メディカルコントロー
ル協議会や横浜市医療局と連携し、多数傷病者発生を想定し
た新たな搬送体制の整備を進めるとともに、各救急隊が携帯
端末を活用して搬送状況を医療機関と共有するシステムを改
修し、多数傷病者発生事案における全ての傷病者情報を災害
現場、消防本部、市内各医療機関で共有する機能を追加した。

　ラグビーワールドカップ2019™日本大会を経て、東京2020
オリンピック・パラリンピック競技大会を迎えようとしてい
る横浜市消防局の救急体制がどう変わろうとしているのかを
紹介する。

PD7-4 G２０大阪サミットにおける救急対応

大阪市消防局

武本　洋典、林田　純人、迫　　辰也、橋口　順一、渡辺　悠介、堀田　明裕

　金融・世界経済に関する首脳会合G20サミットが2019年6
月28日～29日の２日間、大阪で開催された。
　各国首脳や国際機関のトップをはじめとする政府関係者、
海外プレス、スタッフ等約３万人が参加する大規模イベント
に対し、大阪府内 27 消防本部及び他都府県 34 消防本部が
参加して人員2826名、車両266隊、航空機６機、船舶５艇をもっ
て警戒にあたった。
　サミット警戒で配備される救急隊は１当務あたり45隊。住
民サービスが低下しないよう当局は救急隊19隊を増強し対応
した。
　大阪でのサミット開催が2018年2月に決定し開催までの
間、要人宿泊施設の視察や導線の確認、ヘリの離着陸訓練、
NBCテロ災害に向けた活動要領の作成とその対応訓練、外
国人対応医療機関の確保等の事前準備を行った。
　サミット警戒期間でサミット関係者に対応した救急搬送で
外国人傷病者の搬送先選定に苦慮した事案を紹介する。傷病
者は首脳会議場を訪れていたマスコミ関係のブラジル人男性
でポルトガル語しか話せない。ボイストラを活用し現地のス
タッフに協力を仰ぎながらなんとか必要な情報を収集した
が、搬送先医療機関が決定するまでに25分もの時間を要し

た。救急隊が持つ外国語対応医療機関リストにはどの言語に
対応しているかまで記されておらず、直接連絡するまで対応
可能か分からなかったということも連絡回数を増やした一因
であった。事案発生の即日に対応言語を詳細に表したリスト
を作成し直し救急隊に配信する対応をとった。
　外国語対応は国際的な大規模イベントにおける最大級の課
題である。また現場で症状・徴候や事故概要を聴取できるよ
うに外国語を話せる救急隊員の育成と外国語対応救急隊の編
成も必要であるが現実的に難しい。ボイストラや三者間同時
通訳サービスが有効なツールであることは間違いないが、直
接コミュニケーションをとることに比べやはり迅速性・正確
性に欠ける。
　また今回のように英語以外の言語しか話せない傷病者にも
対応できるよう多くの外国人が集ると予想されるエリアには
救急事案発生時に通訳者を派遣できる体制構築が望ましい。
　今回ご紹介したG20大阪サミット特別警戒で得た経験は当
局にとって今後に生かすことができる貴重なものとなった。
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PD7-5 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け
た横浜市における医療救護体制

1）横浜市立市民病院　救命救急センター、2）横浜市ＭＣ協議会、3）東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委
員会　会場医療責任者 （ VMO ）

伊巻　尚平1,2,3）、竹内　一郎2,3）

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において
横浜市は野球・ソフトボールおよびサッカーの開催としての
指名を受けた。野球・ソフトボールは横浜スタジアムで、サッ
カーは横浜国際競技場で開催を予定されている。開催都市指
名を受け横浜市は2018年より医療局を中心に医療救護委員会
を立ち上げ、開催都市横浜市としての大会における医療救護
体制の構築を図った。横浜市における基本的ポリシーは“ 横
浜市の全医療機関の協力の下での医療救護体制の構築 ” で
あり、指定された一医療機関が担うのではなく、横浜市全体
として、言い換えれば横浜市という面としての対応を考え、
そのため委員会には市内中核救急医療機関だけではなく、医
師会や病院協会、さらには行政的面での協力も必須であり市
民局オリンピック・パラリンピック競技大会推進課、危機管
理室、健康福祉局さらには消防局救急課や司令課の方々など
関連する各部署より幅広く参加いただいている。また、消防
活動機能の中核である消防局司令センターに24時間体制で勤
務する救命指導医も災害時を含め医療救護体制構築の大きな
存在として機能すべきと考えている。医療救護委員会として
は２会場のVMO（Venue Medical Officer）を指名、組織委員
会からの厳しい制約を受けながら医療チーム・人員の確保及

び各会場の試合日程に合わせて医療チームの配置を行った。
さらに、各会場に合った医療救護体制をVMOと相談し組織
委員会との調整に当たっているが、組織委員会の厳しい壁に
当たりなかなか横浜市が理想とする医療救護体制が取れない
ことも事実である。一方、オリンピック・パラリンピック競
技大会だけではなく大きなスポーツイベントにおける医療救
護は選手・役員等関係者に重きを置いた体制であることも事
実であり、それと同時に会場内の一般観客に対するしっかり
とした医療救護体制の構築も開催都市としての大きな役割と
考えられる。また、ラストマイルを含めたいわゆるセキュリ
ティーゾーンの外における医療救護のあり方に関しても重要
な要素と考えられるが、今年度開催されたラクビーワールド
カップ大会における非常に艱難を極めた現状を考えると、今
後の大きな課題の一つとして挙げられている。
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1月31日（金）

第4会場2日目
仙台国際センター会議棟3階　白橿
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一般発表１９ テロ災害・大規模災害・多数傷病者２

O19-1 通信不感地帯で発生し、応急救護所を約７ｋｍ離れたＲＰに設
定した多数傷病者事案

富岡甘楽広域消防本部

新井　章彦

【目的】国内では、多数傷病者事案が数多く発生しており、
それに対応すべく消防本部単位また都道府県単位で教育や
訓練が実施されている。その中で、「通信不感」という部分に
フォーカスした訓練は少ないが、ＣＳＣＡの確立、また関係機
関との連携に障害となることは容易に想像できる。当消防本
部では、通信不感地帯で発生した多数傷病者事案で、ドクター
ヘリを含むＤＭＡＴ隊と連携し、災害現場から約７ｋｍ離れた
場所に指定したランデブーポイントを応急救護所として利用
した事案を経験したので、活動内容について報告する。

【症例】本事案は、令和元年５月、群馬県甘楽郡南牧村で発生
したバスの転落事故であり、最終的に１４名の傷病者を医療
機関に搬送した。消防の出動隊は、相互応援協定に基づく出
動隊を含め、救急隊７隊、消防隊３隊、指揮隊１隊、救助隊１
隊、の計１２隊、３６人が出動している。医療機関の出動隊は、
ドクターヘリ２機を含むＤＭＡＴ３隊、１０人が出動している。
災害現場は山間部に位置し、携帯電話は圏外、消防無線は断
片的にしか通信できない地域であり、ＣＳＣＡの確立に苦慮し
た。ドクターヘリランデブーポイントを災害現場から約７ｋ
ｍ離れた場所にある公共施設駐車場に指定したが、この場所
の通信状態が良好だったこと、また医療機関に陸路搬送する

場合、必ずこの場所を通過することからランデブーポイント
に併設された公共施設を応急救護所として指定した。応急救
護所に集められた傷病者は、ＤＭＡＴ医師により二次トリアー
ジされ、黄色傷病者４名は、２機のドクターヘリによりそれ
ぞれ基地病院である三次医療機関に搬送され、緑傷病者１０
名は救急車で管内の二次医療機関へ搬送された。

【考察】災害現場が通信不感地帯の場合、重要な情報が遅延
及び錯綜し、活動が後手になってしまうため、早期に通信手
段を確保し、ＣＳＣＡを確立することが重要である。そのため
には、無線中継隊や衛星携帯電話など、平時とは異なる通信
手段を備えておく必要である。また、立地や関係機関の出動
状況にもよるが、災害現場から離れた場所であっても、後着
隊の集結場所や通信可能な場所に応急救護所を設営すること
は、医療機関や警防本部との連絡及び連携に効果的であり、
災害収束に寄与すると考えられる。

O19-2 災害拠点病院との合同訓練及びリエゾンの派遣を活用した多
数傷病者事案

塩谷広域行政組合消防本部

本橋　孝徳、佐藤　由展、見形　駿介

【目的】塩谷広域行政組合消防本部では、管内に３次医療機関
がないため、管内の２次医療機関と定期的に研修・訓練を重
ねてきた。当初は救急隊員向けの研修会がメインであった
が、管内の国際医療福祉大学塩谷病院が平成２９年に災害拠
点病院として登録、DMATを運用することをきっかけとし
て、合同の多数傷病者対応訓練へとシフトしていった。
　訓練の中で発災時における医療機関への情報提供、リエゾ
ンの派遣、災害拠点病院としての受入体制の構築等、多数の
課題に対し、それぞれの機関が能力を活用し、顔の見える関
係での連携を図っている。
　今回これらの訓練の実施により功を奏した多数傷病者事案
について報告する。

【症例】令和元年６月４日７時５９分　停車中の軽乗用車及びバ
スにトラックが追突した事故が発生しているとの指令内容に
より出動。現着後、指揮隊により緑２名、バスには小学生を
含め３６名乗車、全員歩行可能との情報を得る。この段階で
管内の２次医療機関に対し、災害情報の一報を行い、また、
バス内の傷病者の再トリアージを行った結果、負傷者が増え
る見込みであるため、人員輸送車及び救急車１台の増隊要請。
現場と管内２次医療機関である国際医療福祉大学塩谷病院へ

それぞれリエゾン派遣を行った。この事故により緑計１８名
の傷病者が発生したが、現場と医療機関へそれぞれリエゾン
を派遣して対応したことにより、傷病者を分散搬送せず、消
防力劣勢とならず効率的に病院搬送することができた。

【結果・考察】今回の事案では、管内２次医療機関に対し、早
期に多数傷病者事案のスイッチを入れることができ、また、
リエゾンを派遣したことにより医療機関側への迅速な情報提
供、受け入れ態勢の確立がなされ、早期に病院搬送が実施さ
れた。
　上記のほか、当消防本部は、管内に３次医療機関がなく医
療資源に乏しいため、遠方の３次医療機関へ分散搬送せず、
管内の災害拠点病院を救護所として多数の受入を実施し、現
場と医療機関間をピストン搬送する訓練も行っており、県の
DMAT部局、県内DMATを含め連携を図っているところで
あり、今後とも、傷病者のため今ある能力を最大限活用し、
業務を遂行していく所存です。
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O19-3 災害拠点病院災害対策本部に消防リエゾン（連絡調整員）を
派遣する有用性

1）由利本荘市消防本部、2）秋田厚生連由利組合総合病院

小沼　英樹1）、菊池　勝大1）、小濱　誠吾1）、奥山　義孝1）、小室　　力1）、土田　正彦1）、
鎌田　明美1）、野口　　元1）、岩谷久美子2）、佐藤　一成2）

【目的】地震や豪雨等の大規模災害時には、電話や電気等のライ
フラインが寸断され、情報収集が困難な状況下での救急活動とな
る事態も予想される。そのような災害超急性期においては、防ぎ
得る災害死を発生させないために、消防と災害拠点病院が迅速か
つ円滑に連携する体制構築も必須である。
そこで、管内の災害拠点病院で実施された災害対策訓練（多数傷
病者受け入れ訓練）で、消防職員をリエゾン（連絡調整員）として
災害拠点病院に派遣し、災害対応における有用性を検証した。

【対象と方法】
・14：00　日本海秋田県沖を震源とした Ｍ8.7 の大地震発生。由
利本荘市震度 6 弱。秋田県沖に10ｍ 高の津波が発生し、由利本
荘市全域に甚大な被害発生。秋田県内全域停電、断水、ガス供給
遮断、固定・携帯電話不通。
・14：15　災害拠点病院に設置された病院災害対策本部に、リエ
ゾンとして消防職員を2名派遣。
・リエゾンを通して消防と病院が効率良く情報取得、情報共有を
図れるか検証。
・通信手段：消防無線、衛星携帯電話のみ。
・病院災害対策本部からの情報提供の下、病院内では多数傷病者
受け入れ訓練（実働訓練）を実施。

【結果】固定電話、携帯電話ともに不通となり、病院は市内の被
災状況把握が困難となっていたが、消防無線から得られた被災状
況や救急要請などを病院に提供することにより把握可能であっ
た。反対に消防は、病院災害対策本部から病院被災状況（病院避
難不要）や稼働状況（多数傷病者受け入れ可能）を得ることができ
た。加えて、病院災害対策本部会議にも立ち会うことにより、活
動方針を相談することも可能であった。リエゾンを通して双方向
性に情報提供・共有することは、消防も病院も活動方針決定に有
用であった。
また、平時には救急隊が携帯電話から連絡する受け入れ要請や特
定行為指示要請等も、無線でリエゾンを介して病院に連絡するこ
とにより、混乱は生じなかった。

【考察】訓練を行なってみて、消防も病院もリエゾンの有用性を
実感し、連携の重要性を再認識できた。しかし同時に、災害超急
性期に消防職員を病院に派遣可能かが最大の課題と考えられた。
更に、有用性が高いと考えられるリエゾンを、大規模災害時に継
続的に交代で病院に派遣できるよう、リエゾンとなり得る人材の
育成も必要と考えられた。今後災害拠点病院と協働で、育成のた
めの研修を実施し、派遣基準等も設定することが必要である。

O19-4 小学校で発生した多数傷病者事案を経験して

1）豊橋市消防本部、2）成田記念病院、3）名古屋掖済会病院

辻田　竜也1）、奥村雄一郎1）、柿原　健二1）、藤倉　重久1）、大沼　哲朗2）、北川　喜己3）、
後藤友香里3）

【目的】多数傷病者の対応については、各種コース教育や消防
本部等において訓練を行っているところではあるが、発生頻
度は少なく経験することは少ない。今回、小学校において児
童による集団熱中症が発生した。集団災害救急の指令により
活動を行い、合計２１人を搬送した。その経緯と、活動におい
て得た貴重な経験を踏まえ事例・考察を報告するもの。

【症例】
覚知日時：平成●●年７月某日　１１時５３分
発生場所：市内●●小学校
概要：学芸会へ向けた合唱練習のため、４年生４クラス１４４名
が体育館へ集合し、１１時００分から練習を始めた。１１時２０
分頃に児童６名が体調不良を訴えたので、体育館の隅で休ま
せた。練習を早めに切り上げ、体調不良６名を保健室に連れ
ていき、他の児童は教室へ戻らせた。その後、徐々に体調不
良を訴える児童が増えたため、１１９番通報した。初動では普
通救急により救急車が順次出動した。傷病者が徐々に増加し
たため、調査のために化学車が出動、５台目の救急要請があっ
たところで集団災害救急に切り替えた。小学校の保健室でト
リアージを実施し、救急隊で病院管制を行ったところ市内の
２次病院で一括収容を受けてくれたため、１３名の搬送を行っ

た。計７隊２２名、延１０隊３１名出動、児童合計２１名搬送。
傷病名：熱中症２０名、失神１名。

【結果・考察】本症例を「寿司安城抱擁場所取り」に沿って考察
する。
①スイッチ：傷病者が少人数から始まり徐々に増加したが、
同じ環境下にいた人数が多ければ多いほど集団救急に発展す
る可能性があると考慮し、先着隊の接触時にスイッチを切り
替えられなかった。②指揮：指揮をとる手上げができた。③
安全： 熱中症環境からの離脱及び他の原因検索をした。保健
室内であったが、緊迫した雰囲気から不安となる児童が大多
数であった。声掛けにより安心させることは勿論、慌てる職
員や保護者を落ち着かせ、別室を用意することができなかっ
た。④情報：保護者と教職員等関係者が混在し、入れ替わり
が多く情報統制が困難であった。事態をよく承知した教職員
１名をキーマンとして確保する事ができなかった。小学校が
所有する「健康カード」を有効活用できなかった。⑤報告：現
場の報告が要領を得なかった。⑥要請：傷病者数が増えたた
め、要請内容と乖離があった。⑦場所：報道対応、現場指揮
本部の位置は適正であった。以上、経験の少ない現場も原則
に沿った判断活動をすることが肝要であると感じた。
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O19-5 止血処置の新たなステージ 
～地域ＭＣと救急隊、救助隊で取り組む訓練報告～

岡山市消防局

濵　　公二、人見　　篤

【目的】テロ災害等の対応力向上として、また刃物等による
鋭的外傷のリスク増大により止血処置の重要性が増してい
る。消防庁から教育カリキュラム及び教育テキストが示され、
当局においてもＮＢＣ災害活動要領（以下、活動要領）は爆弾
テロ災害を加えて改訂しターニケットが全救急隊に配備され
た。活動要領において、爆弾テロ災害における止血処置につ
いて救命への影響の大きさから、現場または1次トリアージ
場所での実施を示しているが、一方、救急隊は後方の救護所
活動が多く、実際の止血活動に当たるのは救助及び消防隊員
である。今回、救命救急センター勉強会へ救助隊長と参加し、
所属において救急隊、救助隊で協力し止血教育を行った。出
血によるＰＴＤ撲滅をめざす。

【対象と方法】活動要領上、現場または1次トリアージ場所に
おいて止血活動に当たる部隊に乗車となる救助及び消防隊員
５９名を対象に、消防庁教育テキストと救命救急センター勉
強会で行われた止血研修に基づいた教養訓練を行った。指導
内容についてＭＣ医師の指導を受け、プレテスト、ポストテ
スト、実技効果測定、他の止血資器材との比較、ターニケッ
トペインについて検証を行った。

【結果】プレテストの正答率は約６２.５％、ポストテストでは

約９１.７％であった。実技効果測定では、安全確認、命を脅
かす出血の確認、ターニケットによる止血完了までの所要時
間は平均２８．６秒であった。他の止血資器材は止血完了まで
に、エスマルヒ駆血帯は平均６２．６秒、止血帯法は平均６６．９
秒。ターニケットペインはＮＲＳ（Ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　Ｒａｔｉｎｇ　Ｓｃａｌｅ）
での平均値は、素肌６.９、服の上４．９であった。

【考察】プレ及びポストテストにより正答率が優位に改善し
たことから、止血に必要な知識取得が認められた。振り返り
で、教養によりターニケット使用に至る判断に自信が持てる
ようになったとあり、知識取得が判断力醸成に必要と認識し
た。効果測定では、二次攻撃等の安全管理への注意喚起、ター
ニケット適応の判断から使用までの迅速化の意識付けができ
たと考える。他の止血資器材との比較は、ターニケットの優
位性を示すと考える。ターニケットペインはＮＲＳ上、服の上
からの使用が疼痛制御には有効である。これら訓練結果で明
らかになった具体的事例を踏まえ、救助隊、消防隊員向けター
ニケットフローチャートを作成し考察結果として示したい。

O19-6 ターニケットをいつ使うのか

神戸市消防局

増田　隆志

【目的】救急隊員の外傷教育において、止血の第一選択は直
接圧迫とされているが、実際に活動性出血が伴うような外傷
は、ガーゼと用手の直接圧迫止血だけでは止血困難なものが
多い。受傷から救急隊が接触するまでの出血量を考えた場合、
確実な止血を迅速に施し、適切な病院に傷病者を搬送するか
が救命に不可欠であることから、止血処置に必要な人手と時
間、加えてそれにかかる血液汚染リスクに減少をもたらすも
のとしても、ターニケットをいつ使うのかを考えたい。

【症例】３８歳男性が屋内作業所にて作業中、電動鋸が急に作
動し、左手首橈側に長軸方向約１５cm程度の切創を負った。
１１９受信時に管制員が止血に関する口頭指導を実施。傷病
者が自身の左上腕動脈を圧迫しながら左上肢を挙上していた
が、左前腕部に多量の出血が認められ、表情は不安を呈し、
焦りが見られた。初期評価は、意識清明、呼吸回数２０回／分、
橈骨動脈で８０回／分の充実拍動を触知し、全身皮膚色調は
血色良好。創は止血状態であったが、圧迫している手を解除
すると多量の出血（鮮紅色）が始まる状態。創に厚く重ねた滅
菌ガーゼを強く当てつつ、その上から粘着性伸縮包帯を強く
巻いて直接圧迫止血を試みるが、ガーゼには大量の血液浸潤
を認めた。そのため、ガーゼを外して再度創を確認すると勢

いある出血が継続するため、直接圧迫による止血が困難な創
であると判断し、ターニケットの使用を決定。ターニケット
を創から近位７cm程度の左前腕部に装着、患側手指に数値Ｓｐ
Ｏ２モニターのプローブを装着し、緊縛したところ速やかに
止血状態となり、ＳｐＯ２モニター上で脈波や数値を検出しな
いことも確認した。以降、患側手指の皮膚色調を確認しなが
ら観察・処置を実施。尚、出血量は目算で３００ml程度。車内
収容後、バイタルサインに異常は認めず、外傷も前述の切創
以外を認めず、直近の三次医療機関へ搬送を完了した。

【結果・考察】本症例を経験し、活動性出血を伴う外傷にター
ニケットを使用することの簡便性・確実性・迅速性、そして
有効性を強く実感することが出来た。問題とされるターニ
ケットペインについて、外傷自体の疼痛と精神的動揺があっ
たのか、傷病者自身は訴えなかった。救急隊員に対する外傷
教育として、ターニケットの有効性をこの症例を通じて伝え、
これからの起こりうる多様な災害現場活動に向け、消防・救
助隊員もターニケットを使えるようになることが必要と思わ
れる。
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O19-7 止血帯〔ターニケット〕を使用し有効性を実感した３症例

男鹿地区消防一部事務組合消防本部

戸嶋　一也、荒木　廣太、杉本　正人

【目的】救急隊員の行う応急処置等の基準、外出血の止血に関する処置
には、出血部の直接圧迫による
止血と間接圧迫による止血がある。直接圧迫による止血が困難であれ
ば、止血点を手指で圧迫又は
止血帯の使用を考慮しなければならない。
　近年、テロ災害等の事態対処についての対応力向上を目的にターニ
ケットを用いた止血処置が注目されている。
　今回、我々は通常の救急活動での止血困難症例に対して、ターニケッ
トを使用した作業事故や交通事故症例を経験したので報告する。

【症例１】
　７０歳男性、工事現場で重機と接触し左大腿部受傷
　左大腿部挫創、大腿骨骨折、出血性ショック

【症例２】
　８８歳男性、トラクターのロータリー部に左下肢が巻き込まれ、左下
腿部受傷
　左下腿部開放創、動脈損傷

【症例３】
　６５歳男性、２ｔトラック運転中に防雪柵に衝突、両下腿が挟まれ脱
出不能
　左下腿部開放骨折、出血性ショック

【結果・考察】平成２９年度救急業務のあり方に関する検討会報告によれ
ば、全国７３２消防本部のうち、テロ災害等を想定した救急資機材〔ター
ニケット等〕を配備していると回答した消防本部はわずか３２消防本部

〔４％〕である。配備が進まないなかで、救急現場での対応症例はどの
くらいあるのか把握する必要がある。
　秋田県指導救命士会プロトコル班では、新たな救急資機材ターニ
ケットの導入を検討するにあたり、県内１３消防本部の重症四肢外傷の
救急搬送状況を調査した。調査期間は平成２７年～２９年までの３年間、
調査対象は「直接圧迫止血困難や動脈性出血等を認めた四肢外傷で重
症と診断されたもの」である。ターニケットを使用する可能性があっ
た症例は、最大４０症例発生していた。受傷部位は「下腿」と「前腕」で
３１症例、約８０％を占めている。傷病名を見ると開放骨折を伴ってい
るものが４０症例のうち、２５症例、全体の６２．５％を占め、止血困難であっ
たことがわかる。調査結果からテロ災害等に限局した考え方にとらわ
れずに、通常の救急活動においてのターニケットの必要性を認めた。
　県内での新たな救急資機材ターニケット導入検討前に、従来から配
備済の加圧ゲージ付ターニケットの使用症例を経験、医師を招いての
症例検討会を行った。今後新たな救急資機材ターニケットを導入する
にあたり、救急救命士、救急隊員をはじめとした消防職員への教育体
制の整備が重要となる。
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O24-1 救急需要増を背景とした組織改正に対応した現場活動標準化
の取組み

名古屋市消防局

林　　良成、齋藤　大誌、田中　直宏、小原　將嗣、須甲　　直、坂部　　瞬、渡辺　佑亮、
宮本　貴斗、秋野　裕介、安部　貴之

【目的】本市の救急出動件数は９年連続で過去最多を更新し続け
１３万件を超え、１０年後には１５万件に到達すると見込んでい
る。限られた人員の中で、日々、救急出動し続ける隊員の疲労
度も加味すると、今後も高まり続ける救急需要に対し、これ
まで救急係員として専管的に携わってきた救急救命士のみなら
ず、警防要員全体で対応していく必要があると考えられた。
こうした背景から、各消防署の消防係・救急係を令和元年度か
ら警防地域係として統合し、全ての救急隊員有資格者で救急需
要を支える組織体制としたが、一方では現場活動時間の延伸も
懸念された。この課題に対して行った評価と対応について紹介
する。

【対象と方法】５年分の救急出動データを用い、救急隊編成にお
ける救急救命士の人数ごとに介入グループを作り、ランダム比
較試験を行った結果、１人のときは有意に時間が長く、３人の
ときは有意に短かった（±０，４分）。このことから、組織改正の
フォローアップとして現場活動の標準化が必要と考えられた。

【結果】様々な標準化教育を参考に「救急活動標準フロー」を作成
し、コールバック・初期評価・二次的評価・病院連絡に重点を
置いたデモビデオを用いて各消防署に巡回教養を行った。現場
で傷病者評価・家族対応・搬送準備を行う隊員の役割分担の明

確化、問診事項を重複させない、救急車内収容までの移動時間
の有効活用など、多岐に及ぶ救急隊員のＴｉｐｓにも触れた。
これらを実践するため、「救急訓練起案シート」を作成して訓練
指導者を支援し、トレーニング人形ではなく、生体の傷病者役
に対するロールプレイ型の救急活動実践トレーニングを推進し
た。

【考察】職員約５５０人に対するアンケートでは、取組みに対する
理解度の５段階評価の平均が４．６となり、主観的には多くの職員
に効果がもたらされたことを確認した。また、現場活動時間は、
平成３０年度の平均が１５．８分であったのに対し、令和元年度の７
月末日現在の平均は１５．６分と、懸念された組織改正による時間
延伸の影響は確認されなかった。
今後、人口減少と義務的経費の増大による自治体運営の危機的
状況の到来が危惧される中、人員増は困難を極め、増え続ける
行政課題に対して市民サービスを維持するためには、職員が一
人二役・三役の能力を発揮するための人材育成が不可欠となる。
救急需要の増大に総力を挙げて対応しつつ、市民サービスの維
持向上も図られるよう、教養・トレーニングを継続していく。

O24-2 東京消防庁町田消防署における救急隊の機動的な運用の試行
について

東京消防庁

藤本　行和、岡田　昭彦、南山　義久、河内　智行、伊藤　聖悦、新藤　　博

【目的】２０１８年５月１６日から東京消防庁町田消防署では、救
急隊の現場到着時間の更なる短縮のため、日中の救急要請が
多い町田駅前に分駐所（救急隊の待機場所）を整備するととも
に、８時３０分から２０時３０分まで救急需要に合わせた消防署
管内救急隊の機動的な運用を開始した。
　また２０１９年５月１６日からは救急需要予測システムを活用
した救急隊の機動的な運用を開始している。
　運用開始前後の町田消防署管轄内の救急事案における救急
隊の平均現場到着時間の短縮状況等の運用効果について分析
を行う。

【対象と方法】東京消防庁町田消防署管轄内の救急事案にお
ける救急隊の機動的な運用時間帯（８時３０分から２０時３０分
までの覚知）の平均現場到着時間等について東京消防庁救急
活動記録システムを活用し以下の期間について分析した。

（１）救急隊の機動的な運用開始前の２０１７年５月１６日から救
急隊の機動的な運用開始後の２０１９年５月１５日まで

（２）救急需要予測システムの活用を開始した２０１９年５月１６
日から２０１９年７月１５日まで
※２０１７年及び２０１８年の統計は確定値。２０１９年は速報値。

【結果】（１）救急隊の機動的な運用開始前である２０１７年５月

１６日から２０１８年５月１５日までの町田消防署管轄内の救急事
案（１６，１５５件）のうち、８時３０分から２０時３０分までの町田
消防署救急隊の平均現場到着時間は約８．８分であった。

（２）救急隊の機動的な運用開始後である２０１８年５月１６日
から２０１９年５月１５日までの町田消防署管轄内の救急事案

（１６，０５７件）のうち８時３０分から２０時３０分までの町田消防署
救急隊の平均現場到着時間は約８．５分であった。

（３）救急需要予測システムを活用し、救急需要に合わせた救
急隊の機動的な運用を開始した２０１９年５月１６日から２０１９年
７月１５日までの町田消防署管轄内の救急事案（２，６３３件）の
うち８時３０分から２０時３０分までの町田消防署救急隊の平均
現場到着時間は約７．５分であった。

【考察】救急出場が年々増大する中、救急需要予測に合わせ
て救急隊の待機場所を変更して機動的に運用することによっ
て町田消防署管轄内の救急事案における救急隊の現場到着時
間を効率的に短縮する本試行は、一定の運用効果を上げてい
ると思慮される。
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O24-3 救急救命士有資格者の再任用職員を活用した転院搬送隊の運
用について

姫路市消防局

山本　拓馬

【目的】救急救命士（以下救命士）制度が始まり四半世紀、団塊の
世代が退職する中で、救命士の資格を持った職員も定年を迎え
てきている。
　一方で、救急需要増大に伴い、救急担当者（救急隊を含む）の
事務量及び救急出場件数が増大している。
　そこで、救命士有資格者の再任用職員を有効活用し、救急担
当者の負担を軽減する取り組みを報告する。

【対象と方法】当局では、これまで救命士が１１人退職しており、
応急手当の普及に関する業務を実施していたが、平成２９年４月
から転院搬送救急隊（以下転院搬送隊）運用に向け救急業務支援
室を設置した。現在、救命士４人が救急課に設置している同室
に週２９時間勤務の再任用職員として配置されている。その業
務内容と転院搬送隊としての運用実績についてまとめた。

【結果】救急業務支援室の主な業務は以下の通りである。
　・転院搬送隊としての救急活動
　・普通救命講習等各種講習の実施
　・財務事務の補助
　・事後検証に係る事務の補助
　平成30年1月から予備車を活用して、平日9時～16時覚知の管
内の転院搬送に出動することとなった。また運用に際しては、

通報内容から傷病者の緊急度は中程度以下で、傷病者の状態が
巨漢・不穏など特殊な状態を除くものを対象とした。判断のつ
かないものは直近の救急隊が出場することとした。
　平成30年管内の救急出場件数は29.137件（昨年比+625件）のう
ち、転院搬送は2.706件（+71件）であり、そのうち178件を転院
搬送隊が出場した。
　転院搬送隊と一緒に本部に配置されている、本部救急隊の救
急件数は2.971件で（－36件）、そのうち転院搬送は237件（-43件）
となった。

【考察】平日昼間の限られた稼働時間であるが、管内全体の救急
件数が増加しているにもかかわらず、本部救急隊の救急件数及
び転院搬送件数は減少に転じた。また、転院搬送隊が出場する
ことで、他隊が緊急度の高い救急事案に備えることができたこ
とは非常に有効であった。
　一方で、講習や人員の都合等により転院搬送隊の運休する時
間があったことから、出場件数はまだまだ少ない。今後もさら
に救命士の退職者が見込まれることから、隊の専任化、事務の
分離・効率化を図っていきながら、業務拡充や転院搬送隊の増
隊も考慮したい。さらには産後復帰等の女性救命士のスムーズ
な現場復帰のためのステップとしての活用が見込まれる。

O24-4 プレホスピタルにおける現場滞在時間遅延の影響と現状

埼玉県央広域消防本部

山田　光隆、桐敷　拓実、百々瀬　稔、我那覇真乃

【目的】当消防本部は平成27年度より現場滞在時間の短縮に向け研修を実施、
ファーストコール開始を傷病者接触から5分以内を目標として効率的で円滑
な現場活動の取り組みを実施した。その結果、平成27年度の現場滞在平均
時間は22.4分から平成30年度は17.7分と短縮、統計学的にも有意差（P<0.05）
が認められ、その間の病院照会回数は平均1.4回で変動はみられなかった。
　また、平成30年度の救急出動件数11738件、搬送10456件に対し約10%の
1042件で30分以上の現場滞在が認められたことにより30分以上経過した要
因を検証しデータを明確にすることで重要な視点の一つとなれば良い。

【対象と方法】平成30年4月1日より平成31年3月31日までの現場滞在時間30分
以上の事案1042件を検証した。

【結果】※要因別の結果
・病院照会回数4回以上　244件（23%）
・病院照会通話時間15分以上　114件（11%）
・病院照会回数3回かつファーストコールまで10分未満　92件（9%）
・精神疾患・不定愁訴・酩酊　72件（7%）
・複数傷病者　39件（4%）
・関係者連絡困難および警察の聴取　35件（3%）
・搬送拒否　33件（3%）
・接触困難および搬出困難　32件（3%）
・その他　28件（3%）

上記の要因に該当なくファーストコール開始まで10分以上　 353件（34%）
詳細分析
①ファーストコール開始まで10分以上要している事案が34%で最も多い。
②病院照会平均通話時間6分3秒に対しファーストコール開始まで10分以上
経過している事案は8分37秒で長い。
③傾聴に時間を要すると思われる精神疾患、不定愁訴、酩酊は7%で少数。
④傷病者の年齢とファーストコール開始時間遅延の因果関係はない。
⑤事故種別の差はない。
　結果の通り、傷病者の容態を把握するまでに時間を費やしていると推測
される。また、傷病者の容態をつかめないことにより伝達内容がまとまら
ず通話時間が長いと思われる。

【考察】今回の調査で確証が持てたのは救急要請の段階で救急隊の役割が始
動しており、傷病者の情報をいち早く認識するために今後プレアライバル
コールを検討、実施することで少なからず早期ファーストコールの実現と
なり現場滞在時間30分以上が減少すると考える。このような活動は必要不
可欠であり傷病者の利益へと繋がるのではないだろうか。
　そして、医学的知識、技能に加えコミュニケーション技法を習得しモチ
ベーションの維持向上を高めつつ平素から今後も多くの問題点を構築し、
日頃積み重ねてきた数多の知見と経験を活かしながら迅速かつ的確な業務
を遂行していきたい。
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O24-5 所属の教育と集合教育による年間を通した現場滞在時間短縮
の取り組みについて

東近江行政組合消防本部

西川　義起、三井　利浩

【目的】近年、全国的な救急件数の増加を背景として、現場
滞在時間（傷病者接触から現場出発までの時間、以下「滞在時
間」）の延伸が課題となっている。当消防本部においても平成
２９年の滋賀県下消防本部の平均滞在時間と比較したところ、
県下の平均より３．１分長かった。このことから、当消防本部
は平成３０年度に滞在時間短縮を目的とした取り組みを実施、
結果を検証した。

【対象と方法】年間を通し、指導的立場の救命士が各所属の
救命士に滞在時間短縮を目的とした教育を実施。平成３０年
１０月には現場の救命士対象に、滞在時間短縮及び現場活動
の「質」の向上を目的とした集合教育を実施。取り組み結果を
平成２９年度と平成３０年度の平均滞在時間を抽出し、Ｔ検定
を用いてＰ＜０．０５を有意差ありとした。さらに平成２９年度と
平成３０年度前期（４月から９月）及び後期（１０月から平成３１年
３月）の傷病者接触から車内収容（以下①）、車内収容から現
場出発（以下②）を比較した。また、取り組み終了後にアンケー
トを実施し、滞在時間短縮への意識の変化について調査した。

【結果】滞在時間は平成２９年度１４．８分から平成３０年度は１３．３
分に短縮され、Ｔ検定において有意差を認めた。滞在時間の
詳細として平成２９年度は①６．５分、②８．３分、平成３０年度前

期は①５．８分、②７．７分、後期は①６．２分、②６．９分との結果で
あった。
また、アンケートから滞在時間短縮への意識について「活動
の際に常に意識した」との回答者は、取り組み前の３４％から
取り組み終了後、７７％に上昇した。

【考察】年間を通した取り組みの中で、平成３０年度前期の滞
在時間①及び②は平成２９年度と比較し短縮を認め、アンケー
トからも「効率的な活動を意識した」等の意見があった。一方
で「所属で滞在時間短縮を優先する指導を受けた」等の意見も
あった。しかし、集合教育後は「車内収容後の早期出発のため、
活動を見直し、詳細観察は現場で実施した」等の意見があり、
滞在時間も平成３０年度前期と後期を比較すると①は０．４分延
伸したが②は０．８分短縮し、所属での教育と集合教育に共通
の目的を持たせたことで、滞在時間が短縮した結果だけでな
く活動の「質」に対する意識も向上したと考察できる。今後も
継続して教育は必要であるが、滞在時間短縮の意識が向上し
た各救命士の自発な取り組みで、滞在時間が短縮することを
期待する。

O24-6 高齢者福祉施設との連携が救急需要対策に繋がった一例 
～合同救急訓練の取り組み～

北はりま消防本部

杉本　健太、中村　明継、西嶋　亮市、楠田　光紀、堀　　辰則、改發　晋司、田中　英之、
西岡　卓磨

【目的】高齢者福祉施設からの救急要請は年々増加傾向にあ
る。出動症例の中には、より早期の救急要請が望まれたケー
スや重症化するまでに医療機関への受診が可能ではなかった
かと感じるものがある。
このような状況を踏まえ、当消防本部では救急要請が多い高
齢者福祉施設に趣旨説明し、より一層の連携強化や相互理解、
傷病者の救命及びＱＯＬの向上を目的に、また、救急需要対
策の一環として合同救急訓練を開催した。
本発表では、合同訓練の開催を通じて得られたデータと今後
の展望について紹介する。

【対象と方法】管内の３施設を対象に、計４回の合同救急訓練
を開催。開催内容は、想定訓練と意見交換会の２部構成とし
た。想定訓練は、入所者の急変を想定し、応急手当や１１９番
通報、関係者への連絡、救急車の誘導と救急車内収容までの
連携という内容で、より実現場に即したものとした。また、
意見交換会では、高齢者福祉施設からの救急要請状況を紹介
し、早い段階での対処が重要であることを説明するとともに、
疑問点や調整事項といったことを施設側と消防機関とで討論
を行った。
訓練開催後に、３施設の中で最も救急要請件数が多い施設Ａ

について、合同訓練を実施した平成２８年と２９年を基準に前
後１年を含む４年間を調査対象とし、要請件数や活動時間等
の関係するデータについて解析を行った。

【結果】救急要請件数は、平成２７年から順に、２９件、１４件、
１７件、１３件であり、訓練実施後に大幅な減少を認めた。
現場滞在平均時間は、平成２７年から順に、１５．５分、１６．１分、
１４．６分、１３．５分であり、所要時間の短縮を認めた。
また、心肺停止状態の傷病者の搬送数は、平成２７年から順に、
３人、２人、０人、０人であり、明らかな減少を認めた。
【考察】消防機関が高齢者福祉施設との関りを持ったことで、
救急要請件数の減少や現場滞在時間の短縮が認められ、また、
心肺停止状態による救急要請がない状態で推移していること
が分かった。これは、早期認識と対処の重要性といった救急
思想の啓発を図ったことで、重症化し救急要請に至るまでに、
何らかの対応をされたことの結果であると考えられる。
救急需要対策の推進には、地域一体で推進される高齢者福祉
の枠組みに、消防行政も積極的に参画していくことが重要で
あり、より一層の関係機関との連携強化を図っていく必要が
ある。
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一般発表２４ 救急需要対策

O24-7 救急車の適正利用とは？

岡山市消防局

藤澤　紀典、畑　　裕一、井上　彰吾、松丸　　聖、丹原　一二、渡邉　純一、赤木　啓純

【目的】当局では、救急自動車による出動件数が１０年前と比
較して約１８．６％増加しているが、救急隊数は約６．５％の増
加に留まっている。全国を見ると救急安心センター事業（♯
７１１９）の展開や、全国版救急受診アプリ「Ｑ助」が作成され、
救急車の適正利用を推進している。当局でも「適正利用」「予
防救急」等、様々な広報を市民に対して実施し、年間の救急
活動時間の延伸防止と共に救命率向上の対策を講じている。
Ｑ助や、また当局独自で実施している広報等により、救急車
の適正利用に効果が発揮されているか検証するため、当局の
番町分署で適正利用について、市民に対しアンケートを実施
した。

【対象と方法】各種救命講習等に参加した１０代から８０代の市
民３３５名を対象にアンケートを行い、有効回答のあった３３１
件を集計し分析した。①年齢、②性別、③救急車を利用した
事があるか、④救急車を呼ぶことを悩んだ事があるか、⑤予
防救急という言葉を知っているか、⑥当局は何台の救急車を
保有しているか、⑦Ｑ助アプリを知っているか、⑧こんな時
救急車を呼ぶかどうか（５択・複数回答可、全てＱ助で赤と判
断されるもの）でアンケートを実施。

【結果】⑥の質問に対して、大半の方は救急車両台数が実情

よりも多いと認識していた。予防救急の認知度は１５％であ
り、年代、性別を問わず、予防救急という言葉は、浸透して
きている。Ｑ助の認知度は３％であり、予防救急に比べ格段
に低いことが確認できた。また問⑧では、全てに○をつけた
市民は６％であり、３２％の市民が１～３個の○をつける結果
となった。

【考察】アンケート結果から、市民の緊急度判断よりも、公
的な緊急度判断の方が高い事が確認できた。適正利用の観点
には２通りの解釈があり、１つ目は救急件数の増加抑制、２
つ目は医療の介入が必要な事案を逃さない事が挙げられる。
適正利用を促すためのツール（Ｑ助等）基準で緊急度判断が浸
透していけば、救急件数の増加に繋がる可能性は高く、１つ
目の観点である救急件数の増加抑制に相反する。予防救急と
いう言葉は、広報活動により市民に浸透しつつある。今後、
Ｑ助の緊急度判断の見直しを提案していき、予防救急と連動
し、日本全国で協力し救急件数の増加を防ぐ事が喫緊の課題
であると考える。
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一般発表２０ 関係機関との連携２（福祉・行政等）

O20-1 ロード＆ゴー事案での警察機関との取り決めと、市内全警察
署へ情報共有の実施について

名古屋市消防局

高橋　和希、大久保圭祐

【目的】現場活動では、日頃から接することの多い警察機関との協力・連携は欠
かせないものです。その中で、共通のルールを構築することと、救急隊の活動
を理解してもらうことが、連携強化及び現場活動の効率化に繋がると考えまし
た。

【対象と方法】
１、 交通事故事案に係る愛知県警察本部との取り決めについて
　愛知県は、昨年まで交通事故死者が全国ワースト１位であったことから、愛
知県警察本部と協議を行い、重症交通外傷事案（ロード＆ゴー事案）の認識の共
有化と、交通外傷事故現場において警察官と救急隊等が円滑に連携し現場活動
が迅速に行えるよう共通のルールを作成（平成30年10月1日から愛知県下で運用
開始）
・取り決め内容
　救急隊がロード＆ゴー適応事案と判断した場合、現場での警察官への情報提
供は必要最小限とし、病院到着後に決められた情報（以下参照）を伝えることと
しました。

【警察官へ情報提供する事項】
①ア～キにあっては原則現場で情報提供する
ア 所属 イ 救急隊名 ウ 搬送先病院 エ 性別オ 概ねの年齢 カ 負傷部位（※）キ 
傷病程度（※）※ 推定でも可
②ク～サにあっては病院搬送後に情報提供を行うことも可とする

ク 氏名 ケ 生年月日 コ 住所 サ 情報の確認方法
２、 市内全ての警察署（16署）へ「救急活動に関する情報共有」と題した教養を実施
・教養内容
① 消防局の組織体制、部隊の配置状況や出動時の指揮体制について
② 救急活動の流れについて
③ 救急出動の現況と今後の需要予測について
④ 酩酊事案、交通事案、心肺停止傷病者事案について

【結果】
・H30年度（速報値）とH29年度の交通事案の傷病程度別の平均現場所要時間を比
較したところ、全ての傷病程度で平均現場所要時間の短縮がみられました。
・H30年中とH29年中の救急隊が死亡状態と判断した事案の平均現場所要時間を
比較したところ、約1.3分の短縮がみられました。
・警察官へアンケートを実施し、約93％の職員が「理解が深まった」と回答。ま
た約97％の職員が「今後の職務に役立つ」と回答していることから、教養を実施
し一定の効果があったと考えられます。

【考察】今後は更に警察署と消防署が連携していくことができるよう、応急手当
講習や重症外傷事案に対して共通認識を持てるような講習会等を実施し、顔が
見える関係を築いていくことが業務を円滑に進める上で重要だと考えられます。
また消防側も警察官の業務についての教養の機会も設け理解を深めることで、
更に連携が深まると考察されます。

O20-2 警察官を対象としたＪＰＴＥＣファーストレスポンダーコースを
開催して

安来市消防本部

木村　泰祐、木山　収司、細田　一彰、佐藤　秀之

【目的】救急活動を行う上で、特に交通事故現場では警察と
の連携が必須であり、情報提供や交通整理などを警察に依頼
しているのが現状である。しかしながら、警察と消防の業務
内容の違いから、齟齬が生じる場面がある。交通事故現場で
警察との連携を円滑にするためには、まずは我々救急隊が
行っている活動を理解してもらい、さらに救急隊が到着する
までに何ができるかを知ってもらうことが重要だと感じた。
そして、警察とより良好な関係を築くことを目的に、島根県
初となるＪＰＴＥＣファーストレスポンダーコースを開催した。
その後、救急現場において警察官との連携が円滑に進んだ事
例についての取り組みを報告する。

【対象と方法】ＪＰＴＥＣファーストレスポンダーコースを受講
した警察官５６名を対象に、コース受講前と受講後の活動の
変化についてアンケートを解析した。（５６人中未回答者は除
く）

【結果】救急隊の活動について、コース受講前は「あまり理
解していなかった」という回答が７６．４％と大半を占めていた
が、受講後は、受講者全員から「よく理解できた・理解でき
た」という回答が得られた。また、受講前は、先着した現場
に負傷者がいることに対して、普段から不安があったかとい

う質問について、「不安があった」という回答が８２．９％と大半
を占めた。その理由としては、「どのような処置をすれば良
いか分からない」「警察官としては負傷者救護より、捜査中心
に考えてしまう」などがあった。コース受講後は、「不安が解
消された」という回答が７３％となり、実際の救急現場におい
て、警察官が救急隊現場到着前に胸骨圧迫・圧迫止血を実施
していた症例やログリフトを行う際のバックボード挿入、車
内収容の補助などコース受講前より現場で連携が取れるよう
になった。

【考察】島根県初のＪＰＴＥＣファーストレスポンダーコースを
開催したことにより、外傷傷病者の初期対応だけではなく、
顔の見える関係が構築でき、円滑な救急活動が出来る環境づ
くりの一助となった。その後、養護教諭、学童保育、地域交
流センターなどにもコース受講を呼びかけ、消防と公的機関
との連携・活性化を図っている。現在では、安来市消防本部
だけにとどまらず、県内の他本部にも同コースが波及してき
ており、ＪＰＴＥＣの前進であるＰＴＣＪ発祥の県として、地域を
守るための裾野を広げる一歩となった。
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一般発表２０ 関係機関との連携２（福祉・行政等）

O20-3 養護教諭を対象としたJPTEC　FRCの効果と重要性

揖斐郡消防組合消防本部

林　利希也、牧村　彰俊

【目的】揖斐郡消防組合消防本部では、２０１６年度から管内の
小・中学校の養護教諭が運営管理する「養護教諭部会」と連携
し、養護教諭対象の研修を継続的に開催している。内容は学
校内における判断に迷った症例に対するディスカッション研
修や救急シミュレーション研修を行ってきた。２０１８年につ
いては教育現場での外傷初期対応についての研修要望が複数
認められたため、養護教諭対象のJPTEC　FRCを岐阜県内
で初開催し、様々な知見を得たので報告する。

【対象と方法】対象は小・中学校の養護教諭とその上司に
あたる教員。講師は全員JPTECインストラクターが務め、
JPTEC　FRCの内容である救急隊員に引き継ぐまでの外傷
初期対応をテーマとした。講習会冒頭でITLS小児インスト
ラクター兼岐阜県JPTEC医師世話人から講義した。その後、
受講者とインストラクターを２名ずつ、計４名の小グループ
を作り、傷病者への対応手順、手技を学んだ。

【結果】受講後のアンケートの結果、「初めての体験であった
が、繰り返し教えていただくことで理解できた。」「医師から
の講義を聞き、子供達が怪我をしたときに注視すべき点が整
理できた。」「来年度も同じコースを受講したい。」など満足度
の高い意見を聞くことができた。また、コース受講後の実例

として、体育授業中の外傷事案では、救急隊到着時に養護教
諭が学んだことが実践された事案も認めた。

【考察】JPTEC　FRCはどのような受講対象に対しても、そ
のニードに合わせた内容を組み込むことが可能である。今回
の対象である養護教諭は生理・解剖の基礎知識があり、ニー
ドに的を絞ったJPTEC　FRCの受講は有効であると考えら
れる。養護教諭は児童にとってのファーストレスポンダーと
なることが多く、救急隊到着までの間、養護教諭は子供達に
安心感を与え、同時に心のケアもできる貴重な存在であるこ
とから、養護教諭との連携は重要と考えられた。

O20-4 児童虐待が疑われる救急事案での対応について

1）京都市消防局、2）京都市子ども若者はぐくみ局

小堀太香揮1）、和田　太志2）

【目的】救急現場活動において、傷病者に虐待を受けたと推測
される所見があり、児童相談所に通告した事案を経験した。
傷病者の治療を最優先する医療、児童の保護を最優先にする
行政、犯罪捜査を最優先する警察と、それぞれの立場の違い
を実感し、相互連携の重要性を認識したため報告する。

【症例】当事案は「生後２か月の女児が自宅で痙攣症状を発症し
た」との両親からの救急要請であった。傷病者は自宅の寝室に
て布団上に背臥位でおり、間代性痙攣が継続し、瞳孔が左共
同偏視している状態であった。
　全身観察で、右頬部及び前額部に不自然な皮下出血を認め
たため、原因を母親に質問したところ、傷病者が自身の手で
殴打したことによるものであるとの返答を受けた。返答内容
及び両親の様子から児童虐待を疑い、通告義務に該当する事
案であると考えつつ、痙攣症状が治まっていないことから、
早期搬送を優先するべきであると判断し、病院搬入に至った。
　搬送先の病院において、引き継いだ医師及び看護師に対し、
現場状況と虐待の可能性について報告した。同医師及び看護
師は、児童相談所への通告の実施については、治療、検査後
に状況を精査し、必要があれば病院の事務局から通告すると
返答された。

　翌日の朝７時頃に管轄の児童相談所に電話連絡し、事案に
ついて通告した。児童相談所の担当者から警察署への連絡を
依頼されたため、管轄の警察署にした際、警察としては、現
場を押さえたいこと、捜査は初動が肝心であることから、可
能な限り早期に通報（警察官を要請）してほしいとの要望を受
けた。
　後日、児童相談所から、搬送先病院にて傷病者を保護した
旨の連絡を受けた。

【結果・考察】救急隊が虐待を疑う現場に出動した際には、関
係機関との迅速かつ密接な連携が求められる。しかし、現場
には加害者である可能性がある親族が居合わせる場合も多く、
救急隊員は慎重な対応が必要になる。さらに、傷病者の容態
が急を要する場合には、現場で救急隊ができる対応は限られ
てしまうのが現状である。京都市では、平成３０年に京都府警
との間で児童虐待に係る情報共有に関する協定が締結され、
今年度からは消防局の課長級職員が児童相談所に出向し、各
機関の連携強化に取り組んでいる。適切な通告のタイミング
や関係機関同士の連携の在り方についてさらに改善が進めら
れることを期待し、その仕組みのなかで、虐待のサインを見
逃さない鋭敏な感性を持って救護活動に当たっていきたい。
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一般発表２０ 関係機関との連携２（福祉・行政等）

O20-5 いのちを救う「救急対応マニュアル」【福祉施設・医療機関
との地域連携事業】

松山市消防局

石田　和司、井門　正大、平塚健一郎、新開広一郎

【目的】管内の高齢者福祉施設（以下「施設」）で、ＣＰＡの傷病
者発生から１１９番通報に至るまで２７分を要した事案を契機
に、施設から「救急対応マニュアル」見直しに関する相談を受
け、以下のような施設の現状と抱える諸課題を知ることと
なった。
・１１９番通報要領など初動対応手順
・適切な一次救命処置
・施設職員の連携
・救急隊や医療機関への情報共有
　これら諸課題を解決するために、尊い命を守りたい同じ志
を持つ施設・医療機関・消防が連携して、施設規模に応じた

「救急対応マニュアル」を作成することで、傷病者発生時の初
動対応手順を明確化し、病院前救護の資質を向上させること
を目的とするものである。
　上記の経緯から、松山市南消防署東部支署管内の全３８施
設に広げ、関係機関との連携強化に向けた取り組みを報告す
る。

【対象と方法】管内３８施設の協力を得て救急隊員が直接施設
を訪問し、施設関係者と傷病者発生時の疑義や課題など意見
交換を行った。そこで、各施設の現状と課題を抽出し、既存

のマニュアル改訂について協議し、医療機関からの意見や助
言を得て各施設の規模・業務形態などに応じた「救急対応マ
ニュアル」作成に関する支援を行った。

【結果】本事業は、今年度当初から３８施設の「救急対応マニュ
アル」作成支援を開始し、年度内の早い段階に管内施設の改
めた救護体制を確立する予定としている。効果として「傷病
者発生直後の救急要請」、「適切な一次救命処置の実施」、「救
急隊や搬送医療機関への詳細な情報共有」、「施設職員の連携
強化」などが見込まれる。今後は、施設ごとに「救急対応マニュ
アル」作成後の検証・評価を重ねながら事業を推進していく。

【考察】施設関係者と救急隊員が意見交換を行うことで、双
方の疑問点や課題を解決する機会を設けることができた。連
携強化の第一歩は相互理解からはじまることから、今回の取
り組みは大変有意義なものであった。
　また、「救急対応マニュアル」の作成は、救護体制の強化や
傷病者の救命率向上に繋がることから、傷病者や家族、施設、
医療機関、消防、どの立場でも有益である。
　各機関との顔の見える関係をさらに深め、事業内容を充実
させるともに、将来的に全国へと拡充されることを期待する。

O20-6 高崎市救急医療体制緊急改善プランの検証 
～行政と連携した救急医療体制を目指して～

1）高崎市等広域消防局、2）高崎市保健医療総務課

田中　博之1）、小池　正之1）、甘田　明広1）、春山　　敬1）、武田　景太1）、大澤あゆみ1）、
中澤　　勝2）、岩佐　拓哉2）

【目的】高崎市では、救急搬送患者のたらい回し「ゼロ」を目指して、
平成25年度から高崎市救急医療体制緊急改善プランを実施してい
る。このたらい回しとは、救急患者の搬送先医療機関が1回で決ま
らない場合をいい、当該事業を実施することにより、最終的に救急
患者の医療機関への収容時間短縮を目指す事業でもある。
　当該事業は、①救急患者受入促進事業、②地域医療連携強化促進
事業、③救急医確保等支援事業、④休日当番医による外科系診療実
施事業、⑤救急医療情報システム等運用支援事業、⑥ドクターカー
運用支援事業、⑦脳卒中患者受入体制強化事業の7つである。
　今後も救急件数の増加が予想される中、当該事業が救急医療体制
にどのような影響を与えているか検証した。

【対象と方法】事業開始前（平成24年度）と事業開始後（平成29年度）
を比較した。
　また、高崎市内の3次医療機関1病院・2次医療機関21病院が、当
該事業をどのように利用したか、消防機関への影響も合わせて報告
する。

【事業①】高崎市内の2次医療機関６病院が申請し、高崎市内医療機
関搬送件数割合が約1.9％増加した。
問い合わせ件数については、1回が約8％増加し3回以上は軒並み減
少した。

【事業②】高崎市で唯一の3次医療機関から高崎市内の2次医療機関
への転院が促進され、3次医療機関の「空床なし」による収容拒否率
は約25％減少した。

【事業③】2次医療機関2病院が各2人、計4人の申請があり、救急搬
送患者受入件数は両医療機関で増加した。
Ａ病院では特定行為指示病院となりホットラインの設置、救急救命
士再教育病院実習も行われるようになった。

【事業④】休日当番医による外科系診療を実施したことにより、当
該診療科目の救急搬送患者数に占める軽症者が減少し、救急車の適
正利用の促進が図られた。

【事業⑤】「群馬県統合型医療情報システム」（ICTシステム）の医療機
関受入に関する応需情報が1日2回以上更新されるようになり、救急
隊がより適切な医療機関への問い合わせが行えるようになった。

【事業⑥】平成29年度で566件要請されている。
【事業⑦】2次医療機関1病院が脳卒中ケアユニット（以下、ＳＣＵ）を
有する脳卒中センターを開設し、脳卒中ホットラインが設置され、
救急搬送患者受入件数が増加した。

【考察】当該事業の結果、医療機関と消防機関の繋がりや救急医療
体制の連携が強化され、救急件数が増加傾向にも関わらず、医療機
関への収容時間が約60秒短縮された。
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一般発表２０ 関係機関との連携２（福祉・行政等）

O20-7 山岳救助事案において他機関と連携し早期医療搬送したが課
題が残った症例

小田原市消防本部

金城万里奈、佐宗　　昇、峯尾　昌矢、鈴木　彩子、春日　康寿、原口　里美

【目的】近年の登山ブームにより、当市消防本部管内の山岳事故
発生件数は年々増加傾向にある。
管内の山岳救助事案は年平均 20 件位あり、1 回の活動時間は 
10 時間以上に及ぶことが多く、早期医療介入ができていない
のが現状である。今回、当本部救助隊、神奈川県警山岳救助隊、
横浜市消防局航空隊、ドクターヘリが連携し、傷病者を救出搬
送したが、様々な課題が残ったため報告する。

【症例】平成 31 年 4 月の明け方 6 時 06 分入電、52 歳男性本人
から 119 番通報。

「2 日前に入山、同日西丹沢の山頂付近から滑落し怪我をして
動けない。」との通報内容。
7 時 55 分に県警山岳救助隊とルートを分けて入山開始。
9 時 54 分県警山岳救助隊が現場付近到着。同隊のみでは救出
困難、救助隊の到着を待ち救出活動に入る。
13 時 04 分傷病者をバスケットストレッチャーにて救出し、山
頂付近のヘリ活動空地へ移動。
主訴全身の痛み JCS0、呼吸 24 回、脈拍 99 回、血圧 145/78、
SPO2 値 93％
その後航空隊が吊り上げ救助を実施し、14 時 34 分航空隊ヘリ
内へ収容。その後の時間経過は、14 時 39 分航空隊現場上空離

脱、14 時 47 分管内の臨時ヘリポート着陸。ヘリポートに待機
していた救急車に 14 時 54 分収容し、15 時 10 分ドクターヘ
リ要請、15 時 24 分到着したドクターヘリに引き継いだ。初診
時傷病名は全身打撲・横紋筋融解、中等症。

【結果・考察】本事案は、各機関が連携したことで、円滑に傷病
者を医師の管理下に引き継げたものであるが、次にあげる課題
が残った。
当本部救助隊及び県警救助隊が使用する救出用資機材がヘリの
ピックアップ用資機材と互換性がなく、その都度傷病者を移動
させることとなった。搬送先医療機関選定はドクターヘリ対応
となったが、救助隊員が緊急度・重症度を判断し、航空隊によ
る直接病院搬送も考慮する必要もあった。また災害点地域は電
話・無線等の不感地帯のため、現場・関係機関・指令センター
の連絡体制が不十分で、緊急時の連絡対応に苦慮した。
山岳救助事案では装備、マンパワー等に制限がある中で活動し
なければならないが、各機関の資機材の統一化、県警を含めた
救助隊員の判断処置能力の向上、電波不感地帯における連絡体
制の確立などをすることにより、より迅速適切かつ安全な対応
が可能となる。また応援航空隊による医療機関直接搬送の体制
を構築していく必要がある。
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一般発表２５ 救急活動６（処置範囲拡大）

O25-1 救急救命士が実施する救急救命処置の拡大による救急活動の
変化について

盛岡地区広域消防組合消防本部

伊藤美友紀、瀬川　広幸、佐々木宏章、野崎　裕司、櫻庭　貴裕

【目的】平成２６年４月１日から「心肺停止前の重度傷病者に対
する静脈路確保及び輸液、血糖測定並びに低血糖発作症例へ
のブドウ糖溶液の投与」がメディカルコントロール体制下に
おいて運用されているが、救急救命士が実施する救急救命処
置の拡大の有効性について考察する。

【対象と方法】平成２８年から平成３０年までの過去３年間の特
定行為適応症例の中で、心肺停止前の重度傷病者に対する静
脈路確保及び輸液、血糖測定並びに低血糖発作症例へのブド
ウ糖溶液の投与（以下「救急救命処置拡大による特定行為」と
いう。）を実施した症例を対象として、現場到着から病院到着
までの時間、静脈路確保及びブドウ糖溶液の投与の完遂率を
調査するとともに、病院収容後の医師所見による傷病程度及
び特定行為実施後のバイタルサインの変化について調査し
た。

【結果】救急救命処置拡大による特定行為を実施した症例の
平均活動時間は、総救急活動件数（搬送人数）の平均活動時間
に比べ、約４分間の遅延となった。また、救急救命処置拡大
による特定行為の完遂率は約７５％であった。救急救命処置
拡大による特定行為の実施と未実施の比較については、病院
収容後の傷病程度に差異はみられないものの、救急救命処置

拡大による特定行為を実施した傷病者では、搬送途上に意識
レベルの改善、血圧の上昇がみられた。特にも低血糖発作を
呈している傷病者に対するブドウ糖溶液の投与を実施した症
例では約８０％の傷病者に意識レベルの改善がみられた。

【考察】傷病者を救急現場から医療機関まで早期に搬送する
ことが救急隊の責務である。しかしながら、傷病者の安定化
を図る手段として救急救命処置拡大による特定行為は有用性
が高いことを改めて認識できる結果であった。
　救急救命処置拡大は非常に有効であると考え、今後も訓練
等を重ね、救急活動を見直して救急現場での活動の質を向上
させることが今後の課題であると考える。

O25-2 七尾鹿島消防本部の拡大２処置に対する積極的取り組みと評価

1）七尾鹿島消防本部、2）石川県 MC 協議会、3）金沢大学医薬保険研究域医学系循環医科学専攻・血液情報発
信学（救急医学）

川上　　祥1,2）、島田　直也1）、慈耆　一生1）、稲葉　英夫2,3）

【目的】七尾鹿島消防本部は、２０１６年末の石川県MC協議会
による拡大２処置の認定制度の見直しを契機に、救命士間格
差の是正と若手救命士の育成を目標に、①出動体制の見直
し（指導的立場の救命士投入にためのAA/CAドッキング連
携）、②判断力と静脈路確保技術向上を目標にした病院実習、
③「静脈路確保の手引き」の作成による静脈路確保手順の標準
化などの方策を実施した。本研究では、この積極的取り組み
の効果を検証した。

【対象と方法】方策実施前の２０１５年４月からの２０カ月と方策
実施後の２０１７年４月からの２１カ月、合計４１カ月を調査対象
期間とした。拡大２処置実施について医師の指示が得られた
３４７症例の静脈路確保の「試み率」、「達成率」、「時間因子」に
ついて、方策実施前後の変化、AA/CA連携の効果を解析し
た。なお、重要な時間記録は秒単位でなされた。

【結果】３名単独出動の割合は方策実施前の６１％から４８％へ
減少し、AA/CA連携の割合は３％から１５％へ増加した（Ｐ
<０．０１）。静脈路確保の試み率と達成率もそれぞれ８４％から
９６％（Ｐ<０．０１）、６７％から８１％（Ｐ<０．０１）へと有意に増
加した。また、AA/CA連携の効果を他の出動体制と比較検
討すると、試み率はAA/CA連携で１００％、他の出動で８８％

であり（Ｐ<０．０１）、達成率はAA/CA連携で79％、他の出動
で７２％であった（Ｐ＝０．４６）。指示要請から静脈路確保完了
までの時間は、方策前後で比較しても（中央値４．４分対４．３分）、
AA/CA連携と他の出動体制とで比較しても（５．２分対４．３
分）、有意差を認めなかった。傷病者接触から現場出発まで
の時間は方策前後で比較すると有意に短縮し（１０．８分対９．８
分、Ｐ<０．０１）、AA/CA連携と他の出場と比較すると短縮傾
向を認めた（９．５分対１０．５分、Ｐ＝０．１９）。

【考察】静脈路確保研修を含めた出動体制の見直しや病院実
習、静脈路確保手順の標準化は、拡大２処置対象傷病者に対
する静脈路確保試み率、達成率を高め、現場滞在時間を短縮
させた。指導的立場の救命士が乗り込むAA/CAドッキング
連携は静脈路確保の試み率を高め、指示要請から静脈路確保
完了までの時間に悪影響を与えることなく、現場活動の救命
士間格差を是正し、若手救命士に対する直接的指導も可能に
した。
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一般発表２５ 救急活動６（処置範囲拡大）

O25-3 心肺機能停止前の重度傷病者に対する静脈路確保及び輸液に
おけるアセスメントの傾向

佐賀広域消防局

今村　裕輔、土井　博之、古賀　孝弘、大中　一史

【目的】佐賀広域消防局では心肺機能停止前の重度傷病者に対
する静脈路確保及び輸液が平成30年4月2日から開始されてお
り、令和元年6月までに27件実施している（26件はドクターカー
及びドクターヘリの運行時間外に実施）。
　普段からショックに対する訓練を行っているが、実施判断
は各救急救命士に委ねられている。そこで、心肺機能停止前
の重度傷病者に対する静脈路確保及び輸液に対するアセスメ
ントの傾向を把握し、改善点や訓練課題を抽出することを目
的とする。

【対象と方法】対象：救急救命士（管理職及び再任用職員を除く）
方法：独自に作成した意識調査及びシナリオを用いた調査を行
い分析した。

【結果】佐賀広域消防局の救急救命士に配布し、回答が得られ
た79名のうち、欠損値が半数以上のものを除く76名を分析対
象とした。
　経験年数（11.0±5.9年）、心肺機能停止前の重度傷病者に対す
る静脈路確保及び輸液資格の有無（回答者の74%が保有）及び教
育コース受講状況（1.8±1.9受講）で判断基準の相関性はみられ
なかった。
　ショックと判断する項目として、血圧（90％）、冷汗及び冷

感（88％）、 顔面蒼白（72％）、脈拍（71％）を複合的に判断してい
ることが多い。しかし、呼吸数は判断項目にはあまり含まれ
ていなかった。呼吸数の異常値（20回/分以上）に対する判断と
して、30回/分以上を異常と判断したのは54％だった。しかし、
20～29回/分までは14±0.09%しか異常と判断していなかった。
　プレショックからショックへ移行する傷病者に対する観察
では、ショックインデックス（以下SI）値0.9脈圧29mmHgで5％、
SI値1.0脈圧23ｍｍHgで10％、SI値1.2脈圧38ｍｍHgで25％、SI
値1.5脈圧32ｍｍHgで48％、相対的に判断したのが12％だった。
　内因性の症例に比べ、外因性の症例では心原性に関する観
察数の減少がみられた。
　心原性ショックを否定する項目として、湿性ラ音、下肢の
浮腫、心電図異常（VPC）及び心不全の既往のうち２項目以上当
てはまると心原性ショックが否定できないと考察していた。

【考察】今回分析した内容を各救急救命士に伝達することで、
各項目について整理ができ、アセスメントの向上が可能とな
る。アセスメントの質を高めることによって、傷病者にとっ
てより質の高い救急医療を提供できると考える。

O25-4 石川県における静脈路確保、アドレナリン投与の質の向上

1）石川県メディカルコントロール協議会、2）かほく市消防本部、3）津幡町消防本部、4）内灘町消防本部、5）加賀市消
防本部、6）金沢大学医薬保健研究域医学系循環救急蘇生科学（救急医学）

高崎　政志1,2）、小蕎　将史1,3）、平松　秀庸1,4）、茶谷　哲平1,4）、川﨑　兼康1,5）、
村田　健二1,2）、稲葉　英夫1,6）

【目的】石川県ＭＣ協議会は、救急救命士の静脈路確保技術向
上に取り組んできた。また、協議会が定めた独自の認定救命
士制度に従い、指導救命士や上席救命士が若手救命士に対す
る現場や救急車内でのオンサイト教育を実施してきた。これ
らが、静脈路確保の実施・成功率、時間因子、院外心停止傷
病者の予後にどのように影響したのかを分析し、石川県にお
ける救急活動の質の向上を明らかにする。

【対象と方法】過去５年（2014年～2018年）の石川県ＭＣ協議会
が集計した搬送院外心停止5,297例から転院搬送例、医師、
看護師の医療行為実施例、認定救命士の関与が全くなかった
例を除いた4,912例について、静脈路確保実施・成功率、ＣＰ
Ｒ開始からアドレナリン投与までの時間、静脈路確保を試み
た例の１か月生存率、機能良好予後の年次変化を解析した。
なお、石川県では重要な時間記録はすべて秒単位でなされて
きた。

【結果】静脈路確保は期間中75%以上の例に試みられ、試みた
割合は2017年で最も高かった（83.4%）。静脈路確保を試みた
例での成功率は、2014年の65.3%から2018年の84.3%へと大
きく上昇した（トレンド分析 P<0.01）。救急隊のＣＰＲ開始か
らアドレナリン投与までの時間の中央値は、2014年10.0分、

2015年9.6分、2016年8.0分、2017年7.7分、2018年8.6分で、最
大約2分の短縮が認められた（P<0.01）。また、静脈路確保を
試みた例の1か月生存率は、2014年の4.7%から2018年の6.8%
へと有意に増加した（トレンド分析 P=0.02）。機能良好予後
も、2014年の1.7%から2018年の3.1%へと有意に増加した（ト
レンド分析 P=0.04）。

【考察】石川県ＭＣ協議会が取り組んだ静脈路確保研修や手引
きの作成により静脈路確保成功率が格段に向上した。また、
プロトコルに特定行為実施時間や現場滞在時間が明文化され
たことにより、早期の静脈路確保・アドレナリン投与実施に
対する全隊員の意識が高まり、時間短縮も図られた。このよ
うな静脈路確保、アドレナリン投与の質の向上は、静脈路確
保を試みた院外心停止傷病者の予後の改善に寄与した。
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一般発表２５ 救急活動６（処置範囲拡大）

O25-5 山形市消防本部における静脈路確保の手技による成功率の変
化について

山形市消防本部

加藤　祐太、小笠原憲彦

【目的】静脈路確保での外筒の進め方について、救急救命東
京研修所及び救急救命九州研修所の救急救命士養成課程にお
いては、左手で外筒を進める方法で指導を受けている。それ
に準ずるように大学、専門学校等の民間養成校においても同
様の方法で指導を受けているところがほとんどである。当消
防本部の病院実習において、循環器内科の医師により、左手
のカウンタートラクションを離さず、右手のみで外筒を進め
るワンフィンガーの方法で指導を受けてから、その方法を現
場で実践している救急救命士が増え、静脈路確保の成功率に
も変化が見られた。当消防本部では左手で進める方法、右手
のワンフィンガーで進める方法が混在していることから、そ
の実情を把握し手技の違いによる成功率について考察する。

【対象と方法】当消防本部の救急救命士61名に、養成機関で
指導を受けた方法、現在の手技の方法を調査。左手を使用し
て進める方法から、ワンフィンガー方法に切り替えた救急救
命士の各方法での成功率を処置拡大後の過去5年分分析した。

【結果】左手からワンフィンガーに切り替えた救急救命士が
増加。ワンフィンガーの方法で実施した方が、左手で外筒を
進める方法よりも成功率が上昇している。

【考察】近年救急件数の増加及び高齢者救急の増加に伴い、

救急救命士が静脈路確保を実施する機会が増加している。早
期にアドレナリン投与、循環動態の改善をはかるためにも、
静脈路確保は極めて重要なものであり、救命率の向上、重症
化の防止に直結するものである。現在各養成機関では左手で
外筒を進める方法のみを指導しているが、ワンフィンガーで
進める方法の方がカウンタートラクションを離さなくてよ
い、外筒の進む先を確実に目視できる等のメリットも多く、
成功率も高い傾向にある。血管の走行、実施者の手の大きさ
も様々であることから、現場での選択肢を増やすためにもワ
ンフィンガーの方法も指導してよいのではないだろうか。手
技の指導方法を変化させることにより、救急救命士による静
脈路確保の成功率が上昇し、救命率の向上に結び付くのでは
ないかと考察する。

O25-6 病院前救護における血圧上昇時の血糖測定についての検討

福井市消防局

今岡　大輔

【目的】救急救命士の処置範囲拡大により低血糖を早期に鑑別し改善できるようになったが、
くも膜下出血（以下「ＳＡＨ」という。）が疑われる症例では、血糖測定に伴う痛み刺激によって
脳動脈瘤の再破裂を生じる危険があるため、血糖測定実施の判断は慎重に行う必要がある。
ＳＡＨは高血圧を示すことが多いため意識障害により頭痛の有無が不明な場合等では、血圧
が上昇していると血糖測定の実施を迷うことがあり、低血糖を見逃しかねない。そこで本
市の救急事案を統計解析し、ＳＡＨと低血糖を鑑別する上で有用な観察項目を見出すととも
に、血圧上昇時の血糖測定について検討した。

【対象と方法】平成２７年１月１日から平成３０年１２月３１日までの当市救急事案から初診時傷病
名がＳＡＨ（８５件）及び低血糖（３０３件）のものを抽出し、両群の以下の項目についてマン・ホ
イットニ検定、ウェルチのｔ検定及びχ2検定を用いて検討した。有意水準はｐ＜０．０１とした。
１傷病者情報（年齢、性別、糖尿病の有無）
２バイタルサイン（呼吸、脈拍、血圧、意識レベル）
３身体所見（顔面蒼白、発汗、嘔吐・嘔気）
【結果】統計学的に有意差を認めた「性別」、「糖尿病の有無」、「血圧」、「嘔吐・嘔気」の結果を
以下に示す。
１傷病者情報
（１）性別
　ＳＡＨ群　男性３６．５％　女性６３．５％
　低血糖群　男性６６．０％　女性３４．０％

（２）糖尿病あり

　ＳＡＨ群　５．９％
　低血糖群　８３．８％
２バイタルサイン
（１）収縮期血圧
　ＳＡＨ群　平均値１７２ｍｍＨｇ（ＳＤ４０）
　低血糖群　平均値１５３ｍｍＨｇ（ＳＤ３０）

（２）拡張期血圧
　ＳＡＨ群　中央値９９ｍｍＨｇ（四分位範囲８０－１１２）
　低血糖群　中央値７９ｍｍＨｇ（四分位範囲６７－９１）
３身体所見
　嘔吐・嘔気あり
　ＳＡＨ群　４５．９％
　低血糖群　２．３％

【考察】脳血管障害の多くでは血圧上昇がみられるように、本調査でも血圧はＳＡＨ群が低血
糖群に比べて有意に高かった。しかし、低血糖群の２６．４％は収縮期血圧がＳＡＨ群の平均値
以上であり、血圧上昇のみでＳＡＨの疑いがあると判断し、血糖測定を控えることは低血糖
の見逃しにつながる危険がある。本調査では嘔吐・嘔気を認めたものがＳＡＨ群で有意に多く、
糖尿病の有病率は低血糖群で有意に高かったため、血糖測定の実施に迷った際はこれらを
踏まえて実施の判断をすることが、ＳＡＨの再破裂を防止し低血糖の見逃しを減少させる上
で効果的だと考える。
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O25-7 ブドウ糖投与の開始から見えて来たこと。 
～改善率から見た今後の課題～

かすみがうら市消防本部

田中　千春、嶋田　勇一、藤井　　茂、赤岩　亮英

【目的】平成２６年から処置範囲が拡大となっているが、かすみ
がうら市消防本部（以下「当本部という」）では同年１１月から開
始されている。その中で、ブドウ糖投与により意識レベルの
改善が期待出来る低血糖症例を通して、現場処置により意識
レベルが改善された傷病者のほとんどが直近医療機関へ搬送
されている傾向が見られてきた。実際に、三次対応の救急事
案で多忙で受け入れ困難となる事もしばしば経験するため、
適切な病院選定能力を身に着ける必要があると感じている。
しかし、かすみがうら市内の住民の多くが直近医療機関にか
かりつけであることも現実であることから、住民感情を考慮
し、説明を行い理解を得ながら慎重に対応していく必要もあ
る。そこで、低血糖症例を調査し、より適切な観察結果をも
とに、病院選定についての改善点を明確にすることを目的と
した。

【対象と方法】平成２６年１１月１日から平成３０年１２月３１日の４年
２ヵ月における特定行為実施事案ついて、救急活動記録票を
調査した。その中から低血糖傷病者に対しブドウ糖投与後意
識レベルが改善したものを抽出し、搬送先の状況を検討した。

【結果】総件数５０件＝ブドウ糖投与４０件【改善３７件＋変化なし
３件】＋未実施１０件

n=３７　三次病院搬送　　n=２７【選定理由＝かかりつけ n=
１３ それ以外 n=１４】
二次・一次病院搬送n=１０

【考察】検討の結果、三次医療機関への搬送が多い傾向が確認
できた。傷病者の病態を把握し、適切な医療機関へ搬送する
ことが我々救急隊の役目であるが、救命士の処置範囲が拡大
され、現場での処置、早期意識レベル改善が期待されている中、
三次医療機関への搬送により病院側の負担を軽減出来ていな
い。
処置範囲拡大の観点から、現場での処置で改善した傷病者に
対しては一次、二次医療機関への搬送を考慮するべきである
と考える。勿論、低血糖以外にも隠れている病態があること
を念頭においての活動は忘れてはならないが、救急出場が年々
増加する中で、傷病者の病態を理解し搬送医療機関を考えて
いかなくてはならない。そこで、提案として少しでも低血糖
を疑ったら早期に駆血帯を装着し静脈路を確保出来るか否か
を瞬時に観察し、その上で指示要請を行うことで搬送先の選
択に幅を持たすことが可能になる。
静脈路を確保出来なければ早急に病院に搬送するしか方法は
ないことを常々念頭に置くべきである。
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一般発表２１ 調査・研究４

O21-1 救急業務のさらなる高度化と救急救命士の確保の必要性

姫路市消防局

岡部　康貴、内田　　亘、改發　久樹

【目的】救急救命士誕生以来約30年を経た今、市民から救命への
貢献が期待され救急救命士の責任は重くなっている。
　全国の中核市等における救急隊の救急救命士の乗務状況を調
査し、救急活動の質の向上を図り救急警防の高度化の一助とな
るべく研究した。

【対象と方法】全国中核市等48本部に対し、救急救命士の複数乗
車率の状況及び、救急救命士の乗車人数別の活動時間（現着～病
着）を調査し、救急救命士の複数乗車の重要性について検証した。

【結果】当局の平成29年中の救急出場28,512件のうち救急救命士
の1人乗車が約18％、2人乗車が約64％、3人乗車が約18％で、2
人以上の乗車率は82％であった。
　中核市の本部の同年中の複数乗車率の平均値は57.3％で約6割
にとどまり、約4割が1名乗車のみとの結果であった。
　また、当局の救急救命士乗車人数別の活動時間について、当
局の過去10年間のCPA事案5,118件を調査したところ、1人乗車
時25分56秒（1,183件）、2人乗車時25分06秒（3,132件）、3人乗車時
23分35秒（803件）で、救急救命士の乗車数により活動時間は短縮
され、1人に比べ3人乗車時は2分21秒の短縮であった。
　このデータについて統計学を用いて比較したところ、1人2人
では有意差を認めなかったが1人2人と3人では有意に活動時間が

短縮されていた。
　中核市48本部のCPA出場事案92,183件についての同様の調査
でも、29本部が3人乗車時の活動時間が短縮されており、乗車人
数別活動時間の平均は、1人乗車時22分22秒、2人21分42秒、3人
21分2秒で、救急救命士の複数乗車により有効的な活動ができた
と思慮される結果であった。

【考察】当局は常時救急救命士の乗車は確保できているが常時複
数乗車には至っていない。
　救急救命士の常時複数乗車を目標としている本部は多いが、
今回の調査で常時複数乗車に至っていた本部はわずかであった。
　救急救命士複数乗車によって、活動時間の短縮、高度な処置
への対応、状況の判断力・対応力が向上するなど、より安全で
効率的な活動が期待できる。
　救急業務の高度化への取り組みとして、救急救命士の教育体
制の向上とともに、高度な処置に対応し救命率を向上するため
には、救急救命士の複数乗車が求められる。
　さらに昇任に伴う配置換えや退職者を考慮した計画的な養成
を行い、常時複数乗車ができる体制の構築を図るとともに、救
急救命士が他部署へジョブローテーションできる環境を作るこ
とにより消防組織の人材育成に繋がることを期待する。

O21-2 宮城県大崎地域における病院前12誘導心電図伝送の有用性
について

1）大崎地域広域行政事務組合消防本部、2）大崎市民病院

富田　幸史1）、千葉　広朗1）、山内　　聡2）

【目的】JRC蘇生ガイドライン２０１５（以下、G2015）では、病
院前12誘導心電図（以下、PH-12ECG）の推奨が再強調されて
おり、当本部では2015年（平成27年）6月から、大崎市民病院
救命救急センターと連携した、PH-12ECG伝送システムを運
用しているところである。
　運用開始から5年目を迎え、当本部が管轄する宮城県大崎
地域における、PH-12ECG伝送システムの有用性を検証する。

【対象と方法】平成27年6月の運用開始から平成30年の4年間
に、当本部が搬送した総救急件数（33,768件）のうち、事故種
別「急病」の20,898件を抽出。
　そのうち、PH-12ECG伝送システムの運用状況と、PH-
12ECG伝送を行い、急性冠症候群（以下ＡＣＳ）疑いで搬送し
た傷病者の救急搬送状況からその有用性について検証した。

【結果】PH-12ECG伝送件数は、平成27年78件（2.3%）、平成28
年167件（2.9%）、平成29年270件（4.6%）、平成30年300件（5.2%）
であり年々増加している。
　PH-12ECG伝送を行い救急搬送された傷病者のうち、緊急
カテーテル治療（以下ＰＣＩ）を実施した傷病者は８２人で、救急
隊接触からのＰＣＩ開始平均時間は６７分であった。
　また、ＡＣＳ疑いでPH-12ECG伝送を行い救急搬送された傷

病者のうち、当地域西部から休日夜間に搬送された傷病者は、
救急隊接触から８２分後にＰＣＩを開始している。当地域東部か
ら平日夜間に搬送された傷病者は、救急隊接触から６２分後
にＰＣＩを開始している。
　PH-12ECG伝送症例と非PH-12ECG伝送の現場滞在時間を
比較すると、伝送症例では１７．８分、非伝送症例では１８．８分
であった。

【考察】当本部のPH-12ECG伝送システムの活用は、ＰＣＩ治療
開始までの時間短縮に有用性があることが分かった。
　救急車での搬送に時間を要する地域では、PH-12ECG伝送
とドクターヘリ連携による早期医療介入を効果的に活用する
ことで、傷病者の転帰改善が期待できる。
　地域の特性として、東部地区では隣接する他医療圏の救命
救急センターが近く、現状では伝送先が当地域内の救命救急
センターのみであるため、救急隊のPH-12ECG判読精度を高
め、PH-12ECG伝送に固執することなく、迅速搬送を行う事
が傷病者の転帰に寄与する。
　PH-12ECG伝送システムを恒久的に運用する為には、機器
の更新・修理及び通信料の財政的な課題もある。
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一般発表２１ 調査・研究４

O21-3 当局における心肺停止事案の今後の課題　 
～１年間の心肺停止事案を見直して～

奈良市消防局

永島　凌太

【目的】平成３０年中（１月１日から１２月３１日）の間に発生した
心肺停止症例３２０件にて、ＲＯＳＣした事案を抽出、心肺停止
事案の今後の課題を検討し、今後の救急活動に生かすことを
目的とした。

【対象と方法】平成３０年中の心肺停止事案から、バイスタン
ダー有無及び目撃の有無、初期心電図波形、器具を用いた気
道確保の有無、薬剤投与の有無、これらの中でＲＯＳＣした件
数を抽出し、比較検討を行った。

【結果】目撃なし１９１件のうちＲＯＳＣ１２件（０．０６％）、目撃あ
り１２９件のうちＲＯＳＣ３０件（０．２３％）と目撃ありの方がＲＯＳＣ
率は高い。バイスタンダー有無では無しが１４６件中ＲＯＳＣ１４
件（０．０９％）、有りが１７４件中ＲＯＳＣ２８件（０．１６％）で有りの
方がＲＯＳＣ率は高い。初期心電図波形ではＶｆ症例にて３３．３％
で高い。用手での換気並びに薬剤投与の未実施においてＲＯＳ
Ｃ率が高いことが確認できた。

【考察】ＪＲＣ蘇生ガイドライン２０１５でも示されているとお
り、心肺停止におけるＣＣＦは８０％以上を推奨しているが、
特定行為を行うにあたり、その数値を下げてしまうことは有
益ではない。現場活動の時間短縮が全てではないが、活動時
間が遅延する事により蘇生率は上がらない。本当にその特定

行為は傷病者にとって有益であるのか、また、実施するタイ
ミングは適切か、今一度、再考する必要がある。救急救命士
という資格は特定行為を行う事が許されていることに目を向
けがちであるが、それ以上に傷病者に対しての観察能力及び
判断能力がより優れていなければならない。ＲＯＳＣ率を上げ
るには、バイスタンダーの協力を受け、ＣＣＦ８０％を目標に
傷病者にとって本当に必要な特定行為を行い、早期搬送を行
うことが重要であるというのが再認識された。
今回の発表で、特定行為の有無でのＲＯＳＣ率の変化及び当局
が出場した一部の事案のＣＣＦ率の数値を示し、この結果を
踏まえ、特定行為の可否及び実施タイミングの検討を行うこ
とを課題として今後のよりよい活動につなげていきたいと考
察する。

O21-4 救急現場における印象評価の導入について

大津市消防局

中下　真道、小田　浩文、笠川　　博、戸倉　俊輔、今井　徳彦、谷口　孔二、三浦　康拡、
渡辺　大尋、大谷　知弘、青山　雄紀

【目的】救急現場において、接触時の印象でその後の活動を左右
することは少なくない。接触時の印象により緊急度を判断し、活
動における緩急のコントロールや活動において重視する部分を決
定している。ただし、その印象を正確かつ端的に伝えられていな
い。接触時の印象を１：緊急性あり、２：要観察、３：緊急性なし
と区分することをルールとした印象評価を導入し、活動隊全員に
周知することにより、活動上奏功した症例を紹介する。

【症例１】
覚知日：平成３０年９月某日
指令内容：身体のしんどさを訴えるとの内容で、緊急性は感じな
い
接触時の印象評価：印象評価１（胸痛を訴えショック状態）
活動内容：隊長（救急救命士）と隊員（２年目の消防士）が先行し、
印象評価１であることを確認。すぐに隊員が外にいる機関員に指
で印象評価を伝えたため、機関員が現場に酸素を携行し、ショッ
ク状態である傷病者にいち早く酸素投与を実施することができ
た。

【症例２】
覚知日：令和元年７月某日
指令内容：深さ約１．５ｍの堀に自転車とともに男性が倒れている

との内容で、指揮隊や救助隊と共に救助出動。指令情報から高エ
ネルギー事故の可能性を考慮していた。
接触時の印象評価：印象評価３（外傷は右手の擦過傷のみ）
活動内容：救急隊が先着し、すでに設置されていた脚立を使用し
て傷病者と接触。印象評価３であることを現場急行中の救助隊に
無線で報告した。報告を受けた救助隊は、安全管理や情報収集等
の活動に主眼をおいて活動した。

【結果・考察】接触時の印象は、人それぞれ感じ方は違うものの、
少なからず多くの救命士が接触時において傷病者の緊急性を判断
しており、症例１においては、酸素を携行しなかったが、いち早
く印象評価を共有したことにより、早い段階でショックの傷病者
に酸素投与ができた症例である。症例２においては、指令内容か
ら高エネルギー事故を疑ったが、最初に接触した隊員が印象評価
３であるということを無線で全隊に周知したことで、より一層俯
瞰的に落ち着いて現場の評価をすることができた症例である。さ
らに、印象評価には隠語的要素があるため、特に印象評価３にお
いて家族に不快な思いをさせずに緊急性がないことを周知するこ
とができるといった効果もあり、印象評価を隊の中で共有するこ
とで活動の方向性を決め、円滑な活動に繋がると考える。
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一般発表２１ 調査・研究４

O21-5 豊橋市における急性冠症候群（ACS）トリアージ精度向上の
ための取り組み

豊橋市消防本部

波佐間宏和、牛田　雅三、小川　卓己、佐々木嘉彦

【目的】ACSを疑わせる症状としては、胸痛、冷汗、呼吸困
難等の症状が典型的であり、愛知県における「傷病者の搬送
及び受入れの実施に関する基準」の観察基準にも心筋梗塞症
状の特有項目として、そのような“典型的”症状が示されてい
る。しかし“典型的症状”に乏しいACS傷病者に遭遇した場合、
画一的な観察基準に頼るだけでは医療機関の選択を誤る可能
性もある。
　また、当市では平成２８年から１２誘導心電図を導入し、心
筋梗塞対応医療機関への心電図伝送を行うことで、より迅速
な再灌流療法の機会を提供することが可能となった。
　そこで１２誘導心電図の導入を機に、当市における過去

（H26・H27年中）のACSのトリアージ状況について調査した
ところ、ACSと診断された全症例の内、救急隊が“確信をもっ
て”心筋梗塞対応医療機関を選択した割合は45～50％程度で
あり、決して芳しい数字では無かった。また１２誘導心電図
の装着と伝送も、救急隊の裁量に委ねられるためACSの観
察能力の全体的な底上げを図る必要があると考えた

【対象と方法】平成２９年からACSにテーマを絞った症例検討
会を毎年開催し、傷病者観察や１２誘導心電図の活用方法に
ついて医師や他所属の救急隊員を交え、意見交換を行ってき

た。さらに救急活動事後検証の一環として、「事後検証通信
（ACS編）」を半年ごとに発行し、救急隊のACSトリアージ状
況や、非典型的症状症例、特異症例、ピットフォール症例等、
救急活動の参考になる情報の共有を開始した。

【結果】その効果を平成２６年までさかのぼり検証した結果、
平成２９年以降から救急隊がACSを疑い、心筋梗塞対応医療
機関を選択した症例で、実際にACSと診断された割合の増
加が有意に見られた（H26 43.5%→H30 87.6%）。特に非典型
的症状を伴うACS傷病者のトリアージ精度の向上は顕著で
あった（H26 24.1%→H30 70.8%）。

【考察】１２誘導心電図導入の効果も大きいが、注目したいの
は、上記の取り組みにより救急隊員個々のACSの観察に対
する意識が変化した点である。ACSは生命にかかわる緊急
度の高い疾患であり、医療機関の選択が傷病者の生命予後を
左右するかもしれない。ACSのトリアージ精度を上げるには
１２誘導心電図のような装備面の充実も必要であるが、その
装備を活用する上で最も重要なのは、やはり隊員個々の“観
察力”である。

O21-6 トリアージが抱える法的問題

堺市消防局

中西　祐太、河原　利之

【目的】トリアージとは、「避けられた災害死」をなくすための活
動である。その行為は、災害という環境や条件の制約がある中で、
医療のパフォーマンスを最大限に引き出すために、不足する医
療資源を緊急度・重症度の高い傷病者へ優先的に供給するもの
である。これにより、「避けられた災害死」をなくすことが可能と
なる。しかし、トリアージには課題も多くある。その中でもト
リアージを実施する可能性の高い救急隊員が、現行での法的問
題を理解することにより、トラブルの発生を未然に防ぐことが
出来るのではないかと検討した。

【対象と方法】トリアージを行うことにより、起こりうる法的問
題を抽出し、それについて検討した。
①トリアージの刑事責任について
A、保護責任者遺棄、業務上過失致死罪について
B、正当行為、緊急避難について
②トリアージの民事責任について
A、トリアージの結果、搬送や治療が遅延し症状が重くなった
場合について
B、緊急事務管理（民法６９８条）について
緊急事務管理とは、本人の身体、名誉、財産を守ることに対し
て行う行為であり、災害医療行為に対して適用出来るのか。

③トリアージの属する範疇について
トリアージは医療行為なのか。また、医師以外のものが行える
のか。

【結果】トリアージの結果、過誤が生じた場合、医師であっても
民事及び刑事事件において、現行法や判例では免れられない場
合がある。災害現場では救急隊員がトリアージを実施するが、
トリアージは医療行為という考え方もあり、現行法をみると実
施する権限は医師以外の医療関係者には認めらないと捉える考
え方もある。社会的相当性からすれば、救急隊員がトリアージ
を行うこと自体は正当行為といえる。トリアージの結果につい
ては、民事または刑事において訴訟を起こすことが可能であり、
救急隊員には法律を学ぶ必要性が出てきた。救急隊員に「救急活
動における法的問題について」と題し集中講義を実施し、受講し
た職員１３６名にアンケートを実施した結果、法的問題に興味は
あるが学習する機会が少ない（７５％）ことが明らかになった。

【考察】救急隊員はトリアージを実施する必要があるが解決され
ていない法的問題がある。トリアージが訴訟事件とならないよ
うにするためには、法的問題について継続した研修を実施し、
救急隊員の法律に関する知識向上と法律問題の解決が必要であ
ると考察する。
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O21-7 やはり思い込みはしてはいけないと感じた症例

横浜市消防局

吉村　友一

【目的】救急救命士には現場での状況評価から始まる各種観察結
果を総合的に判断し、傷病者の緊急度・重症度を評価し、円滑
に活動を行うことはもとより、傷病者の容態悪化が最小限にな
るよう行動することが要求される。
　本症例は、救急隊の安易な思い込みによって、病状を見逃す
危険があった症例である。

【症例１】
　指令内容：通行人からの通報、高齢男性、倒れている。詳細
不明
　傷病者は、河川敷に横たわっていた。接触時の呼びかけに反
応し覚醒した。傷病者の訴えは「飲酒後寝ていただけ。」とのこと
であった。傷病者の妻と連絡を取ったところ、「いつものことな
ので、困っています。」とのことであった。傷病者及び妻も医療
機関への搬送を拒否していた。救急業務実施基準の規定により、
傷病者本人の明確な拒否や辞退の意思表示をもとに不搬送とし
ている事案もある。この事案は傷病者の家族も医療機関への搬
送を拒否していたが、状況評価で飲酒した酒瓶が階段の上段に
あったこと、全身観察で頭部に血腫を認めていたことから、本
人及び家族に医療機関受診を説得し搬送した。
　傷病名　頭蓋骨骨折、急性硬膜外血腫　程度：重症　　病院

内処置：手術適応
【症例２】
　指令内容：３１歳男性　胸痛
　傷病者は、２０分ほど続く胸部圧迫感が２時間ほど前から２回生
じたため、＃７１１９に連絡し救急要請に至った。傷病者の年齢、
体格及び生活習慣の聴取から冠動脈疾患より消化器疾患を疑い
医療機関選定を考えたが、年齢不相応な高血圧を認めたため、
心臓疾患を否定するため１２誘導心電図による観察を実施したと
ころ、急性心筋梗塞の所見であった。
　傷病名：心筋梗塞　程度：重症　病院内処置：緊急カテーテル

【考察】救急隊の行う活動は、十分な知識を持つことはもちろん
のこと、経験値の多さが重要であることは異論の無いところで
ある。しかし、その経験から安易に判断し、間違った方向へ活
動が向かうことはあってはならず、今回報告した２症例は、先入
観にとらわれない確実な観察の必要性を改めて感じた症例であ
り、また、経験から生じた違和感をきっかけに行った１２誘導心
電図測定が功を奏した症例であった。救急活動は、積み重ねた
経験を活かしつつも先入観にとらわれず、いつも基本に立ち返
り、初心を忘れず傷病者の観察を行うことが肝要であると考察
する。
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O26-1 体温低下に対する保温及び体温変化についての実験的考察

横浜市消防局

成田　寛之、拝志　和樹、藤本　賢司、國枝　悟史、山本　浩一、佐々木泰司、鈴木　裕太、
山城　光貴、泉田　　悠

【目的】環境や状況により低体温状態の傷病者を搬送する機会があ
り、保温デバイスを使用した保温処置を実施している。当局も病院
到着まで毛布や保温デバイスを活用した救急活動をおこなってい
る。
　病院前救護での保温の重要性から健常成人（男性）に対して保温デ
バイスを活用した保温の効果と体温変化について比較検証を実施し
た。

【対象と方法】対象：健常成人４人
　方法：エアコンを１８℃設定として、扇風機２機を使用し温度が低
下した環境下に５～１０分待機し実施前体温から１℃程度低下した状
態から測定を開始。測定は室温２２℃の環境下で１５分間保温を実施
し１分おきに体温変化を測定した。
　保温方法：１保温資器材を使用しない状態
　　　　　　２毛布を使用
　　　　　　３  レスキューシートのみを使用（金色上側、銀色上側、

各１回）
　　　　　　４メディラップのみを使用
　　　　　　５レスキューシート＋毛布を使用
　　　　　　６メディラップ＋毛布を使用
　保温は体を保温デバイスで隙間ができないよう包むこととした。

【結果】成人男性４人を対象としたスタート時の体温と１５分後の体
温変化（４人の平均）では、保温なし０．３５℃上昇、毛布のみ０．６２５℃
上昇、レスキューシート（金色上側）１．０５℃上昇、レスキューシー
ト（銀色上側）０．４７５℃上昇、メディラップ０．７℃上昇、レスキュー
シート＋毛布０．８５℃上昇、メディラップ＋毛布１．０℃上昇であった。
　当然のことながら保温デバイスを使用しない設定が最も体温に大
きな変化はなかった。保温デバイスを使用した設定では時間経過に
より体温の上昇及び体温変化も認められ、保温効果があると推察さ
れた。
　更に保温デバイスと毛布を組み合わせて使用することにより、体
温上昇も早い段階から始まり、より保温効果が高まる傾向にあった。

【考察】保温なしの設定では体温変化が少なく保温デバイスを使用
した設定では体温上昇が認められ保温効果があると考察された。
　また、保温方法は体を保温デバイスで隙間ができないように包む
ことにより保温効果が高まると考察された。
　今回の検証により、１つの保温デバイスよりも、毛布等を組み合
わせて使用することにより体温上昇及び保温効果も高くなると考察
された。
　今後も保温デバイスの組み合わせや保温方法を考慮した検討が必
要と考察された。

O26-2 「ストレッチャーマット」の改良について

福山地区消防組合消防局

中元　康博、川上　英祐

【目的】救急活動において既存のストレッチャーマットのみでは、質の高
い胸骨圧迫の実現が困難であるため改良を加え、性能及び利便性の向上
を図るもの。
　現状、救急車内での心肺機能停止（以下「ＣＰＡ」という。）傷病者に対し
て、心肺蘇生法（以下「ＣＰＲ」という。）を実施する際、質の高い胸骨圧迫
を実現するため「背板」を使用しています。
　しかし、背板を使用するには、以下の難点があります。
１　ＣＰＡと判断したのち傷病者の上半身を起こし背板を挿入するため、
ＣＰＲ開始までに時間を要す。
２　傷病者を起こす際、体重の重い傷病者や隊員が非力な場合、非常に
苦労している。
　以上の難点を改善するため、ＪＲＣ蘇生ガイドラインに記されてあった

「脱気できるマットレス」に着目し、改良型ストレッチャーマットを考案
し試作しました。

【対象と方法】
１　「改良型ストレッチャーマット」作製工程（使用方法）
　背板の代用として、「陰圧ギプス」をストレッチャーマットの胸部にあ
たる部分にはめ込み、ストレッチャーマットと一体化にする。
　（１）　ＣＰＡ対応は、陰圧ギプスの空気を吸引器により脱気し「陰圧」で
使用する。（完全脱気：５秒）

　（２）　一般救急対応は、陰圧ギプスの空気を「陽圧」で使用する。
２　検証方法
　自動心臓マッサージ器（サンパー）で胸骨圧迫の圧力を数値化すること
で、ハートシムにより有効な胸骨圧迫を解析し、現行型と改良型を比較。

（検証回数：各３０回）
【結果】
１　現行型ストッレチャーマット（背板使用）
　自動心臓マッサージ器の圧力は「０．５ＭＰａ」で有効波形を確認。
２　改良型ストレッチャーマット（陰圧ギプス〔陰圧〕）
　自動心臓マッサージ器の圧力は「０．５ＭＰａ」で有効波形を確認。
　改良型ストレッチャーマットは、背板使用と同程度の効果が得られる
ことが実証できた。

【考察】改良型ストレッチャーマットは、マットと背板の性能を兼備する。
　従って、背板使用にかかっていた時間（ＣＰＲ開始までの時間）を短縮す
ることができる。
　また、傷病者を起こす動作が不要となるため利便性及び安全性も向上
する。
※　参考文献
一般社団法人　日本蘇生協議会　「ＪＲＣ蘇生ガイドライン２０１５オンライ
ン版」
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O26-3 肋骨・胸骨骨折を予防する改良型簡易蘇生ボードの開発

1）名取市消防本部、2）総合南東北病院

鈴木　春樹1）、赤間　洋一2）

【目的】私たちは胸骨圧迫用の『簡易蘇生ボード』を考案し、
その有用性について東北救急医学会などで報告してきた（下
記）。しかし、胸部圧迫が強力であることから肋骨・胸骨骨
折を起こすことがある。特に、高齢者では用手圧迫でも高率
に骨折が発生する。
　そこで、肋骨・胸骨骨折の発生を少なくする目的で『改良
型簡易蘇生ボード』を作成したので報告する。

【従来型簡易蘇生ボードの有用性】従来の簡易蘇生ボードは、
手を組む用手法と比較して、①蘇生ボードを置くだけで胸部
中心部に位置し左右にぶれない、②正しく手を組む必要はな
く、片手でも圧迫は可能、③酸素飽和度が上昇（酸素化の改
善）、④酸素飽和度の波形が増高（循環の改善）、⑤心拍再開
率が高い、など

【対象と方法】対象は７０歳以上の高齢者で２０分間以上の胸骨
圧迫を受けた症例で、用手圧迫２２例、自動式心マッサージ
器５例、従来型蘇生ボード１５例、改良型蘇生ボード１１例を
蘇生終了後に肋骨・胸骨骨折の有無を胸部ＣＴで検討（含むＡ

ｉ）した。
【結果】胸骨圧迫後に確認できた肋骨・胸骨骨折の発生率は、
用手圧迫１７/２２例の７７％、自動式心マッサージ器５/５例の

１００％、従来型蘇生ボード１１/１５例の７３％、改良型蘇生ボー
ド２/１１例の１８％であった。従来型蘇生ボードと改良型蘇
生ボードを比較するとＰ<０．０５であり統計学有意差がみられ
た。

【考察】『改良型簡易蘇生ボード』は、従来の簡易蘇生ボード
の突起部周囲に補助具を付けたものである。この補助具によ
り、胸部圧迫時における骨のゆがみが軽減され骨折を予防し、
上記のとおり発生を１８％と少なくできたと考える。
　本蘇生ボードが家庭に普及すれば、十分な強さと正確なテ
ンポの絶え間ない質の高い胸骨圧迫が行えることに加え、骨
折の発生が減ることによって救助者の不安を減らすことに繋
がると思われ、さらなる救命率向上に有効であると考える。

O26-4 傷病者の管理を容易にするためのトリアージシートへの工夫
について

川崎市消防局

高橋　憲一

【目的】２０２０東京オリンピックパラリンピックを控え、多数
傷病者事案に対する消防力の充実強化は各消防本部でも喫緊
の課題となっている。今回、多数傷病者対応訓練を実施した
結果として、応急救護所運営についての問題点を考察し、改
善策を図ったので提案する。今回の訓練で得られた問題点は
以下のとおり

（１）傷病者を応急救護所内に収容するとき、搬送消防隊への
指示が徹底できず、救急隊が指定した場所に搬送されていな
かった。（２）応急救護所内で救急処置をしたとき、処置に必
要なスペースが取れず、医師及び救急隊員が交錯して危険な
活動があった。（３）応急救護所内は、傷病者と救急資器材が
乱雑に配置されていたため、傷病者搬送のときに安全な移動
ができなかった。

【方法】検討して得られた改善策は以下のとおり
（１）応急救護所内に個別のスペースを確保するため、トリ
アージシートに養生テープを張って区分けをした。又、区分
けした６カ所にアルファベットを記載し、傷病者の場所を管
理した。（２）区分けするスペースを斜めに配置して、スペー
スの幅を約２メートルとすることで処置に必要な広さを確保
した。（３）トリアージシートの中央部分を通路とし、導線と

した。
【結果】トリアージシートに線を引いて区分けし、どこに対
象の傷病者がいるか管理しやすくしたため後着の部隊が容易
に傷病者に取り付けるようになった。傷病者が整然と並んで
いるため、救急処置のスペースが取れるようになった。また、
斜めにスペースを配置したことで簡易ベッドを置いてもスト
レッチャーが容易につけられるようになった。人の流れ（ＩＮ
とＯＵＴ）を明確にすることで、人の交差が最小限になり安全
な移動と傷病者搬送時の停滞を防ぐことができた。

【考察】多数傷病者事案は、社会からの注目度が非常に高い。
各消防本部でも多くの訓練が実施されていると思うが、訓練
を積む中で課題を抽出し、問題を１つ１つ改善していく努力
が必要である。また、応急救護所内は多くの隊員及び医師等
が出入りすることで煩雑になりやすい、安全かつ有効な応急
救護所の運営を実施することは重要な課題である。今回提案
するトリアージシートへの工夫は安価で簡単に実施できるこ
となので紹介したい。
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O26-5 大学と共同研究！ 
～姫路市発、安全・安楽・安心な救急車用枕の開発～

1）姫路市消防局、2）姫路大学看護学部看護学科

田中　敏昌1）、内田　　亘1）、尾黒　正子2）

【目的】救急搬送中、出発・停止時の加減速やカーブ、坂道等
の走行により、傷病者の頭部が大きく揺れる。特にクモ膜下
出血傷病者の頭部の揺れは、再出血に関与している可能性が
あるため、以前から問題であると認識していた。そのため、
頭部の揺れを軽減する救急車用枕を開発することによって、
搬送中のクモ膜下出血傷病者の再出血のリスクを軽減できる
のではないかと考えた。そこで、市内の大学と共同で救急車
用枕の開発を行い、その効果を検証することを目的とした。

【対象と方法】健康成人4名を対象に、現在救急車で使用して
いる角形枕（以下、旧型枕）と大学と救急隊員で検討し、改良
を重ねて作成した枕（以下、新型枕）との比較実験を行った。
搬送経路は直線、カーブ、坂道登り・下りを含む約8分間のコー
スを設定し、元救急車両で走行した。対象者の頭部に小型加
速度・角速度計（ATR-Promotions社）を装着し、前後・左右
方向の角速度を測定した。また、搬送前・中・後の不安・緊
張をVisual Analog Scale（VAS）、搬送後に簡単なアンケー
ト（快適さ、不安、緊張、ずれ、揺れ）を実施し、心理的負荷
を測定した。さらに、救急隊員20名が旧型枕と新型枕を救急
搬送後の引揚げ時に使用し、同アンケートと使用感を調査し
た。

【結果】枕の比較実験では、頭部の角速度は旧型枕よりも、
新型枕の方が前後・左右方向共に小さい結果であった。また、
VAS値や搬送後のアンケートからも、旧型枕よりも新型枕
の方が快適で不安・緊張が少なく、ずれや揺れを軽減してい
た。救急隊員によるアンケートでも、同様に新型枕の方が快
適で不安・緊張が少なかった。使用感では、旧型枕よりも新
型枕の方が、「安定し、安心できる」等の声も多かったが、「急
変時の対応（気管挿管、胸骨圧迫）、意識障害のある傷病者の
気道確保が不安である」との声もあった。

【考察】旧型枕よりも、新型枕の方が、傷病者の前後・左右方
向の頭部の揺れを軽減し、不安・緊張も軽減できることが明
らかになった。この頭部の揺れの軽減は、クモ膜下出血の再
出血予防にも効果的である可能性がある。実用化に向けて、
今後も大学と連携し、急変時の対応と意識障害のある傷病者
の気道確保ができるよう、更なる枕の改良を重ね、救急搬送
の質の向上に貢献したい。

O26-6 キーワード方式を用いた12誘導心電図伝送システム運用の検討

1）久慈広域連合消防本部、2）岩手県立久慈病院

瀧澤　一史1）、東　　潤一1）、吉田　　徹2）、大﨑　拓也2）、皆川　幸洋2）

【目的】当地域では急性冠症候群（ACS）の救命率向上を目指
し、2018年７月から12誘導心電図伝送システムを導入した。
導入後の症例を検証し、今後の運用に係る課題点を抽出する。

【対象と方法】導入後１年間（2019年６月まで）の全ての救急搬
送症例を対象とし、救急活動記録等の活動データを基に症例
を抽出する。なお、当地域では伝送基準にキーワード方式を
採用しており、傷病者の主訴及び観察所見が合致した場合に
伝送を行っている。

【結果】調査期間中の伝送症例は140件であり、うち初診時診
断名がACS（疑い含む）だった症例は16件であった。なお、
期間中に発生したACS症例のうち、伝送が行われなかった
症例（不伝送症例）が20件あった。キーワード別伝送件数は「胸
痛（胸部不快感・背部痛・心窩部痛含む）」が77件、うちACS
は12件。「ショック・徐脈・意識消失、CPA蘇生後」が29件、
うちACSは２件。「モニターでST上昇」が１件、うちACSは１
件。「呼吸異常かつ心疾患既往」が28件、うちACSは１件。「危
険因子あり」が５件、うちACSは０件となった。不伝送の理由
は「キーワードの見逃し」が５件、「短時間（５分以内）で病院到
着」が５件、「転院搬送で医師が診断済み」が５件、「搬送先が伝
送不可」が３件、「CPA」が２件となった。

【考察】キーワード別伝送件数について「胸痛」による伝送が
件数、ACSの検出数ともに最多であった。このことから、胸
部または背部の訴えがある場合は積極的に伝送を行うべきで
あると考えられる。それ以外のワードではACSが０～２件と
少なかったが、これらは意識障害等で主訴が得られない際に
伝送を行う客観的な基準であることに留意する必要がある。
不伝送症例の数が伝送症例を上回ったことについては、消防
本部として今後改善していかなければならない。不伝送の理
由に「キーワードの見逃し」が５件あったが、このうち４件は
意識障害または会話不能な傷病者で、キーワードの「ショッ
ク・徐脈・意識消失・CPA蘇生後」に該当するものであった。
このことから、主訴を得られない傷病者の場合にキーワード
の見逃しが発生しやすいと考えられ、今後はそれを念頭に置
いた観察を行い、絶対にACSを見逃すことのないように取
り組んでいく必要がある。病院前12誘導心電図の記録と病院
への事前通知は、JRC蘇生ガイドラインにおいて強く推奨さ
れており、全国各地で取り組みが始まっている。当地域でも
さらに症例データの収集と検証を積み重ね、未来の救急救命
体制の礎としたい。
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一般発表２６ 救急資器材・ＩＣＴ

O26-7 自動心肺蘇生器の導入～そこから見えてきたもの～

常総地方広域市町村圏事務組合消防本部

石山　敏樹、吉岡　英幸、石塚　貴之、笠原　仁史、鈴木慶太郎、橋本　和弥、岡田　彩助

【目的】ガイドライン２０１５並びに総務省消防庁からの通知
においてＣＣＦ８０％以上を目指すことが望ましいとの提示が
あり、２０１８年度版つくば・常総ＭＣプロトコルにおいても

「質の高い胸骨圧迫を継続的に行う機械的ＣＰＲ装置の使用も
考慮する」と記載、機械的ＣＰＲ装置が推奨されたことを受
け、当本部では平成３０年１０月に自動心肺蘇生器（クローバー
３０００、以下：クローバー）を6隊に配備、翌年２月までに全８
救急隊に配備し運用している。自動心肺蘇生器の導入前後の
活動を調査し、活動の変化・時間の変化と今後の活動につい
て検討することを目的とする。

【対象と方法】今回は装置を導入して１年未満であることから
比較時期を導入前後１年とし平成２９年１０月１日から平成３１年
６月３０日までのＣＰＲを実施搬送した全症例を比較検討する。
　比較検討したのはｎ２７７のうちのクローバー装着症例と未
装着症例でのＲＯＳＣ率・生存退院率・静脈路確保率・アドレ
ナリン投与率をフィッシャー検定で、現場滞在時間はマンホ
イットニーＵ検定で比較した。

【結果】今回の比較ではクローバー装着時は未装着時に比べＲ
ＯＳＣ率・生存退院率に有意差は認めなかった。むしろ車内Ｒ
ＯＳＣや生存退院に至った傷病者は救急隊目撃の心停止また

は初期波形ＶＦ・１ショックでＲＯＳＣとなりクローバー装着ま
で至っていない。現場滞在時間についても５０秒程度の延長
を認めるが有意差は認めなかった。比較したもののうち統計
学的に有意差を認めたものは静脈路確保実施率であった。背
景に影響がなかったかを比較するためにＰＡ連携についても
検定するが有意差はなかった。

【考察】クローバーを装着したことで静脈路確保実施率は
３０％以上上昇しており、静脈路確保実施率を上げる要因は
クローバーを装着したことによるものと思慮される。
クローバーは救急隊のマンパワーとなっており、装着するこ
とで狭い車内であっても静脈路確保のためのスペースを確保
しやすくなったこと、うっ血が確認しやすくなったことがあ
げられる、また救命士は時間管理が容易となり３名乗車の救
急隊であっても４名乗車以上の効果をもたらしていると考察
される。
　今回の調査ではその他にもバイスタンダーＣＰＲの質並びに
救命士の静脈路確保スキルの低さが浮き彫りになった。今後
の課題としＲＯＳＣ率・生存退院率を上げる取り組みとしたい。
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一般発表２２ 通信指令・応急手当・バイスタンダー

O22-1 指令管制員による口頭指導の現況によるバイスタンダーＣＰＲ
の現状及び課題

さいたま市消防局

木下　顕啓、三浦　紀志、佐藤　武弘、小池　雅人

【目的】近年、１１９番受信時の指令管制員による口頭指導が重
要視されており、当市においても指令管制員を対象とした、
救急基礎医学研修及び口頭指導研修を行いながら通報者への
口頭指導を実施してきた。救命率向上に繋がるバイスタンダー
ＣＰＲの実施率向上のためには、聴取技術の向上と、より効果
的かつ効率的な口頭指導が求められることから、現在の口頭
指導の実情とバイスタンダーＣＰＲの実施状況を検証した。

【対象】平成３０年１月から平成３０年１２月までのＣＰＡ事案
【検証方法】口頭指導検証票、口頭指導記録票、救急活動記録
票の聴取内容、口頭指導内容、現場到着時の状況、初診時診
断名から全ＣＰＡを抽出、目撃なしＣＰＡ、目撃ありＣＰＡの２群
に大別し口頭指導実施率について検証した。

【結果】
全ＣＰＡ　１，３４２件中　口頭指導実施　８４０件　口頭指導実施
率　６２．６％
口頭指導実施群のバイスタンダーＣＰＲ実施件数　５２１件　実
施率　６２．０％
目撃なしＣＰＡ　７８２件中　口頭指導実施　５５５件　口頭指導
実施率　７１．０％
口頭指導実施群のバイスタンダーＣＰＲ実施件数　３２９件　実

施率　５９．３％
目撃ありＣＰＡ　５６０件中　口頭指導実施　２８５件　口頭指導
実施率　５０．９％
口頭指導実施群のバイスタンダーＣＰＲ実施件数　１９２件　実
施率　６７．３％

【考察】バイスタンダーＣＰＲの実施率において、目撃ありＣＰＡ
と目撃なしＣＰＡにおける口頭指導実施群のＣＰＲ実施率は、目
撃ありＣＰＡの方が８．０％高かった。目撃ありＣＰＡにおいて口
頭指導実施率は５０．９％にとどまっている。これは受信終了後、
出場隊が現場到着するまでの間に容態が変化しＣＰＡに移行し
たことも考えられるが、１１９番受信段階からＣＰＡ又はＣＰＡに
非常に近い状態であったことを指令管制員が認知できなかっ
た可能性も考えられる。

【結語】各種記録票等から検証した結果、指令管制員が聴取時
にＣＰＡと認知することができない事案があることから、当市
では教育プログラムを作成し、状況聴取時のフローチャート
を再検討した。
今後、指令管制員のＣＰＡに対する感度を高め、バイスタンダー
ＣＰＲ実施率の向上を目指すとともに、更なる検証を進めてい
く。

O22-2 複数のバイスタンダーをチーム化する口頭指導　  
～胸骨圧迫の質向上への試み～

1）能美市消防本部、2）小松市消防本部、3）奥能登広域圏事務組合消防本部、4）金沢大学医薬保険研究域医学
系循環救急蘇生科学、5）石川県ＭＣ協議会

谷川　昌弘1,5）、河合　　剛2,5）、至令　　護3,5）、稲葉　英夫4,5）

【目的】バイスタンダーによる質の高い早期胸骨圧迫開始は
傷病者予後を改善する。積極的口頭指導はバイスタンダーに
よる胸骨圧迫の施行率を高めるが、通信指令員が口頭指導中
にバイスタンダー胸骨圧迫の質を評価し、質改善のための
フィードバックを行うことは困難である。石川県では、複数
の救助者をチーム化する新しい口頭指導プロトコルを実施し
ている。本研究はこのプロトコルの効果と限界について検討
した。

【対象と方法】通報段階で心停止が疑われた場合に蘇生協力
者の人数を確認し、複数存在した場合には胸骨圧迫実施者を
第1救助者、処置実施者以外の協力者を第２救助者とし、第2
救助者に対して①第１救助者が行っている胸骨圧迫の質（圧
迫位置、リズム、深さ、リコイル）の評価と修正のフィードバッ
クを指導、②2分ごとのバイスタンダー交代を指導する口頭
指導プロトコルを作成した。プロトコルの説明および実技訓
練を実施し、プロトコルを試行した。一方、救急隊は現場到
着時にバイスタンダー胸骨圧迫の質を評価し記録した。
　対象は2018年3月から2019年2月までの期間に胸骨圧迫の口
頭指導を実施した救急隊到着時心停止のうち、バイスタン
ダーが複数居合わせ、バイスタンダーによる胸骨圧迫実施例

371例とし、単変量解析により分析した。
【結果】371例中161例（43.4％）で第２救助者による胸骨圧迫の
質の評価が行われ、そのうち、36例（22.4％）で何らかの胸骨
圧迫修正が行われた。また、2分を目安とした胸骨圧迫の交
代が32例（19.9％）でなされた。救急隊が接触時に胸骨圧迫の
質を評価できた315例で検討すると、第２救助者による胸骨
圧迫の質の評価が行われたほうが行われなかった場合に比
べ、圧迫位置、リズム、深さ、リコイルの適正率は高かったが、
統計的には圧迫位置の適正率のみに有意差も認めた（適正率：
92.4％対84.8％、P=0.038）。

【考察】バイスタンダーが複数存在する場合に、新しいプロ
トコルによりバイスタンダー胸骨圧迫の質が向上する可能性
が見出された。バイスタンダー胸骨圧迫の交代に関しては通
信指令員が交代を指導する必要性が改めて明らかとなった。
今後は第2救助者が行う質の評価の精度を高めるためのプロ
トコル改良が必要である。また、バイスタンダーが単数であ
る場合の胸骨圧迫の質向上も目指したい。
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一般発表２２ 通信指令・応急手当・バイスタンダー

O22-3 バイスタンダーの背景がバイスタンダーＣＰＲに与える影響の検討

白山野々市広域消防本部

澤田　　淳、宮本　健広、矢敷　和也

【目的】口頭指導を受けたバイスタンダーの性差、年齢、対応人数、
発見時の体位がバイスタンダーＣＰＲ（以下ＢＣＰＲ）に及ぼす影響を
明らかにし、ＢＣＰＲ実施率の向上を目的とする。

【対象と方法】対象は当消防本部で発生した平成２５年１月から平成
３０年１２月までのＣＰＡ事案（安全管理を必要とする事案を除く）で
口頭指導を受けた７３２症例を対象とした。
方法はＢＣＰＲ実施群と非実施群に分類しバイスタンダーの性差、
年齢、対応人数、発見時の体位について比較検討した。

【結果】
１　性差の結果
ＢＣＰＲ実施群の性差の割合は男性の方が女性より有意にＢＣＰＲ実
施率が高かった（男性69.5％ vｓ女性52.9％ , P<0.01;OR, 2.03,95%Cl, 
1.46-2.83, P<0.01）。
２　年齢の結果
ＢＣＰＲ実施群を１０－６０歳（成人群）と６０歳－８０歳（高齢群）で比較
した。成人群の方が高齢者群より有意にＢＣＰＲ実施率が高かった

（成 人 群 69.5 ％ vs高 齢 者 群 52 ％ ,P<0.01;OR,2.03,95%Cl,1.46-
2.83,P<0.01）。
３　対応人数の結果
ＢＣＰＲ実施群を対応人数で単数群と複数群で比較した。単数群と

複数群ではＢＣＰＲ実施率に有意差を示さなかった（単数群59.4％ vs
複数群67.1％ ,P=0.06;OR,0.71,95%Cl,0.51-1.02,P=0.06）。また、高齢
者単数群のBCPR実施率は40.6％であったが、高齢者に成人を含め
た複数群になるとＢＣＰＲ実施率80.8％と約2倍の実施率となった。
４ 発見時の体位の結果
バイスタンダー発見時の体位を仰臥位、坐位、側臥位、腹臥位
で比較した。体位によるＢＣＰＲ実施率は仰臥位74.2％、坐位52％、
側臥位47.5％、腹臥位44.4％であった。仰臥位群と坐位、側臥位、
腹臥位を１つの群（他体位群）として比較した。仰臥位群の方が
他体位群より有意にＢＣＰＲ実施率が高かった（OR,2.89,95%Cl,2.12-
3.95,P<0.01）。

【考察】今回の調査でバイスタンダーが女性の高齢者で単数の場
合、ＢＣＰＲが困難である可能性が示唆された。高齢化社会、単身
世帯の増加で今後バイスタンダーが高齢化する可能性がある。Ｂ
ＣＰＲ実施率を向上させるためには、バイスタンダーが高齢の場合
は助けを求める口頭指導も必要であると考える。また仰臥位以外
で傷病者を発見した場合、体位変換出来ないことで、バイスタン
ダーの行動が中断される可能性がある。ＢＣＰＲ実施率を向上させ
るためには、バイスタンダーに合わせた口頭指導、救命講習等で
体位変換を積極的に取り入れることが必要である。

O22-4 ２町に広がるファーストレスポンダーシステムの現状と今後
の展望

1）高幡消防組合消防本部、2）国保杉ノ川診療所

保川　仁志1）、常石　昭裕1）、青木　啓佑2）

【目的】高幡消防組合津野山分署は、津野町と梼原町の2町を
管轄している。
　津野町では、平成２６年からファーストレスポンダー（以下
FR）体制を構築し、運用を行ってきた。
3年間運用したが、発足当時から隊員数の増減がなく、隊員
不足は否めな状況であった。
そこで、津野町全域で活動する当初からの隊員とは別に、自
らの地区（津野町には83の地区がある）のみ出動する地区限定
FRを新たに追加した。
これにより隊員数の一定確保に成功した。
　梼原町も、消防団員を主体とした新たな形で平成３１年４月
に組織を発足。令和元年９月からの運用開始に向け訓練等を
行っている。
　今回は、市民ボランティアで発足運用している津野町と、
消防団主体で発足した梼原町を比較しメリット・デメリット
を抽出する。
それを発表することにより、今後FR体制を導入しようして
いる地域の参考になればと考える。
　また、併せて現状や今後の展望についても報告する。

【対象と方法】津野町FRについて

対象事案　　平成２６年9月（運用開始）～現在（令和元年８月）
までの津野山分署CPA事案
同意を得られた割合の年別の変化や、出動隊員数の変化に注
目して検討する。
津野山分署のFR体制
津野町と梼原町の体制の違いを検討し、メリット・デメリッ
トを抽出。

【結果】実績を報告する。
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O22-5 介護施設における応急手当普及推進活動について

愛川町消防本部

広川　　哲、樫村　尚歩、茅　　健吾、茅　　英樹

【目的】近年、高齢化社会の進展に伴い、特別養護老人ホーム、
介護老人保健施設及びグループホームなどの介護施設の入居
者が増加している。このような背景から愛川町では、平成22
年から介護施設職員を対象とした救命講習を開催してきた
が、業務形態の特殊性から180分の救命講習は勤務時間内の
開催が難しく、消防署で開催する救命講習に職員を参加させ
ることは困難であるため、必要な救命講習を受講することに
制限があった。そこで、簡易型心肺蘇生ダミーを受講者１人
に１体配置する救命講習を企画し、介護施設で実施すること
により、効果的な救命講習を介護施設に提供できるのではな
いかと考えた。さらに、介護施設から搬送データを分析し介
護施設職員に必要な応急手当を明らかにするため研究を行っ
た。

【対象と方法】搬送データの対象は、町内の「介護施設から搬
送された傷病者」と「介護施設以外から搬送された65歳以上の
傷病者以上の傷病者」とし、調査対象とする搬送データの期
間は平成20年1月1日から平成29年12月31日の10年間とした。
さらに、介護施設から搬送された傷病者の初診時診断名と重
症度を調査した。
　また、受講生1人に1体の簡易型ダミーを配置し、60分の救

命講習を実施した。救命講習前後にアンケート調査を実施し
McNemer検定にて比較検討した。P値0.01以下を有意差あり
とした。

【結果】搬送データの分析結果から「介護施設から搬送された
傷病者」「介護施設以外から搬送された65歳以上の傷病者」と
比較すると軽症者が少なく、中等症者や重傷者が多いことが
わかった。「初診時傷病名の分析」では呼吸器疾患30％、消化
器疾患10％、脳血管疾患9％、心疾患が3％であった。
　救命講習前後で応急手当に関するアンケートを実施したと
ころ、講習前後で統計学的有意差を認めた。

【考察】搬送データからは、介護施設からの搬送は重症度が
高く、心肺蘇生法以外にも呼吸器疾患への対応など必要な応
急手当について知見が得られた。
　簡易型心肺蘇生ダミーによる60分の救命講習では、多くの
介護施設職員に受講機会を提供し、応急手当に関する知識や
技術について理解を深めることができた。今後、介護施設内
におけるバイスタンダーCPR及び応急手当の実施率を追跡調
査することにより本講習の効果を検証していきたい。
※平成30年度（財）救急振興財団調査研究助成事業として実施
したものである。

O22-6 応急手当への不安と救命入門コース後の救助意欲の変化： 
講習のあり方に関する検討

1）小牧市消防本部、2）名城大学　人間学部

田島　典夫1）、小辻　俊幸1）、畑中　美穂2）

【目的】平成30年版救急救助の現況によれば、住民による応
急手当実施率はいまだ49.9%である。また、応急手当に関わ
る不安事項を尋ねた内閣府の世論調査（2017）では、「正しく
できるか不安」が64%と多く、次いで「症状を悪化させないか
不安」が58%、「責任を問われないか不安」が40%であった。こ
れらの結果から、応急手当の実施率を高めるためには、講習
によって応急手当の知識や技術を広めるだけでなく､ 応急手
当に関わる不安軽減を図ることも必要と考えられる。そこで、
本報告では、講習によって不安等がどのように変動するのか
を検討し、救助意欲を上昇させる要因を探る。

【対象と方法】高校生（２校合計88名）を対象とした救命入門
コース（45分）の前後に救助意欲に関する質問紙調査を実施し
た。

【結果】有効回答数は88名であった。救助意欲を尋ねた項目
について講習の前後で肯定率を比較したところ、「上手く動
けるか自信がない」は67%（講習前）が13%（講習後）へと減少
し、「積極的に動こうと思う」は39%（講習前）が86%（講習後）
へと増加した。また、応急手当に関する不安を尋ねた項目で
は、「正しくできるか不安」が92%（講習前）から52%（講習後）
に、「悪化させないか不安」が76%（講習前）から24%（講習後）

に、責任問題に対する不安が42%（講習前）から7%（講習後）
に、それぞれ減少した。さらに、講習による気持ちの変化と、
変化が生じた理由について意見を求めたところ、救命処置を
学べたことが23%、「実例から若年層でも心停止が起こりう
る」、「責任は問われない」など、知識や技術以外のことを学
べたことが41%、両方の内容を含んだ回答が17%であった。

【考察】こうした変化は、講習内に取り入れた不安を解消す
るための工夫によって生じたと考えられる。具体的には、知
識や技術の教育以外に、応急手当の効果や過去の事例の紹介、
判断に迷った場合の対応の説明などが講習に含まれていた。
また講習後であっても「正しくできるか不安」の回答が半数を
超えているものの、「積極的に救命のために動こうと思う」は
大幅に上昇しており、合わせて自由意見にも「自分のできる
事をやろう」や「自分から進んで動く」というような意見が多
く見られた。これらの結果から、救命講習の目標は単に知識
や技術の習得だけでなく、不安を解消して救助意欲の上昇を
図ることにもあり、そのための工夫が必要であると考えられ
た。
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O22-7 脳卒中における発症から通報までの所要時間の検討 
～通報までの時間短縮にむけて～

石岡市消防本部

細井　涼司、鈴木　広明、菊地　準一

【背景】石岡市消防本部では平成30年に3519件の救急出場件数が
あり、うち151件が脳卒中疑いの出場になります。脳卒中は1960
年代には日本人の死因の第1位となっていますが、2017年には第3
位になってきています。（１）かつて脳卒中で死亡する人の大部分が
脳出血でしたが近年、高齢化に加えて高血圧や糖尿病などの生活
習慣病の人が増加したことにより脳梗塞が約75％の割合を占める
状況となっています。（２）健康を保つためにも、脳梗塞の予防や早
期発見をすることが重要となっています。しかし、一般市民は脳
梗塞の症状は知っているが、治療方法、発症から治療までの時間
が重要なことは理解されておらず、発症後様子を見てしまい救急
要請までの時間を要してしまうことも少なくない状況です。

【目的】脳梗塞はとても怖い病気であることを知っている人はた
くさんいますが、症状や治療方法、治療までの時間の重要性、処
置治療ができる病院が限られていることを知っている人は多くは
ありません。そのために早期に認識し通報することの重要性を啓
発し、脳梗塞による死亡者率を低下させ、後遺症を軽減すること
が本研究の目的である。

【方法】石岡消防本部で開催した救急講習会受講者に対し、脳梗
塞についてｒｔ‐ PA静注療法に加え、血栓回収療法が有効である
こと。そして発症してからの時間が重要なこと。治療できる病院

が限られていることなどを指導するとともに、以前からどの程度
認知していたかをアンケート形式にて調査を実施した。（ｎ＝395）

【結果】脳梗塞の症状を一部でも知っていたものは約９０％に対し、
ｒｔ-PA治療を知っていたものは24％。血栓回収療法を知っていた
ものは17％、時間の制限、医療機関に関しては約10％しか知らな
い状況であった。

【考察】一般市民が脳梗塞の症状を認知していることが確認でき
た。しかし、発症から治療までの時間の重要性、治療可能な医療
機関が限られていることなどはあまり認知されていない。

【結論】本研究で一般市民が脳梗塞の症状を認知しているが、発
症から治療までの時間が重要なことや、治療できる病院が限られ
ていることなど早期治療の重要性は理解されていないと考えられ
ます。今後はさらに一般市民に広報し脳卒中の予防や発症時の早
期治療の重要性を呼び掛け脳梗塞患者の後遺症軽減につなげてき
たいと考えている。

引用文献
（１）厚生労働省「平成29年　人口動態調査 」
（２）日本脳卒中　脳卒中治療ガイドライン2015
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一般発表２７ 救急活動４（外因性２）

O27-1 骨盤骨折を見落とした事案から得た課題について

1）尾道市消防局、2）尾道総合病院

松谷　大介1）、小万　純生1）、瀬浪　正樹2）、長谷　朋美2）、宮脇　美樹2）、高原　昌哉2）、
田中　恵毅1）

【目的】骨盤骨折は、出血性ショックの三大出血源の1つであり、
出血性ショックを過小評価して防ぎ得た外傷死となる傷病者の
85%は骨盤骨折である。（※1）
　本研究は医療機関で骨盤骨折と診断された傷病者を現場判断で
骨盤骨折なしと判断していた事案を調査し、なぜ見落としたかを
解明することで今後の現場活動をどのように行えばよいか調査す
ることを目的とする。

【対象と方法】平成26年1月から平成31年5月に尾道市消防局で搬
送した外傷症例（交通事故、一般負傷、自損行為、労働災害、水難、
火災）9,838件のうち、搬送先医療機関から診断名が骨盤骨折と回
答のあった138例の傷病者について救急活動報告書を基に調査し
た。

【結果】診断名が骨盤骨折138例（うち高リスク受傷機転13件）あ
り、骨盤骨折と推察し搬送した傷病者は31例で正答率は22.5%で
あった。一般負傷と交通事故の正答率を比較すると一般負傷の
正答率は18.4%、交通事故の正答率は35.7%と開きがあった。（p＝
0.07）
　骨盤骨折を疑わなかった理由としては、主訴である「股関節痛
により大腿骨頸部骨折等の疑い」が50件、「下肢長差や骨盤部触診
による圧痛や骨盤動揺なし」30件、「腰部痛なし」27件。骨盤骨折

を疑った理由は、「腰部等の痛み」13件、「骨盤部触診による圧痛」
10件、「バイタルサイン」1件であった。
　救急救命士歴による比較は、5年以上と5年以下で正答率に有意
な関係を認めなかった。（p＝0.27）
　一般負傷による骨盤骨折は高齢者の転倒によるものが70件あ
り、骨盤骨折を見落とすことが多く認められたが、その中に５件

（7.1%）の重症骨盤骨折が隠れていることが分かった。
【考察】今回の研究から救急救命士歴に関係なく①低リスク受傷
機転、傷病者の主訴がない、または弱い場合は骨盤骨折なしと判
断する傾向にあること、②高齢者の一般負傷では先入観により大
腿骨頸部骨折等を疑い骨盤骨折を疑っていないことが分かった。
　腰部付近の負傷では、完全に骨盤骨折を否定できないため、主
訴や先入観に惑わされることなく視診及び触診を行い、疑わしい
場合は全身固定の実施や骨盤固定具を実施することを徹底した
い。また自らの観察や現場判断の迅速な評価のため、病院搬送後
に画像検査による医師の初期診断名を聞くことも観察技術の向上
に有用と考える。今後も更なる研究を続け現場活動の充実強化を
図っていきたい。

【文献】（※1）改訂第2版JPTECガイドブック へるす出版

O27-2 骨盤骨折と診断された事例の考察

1）奈良県広域消防組合消防本部、2）奈良県立医科大学高度救命救急センター

田中　万之1）、田中　　勉1）、福島　英賢2）

【目的】外傷傷病者に対するプレホスピタルでの観察・判断・
処置は予後を左右する重要な要素を占める。防ぎえる外傷死

（ＰＴＤ）となる傷病者の８５％は骨盤骨折であると言われてお
り、救急隊は骨盤骨折を見つけるべく観察を行っている。し
かし、骨盤骨折におけるプレホスピタルでの観察所見につい
ては詳細には検討されていない。

【対象と方法】２０１８年１月から１２月までの期間で当消防本部
がＡ医療機関（三次）に救急搬送した傷病者（急病、医師搬送、
転院搬送、その他を除く）を抽出し、搬送された傷病者が骨
盤骨折の診断を受けた症例において、傷病者接触時の腰部痛

（自覚症状）、骨盤部の圧痛、骨盤動揺、下肢長差の４項目に
ついて比較検討した。

【結果】調査期間中に当消防本部がＡ医療機関（三次）に搬送し
た４４４例（データ欠損１例除く）で、骨盤骨折と診断された傷
病者は３１例（１３歳から８６歳）であった。その内、救急隊接触
時に腰部痛の自覚症状を訴えたのは６例、下肢長差を認めた
ものはなかった。また、腰部痛の自覚症状を訴えた傷病者
には、圧痛、動揺の観察は行わず、腰部痛の自覚症状を訴
えなかった２５例のうち、４例は骨盤部に圧痛を認め、３例に
骨盤部の動揺が認められた。これらのことから１２例に骨盤

部に所見（腰部痛、圧痛、動揺（重複を含む））が認められて
いたことが分かった。また、骨盤骨折と診断された傷病者の
８７.１％が高リスク受傷機転であった。加えて、４項目のい
ずれの所見も得られなかった骨盤骨折が１９例あった。

【考察】骨盤骨折と診断された傷病者のうち、腰部痛を訴
えていたのは全体の約１９．４％、圧痛は約１２．９％、動揺は約
９．７％、下肢長差は０％であった。また、骨盤部に所見がな
い傷病者であっても骨盤骨折が約６１．３％存在することが判
明した。このことから、腰部痛、圧痛、動揺の各々の所見で
骨盤骨折を予測することは困難であるが、自覚症状、圧痛、
動揺、下肢長差に加え、高リスク受傷機転が重複することで
骨盤骨折の予測能が極めて高くなるのではないかと考える。
ただし、骨盤部に所見のない傷病者へのアンダートリアージ
を防ぐためには傷病者の訴えに関わらず、受傷機転を正確に
把握し骨盤骨折を疑い活動すべきであることが重要であると
考えられる。

※参考文献　改訂第２版ＪＰＴＥＣガイドブック
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一般発表２７ 救急活動４（外因性２）

O27-3 早期運用により出場したDMATと連携し、多発外傷による重
症傷病者を救命した症例

1）東京消防庁、2）都立広尾病院

伊藤　正一1）、後藤　英昭2）、城川　雅光2）、濱田尚一朗2）

【目的】救急隊が東京DMAT（都立広尾病院）と連携し、多発
外傷傷病者に対して、四肢用ターニケット（以下「ターニケッ
ト」）を活用した症例を報告し、医療の早期介入とターニケッ
トによる緊縛止血の重要性を認識することを目的とする。

【症例】傷病者は30代男性、路線橋上から落下後（約10m程度）、
電車に轢過された。救助活動の指令により出場した消防隊到
着時、電車による挟まれ等の事実はなく、救助隊により傷
病者を軌道敷地内からホーム上へ搬送。その時点でDMAT
医師2名も現着し、容態観察に着手。接触時、意識レベル
JCS3、バイタル測定値は呼吸24回／分、脈拍108回／分（総
頸）、SpO2値及び血圧は測定不能であった。前額部に広範囲
挫創、両前腕に挫滅創、左足関節に変形を認めた。また、右
下腿に開放骨折ならびに腓腹筋部の著明な腫脹を認め、右大
腿動脈は触知可能なるも、足背動脈は触知不能であったこと
より、右下腿の動脈損傷による動脈性出血を疑った。現場で
の輸液に伴う血圧上昇とともに、創部からの再出血が懸念さ
れたため、医師がターニケットを活用し右大腿部の緊縛止血
を行った。その後、骨髄針による静脈路確保（右上腕）、酸素
投与、全脊柱固定を実施し、都立広尾病院救命救急センター
へ搬送した。

【結果・考察】東京消防庁救急活動基準におけるターニケット
の適応は、「噴出性又は拍動性出血」である。現行の基準から
考えると、救急隊のみで出場していた場合、観察所見からは
ターニケットの活用には至らなかったと推測される。今回の
症例では、現場において早期に医師と連携することで、表在
化していない動脈性出血に対し、ターニケットによる早期の
緊縛止血を行うことができ、医療の早期介入が傷病者の救命
に繋がったと言える。四肢外傷における血管損傷を示す臨床
所見として、「急速に増大する血腫」があり、四肢動脈損傷の

「ハードサイン」と言われている。このような知識は救急隊に
はないものであり、今回の症例を通して得られた知識である
と言える。現場において医療と連携することは、消防全体に
とって貴重な経験であり、そこから得られるものは多い。今
後は、このような症例の活動内容の共有化や振り返りを積極
的に行い、現場活動経験を積んでいくことが重要である。

O27-4 ＣｈｅｍｉｃａｌＢｕｒｎで救急隊がとるべき行動について

神戸市消防局

佐々木　剛、永田　秀樹

【目的】本症例は、一般負傷との指令内容で出動するも、結
果的には転倒した際に灯油を被ってしまい広範囲に化学損傷
を起こしたものであった。化学損傷の場合、物質の性質や接
触時間により損傷程度が異なり、除去後も皮膚等から浸透し
た物質により損傷が継続する。また臭気や汚染された着衣等
により、搬送先での二次汚染や火災の危険もあったため、情
報共有を目的とし発表症例とした。

【症例】令和元年５月、「自宅内で転倒し動けなくなっているの
を訪ねてきたデイサービス職員が発見し通報してきたもの」
との指令により出動。「現場へ駆けつけた家族より、傷病者
は意識があり上肢に剥離創がある」との情報を得る。現場到
着すると、強い灯油臭を認めた室内で椅子に座った傷病者を
確認。家族とデイ職員により上半身の清拭が実施されていた。
生理学的に異常は認められず。本人より誤飲なしとの情報を
聴取。観察を継続しつつ、本人及び家族に状況を聴取すると、
傷病者は右不全麻痺がありＡＤＬは伝え歩き。一度転倒する
と、自力で起き上がるのは困難。明け方トイレに行く際、バ
ランスを崩し転倒、そのまま起き上がれなかったとの話。そ
の際、灯油を保存していた一升瓶を倒してしまい、背部が灯
油まみれになった。本人の主訴は灼熱痛。観察した結果、呼

吸音正常、嗄声なし。背部、臀部及び左上腕にⅡ度熱傷。範
囲は体全体の３０％。転倒時の外傷はなし。化学損傷である
ため、熱傷の重症度・緊急度判断基準を参考に３次救急病院
へ搬送した。また安全管理の面から灯油飛散状況と対応を署
の当務係長へ連絡。

【結果・考察】この傷病者は３０％のⅡ度化学損傷であった。化
学損傷の場合、化学反応により損傷が進行するが、本症例で
は灯油が原因物質であり、救急隊の観察と医師の診断に損傷
程度の差異は認められなかった。また、消防係長に助言要請
した結果、火災の危険はないが、帰宅後に換気を行うように
との指示を受けた。本症例のように化学損傷の場合、現場で
の脱衣と洗浄、救急車内や搬送先病院の二次汚染、スタンダー
ドプレコーションでの現場対応の可否、火災や化学物質自体
の危険を鑑み応援隊の要請、原因物質によってはゾーニング
の必要性もあり、従来の患者観察以外に多角的に視野を広げ、
情報収集する必要がある。また今回は、１名の負傷であった
が、臭気や接触による複数負傷者の発生や、二次災害も考慮
する必要がある。
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一般発表２７ 救急活動４（外因性２）

O27-5 気管挿管成否判断に苦慮した溺水CPA症例

下北地域広域行政事務組合消防本部

澤田　直人、小林　秀孝

【目的】溺水CPA傷病者に対し気管挿管施行、声門通過を確実に確認し
たが胸部挙上不十分により抜去。その後Drヘリドッキング、医師によ
り気管挿管施行も胸部挙上不十分、カプノメータ数値、波形が表示さ
れない事例を経験したので、情報共有する事を目的に症例報告する。

【症例】平成30年7月〇日 9時15分覚知
（覚知内容）
素潜り漁中、海中に沈んでいる傷病者を発見し要請。第２報にて海中
より引揚げられ漁協施設へ搬送中、CPAとの情報。

（接触時状況）
69歳男性。漁協施設付近にて仰臥位、バイスタンダーCPR実施中、
AED装着済み、除細動メッセージなし。

（現場活動）
観察結果CPA、CPR引継ぎ。下顎挙上にてBVM換気良好。亀背有り、
胸骨圧迫時に胸郭が硬いとの隊員からの申告。車内収容後、気管挿管
実施、胸部挙上不十分、送気音聴取できず抜去。再度実施するも同所
見により気管挿管断念し搬送開始。DrヘリとドッキングしDrにより気
管挿管施行、胸部挙上不十分、カプノメータ波形、数値表示されず抜去、
再度Dｒ、救命士2名にて確実に声門通過を確認するも胸部挙上不十分
であった。その後、直近２次医療機関受け入れ可能により、Dｒ、Ns同
乗にて搬送開始、収容となる。

（時系列）
覚知9：15 現着9：29 車内収容・現発9：34 挿管①9：38②9：42 静脈路
確保9：45
Drヘリドッキング9：58 Drによる挿管10：01 アド投与10：02～10：15
計4回
2次医療機関到着10：18

【結果・考察】胸部挙上の視認ができない事や送気音を聴診できない事
を考察すると、傷病者の胸郭の固さや亀背等が要因として推測するが
当初、用手バッグ換気時において抵抗が無かった事、カプノメータに
波形、数値が表示されなかった事を総合的に勘案すると、送気は可能
であるが排気が困難であったチェックバルブ様の何らかの病態が介在
していた可能性を推測する。フライトDr見解として本事案のカプノ
メータ表示について稀であり、呼吸器系疾患や溺水による無気肺が要
因として考察できるとの見解を得た。現時点で救急隊の対応としては、
BVM換気を継続したCPRを継続し、早期医療機関収容が考えられ、本
症例では早期Drヘリ医師管理下にて救命活動を展開する事ができた。
しかし、今後も救急隊が信頼し使用している資機材（カプノメータ等）
で、今回同様判断に苦慮するケースも予想される。今後更に検証会を
重ね情報共有を図り、総合的に柔軟な対応能力向上に努める為、同様
のケースに遭遇した際の現場判断の一助としたい。

O27-6 状況評価の大切さを再認識させられたCPA事案について

彦根市消防本部

左近上　卓

【目的】救急活動では、状況評価を実施して、事故概要や安
全などを確認してから傷病者に接触することは当然のことと
なっている。
　今回、診断結果が「感電死」であったCPA事案を経験した。
電撃症で受傷が観られない症例は数少なく、受傷機転を疑う
ことは困難であったことから、状況評価の大切さを再認識し
たため報告する。

【症例】3月某日、「４６歳女性、居間で反応がないところを帰
宅した家族に発見された。」との通報内容で出場した。現場到
着時、自宅内の状況評価を実施したところ、一見して危険は
なく、家族により胸骨圧迫が施されている病者と接触した。
初期評価でＣＰＡを確認し直ちにＣＰＲを実施した。除細動パッ
ド装着時、胸部に湿布様のテープを確認、家族に確認するも
詳細不明であったため、重なりに気を付けて剥がさずに除細
動パッドを装着した。初期波形は、ノイズが混入したような
波形であり、解析を実施するも除細動は不要であった。移動
時、病者の背中から出ているコードを確認したが疑問に思い
ながらも延長コードと思われるコネクタ部分を外して現場離
脱し病院へ搬送した。

【結果・考察】診断結果の「感電死」と、病者の状況から感電自

殺の可能性が極めて高いと考察した。感電自殺は、安楽な自
殺方法としてインターネットなどで紹介されているが、方法
については熟知しておらず対応が困難であった。今回の事案
では、偶然にも隊員が受傷することはなかった。しかし、今
後どの様な形でアクシデントに巻き込まれるかはわからな
い。今回の事案では、「胸部に貼られた湿布様のテープ」「ノ
イズが混入したような心電図波形」「背中側から出たコード」
と注意するべきポイントがあった。それぞれについてしっか
りとした観察や評価を実施していたらアクシデントに巻き込
まれる可能性は低くなる。また、家族が胸骨圧迫を実施して
いたことから安全であるとの先入観が大きく影響した。先入
観は判断を鈍らせピットフォールに陥ることもあり、先入観
なく活動することが大事である。ＣＰＡ事案のように緊急を
要する現場や自損行為の現場では正確な情報を得られないこ
とが多い。このような現場では疎かになりがちであるが、改
めて、状況評価は重要であると再認識した。
　特殊な現場や、日常的に出場する現場であったとしても、
安全管理のプロとして、確実な状況評価を行い活動しなけれ
ばならない。
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O27-7 異常気象時の重症と思われた雷撃症傷病者が予後良好であっ
た症例

岐阜市消防本部

勝村　雄介

【目的】雷撃症事案は稀である。しかし近年異常気象が続い
ており、ゲリラ豪雨や、落雷が鳴り響くことも珍しくない。
そのため、今後雷撃症の傷病者も増えることが危惧される。
本症例は、異常気象時で活動が制限された中で、雷撃症とい
う特異性の高い事案を経験し、一見重症感（雷撃症＝心肺停
止）のイメージが強いが、予後良好であった事案のため、今
後の救急活動の参考になるであろうと思い報告する。

【症例】３７歳男性。「雷に撃たれ、倒れています。」と第三者か
らの通報。当日は、「平成３０年７月豪雨」（気象庁命名）の期間
内。管内では、大雨特別警報、洪水警報、雷注意報が発表中
であった。主訴は、両下肢の痺れと左下肢の痛み。現病歴、
服用薬なし。
　傷病者は、歩道に腹臥位。意識清明で会話可能。呼吸正常、
脈拍は橈骨動脈で速く触知した。衣服の損傷が激しく、左靴
のつま先側が破裂し、左足のつま先及び陰部が露出している
状態。二次災害を避けるため、初期評価、背部、骨盤の観察
のみを実施し、早期車内収容。この時焦げた臭いが車内に充
満した。車内で全身観察を実施。両肘に擦過傷、腹部発赤あ
り、右下腹部皮下出血あり、左足第１趾と第２趾の付け根付
近裂創あり。

雷の強い衝撃を受けたこと、また両下肢の痺れを訴えていた
ためＳＭＲを実施。初期評価で循環の異常からＬ＆Ｇとし、聴
取内容、傷病者の状況から雷撃症と判断。搬送先は、通報内
容から出場途上で事前管制を実施していた高度救命救急セン
ターである岐阜大学医学部附属病院を選定し搬送した。

【結果・考察】今回の傷病者は、医療機関の検査の結果で内部
損傷も全くなく、４日後独歩にて退院。直撃雷の傷病者は、
心肺停止が多く、臓器等の内部組織に深刻なダメージを与え
ることも多い。今回の傷病者の様に意識清明の場合は、直撃
雷の可能性は低いと判断できる。後日医師からも、傷病者近
くに落雷し濡れた道路を電気が伝い、傷病者の右足から電気
が入り、左足から出たのではないかと説明があった。
今回は、付近に切れた電線があり感電した可能性もある。現
場到着時に不用意に車両から降りず、周囲の確認は必須であ
る。雷撃症は、複数の傷病者が発生する場合が多いため、傷
病者の数の把握をすること。また現場は豪雨で雷が鳴り響き、
いつ二次災害が発生してもおかしくない状況であったため、
現場での観察は最小限にして、早期車内収容を心掛けること
が安全管理上大切である。
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一般発表２３ 救急活動５（周産期・小児）

O23-1 茨城県県北地域における妊産婦搬送の現状と課題 
～自宅分娩症例からの考察～

日立市消防本部

相田　裕二

【目的】近年ハイリスク妊産婦が増加傾向の中、当消防本部
では日立市地域医療協議会の協力のもと保育器を預かり消防
本部で管理運用している。過去３年間で保育器搬送件数は３２
件あり、その内救急車内や現場での出産事例は７件であった。
現場での分娩症例の場合、出産直後の新生児は管理が難しく、
新生児搬送で重要なのは保温である。今回、自宅分娩に伴う
救急要請に対し、救急隊２隊の円滑な隊連携により母体搬送
及び保育器を活用した新生児搬送を経験したので報告する。

【症例】平成３１年２月某日、６時４２分覚知。２６歳女性、子供
が産まれそう予定日は過ぎているとの要請により出場。出場
途上、「産まれた」との第二報により、指令係からの追加情報
あり。指令係にて保育器搬送のため他救急隊を出場させた。
先着救急隊接触時、母親は１階居室に児を抱いた状態で仰臥
位、意識清明で呼吸・脈拍ともに正常。主訴はなく、分娩に
よる少量の性器出血あり、胎盤は未娩出であることを確認し
た。児は啼泣状態で全身淡紅色、四肢筋緊張も強く、アプガー
スコア８点、母子ともに良好。かかりつけ医へ連絡し収容可
能と併せて臍帯切断の指示あり。処置完了後、児の体温低下
防止を目的に母親に抱きかかえさせ搬送開始。保育器搬送救
急隊とドッキング後、児を後着隊の保育器内へ収容した。

【結果・考察】日立市をはじめ茨城県県北地域は医療過疎地域
であり、周産期医療センターがないため、市外かかりつけの
妊産婦が多く、要請から医療機関収容までに時間がかかる。
病院前救護での周産期領域における出場頻度は少ないが、重
症度・緊急度ともに高い場合もあり、経験が少ないゆえ対応
に苦手意識を持つ職員も多い。本症例では母子ともに容態変
化は見られなかったが、臍帯処理や児の保育器による適切
な管理下での搬送など貴重な経験ができたので、これらの
フィードバックを集約、データ化し情報の共有化を考える。
また、医療機関から助産師を招き妊産婦対応研修の実施や、
外部教育プログラム（Ｊ－ＭＥＬＳやＢＬＳＯなど）を有効活用す
ることで、隊員間の共通認識を持つことができる。最後に本
症例は救急隊２隊の連携により、出産現場という一見すると
慌ててしまうような場面において迅速、適切に対応すること
ができた。「人・物・教育」の３本柱をより太くしていく組織
体制を作り、医療過疎ではあるが質の高い活動を目指してい
きたいと考える。

O23-2 お母さんと赤ちゃんのために 
～沖縄県中部地区MC協議会の周産期救急活動検証の取組み～

1）比謝川行政事務組合ニライ消防本部、2）沖縄市消防本部、3）うるま市消防本部、4）中部地区ＭＣ協議会、5）沖縄
県立中部病院総合周産期母子医療センター、6）沖縄県立中部病院救命救急センター

安里由美子1）、大城　章裕2）、高良　清和3）、新垣　順二3,4）、大畑　尚子5）、山口　　裕6）

【目的】救急隊が施設外分娩に遭遇するのは、年間搬送人員
のわずか０.０２％である（平成２８年度救急救命の高度化の推
進に関する調査研究事業「救急現場における周産期救急」宮
園弥生ら）。この症例の少なさから周産期救急に不安を抱え
る救急隊員は多い。沖縄県では２０１４年からＢＬＳＯコースが
毎年開催され、２０１９年までに離島での４回を含む計１２回、
１４６名の救急隊員が受講した。その他にもＢＬＳＯデモコース
やＢＬＳＯとＮＣＰＲをコラボさせた救急隊員向けの講習会を実
施してきた。しかしながら、実際の救急活動でどのような問
題点を抱えているのかは明らかにされていない。そこで、中
部地区ＭＣ協議会では総合周産期センター医師と連携し、周
産期救急活動記録票（以下、「記録票」という）を作成した。記
録票が運用されて２年半が経過したため、その成果を振り返
る。

【方法】ＢＬＳＯを受講した救急救命士が産科医の助言を受け、
記録票を作成し、ＭＣ協議会運営委員会の承認を得て運用開
始となった。記録票作成時のポイントとして、妊婦特有の観
察項目、新生児蘇生の初期処置等の項目を設けた。さらに救
急隊が判断に迷った事項、疑問等を率直に質問できるよう自
由記載欄も設けた。

【結果】２０１７年１月から２０１９年５月までに２４件の記録票が提
出された。
そのうち分娩に関するものが１８件、その内訳は救急隊が接
触時すでに分娩済みが１１件（被膜児２件含む）、接触後に分娩
が３件、破水ないし分娩切迫が３件、流産が１件であった。そ
の他として、外傷１件、性器出血１件、転院搬送が４件（うち
新生児３件、産後出血によるショック１件）であった。
検証を終え、返却される記録票には産科医や新生児科医のコ
メントが記載され、新生児の保温を意識づけるために、入院
時の体温も記録された。被膜児はすぐに破膜して蘇生を始め
る必要性や超低出生体重児の臍帯処理や保温の工夫、新生児
継続観察のポイントなど専門医ならではの助言も得られた。

【考察】周産期救急の教育・検証に直接専門医が関わることで
救急隊員の自信となり活動の改善に繋がっている。今後は県
全体の周産期センターと連携を深めこの記録票を周知・活用
するとともに、今回明らかとなった救急隊の抱える問題点を
踏まえプロトコルを作成し、周産期対応能力のさらなる向上
と活動の標準化を図っていく。
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一般発表２３ 救急活動５（周産期・小児）

O23-3 周産期特命救急隊の創設について 
～周産期における救急対応力の強化をめざして～

草加八潮消防局

上田　　巧、松山千恵美、高橋　義尚、高須　一哉、山口　貴司、神出　直美、長﨑　啓子、
鷹野　　剛、冨田　忠彦、浅井　厚紀

【背景】草加八潮消防局管内の市立病院において、産婦人科の腹腔
鏡下手術に関する一連の問題を機に、平成３０年８月をもって産婦
人科医の全員退職で完全閉鎖となり、管内の産婦人科救急医療機
関の運用ができなくなった。救急出動における周産期救急の割合
は極めて少なく、救急隊員の経験も浅いため、周産期に関する一
定以上の知識とスキルを有した救急救命士を中心に周産期特命救
急隊を創設し、本年４月から運用を開始している。

【目的】運用開始から４か月の出動件数は２０件と一定の出動件数と
なっている。しかし、創設時に定めた基準で円滑な運用が図れて
いるかを検証した。

【対象と方法】周産期特命救急隊の運用基準をもとに、出動事案に
対して次の項目の検証をおこなった。
①特命隊として指定した救急救命士の知識・技術の現状。
②出動要件が１１９番通報内容から、妊娠・出産、１歳未満で重篤が
疑われるなどの簡単なキーワード方式に基づいて判断されている
か。
③出動車両はＡ－Ａ連携を原則としているか。

【結果】
①周産期特命救急隊を常時運用するには、１隊に２名の救急救命士
の配置が必要であったが、ＮＣＡＰ等の分娩介助プログラムの受講

歴があっても、知識と技術が定着してない救急救命士も多くいた。
②キーワード方式としたことで、指令員の判断を一定とすること
ができ、周産期特命救急隊の積極的な運用を図ることができてい
た。
③原則Ａ－Ａ連携としたことで、Ｐ－Ａ連携と比較し特化した救急
活動が可能となった。

【考察】周産期特命救急隊運用当初は、４名の救急救命士が中心と
なり運用する事となったが、常時運用には、救急救命士に対する
教育体制の構築が必須であると示唆された。
　救急救命士は産婦人科領域の処置を行うことが認められており、
救急現場での正確な判断と手技、最新の知識を有することを求め
られる。しかし、周産期救急は全体的な件数が極めて少なく、救
命士の自己研鑽に対するウェイトが少ない。今後は周産期特命救
急隊の指導救命士を中心に、教育カリキュラムを作成し継続的な
教育体制を構築することにより、すべての救急救命士が周産期救
急に対する一定以上の知識と技術の取得に努め、全救急隊が周産
期特命救急隊と同等のスキルを習得できるよう継続した教育体制
を整えていく。また、ＮＣＡＰやＮＣＰＲのコースを開催し、誰もが
自信をもって周産期救急の対応ができるよう、組織としての底上
げが必要であると判断した。

O23-4 救急隊員に対する周産期救急教育の有用性

1）埼玉西部消防局、2）防衛医科大学校病院

小山　桃子1）、池内　尚司2）、齋藤　正典1）

【はじめに】周産期救急事案は、全体の救急出場件数から見
てごく僅かである。埼玉県西部第１地域メディカルコント
ロール協議会（以下、当地域ＭＣ）では、周産期救急の知識と
技術の向上を目的として地域産科医師協力の下「分娩介助・
新生児保護研修会（ＮＣＰＲ Ｂコース）」を毎年開催している。
主に訓練人形を使用した実技訓練で評判も良い。そこで、救
急隊員に対する分娩介助・新生児保護教育の有用性を検討し
た。

【対象と方法】受講者６８名を対象に、アンケートを実施した。
項目は、救急隊員資格と現場経験年数、分娩介助・新生児保
護の学習経験（座学または実技）の有無、現場での分娩介助・
新生児保護経験の有無と回数、研修会の必要性、自由意見等
とした。

【結果】６８名中５５名から回答を得た。（回収率８０．９％）救急
隊員資格は、救急標準課程１１名、救急救命士４４名であっ
た。現場経験年数は１～２０年で、平均７．４年であった。分娩
介助・新生児保護の学習経験「あり」は１９名（３４．５％）であっ
た。現場での「経験あり」は２６名（４７．３％）で、回数は１～４回、
苦慮したケースとして、母体の多量出血、新生児仮死や被
膜児、臍帯切断の判断等があった。研修会の必要性は５４名

（９８．２％）が「必要」と回答した。自由意見では、不安が解消
された、質の高い活動を維持していきたい、全職員が教育さ
れるべき等があった。

【考察】学習経験「あり」が１９名（３４．５％）と少数であるのは、
周産期対応救急事案に携わる事が少ないため、軽視されてい
る傾向にあると考える。また、現場経験ありでも１～４回と
少なく、現場経験でのスキルアップを望むことは困難と思わ
れた。研修会は５４名（９８．２％）が必要性を感じているため、
当地域ＭＣの分娩介助・新生児保護教育は有用と思われる。
これらのことから、分娩介助・新生児保護教育の充実強化を
図るために、「研修会を継続開催」、「指導救命士を中心とした
職場内教育」、更には「プロトコールの作成」が必要と考える。

【結語】当地域ＭＣが実施している「分娩介助・新生児保護研
修会（ＮＣＰＲ Ｂコース）」は救急隊員にとって有用であった。
今後は、研修会を継続開催するとともに、指導救命士を中心
とした職場内教育を計画的に実施し、プロトコールの作成も
考えていくことで、救急隊員の周産期救急に対する不安等が
解消され、質の高い活動が維持できる。
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一般発表２３ 救急活動５（周産期・小児）

O23-5 成田市消防本部における新生児蘇生法講習会の普及事業について

1）成田市消防本部、2）成田赤十字病院

髙田　　仁1）、田村　由貴1）、戸石　悟司2）

【目的】当市では、運用救急救命士の９５％以上が日本周産期・
新生児医学会認定の新生児蘇生法（以下ＮＣＰＲ）の資格取得を
している。さらに、救急救命士がインストラクターを取得し
講習会を開催、普及事業の体制を構築した。その背景とし
て、飛行中の航空機内で分娩し成田国際空港に緊急着陸した
母親、児へ対する事案がある。これを機に当市及び近隣周産
期医療センター新生児科医師と連携強化を図り、新生児蘇生
法講習会の普及事業発展に貢献するとともに救急救命士の周
産期救急に対する対応力強化を図った。

【症例】２３歳カナダ人女性、航空機内で分娩し、成田国際空
港に緊急着陸する。救急隊接触時、幸いにも母親、児は落ち
着いていたが、実際児は、低体温に陥っており近隣の周産期
医療センターのＮＩＣＵに入院した。

【結果・考察】当市において、病院前救護での墜落分娩事案が
年間平均２件発生している状況。また、近隣周産期医療セン
ターに救急搬送されてくる墜落分娩件数も年間平均８件ある
という地域背景がある。そんな中、本症例がきっかけとなり
近隣周産期医療センター新生児科医師の協力の下、当市では、
ＮＣＰＲの資格取得の取り組みを行なった。４年間で運用救急
救命士の４２名／４４名まで資格取得し、全救急隊に有資格者

が同乗している体制を構築した。
　次のステップとして、当初は医師のみのＮＣＰＲの開催で
あったが、平成３０年度から同じ立場の救急救命士が開催す
るべきとの助言から２名がインストラクターを取得し、学会
認定の指導要領だけでなく現場に即した指導要領を作成す
る。救急車内や住宅を想定したシナリオ、蘇生処置の訓練、
救急車に積載している資機材の改善及び工夫している点を情
報共有し、普段の救急業務と当てはめて同じ目線で開催して
いる。
　さらに、「救急隊の処置で母子はもちろん、父親とその周
囲の人生が変わるかもしれない」という精神のもと、今後、
全運用救急救命士が資格取得すると同時に資格更新コースを
救急救命士が開催し医師の管理下から離れて実施する予定で
ある。
　普及事業の体制を図り結果として、資格取得した救急救命
士が墜落分娩の現場に遭遇したが、ＮＣＰＲの経験を生かし適
確な現場対応することが出来たという報告を受けている。当
市でのＮＣＰＲの普及事業を今後も継続し近隣市町村や医師と
の顔の見える関係を築き、将来ある児のために今後も周産期
救急の発展に貢献していく。

O23-6 学校のアレルギー疾患に関する取り組みガイドラインに基づ
きエピペンが投与された症例

1）峡南広域行政組合消防本部、2）山梨県立中央病院

内藤　太一1）、岩瀬　史明2）

【目的】管轄地域の高校で男子生徒がアナフィラキシーショックを起こ
し、学校と連携して救急活動を行った。この症例では教師により学校の
アレルギー疾患に関する取り組みガイドライン（平成２０年３月３１日財団
法人日本学校保健会発行文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課
監修、以下、「ガイドライン」という）が活用されてエピペンが投与された。
　ガイドラインが活用された現状を報告し、救急隊員が管轄地域のガイ
ドラインを把握する必要性について提言する。

【症例】
⑴ 事故概要
　男子生徒が食物アレルギーを起こし全身の発疹があるとの救急要請。
なお、エピペンを所有しているとの情報であった。
⑵ 現病歴
　本人が購買で購入した煮カツ丼を摂り、体育の授業中に蕁麻疹を訴え
て、自立歩行で保健室へ行った。次第に呼吸苦を訴えて養護教諭の介助
でエピペンを投与した。
⑶ 既往歴
　食物依存性運動誘発アレルギー（豚肉、鶏卵、牛乳）
⑷ 症例の特徴
　学校内でアナフィラキシーを発症し、養護教諭がガイドラインに基づ
きながらエピペンの投与を介助。

　プレアライバルコールを行い、ドクターヘリを要請。搬送中に心肺停
止前静脈路確保を実施。ガイドラインが活用され、早い１１９番通報とエ
ピペン投与がなされた。

【結果・考察】養護教諭がガイドラインを見ながら冷静に対応し、ガイド
ライン通りに早い１１９番通報がなされ早期に救急隊が接触することが出
来、養護教諭の介助によりエピペンが投与され呼吸苦が改善し、ショッ
クの進行を防ぐことが出来た。この学校ではエピペン投与の訓練をして
おり、訓練とガイドライン活用が対応に大きな影響を与えた。
　またドクターヘリを初動要請することで、早期に医師が接触すること
が出来た。
　しかし、応急手当の普及啓発活動（以下、「救命講習」という）を通して
ガイドラインを把握していなかった為、救急隊はアナフィラキシーに対
する学校での対応をイメージすることが出来なかった。
　この症例を通して、学校側のガイドラインに基づいた対応の重要性に
ついて考えさせられた。
　ガイドラインは国の原案を基に学校毎に作成されている。救急隊員は
救命講習の指導を通して管轄地域のガイドラインを把握して、学校での
対応を事前にイメージし、ガイドラインに基づいた救命講習の指導をし
ていくべきた。救急隊員には指導を通して学校側にガイドラインに基づ
いた対応の重要性を伝えてくことが求められるのではないか。

第
1
会
場

第
1
会
場

1
日
目

2
日
目

第
2
会
場

第
2
会
場

第
3
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
7
会
場

第
8
会
場

第
8
会
場

第
9
会
場

第
9
会
場

第
10
会
場

第
10
会
場

2
日
目

第
8
会
場



250 The 28th National Ambulance-crew Symposium

一般発表２３ 救急活動５（周産期・小児）

O23-7 医療的ケア児と家族との関わりから見えてきた課題と提案

かすみがうら市消防本部

嶋田　勇一、藤井　　茂、豊崎　孝則

【目的】「医療的ケア児」（以下「子供」という）とは、医療的ケ
ア（人工呼吸器管理、痰の吸引、経管栄養等）を必要とする子
供をいうが、近年、新生児医療の進歩により、超未熟児や先
天性疾患児が、多く救命されている。そのため退院後に、医
療的ケアをしながら自宅で生活する子供が増加しており、結
果的に家族は、子供に寄り添いながら非日常的な生活の中、
24時間365日様々なケアをしている。例えば、気管切開孔は
あるが自分で元気に歩いて生活出来る子供でも、何かあった
時に責任が持てない事を理由に通園、通学出来ないことも多
く、レスパイト施設不足から親は働けず、睡眠不足や精神的・
肉体的疲労・ストレスが混在し、測り知れない苦労があると
知った。全国の救急隊員と、この現状を共有し救急隊として
さらに思いやりを持った活動・接遇を心掛け現状や家族の心
情を十分理解する事を目的とする。

【症例】子供の体調が明らかにいつもと違うため、迷いつつ
も119番要請した親の説明を受けたが、異常所見が観察出来
なかったため、救急隊と親の認識に擦れ違いが生じ、不快な
思いをさせてしまった。また別の機会に県内で行われていた
医療的ケア児を持つ家族の連絡会に参加した際にも、他の救
急隊への同様の声が聞こえたため反省すべきと痛感した。

【結果・考察】普段の子供を熟知した親でなければ把握出来な
い事も多いため、現場滞在が遅延しても、焦らず説明を十分
に傾聴しながら子供の普段との違いに気付ける努力が必要
だった。
こうした救急事例は、数少なく経験が不十分なため、自らを
振り返ると反省点が多々あった。また、現状では気管切開孔
への直接吸引や気管カニューレの挿入が出来ない救急救命士
は、親と連携して処置を行わなければならない。そこで、気
管切開孔からの直接吸引や気管カニューレの挿入を可能にす
る処置範囲拡大や、救急救命士を保育園や学校で採用する体
制が構築されれば、学校に通える子供が増え、親が仕事に出
ることができ、救命士の働く場所が増え、学校内での応急手
当の普及を日常的に行えるのではないかと考える。
この結果として、親は心の休息を得られ、子供は当たり前の
経験を出来るチャンスが生まれ、無限の力を発揮するきっか
けになるのではないか。
我々救急隊は、子供の現状や家族の負担をまだまだ把握出来
ていない傾向があるため、こうした情報を救急隊で共有し、
様々な心境を推し量りつつ思いやりを持った言動や活動をす
るべきである。

第
1
会
場

第
1
会
場

1
日
目

2
日
目

第
2
会
場

第
2
会
場

第
3
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
7
会
場

第
8
会
場

第
8
会
場

第
9
会
場

第
9
会
場

第
10
会
場

第
10
会
場

2
日
目

第
8
会
場



The 28th National Ambulance-crew Symposium 251

一般発表２８ 搬送困難症例・連携

O28-1 奈良県下３７市町村における精神科救急の現状と対策の検討

奈良県広域消防組合消防本部

柴田　広文、吉井　克昌、山田　剛永

【目的】奈良県下３７市町村における精神科救急の現状を検証
し、救急活動時間短縮に向けた効果的な方策を検討する。

【対象と方法】平成28年から平成30年の3年間を検証対象期間
とし、奈良県広域消防組合救急統計データから不搬送及び転
院搬送を除き、診療科目を精神科とした救急事案について現
場滞在時間、医療機関交渉時間、同交渉回数及び頻回救急要
請者の各項目について数値化、その現状から救急活動時間短
縮に影響すると考えられる要素を抽出し、今後の効果的な方
策について検討した。

【結果】検証期間における該当救急事案数は1,798件（122,016件
※）であり、現場滞在時間29.85分（20.41分※）、収容先選定時
間13.64分（7.99分※）、交渉回数1.52回（1.42回※）となりいず
れも同検証期間における精神科以外の救急事案に比して有意
差（p<0.05）をもって時間を要する結果となった。また、救急
要請回数が３回以上の頻回要請者については該当救急事案に
対し約7％を占めていた。 ※（）内は精神科以外の比較数値

【考察】本検証結果から、奈良県下においては精神科輪番に
よる診療体制が整備されており身体的な問題を抱えていない
傷病者に対する搬送先決定までのプロセスは交渉回数が少な
いものの、傷病者情報の伝達に時間を要していることが伺え、

伝達内容の効率化を図ることにより収容先選定時間の短縮及
び現場滞在時間の短縮につながるものと考察された。また、
頻回救急要請者については要請理由として、同じような症状
を訴え救急要請に至っている傾向があり、医療機関及び行政
機関を含めた他職種による連携を図ることが肝要であると考
察されたものである。
　今回、精神科救急における特徴を数値化することで、見え
ていそうで可視化できなかった要素を認識することが出来
た。我々、消防が救急業務として携わることとなる精神的な
問題を抱える傷病者は自損行為をはじめ、双極性障害や自律
神経障害、薬物依存症といった様々な病態と向き合い、社会
的な問題へ介入せざるお得ない場合があるが、精神科医をは
じめソーシャルワーカーなどの医療職や社会福祉関連部局と
の積極的な関わりを構築し、傷病者の社会復帰の支援を目標
としなければならない。

O28-2 精神科救急事案における直列型搬送の事例分析 
～成功へのポイントと今後の課題～

1）有明広域行政事務組合消防本部、2）熊本市消防局、3）呉市消防局、4）杵藤地区広域市町村圏組合消防本部、
5）菊陽病院、6）九州大学大学院医学研究院精神病態医学分野、7）国立病院機構熊本医療センター

濱田　拓也1）、荒木　龍起2）、佐々木夏恵3）、牧瀬わか奈4）、本武　敏弘5）、浦田　裕美6）、
橋本　　聡7）

【目的】精神科救急事案への対応は、現場滞在時間の遷延や
搬送先が決まらない等の様々な理由から、救急隊員に大きな
ストレスをもたらしているのが現状である。関係諸機関が連
携して対応を強化している地域も一部あるが全国的な均てん
化には至らず、各地域で対応が模索されている。そのよう
な中、特に困難とされる心身合併ケースについて日本臨床救
急医学会は、救急現場における精神科的問題の初期対応を学
ぶPEEC（Psychiatric Evaluation in Emergency Care）コー
スや、病院前を想定してPEECスキルを実践的に学ぶPPST

（Pre-hospital PEEC Skill Training）コースにおいて、「直列
型」や「並列型」と表される搬送形態を推奨している。とりわ
け前者は、救急医療が充実しているとは言えない多くの地域
において、円滑な救急業務遂行への有効な方法であると言え
る。
本調査・分析は、当消防本部におけるこれまでの蓄積事例か
ら直列型が成功に至るためのポイントや解決すべき問題点を
明らかにすることで、今後の成功率向上、延いては傷病者の
利益へ繋げることを目的とする。

【対象と方法】当消防本部でH27年10月からH30年4月までの
間に直列型を試みた全10例を、傷病者の主訴や搬送に対する

拒否の有無、精神・身体の既往、受入れ拒否の有無、搬入後
の移動手段やキーパーソンの有無等、計23項目から多角的に
事例分析する。

【結果】直列型を試みた10例のうち、救急隊のコーディネー
ト通りに傷病者の対応が進んだ成功事例は2例であった。そ
の他の不成功事例と比較すると、傷病者の意思や協力を得ら
れるキーパーソンの存在、搬入後の移動手段の確保などが直
列型の成立に大きく関与している事が示された。

【考察】成功事例の割合は全体の2割と、決して高いとは言え
ない結果となった。成功に至るポイントに関しても事案毎の
不確定要素が多い結果となったが、傷病者の意思に関しては
正しい対応でより良い結果に結びつけることが可能であり、
当該分野における救急隊員への教育の重要性は、近年の需要
の高まりからみても論ずるには及ばない。また、救急隊が精
神科受診の必要性を示しつつも受診に至らなかったケースも
散見された。これについては救急隊・病院側双方の職種を超
えた共通認識が必要である。行政の決定打となり得る介入が
見られない当地域を含む多くの地域では、それに関わる「人」
の教育から、受け入れ体制構築等のハード面強化へと草の根
的に繋げていく必要があると考察する。
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O28-3 精神疾患既往の頻回要請者への対策について

東京消防庁

山岡　政明、柿沼　恭介、小田　陽香、五十嵐歩実、浅利　　学

【目的】不要不急な救急要請を減らそうと、当庁では「♯
７１１９」救急相談センターや救急受診ガイド等の対策により、
一定の効果が得られている。しかし、頻回要請者により救急
隊が苦慮している活動も多くあると思われる。昭島消防署管
内で最も救急隊が苦慮していた精神疾患既往のＡ氏に対し、
関係機関と連携し救急要請を減少させた症例について報告す
る。

【症例】Ａ氏は４０歳代の男性、不眠症、統合失調症、人格障
害で精神科専門のＢ病院にかかりつけで、計画的に治療して
いるため、週１回の定期受診日以外の診察は行っていない。
不眠、不安等精神症状が強く、処方量以上に服用するため、
薬が足らなくなり救急要請することが多い。「点滴をしてほ
しい、薬が欲しい」といった要望をすることや、興奮してト
ラブルになることもあり、受診歴のある病院では収容受入困
難なところもある。収容先が見つかる場合もあるが、「救急
医療の東京ルール」に移行しても搬送先が決まらないことが
あり、先の見えない長時間の救急活動に苦慮していた。

【結果・考察】Ａ氏は平成２７年から頻回に救急要請していたた
め、同年に市役所生活福祉課、保健所、民生委員、Ｂ病院関
係者、警察を交え関係者会議を２回実施した。精神科医師か

ら精神疾患患者に関する教養を受け理解を深めるとともに、
他関係機関と情報の共有を図った。その後も件数は増加した
ため、平成２９年２月に３回目、６月にはＡ氏も含め４回目の関
係者会議を実施した。Ｂ病院医師から厳しい指摘を受け、本
人から「救急要請を控える。」との回答を得られた。
その後、一時要請しなくなったが、平成３１年４月から救急要
請が増大し、６月まで３８件要請している。Ｂ病院に随時情報
提供し、６月初旬に主治医からＡ氏に対し「指示に従えない
ならば治療を打ち切る。救急要請しないように。」と指示があ
り、翌日Ａ氏から「精神症状で救急車を呼ばない。」という主
旨の申し出があり、それ以後ほぼ救急要請がなくなった。
Ａ氏のような精神症状を訴える傷病者は、収容先が決まりづ
らく長時間の活動を強いられる。また収容しても精神症状は
一時的に改善するだけなので、搬送してもその場しのぎにな
り、再度救急要請されることが大半である。救急現場での対
応には限界があるため、「関係機関の協力を仰ぎ多方面から
働きかけること」が、不要不急の救急要請をなくすために有
効であると考える。

O28-4 「頻回利用者」対策に関する事務処理マニュアルの作成について

神戸市消防局

梅木　裕史

【目的】救急車を繰り返し要請する方（頻回利用者）の中には、救
急隊による緊急の病院搬送が必要な場合がある一方で、緊急に
搬送する必要性はそれほど高くないにもかかわらず、身体的・
精神的な課題を抱えていることを背景に、救急車を要請してい
るケースが存在する。
　こうした緊急性が高くない方に対しては、行政機関や関係当
事者が連携して、介護や医療などの適切なサービス等につなぐ
方策を講じれば、本人の環境や状況が改善され、頻回利用のう
ちでも緊急性の高くない救急車要請を減らすことができる場合
があるのではないかと考えられる。
　この課題を解決するために、神戸市における頻回利用者対策
の事務処理を進める上での基準として「頻回利用者対策に関す
る事務処理マニュアル」を作成したので、この内容について報
告する。

【症例】当局では、真に救急車が必要な方のもとに遅滞なく救
急サービスが提供されることを目的として「頻回利用者」をター
ゲットとした施策を実施すべく、平成30年度にワーキンググ
ループを立ち上げ、繋げる適切なサービス（福祉・医療・介護）
を所管する当市保健福祉局や弁護士等と調整し、マニュアル作
成した。

・ １年間に救急車を１０回以上要請する者のうち、適切なサービ
スに繋げることで救急車を呼ばずとも解決する可能性がある者
・ 救急出動回数が１０回未満の者でも何らかの支援が必要と認め
る者
　上記の者を抽出し、適切なサービス（福祉・医療・介護等）へ
繋げるために関係機関に個人情報を提供すること、また適切な
サービスを提供するために必要な手続きを進めることについて
の同意書を得た後、区保健センターを通じて区役所もしくは保
健センターの担当係に情報提供し、支援の提供に繋げることと
した。

【結果・考察】頻回利用者へ適切なサービスへ繋げるための仕組
みや、不適切な救急要請を繰り返す対象者への対応手順につい
て、マニュアルを作成したことにより、基本的な業務の流れを
示すことができ、消防局と保健福祉局の共同事務として業務を
進めることができる。
　今後、マニュアルを元に業務が実施され、適切なサービスが
提供されずに救急車を頻回に要請してしまっている市民に対し
適切にサービスが提供されることにより、不適切な救急要請が
軽減し、結果として真に救急車が必要な方のもとに遅滞なく救
急サービスが提供されることを期待している。
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一般発表２８ 搬送困難症例・連携

O28-5 保健所と連携した自殺未遂者相談支援事業（ある奏功事例から）

1）湯沢雄勝広域市町村圏組合消防本部、2）秋田県雄勝地域振興局　健康福祉部

奥山　智隆1）、松田　悌二1）、小坂　広美2）、齋藤　智子2）

【目的】秋田県は人口10万人あたりの自殺率が全国で最も高
く、県は自殺予防に積極的に取り組んでいる。当消防本部は
管轄保健所を中心とした自殺予防ネットワーク（雄湯郷ふれ
あいネット）に参加。自殺未遂者相談支援事業のうち、救急
搬送時の事業説明と窓口の紹介を行い、繋ぎの役目を担って
いる。本来、自殺未遂者の再企図防止を目的とした事業であ
るが、今回、自殺行為におよぶ前に相談支援が行われた事案
を経験したので報告する。

【症例】70代女性、歯が痛いとの指令により出動。傷病者接
触時、環境や初期評価に異常なし。歯痛は我慢できると言い
つつ震えており、苦悶というよりは不安な表情であったこと、
車内収容中の揺れに対し非常に強い不安を訴えたことに違和
感を覚えた。夫は多少感情の起伏はあるが、抜歯後の痛みと
転倒による腰痛がひどい。とにかく歯科の薬を飲んでから様
子がおかしいと、繰り返し訴えていた。しかし、傷病者本人
が搬送中自殺願望を口にしたため、自殺未遂者相談支援事業
の対象者と判断した。医師引継ぎ後、看護師とともに夫から
状況を再聴取したところ、「日常的に死にたいと訴え、目を
離すことができない。」との情報を得た。夫が相談支援を希望
したため、後日保健所に情報提供するに至った。相談支援の

介入時は精神科受診直後で、精神状態は安定しており、その
後地域友人との交流も出来るようになった。

【結果・考察】歯痛の通報から一転、傷病者が自殺願望を口に
したことで、実際に行為におよぶ前に保健所と連携し、相談
支援が行われた奏功事例であった。救急隊が同意を取ってい
るため相談支援の初期行動は取りやすいが、平日の対応とな
るため、週末の場合は家族の見守り方が重要になる。また、
多職種の連携がたらい回しと捉えられないように丁寧な説明
が求められる。我々が多く搬送する高齢者の自殺原因は、健
康上の理由が多くを占めており、普段の救急活動の中で過度
な不安など自殺に繋がるサインを見逃さず、自殺未遂者相談
支援事業を有効に活用し、自殺予防の推進に繋げていきたい。

O28-6 聴覚障害を有する傷病者に対し手話通訳者と連携した症例

川崎市消防局

井坂　好希

【目的】本市では聴覚障害を有する傷病者が医療機関などで
支援が必要な場合、手話通訳者を派遣する緊急手話通訳者派
遣制度を実施している。今回、聴覚障害のため、状況聴取が
困難な傷病者を搬送し、医療機関で手話通訳者と連携した症
例を経験したので、緊急手話通訳者派遣制度の有用性を明ら
かにすることを目的とする。

【症例】７０代女性。８時３０分頃に共同住宅の屋外階段で壁に
もたれ胸が苦しそうな仕草をしており、左上肢の強直性痙攣
を１分間程度発症しているところを近隣住民が目撃した。傷
病者宅にいた息子に知らせ、駆け付けた息子が救急要請。
　救急隊到着時、屋外階段に座位。冷汗及び便失禁を認めた
が痙攣は確認できず。ＪＣＳ１０で筆談は困難であり、同居し
ている息子は手話対応ができなかった。

【バイタルサイン】意識レベルＪＣＳ：１０、呼吸数：毎分３６回、
脈拍数：毎分７８回（不整）、血圧：１０５／６０ｍｍＨｇ、体温：
３６．４℃、血中酸素飽和度：９７％、心電図上明らかなＳＴ変化
なし、瞳孔（５・５）（±・±）
　筆談や読唇術等でコミュニケーションを何度も試みたが現
病歴の聴取は困難であった。観察所見のみで２次医療機関選
定（循環器及び脳外）し搬送開始。

　搬送途上に手話通訳者派遣を依頼。救急隊病院到着の約
１０分後に手話通訳者が到着。傷病者は意識レベルＪＣＳ１０で
あったが手話での聴取は可能であり、胸痛などの有用な情報
が手話を用いて聴取することができた。
　診断名：非ＳＴ上昇型心筋梗塞

【結果・考察】本症例は、現場で電子メモパッドを使用した筆
談等により現病歴の聴取を試みたが、聴取困難であった。病
院到着後に来院した手話通訳者が傷病者から迅速に状況を聴
取することができたため、円滑な診察が可能となり、医師か
ら本制度の有用性を評価された。
　本市では、平成２９年度から川崎市聴覚障害情報文化セン
ターから講師を招き、緊急手話通訳者派遣制度の周知、救急
用コミュニケーションボードや電子メモパッドを使用し、聴
覚障害者とのコミュニケーション向上を図っている。
　今後も聴覚障害者が安心して医療行為を受けられる本制度
を有効活用するとともに、救急現場における聴覚障害者との
コミュニケーション向上を図りたいと考えております。
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O28-7 大阪の繁華街（キタ・ミナミ）における飲酒事案の現状と課
題について

大阪市消防局

箱部　雄太、三木　大輔

【目的】大阪市は大阪駅周辺（北区）の「キタ」難波駅周辺（中央
区）の「ミナミ」といわれる日本有数の歓楽街を有して、飲酒
が関係する救急出動が多いのが特徴である。特に週末の夜
間帯には飲酒が関係する出動が集中的に増加し、他重症事案

（CPA）の現場到着までの時間に影響を与えている可能性が
考えられる。

【対象と方法】平成30年中に大阪市の北区と中央区の救急統
計データから「酒、酔、アルコール」等の飲酒に関係するキー
ワードを抽出した事案（以下：飲酒事案）を時間帯、曜日別で
分析し、重症事案（ＣＰＡ）に対する現場到着までの時間を調
査した。また救急隊員100名を対象に「飲酒が関係する救急活
動の問題について」のアンケート調査を行った。

【結果】飲酒事案の発生率は全体の11.3％であり、傷病程度の
割合は不搬送30.7％、軽症54.3％、中等症14.8％、重症・死亡
0.06％であった。週末（金・土曜日）の23時台では55.9％と最
多の発生率であった。CPAの現場到着までの時間（指令から
現場到着）は平均5分6秒間で、週末の23時台に限定したCPA
の現場到着までの時間は平均7分40秒間で、2分34秒間の延長
が認められた。またアンケート調査の結果では、飲酒事案で
の活動には時間や手順を多く要すると考える意見が多数あっ

た。
【考察】今回の調査によって週末の23時台に発生したCPA事
案への現場到着までの時間に延長が認められた、週末の23時
台が集中的に発生する飲酒事案が影響している可能性が考え
られる。更に「未成年、自損、住所不定」等の条件が飲酒と合
わさると、更に活動時間の延長が認められた。本市は医療機
関側との協力体制について、「医療懇談会」を定期的に開催し
意見交換の場を設けて関係の強化を図り、この様に上記の具
体的な数値等の資料を参考にして今後の対応策を協議する必
要があると考えられる。

【結語】今回は飲酒事案に焦点を絞り、CPA事案で現場到着
までの時間等への影響について調査を行った。飲酒事案が関
係しない事案については調査が行えておらず、更なる分析を
交えた検証が必要であると考えられる。また軽症や不搬送の
比率も多い事から予防的な広報を積極的に行うことによって
出動件数の抑制を図る必要がある。救急医療は地域事情の特
性やその時代に応じたものである必要があり、その中で大阪
市のキタとミナミにおける繁華街の特性に応じた検証を継続
したい。
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市民公開講座 「地域の安全をみんなで守る」～ともに助け合う社会へ向けて～

PL-1 地域防災リーダーとして求められるものとは

東北大学災害科学国際研究所

佐藤　　健

　仙台市では東日本大震災後の2012年度から仙台市地
域防災リーダー（略称：SBL）の養成に取り組んでいる。
仙台市地域防災リーダーの最大の特徴は、平常時から
地域に根差していることである。受講者が研修で得た
知識と技能は、単に個人の知的財産に留まらず、受講
者が居住する地元地域に対して還元され、地域防災力
の高度化に寄与する。また、地域特性をふまえた防災
活動を推進するためには、防災に関する一般的な知識
に加えて、ローカルな地域ごとの自然環境と社会環境
の理解力、そして地域コミュニティとの協調性が要求
される。
　仙台市内において展開されている仙台市地域防災
リーダーの活動状況や、次世代の防災人材育成に上手
に取り組んでいる事例の紹介を通して、地域防災リー
ダーとして求められるものとは何かについて論じる。
参考文献
佐藤健・柴山明寛・桜井愛子・増田聡：仙台市地域防災
リーダーによる地域に根差した防災活動、第15回日本
地震工学シンポジウム、2018.12
佐藤健・桜井愛子・小田隆史・村山良之：コミュニティ
レベルの防災活動の日米比較－米国緊急事態対応チー
ムCERTと仙台市地域防災リーダーSBLを事例に－、地
域安全学会論文集、29巻、pp.239-246、2016.11
佐藤健・増田聡・柴山明寛：仙台市地域防災リーダーの
養成プログラムの開発、日本地震工学会論文集、15巻、
7号、pp.474-484、2015.12
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市民公開講座 「地域の安全をみんなで守る」～ともに助け合う社会へ向けて～

PL-2 命を守る応急手当て

東北医科薬科大学病院救急科

遠藤　智之

命を脅かす突然の急病に陥った患者さんを助けるため
には、傍にいる人々の迅速な対応がとても重要です。
急性心筋梗塞、急性大動脈解離、肺塞栓症、脳卒中といっ
た急病は、重要な血管が詰まったり、割けたり、破れ
たりして発症しますが、しばしば前兆は無く、時には
初発症状が心停止ということもあります。すわなち予
兆なく心停止に陥ってしまう可能性があるということ
です。もともと高血圧、糖尿病、脂質代謝異常、喫煙、
高齢などの動脈硬化のリスクをお持ちだったり、心疾
患の既往のある患者さんであれば、ますます急に悪く
なる可能性は高くなります。もし万が一、突然目の前
で家族や知人の容態が悪化し、ついには心臓が止まっ
てしまい、自らが応急手当を行うときには「本当にこれ
でいいのだろうか？」と怖くなってしまうこともあるで
しょう。そんな恐れを抱いていても、そばにいる人が
勇気を持って応急手当を開始すれば確実に助かる命は
増えます。特に心臓がとまってしまうときには、救急
車を呼んで、心臓マッサージだけでも始めることがで
きれば、それだけで蘇生の可能性は倍増します。現在
はAEDが至る所に配置され、救急隊よりも早く、市民
の手で電気ショックを行うことができるようになりま
した。心臓マッサージとAEDの組み合わせで、更に助
かる命は増えます。市民に始まり、救急隊から病院へ
としっかりといのちのバトンをつなぐことができれば、
より多くの尊い命を救うことができるでしょう。
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